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認知症介護研究・研修仙台センター

センター長 加 藤 伸 司

令和元年 6 月に政府がとりまとめた「認知症施策推進大綱」では、「介護従事者の認知

症対応力向上の促進」を目指して、良質な介護を担うことができる人材を質・量ともに確

保するために、認知症介護基礎研修、認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研

修、認知症介護指導者養成研修を推進することが謳われています。また、当センターを含

む認知症介護研究・研修センターでは、介護保険制度施行当時より、認知症介護指導者養

成研修等を通じてこれらの研修事業による人材育成を支えて参りました。

一方、これらの研修事業につきましては、これまで育成目標数による計画・評価は行わ

れてきましたが、研修事業がどのような効果を具体的にもたらしているか、すなわちアウ

トカム評価の観点からの検討はあまり行われてきませんでした。本事業は、この課題に対

して、現行の研修がもたらしている効果を明らかにするとともに、今後の研修事業評価の

あり方や、評価の方法・指標等を策定することを目的に実施されました。

本事業の成果は、本報告書に加え、次のようにとりまとめさせていただきました。

まず、現在行われている研修事業の効果や意義を明らかにするための調査研究を行い、

研修事業への理解を深め、受講を促進していただくためのパンフレット『知っていますか？ 

認知症介護実践者等養成事業～研修の意義・効果と修了者の役割・活動事例～』を作成い

たしました。介護サービス事業者の皆様ほか関係諸機関への研修事業の周知・説明、受講

者募集等にあたり、ご活用いただければ幸いです。

また、今般の研修実施要綱改正に伴い、令和 3 年度以降、研修カリキュラムが改定され

るとともに、研修実施主体における研修成果の評価・報告が求められていく予定です。こ

れに合わせて、本事業では今後の研修評価のあり方や評価の方法・指標等の案をとりまと

め、報告書別冊「実践研修及び指導者養成研修のアウトカム評価の基本的考え方 令和３

年３月版」を作成しております。併せてご活用いただければ幸いです。

なお、本事業は当センターが主管しましたが、事業の実施にあたっては、認知症介護研

究・研修東京センター、同大府センターと適宜協議・協力のもとで進めて参りました。

本事業の成果が、わが国の認知症介護の分野における人材育成の取り組みを進めていく

ために、少しでも役立つことができれば幸いです。

令和 3 年 3 月
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第Ⅰ部 研究事業の概要 





第Ⅰ部 第１章 

令和元（2019）年 6 月に政府がとりまとめた「認知症施策推進大綱」では、「普及啓発・本人発

信支援」「予防」という基盤となる事項に次ぐ柱として、「医療・ケア・介護サービス・介護者への

支援」が示されている。

さらにこの中で、「介護従事者の認知症対応力向上の促進」を目指して、良質な介護を担うことが

できる人材を質・量ともに確保するための、認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修、認知症

介護実践リーダー研修）、及び認知症介護指導者養成研修（以下、それぞれ「実践者研修」「（実践）

リーダー研修」「指導者養成研修」と略記する場合がある）の実施が位置づけられている。これらの

研修は、途中名称変更・カリキュラム改定はあったものの、介護保険制度開始当時から実施されて

おり、わが国の認知症介護の水準を公的に担保するための重要な役割を果たしている。また、平成

28（2016）年度から開始された認知症介護基礎研修、基準省令により受講者の配置が義務付けられ

ている研修（認知症対応型サービス事業開設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規

模多機能型サービス等計画作成担当者研修）、及び認知症介護指導者フォローアップ研修とともに、

「認知症介護実践者等養成事業」として体系化されている。認知症介護研究・研修仙台センターで

は、同東京・大府センターとともに指導者養成研修を実施し、実践者研修・実践リーダー研修を各

地で企画・運営し地域に貢献する人材（認知症介護指導者）を多数輩出してきた。

また、上記大綱においては、令和 2（2020）年度末の KPI（Key Performance Indicator）とし

て、実践者研修で 30 万人、実践リーダー研修で 5 万人、指導者養成研修で 2.8 千人という規模で、

量的な観点から育成目標値が掲げられており、これらは概ね近い水準に達する見込みである。

一方、量的な目標達成に加えて重要なのが、認知症介護の分野で良質なサービスを担うことがで

きるという、質を備えた人材育成・確保である。このことについては、これまで複数回のカリキュ

ラム変更、認知症介護基礎研修の創設等、研修体系の改善や研修の質向上を目指したさまざまな取

組みが行われてきた。しかしながら、受講がもたらす効果の検証（アウトカム評価）を含め、受講

後の実態把握は十分とはいえない状況にあった。

このため本研究事業では、認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、及び認知症介

護指導者養成研修のそれぞれ及び研修体系全体に対して、アウトカム評価の観点から研修の効果や

意義、及び課題を明らかにすることを目的とした。

具体的には、下記の事業を実施することでこの目的の達成を目指していくこととした。

１．実践者研修・実践リーダー研修のアウトカム評価を中心とした介護保険施設・事業所等調査

（研修を受講することによる施設・事業所のメリット、受講・未受講による介護職員の働き方、

受講後の役割等に関する調査）

２．各層の研修に対するアウトカム指標を含む評価方法・評価指標の策定

（認知症介護実践者研修、実践リーダー研修、指導者養成研修のアウトカム指標の設定を含む評

価のあり方の検討）

３．指導者養成研修修了者の活動実態調査及び活動好事例の収集・整理

（受講者の受講後の活動状況その他のアウトカムや活動好事例等の確認）

※上記は計画当初の目的整理であり、本報告書の構成とは異なる。

また、本事業実施年度である令和 2（2020）年度が KPI 評価の基準年度として設定されているこ

と、令和 2 年度に別途実施されている 2 つの調査研究事業において、認知症介護実践研修・指導者

第１章 事業目的 
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認知症介護研究・研修仙台センター 

養成研修のカリキュラム見直し、及び認知症介護基礎研修の受講形態を含めた見直しが行われるこ

とを踏まえ、本事業の成果を次の 2 つの観点からとりまとめることとした。すなわち、①現行の研

修におけるアウトカム評価をとりまとめ、その成果や意義、あるいは課題について整理すること（上

記事業の 1 及び 3 に相当）、及び②今後（令和 3 年度）以降に実施される研修事業のアウトカム評

価を中心とした評価について、評価のあり方、方法・指標について具体的に示していくこと（事業

2 に相当）、である。また、①については報告書とともに成果物冊子を作成し、認知症介護実践研修・

指導者養成研修の効果や意義について周知に努めることとした。②については、評価の方法や指標

について具体的に整理したものの資料化をはかることとした。

なお、本研究事業は認知症介護研究・研修仙台センターが申請・実施するものであるが、全体の

検討及び個々の事業は、認知症介護研究・研修東京センター及び大府センターと協議・協力のもと

で実施することとした。

2



第Ⅰ部 第２章 

１）検討委員会

本研究事業を推進する基盤として、下記作業を行うための、総括的な検討委員会を設置した。

 研究事業全体の方向性の検討

 認知症介護実践者研修・実践リーダー研修のアウトカム評価を中心とした介護保険施設・事

業所等調査の設計及び調査結果の検討

 各層の研修に対するアウトカム指標を含む評価方法・評価指標の策定に向けた方針検討、及

び全体像の整理

 指導者養成研修修了者の活動実態調査及び活動好事例の収集・整理の調査設計及び調査結果

の検討

 成果物冊子の企画・編集

 事業結果のとりまとめ

検討委員会は、学識経験者 4 名、認知症介護指導者 3 名、都道府県・政令市（各研修の実施主体）

担当者 3 名、及び認知症介護研究・研修仙台センターの研究スタッフ 4 名、同東京・大府各センタ

ーのスタッフ 6 名から構成された。また、オブザーバーとして、厚生労働省老健局認知症施策・地

域介護推進課に出席を依頼した。

検討委員会は事業期間内に 3 回開催された（第 1 回：令和 2 年 7 月 17 日、第 2 回：令和 2 年 11
月 13 日、第 3 回：令和 3 年 2 月 10 日）。 

［検討委員会委員名簿（敬称略・順不同．○は委員長）］ 

氏 名 所属・役職 

小野寺 敦志 国際医療福祉大学赤坂心理・医療マネジメント学部心理学科 准教授 

下垣 光 日本社会事業大学社会福祉学部福祉援助学科 教授 

時田 学 日本大学大学院総合社会情報研究科 准教授 

渡邉 浩文 武蔵野大学人間科学部社会福祉学科 教授 

吉田 剛 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課高齢福祉グループ 主査 

杉山 博宣 大阪市福祉局高齢者施策部高齢福祉課 係長 

明神 未来 高知県地域福祉部高齢者福祉課地域包括ケア・認知症施策推進室 技師 

中村 克也 社会福祉法人神奈川県社会福祉事業団総合経営センター 参事 

長森 秀尊 社会福祉法人喜成会高齢者総合ケアセンターみらい センター長 

苅谷 貢 医療法人防治会いずみの病院 事務部次長 

山口 晴保 認知症介護研究・研修東京センター センター長 

中村 考一 認知症介護研究・研修東京センター 研修企画主幹 

滝口 優子 認知症介護研究・研修東京センター 研修企画主幹 

加知 輝彦 認知症介護研究・研修大府センター センター長 

中村 裕子 認知症介護研究・研修大府センター 研修部長 

○加藤 伸司 認知症介護研究・研修仙台センター センター長 

阿部 哲也 認知症介護研究・研修仙台センター 副センター長 

矢吹 知之 認知症介護研究・研修仙台センター 研修部長 

吉川 悠貴 認知症介護研究・研修仙台センター 研究部長 

第２章 事業実施経過及び結果の概要 

１．事業実施体制 

（オブザーバー：厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課）

3



認知症介護研究・研修仙台センター 

２）作業部会

本事業において予定されている事業の実務を管理し、事業間の調整等を行うため、作業部会を設

置した。具体的には、適宜検討委員会に諮りながら下記作業を実施した。なお、各作業末尾に記載

したとおり、主として担当するセンターを定めて実施した。

 実践者研修・実践リーダー研修のアウトカム評価を中心とした介護保険施設・事業所等調査

の実施及び調査結果のとりまとめ（仙台センター）

 各層の研修に対するアウトカム指標を含む評価方法・評価指標の策定作業の実施・とりまと

め（東京センター、一部仙台センター）

 指導者養成研修修了者の活動実態調査及び活動好事例の収集・整理の実施及び結果のとりま

とめ（大府センター）

 成果物冊子の作成（仙台センター）

 報告書素案の作成

作業部会は、各センターのスタッフ計 8 名で構成した。 
また作業部会は事業期間内に 6 回開催されるとともに、事業進捗に応じて適宜協議を重ねた（第

1 回：7 月 21 日、第 2 回：8 月 5 日、第 3 回：10 月 16 日、第 4 回：11 月 17 日、第 5 回：12 月

17 日、第 6 回：3 月 5 日）。 
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第Ⅰ部 第２章 

１）現行の認知症介護実践者等養成事業におけるアウトカム評価（本報告書第Ⅱ部）

(1) 検討対象の整理（第１章）

現行の認知症介護実践者等養成事業の全体像を確認し、アウトカム評価の必要性を確認した

後、「認知症介護実践者等養成事業」には、多様な研修事業が含まれることを考慮して本事業の

検討対象を整理した。

その結果、本事業では同事業に含まれるもしくは関連する研修のうち、ステップアップ型の

連続性をもった事業で、修了者配置が義務ではなく介護報酬加算の要件であり、かつ養成事業

全体の根幹をなす、「認知症介護実践研修」（認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー

研修）、及び「認知症介護指導者養成研修」を、本事業における主な対象とすることが適当と判

断した。併せて、対象としなかった研修について、今後の課題等を整理した。

次に、本事業で対象とする「アウトカム」の範囲の想定を整理した。本事業実施年度に進行

中のカリキュラム改定等の動向も踏まえ、本事業においては、中長期的な、あるいは広範なア

ウトカムを想定して継続的に検討するよりも、まずは、受講者（修了者）個人や所属施設・事

業所におけるサービス提供状況に、現行の研修が現時点で直接的にもたらしている、かつ初期

～中期のアウトカムについて明確にすることが重要と判断した。その上で、各研修の育成目標

（ねらい）や対象者設定、及び研修のアウトカムとして実現されることを想定していると思わ

れる介護報酬加算の要件等を基礎として、アウトカム想定を一定程度具体化した。

(2) 認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修・認知症介護実践リーダー研修）（第２章）
（目的設定 1. 実践者研修・実践リーダー研修のアウトカム評価を中心とした介護保険施設・事業所等調査）

第 1 章での整理を踏まえて、①受講者（修了者）の能力向上とそれに応じた②施設・事業所

内の役割付与、及び③施設・事業所の体制・取組への寄与の観点を中心に指標を設定し，認知

症介護実践研修のアウトカムを確認・評価するための介護保険施設・事業所を対象とする調査

を実施した。

調査にあたっては、認知症専門ケア加算・認知症加算（通所介護）の対象、もしくは研修修

了者配置が要件となっている介護保険施設・事業所について、地域（都道府県・政令指定都市）

及びサービス種別を層化変数として層化無作為抽出を行い、4,824 件を抽出し調査対象とした。

主な調査項目は、施設等の基本情報、認知症介護実践研修・基礎研修への職員派遣状況、施設・

事業所等の環境・体制等と修了者配置状況、研修受講の効果、受講者派遣の課題等であった。

また、調査は自記式調査票を用いた郵送法により、令和 2（2020）年 9 月～10 月に実施され

た。

調査の結果、不達 43 件を除く実発送数 4,781 件に対し、回収 1,099 件（23.0%）、有効回答

1,062 件（22.2%）の回答票が得られた。これらに対して、認知症介護実践者等養成事業に伴う

研修への職員派遣状況、研修修了者の有無と施設・事業所の環境・体制等との関係、実践者研

修・実践リーダー研修受講の効果、サービス種別による差異、受講効果や施設・事業所の環境・

体制等の構造、受講者派遣への課題をテーマに集計・分析を行った。また、集計・分析結果か

ら、現行の認知症介護実践研修におけるアウトカムの確認・評価を行った。

実践者研修については、現行の研修カリキュラムから導出した、主として個人の認知症ケア

２．事業結果の概要 
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の能力向上に関する項目による、修了者に対する所属施設等による受講後の変化への評価がお

おむね高い水準にあった。また、施設等においては、個人の能力向上のみならず、チームや組

織における中核的職員となることを本研修に期待して研修に派遣し、修了後は実際に主要な役

割の担当に配属し、併せて修了者がいることの利点も感じていることが確認できた。

実践リーダー研修については、実践者研修をやや下回るものの、研修カリキュラムから構成

したチームマネジメントを中心とした能力向上に関する指標について、同様に所属施設等によ

る受講後の変化に関する評価がおおむね高くなっていた。また、施設等においては、個人の能

力向上・チームや組織における中核職員の育成に加え、より指導的・管理的能力の向上を本研

修に期待して研修に派遣し、修了後は実際にそれらの取組・体制の担当に配属し、併せて修了

者がいることの利点も感じていることが確認された。

また、両研修に共通して、修了者がいる施設等の方が、総じて組織としての取組実施や体制

整備の割合が高くなっていた。

以上のことから、現行の認知症介護実践研修は一定の受講成果（アウトカム）を個人及び施

設等の単位でもたらしていると考えられ、認知症介護指導者養成研修についての調査結果（第

3 章）と合わせて、第 4 章でさらに精査し、総合的な考察を行うこととした。 

(3) 認知症介護指導者養成研修（第３章）

6

（目的設定 3. 指導者養成研修修了者の活動実態調査及び活動好事例の収集・整理）

第 1 章での整理を踏まえて、①認知症介護実践研修等の企画・講師への関与、②職場内外に

おけるケアの質向上のための指導、及び③地域の認知症施策推進への貢献の観点を中心に、現

行の研修がもたらしている初期～中期的なアウトカムに関する指標を設定し、認知症介護指導

者養成研修のアウトカムを確認・評価するための調査を実施した。①認知症介護指導者養成研

修修了者（以下：指導者）の活動実態調査（第 1 次調査）、及び活動好事例の収集・整理（第 2
次調査）、②都道府県・指定都市を対象とした、地域単位で見た指導者の役割に関する調査、③

指導者ネットワークを対象とした同調査である。

①活動実態調査（第 1 次調査）では、【役職の変化】、【研修の目標と達成度】【環境・体制（自

法人の役割・介護報酬加算・置かれている環境）の状況と指導者の役割担当】、【指導者活動（認

知症介護実践研修への参画、地域活動への参画）の状況】、【研修前後の変化についての自己評

価】を主な指標として、認知症介護研究・研修センターにおいて、2018（平成 30）年度末まで

に指導者研修を修了した者 2,306 名を対象とし、自記式調査票を用いた郵送法により、令和 2
（2020）年 9 月～10 月に調査を実施した。また活動好事例の収集・整理（第 2 次調査）では、

第 1 次調査の回答時に事例提供の諾否を確認した後、承諾が得られた指導者に対し、主として

電子メールを用いて報告書式を授受する形で、地域で展開している活動好事例の提供を求めた。

さらに②地域単位で見た指導者の役割に関する調査では、認知症介護実践研修の実施主体であ

り、認知症介護指導者養成研修受講者を推薦する立場である都道府県・指定都市 67 自治体を

対象に、自記式調査票を用いた郵送法により、令和 2（2020）年 11 月～12 月に調査を実施し

た。主な調査項目は、都道府県等から指導者に対する、地域活動に関する働きかけの実態と、

地域活動への期待の有無、認知症介護研修推進計画の策定状況を確認するものであった。加え

て③指導者ネットワークを対象とした調査では、認知症介護指導者が修了センターごとに構成

する 3 つのネットワーク、及びその全国組織である全国ネットワークの各代表 4 名を対象に、

②と同時期に具体的な活動事例について電子メールを介して報告書式による提供を依頼した。

調査の結果、①活動実態調査（第 1 次調査）では 847 名（28.3%）から回答があり、活動好

事例の収集・整理（第 2 次調査）においては 46 の事例が得られた。また②地域単位で見た指
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(4) 認知症介護実践者等養成事業の意義及び効果（第４章）

第 2 章及び第 3 章の結果を総合し、現行の認知症介護実践研修及び認知症介護指導者養成研

修について、研修事業の意義及び効果の観点から、アウトカム評価を整理するとともに、今後

の評価の取り組みにおいて考慮すべき事項を考察した。

認知症介護実践研修については、アウトカム評価については実践者研修とリーダー研修の別

に整理し、今後考慮すべき事項については共通点が多かったためまとめて示した。アウトカム

評価に関しては、実践者研修、実践リーダー研修のそれぞれにおいて、各研修のねらいや対象

者設定に応じた、もしくはそれをやや超える範囲・水準で、受講者の能力変化、修了者への役

割付与、施設・事業所の体制・取組への寄与において研修受講が一定の効果をもたらしている

ことが確認された。一方、今後考慮すべき事項として、本事業実施期間中のコロナ禍の状況下

で調査設計に一定の制約があったことを含め、精査できなかった点や課題として整理すべき点

が見出された。それらは、評価のスキーム、施設・事業所や研修受講（派遣）状況に関する基

本的事項、施設・事業所の環境・体制や修了者への役割付与ならびにサービス評価等、受講者

（修了者）の能力評価、受講者派遣に関する課題、の各観点から整理することができた。

認知症介護指導者養成研修におけるアウトカム評価については、修了者である認知症介護指

導者に期待される役割である、認知症介護実践研修等の企画・講師等、職場内外におけるケア

の質向上のための指導、地域の認知症施策推進への貢献の 3 つの側面から整理を行った。3 つ

の側面のいずれにおいても、指導者は研修受講後に高い割合でかつバリエーションに富んだ活

動を展開しており、認知症介護指導者養成研修は、地域の認知症介護の質を担保し、認知症施

策の展開に貢献することに資する、一定の効果を挙げていることが確認された。一方、今後の

評価において考慮すべき事項として、評価のスキーム、認知症介護実践研修等の企画・講師へ

の参画状況、職場内外におけるケアの質向上の指導への関与、地域の認知症施策推進への参画

状況、指導者の置かれている環境についての課題、の各観点から提言がなされた。またこの過

程で、指導者の地域等における活動を担保するための環境や認知症介護実践研修実施主体との
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導者の役割に関する調査では、46 自治体から回答が得られた。③指導者ネットワークを対象と

した調査では、依頼した 4 ネットワークの代表それぞれより活動実態に関する詳細な事例が得

られた。結果から、認知症介護実践研修等の企画・講師への関与では、7～8 割の指導者が認知

症介護実践研修等の企画・立案に参画し、講師・ファシリテーター役を務めていることが示さ

れた。職場内外におけるケアの質向上の指導では、リーダー等指導的立場の職員を育成する体

制づくりや研修の企画・立案、講師の役割を研修修了後から担っていること、地域包括支援セ

ンターから依頼された研修や医療従事者に対する認知症対応力向上研修など、指導者養成研修

を修了して新たに携わることが出来ている地域活動が明らかになり、指導者という立場で、職

場内外の介護の質改善に関する指導の実施、職場内で研修計画作成や実施の役割を担っている

ことが確認された。地域の認知症施策への貢献では、約 9 割の指導者が何らかの地域活動を研

修修了後に実践できていること、また、認知症に関する理解の促進、地域の専門職に対する認

知症対応力の向上、地域支援体制の強化の活動など、指導者として様々な地域活動を展開して

いることが確認された。加えて、ネットワークとして自治体の圏域を超えた自己研鑽の場づく

りや災害時支援等、広範囲な活動の展開がなされていることが確認された。

以上のことから、現行の認知症介護指導者養成研修は一定の受講成果（アウトカム）を研修

修了者に期待される役割それぞれの側面でもたらしていると考えられ、認知症介護実践研修に

ついての調査結果（第 2 章）と合わせて、第 4 章でさらに精査し、総合的な考察を行うことと

した。
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関係等について、研修評価において検討すべき事項が併せて示された。

２）今後の認知症介護実践者等養成事業におけるアウトカム評価（本報告書第Ⅲ部）

(1) 認知症介護実践者等養成事業における評価の枠組み（第１章）

現行の認知症介護実践研修及び認知症介護指導者養成研修に対するアウトカム評価の結果

（第Ⅱ部）を踏まえて、今後の認知症介護実践者等養成事業における研修評価の枠組みについ

て整理・検討した。

まず、第Ⅱ部で検討した初期～中期のアウトカムに加え、中期～長期のアウトカムも含めた、

研修事業がもたらしうるアウトカムの想定について整理した。その結果、国が展開する認知症

施策の動向も踏まえ、事業や活動の結果として生じた社会的・環境的な効果（社会的インパク

ト）を含めて、「社会的インパクト評価」の観点からアウトカム評価を含む研修評価の枠組みを

定めるべきことを確認した。

その上で、評価対象事業及び評価主体を整理した。その結果、「認知症介護実践者等養成事業」、

及び左記事業に対して実施主体である都道府県・指定都市が策定する「認知症介護研修推進計

画」を対象とすることとした。ただし、「認知症介護実践者等養成事業」には、多様な研修事業

が含まれる。本事業ではこれらのうち、ステップアップ型の連続性をもった事業で、修了者配

置が介護報酬加算の要件であり、かつ養成事業全体の根幹をなす、「認知症介護実践研修（認知

症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修）」、及び「認知症介護指導者養成研修」を、

本事業における主な対象とすることとした。評価主体については、研修実施主体である都道府

県・指定都市（・認知症介護指導者養成研修については認知症介護研究・研修センター）にお

ける事業評価、及び認知症介護実践者等養成事業全体を所管する厚生労働省における施策評価

を想定することとした。

これらの枠組設定の上で、資源・投入（インプット）と取組み・活動（アクティビティ）、活

動の成果（アウトプット）、期待される短期～長期の成果（アウトカム）を仮説的につなぎ合わ

せて、事業が成果を上げるために必要な要素を体系的に図式化したロジックモデルを作成した。

作成したロジックモデルにおいては、横軸にインプット、アクティビティ、アウトプット、ア

ウトカム（初期・中期・長期）、及び社会的インパクトを時系列的に配置した。また、社会的イ

ンパクトは長期アウトカムの先にあり、かつアウトカム全体を包含するものとして、国の認知

症施策のうち、対象事業に関係する部分を位置づけた。縦軸には、研修の中心的な実施主体（都

道府県・指定都市）、研修運営者（都道府県等からの委託法人や実施セクション）、受講者を派

遣する施設・事業所、及び受講者個人を配置し、階層的に整理した。

(2) 評価のあり方、方法及び指標（第２章）
（目的設定 2. 各層の研修に対するアウトカム指標を含む評価方法・評価指標の策定）

第 1 章で示したロジックモデルをベースに、ロジックモデル上で示された各要素の因果（イ

ンパクト）関係に対して、評価を通じてこれらを客観的に明らかにしていくための方法、すな

わち定量的に把握していくための測定指標を検討し、その方法を可視化したものであるインパ

クトマップを作成した。横軸にはインプット、アクティビティ、アウトプット、アウトカム（初

期・中期）を時系列的に配置し、縦軸には、研修の中心的な実施主体（都道府県・指定都市）、

研修運営者（都道府県等からの委託法人や実施セクション）、受講者を派遣する施設・事業所、

8
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及び受講者個人を配置し、階層的に整理することとした。なお、長期アウトカム及び社会的イ

ンパクトについては、検討の結果、今後新カリキュラムが導入されること、介護サービス情報

公開制度や CHASE/VISIT（LIFE）等の今後変更・導入される施策やツールへ関連情報の集約

が見込まれることなどから、今後の課題として持ち越し、継続的に検討することとしたため、

インパクトマップの横軸に加えなかった。また、全体像を示したインパクトマップに対して、

各段階・各層における評価指標を具体的に特定・整理していった。

これらの作業の後、研修実施主体・研修運営者の違い等から、認知症介護実践研修及び認知

症介護指導者養成研修の別に、評価のスキームをとりまとめた。

認知症介護実践研修の評価においては、1 回の研修単位での評価の基本モジュールを示した。

ここでは、研修カリキュラム上受講内容の集大成として位置づけられる職場実習報告に対する

指導者によるアクティビティ評価、研修受講前後の知識・技術の習得・向上に関する自己評価

をもとにしたアウトプット評価、受講者の自己評価と所属施設等における上司評価を研修受講

前と受講 3 か月程度後に実施するアウトカム評価が基本モジュールとして示された。次に、1
回の研修単位での評価に加え、研修を企画・運営する側におけるインプット・アクティビティ・

アウトプット評価の方法・指標を示しつつ、研修運営者ごとの評価データの集約を経て、都道

府県・指定都市単位で結果を集約し、最終的に総合評価としてアウトカム評価（事業評価）を

行っていくための方法・指標について示した。またこの際、必要な事務的作業の軽減のために、

評価を実施しそのデータを集約するためのツール（Google form 及び Excel）も作成・提案した。 
認知症介護指導者養成研修の評価については、これまで受講から修了まで及び修了後の各段

階、及び研修カリキュラムの柱ごとに個別に行われてきた種々の評価について、不足点を補い

ながら構造化を試み、今後の評価スキームを整理した。

最終的に、これらの研修を合わせての総合評価の観点を加えた後、実施主体（都道府県・指

定都市）、及び研修運営者（都道府県等からの委託法人や実施セクション）において、アウトカ

ム評価を含む研修事業の評価を実施するための具体的方法を整理し、本報告書の別冊『実践研

修及び指導者養成研修のアウトカム評価の基本的考え方 令和 3 年 3 月版』としてとりまとめ、

製本・電子化（PDF 形式）を行った。 

３）事業成果全体のとりまとめと成果物冊子・報告書の作成

(1) 成果物冊子の作成（本報告書第Ⅳ部）

本事業の成果のひとつとして、認知症介護実践者等養成事業、特に認知症介護実践研修及び

認知症介護指導者養成研修について、研修それ自体及びその意義や効果の周知を目的とした資

料（成果物冊子）を作成し、広報することとした。

成果物冊子は検討委員会及び作業部会により検討を重ねながら作成され、印刷・製本した冊

子の現物については、都道府県・指定都市のほか、認知症介護指導者（認知症介護指導者養成

研修修了者）、指定都市以外の市町村、都道府県・指定都市の委託を受けて実施機関となってい

る団体・機関、実施機関となりうる団体・機関（例：現在実施機関となっている団体の他地域

の支部や全国組織等）、その他関係団体・機関に対して郵送配布を行うこととした。また本報告

書とともに電子版（PDF 形式）を作成し、認知症介護研究・研修センター（仙台・東京・大府）

が運営するウェブサイト「認知症介護情報ネットワーク（通称：DCnet）」（URL: 
https://www.dcnet.gr.jp/）上にダウンロード可能な状態で掲載・公開し、その周知を行うこと

とした。
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冊子の名称は『知っていますか？ 認知症介護実践者等養成事業 ～研修の意義・効果と修

了者の役割・活動事例～』とし、A4 版・全 16 ページの小冊子（背表紙の付かないパンフレッ

ト様式）の形式とした。

構成は下表のとおりである。

［成果物冊子の構成］ 

ページ 項目 内容 

１（表紙） タイトル、作成趣旨、目次 ― 

2 
❶「認知症介護実践者等養成事業」の

全体像・構造

見開き2ページを使用して、左側（p.2）に認知症介護実践者

等養成事業全体の構造・目的を図示して説明すると共に、

右側（p.3）で各研修の目的や対象者、研修期間等について

概要を示した。 3 ❷各研修の目的・対象等

4～7 

❸「認知症介護実践研修」 （認知症介

護実践者研修、認知症介護実践リー

ダー研修）の概要と受講効果

認知症介護実践者研修（p.4～5）、認知症介護実践リーダ

ー研修（p.6～7）の別に、研修の概要やカリキュラム、介護

報酬加算との関係、実施主体等について概説するとともに、

第Ⅱ部第2章に示す調査結果から特徴的なアウトカムを抽

出し、掲載した。 

8～9 
❹「認知症介護指導者養成研修」の概

要と受講効果

認知症介護指導者養成研修について、研修の概要やカリキ

ュラム、介護報酬加算との関係、実施主体等について概説

するとともに、第Ⅱ部第3章に示す調査結果から特徴的なア

ウトカムを抽出し、掲載した。

10～13 ❺認知症介護指導者の活動事例

第Ⅱ部第3章に示す調査において得られた、認知症介護指

導者の地域の認知症施策に貢献する具体的好事例を9例

示した（p.10～12）。併せて、認知症介護指導者のネットワ

ークによる活動について、ネットワークの紹介を含めて概説し

た（p.13）。 

14 ❻「認知症介護基礎研修」について

本事業の直接の検討対象ではないものの、関係が深く、か

つ令和3年度より無資格者の受講義務化、新カリキュラムで

の運用、全カリキュラムの e ラーニング化が行われる認知症

介護基礎研修について、上記の情報とともに概説した。 

15 ❼各実施主体への問い合わせ方法
都道府県・指定都市の担当部署、及び認知症介護研究・研

修センターへのアクセスについて説明した。 

15 
❽認知症介護研究・研修センターの概

要と「DCnet」のご紹介

認知症介護研究・研修センター、及びセンターが運営するウ

ェブサイトについて紹介し、併せて本事業・本冊子に係る情

報の入手方法を示した。 

16（裏表紙） 各センター連絡先、奥付 ― 

(2) 報告書及び報告書別冊の作成（別冊については第Ⅲ部第２章）

本事業全体の成果について本報告書にとりまとめた。また、第Ⅲ部第 2 章に示したように、

認知症介護実践研修の実施主体である都道府県・指定都市、及び研修実施機関として委託され

ている団体・機関に対して評価の方法や指標を提案・説明した部分については、報告書別冊『実

践研修及び指導者養成研修のアウトカム評価の基本的考え方 令和 3 年 3 月版』を作成した。 
報告書及び別冊は、都道府県・指定都市のほか、委託を受けて実施機関となっている団体・

機関、今後実施機関となりうる団体・機関、その他関係機関等へ送付することとした。また、

報告書、報告書別冊、及び成果物冊子は電子版（PDF 形式）を作成し、認知症介護研究・研修

センターのウェブサイト「認知症介護情報ネットワーク（通称：DCnet）」上に掲載し、周知と

理解・活用の促進を行うこととした。
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第Ⅱ部 第１章 

認知症介護実践者等養成事業は、

①高齢者介護の仕事に従事する人やその指導的立場にある人に対して、認知症介護に関する基礎

的及び実践的な研修を実施すること

②認知症ケアを提供する事業所を管理する立場にある人等に対して、適切なサービスの提供に関

する知識等を修得するための研修を実施すること

により、認知症介護技術の向上を図り、認知症介護の専門職員を養成し、もって認知症高齢者に

対する介護サービスの充実を図ることを目的として、都道府県・指定都市等を主体として実施され

ている、一連の研修体系を指すものである。

事業目的①に対応するものとしては、ステップアップ式の、ピラミッド構造をもつ研修体系が用

意されている。具体的には、実務経験 2 年程度の介護従事者を想定した「認知症介護実践者研修」

と、チームケアの中心的役割を担う人のための「認知症介護実践リーダー研修」がその中心的な研

修であり、この 2 つの研修を総称して「認知症介護実践研修」と呼ぶ。また、これらの研修におい

て企画・運営や講師を担当し、地域の認知症施策推進に貢献する指導的な立場の人を育てる「認知

症介護指導者養成研修」およびそのフォローアップ研修である「認知症介護指導者フォローアップ

研修」がある。また、平成 28（2016）年度から開始された、認知症介護の基本的な考え方や技術を

学ぶ入門的な「認知症介護基礎研修」が、上記のピラミッド構造には連続しないものの、いわばそ

の土台となる研修として位置づけられている。

事業目的②については、グループホーム等の認知症対応型サービスの開設者、管理者や計画作成

担当者になる人への義務的研修として、認知症介護実践者研修をベースとした研修が設けられてい

る。具体的には、「認知症対応型サービス事業開設者研修」「認知症対応型サービス事業管理者研修」

「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」があり、後二者は認知症介護実践者研修に加え

て、専用のカリキュラムを受講する。加えて、認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者

には、認知症介護実践者研修の受講が義務付けられている。

また、研修修了者を一定の割合で配置し、一定の利用者条件下において必要な体制を整えること

で、介護報酬加算が得られる。認知症介護実践者研修については、通所介護・地域密着型通所介護・

療養通所介護事業所に限るが、認知症ケア加算がある。認知症介護実践リーダー研修については認

知症専門ケア加算（Ⅰ）、認知症介護指導者養成研修については認知症介護専門ケア加算（Ⅱ）があ

る（加算については図表Ⅱ-1-1 に示した）。 
なお、国が認知症介護実践者等養成事業について示す通知である、老発第 0331010 号老健局長通

知「認知症介護実践者等養成事業の実施について」別紙「認知症介護実践者等養成事業実施要綱」、

及び老計発第 0331007 号老健局計画課長通知「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営につい

て」においては、実施主体である都道府県等において、事業を効果的かつ効率的に推進するため、

「認知症介護研修推進計画」を策定するものとされ、その様式も提示されている。

第１章 認知症介護実践者等養成事業の全体像と検討対象 

１．認知症介護実践者等養成事業の全体像 
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図表Ⅱ-1-1 研修受講者配置を要件とする介護報酬加算 

認知症加算 

算定要件 

○前年度または前3ヶ月の利用者の総数のうち、自立度Ⅲ以上の利用者の割合が20％以上であること

○通常の人員基準に加え、介護職員または看護職員を常勤換算で2名以上確保していること

○サービス提供時間を通じて専ら通所介護の提供にあたる認知症介護実践者研修等の修了者を1名

以上配置していること

対象サービス ○通所介護・地域密着型通所介護・療養通所介護事業所

加算単位 60単位／日 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

算定要件 

○利用者の総数のうち、日常生活自立度Ⅲ以上の者が5割以上を占めること

○認知症介護実践リーダー研修修了者を、日常生活自立度Ⅲ以上の対象者が20人未満の場合は1

名以上、20人以上の場合は10人またはその端数を増すごとに1人以上配置すること

○職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達または技術的指導の会議を定期的に実施している

こと

対象サービス 

○介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム※地域密着型を含む）

○認知症対応型共同生活介護（グループホーム※介護予防を含む）

○特定施設入居者生活介護（※地域密着型を含む） ○介護老人保健施設

○短期入所生活介護、短期入所療養介護（※介護予防を含む） ○介護医療院

※令和3（2021）年度介護報酬改定により、訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護も対象に追加（加算単位は上記と異なる）

加算単位 3単位／日 

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 

算定要件 

○認知症専門ケア加算Ⅰを満たし、かつ認知症介護指導者養成研修修了者を1人以上（自立度Ⅲ以

上の利用者が10人未満の場合はリーダー研修修了者と同一人で可）配置すること

○介護・看護職員ごとの研修計画を作成し、実施していること

対象サービス 加算（Ⅰ）と同 

加算単位 4単位／日 
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第Ⅱ部 第１章 

１）アウトカム評価の必要性

第Ⅰ部でも述べたが、「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」、及び「認知症施策推進大

綱」においては、令和 2（2020）年度末の KPI（Key Performance Indicator）として、実践者研修

で 30 万人、実践リーダー研修で 5 万人、指導者養成研修で 2.8 千人という規模で、量的な観点か

ら育成目標値が掲げられており、これらは概ね近い水準に達する見込みである。

一方、量的な目標達成に加えて重要なのが、認知症介護の分野で良質なサービスを担うことがで

きるという、質を備えた人材育成・確保である。このことについては、これまで複数回のカリキュ

ラム変更、認知症介護基礎研修の創設等、研修体系の改善や研修の質向上を目指したさまざまな取

組みが行われてきた。しかしながら、受講がもたらす効果の検証（アウトカム評価）を含め、受講

後の実態把握は十分とはいえない状況にあった。

本邦の認知症介護に関係する施策は、認知症介護実践者等養成事業を含めて、近年大きな政策に

統合されていく流れが作られている。具体的には、厚生労働省が平成 24（2012）年に示した「認知

症施策推進 5 か年計画」（オレンジプラン）は、その後関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金

融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）との共同

策定である「認知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）に受け継がれ、令和元（2019）年には

関係閣僚会議を経た政府施策である「認知症施策推進大綱」に集約されるに至った。さらに現在で

は、認知症基本法の立法に向けた動きがみられている。このような潮流の中で、研修受講がもたら

すアウトカムの評価を適切に実施することは、重要性を増しているといえる。

そのため、本事業においては、アウトカム評価の観点から研修の効果や意義、及び課題を明らか

にすることを目的としたところである。

２）検討対象

(1) 対象事業等

認知症介護実践者等養成事業のアウトカム評価を行うにあたっては、評価の対象を整理する

必要がある。

そこでまず、「認知症介護実践者等養成事業」には、多様な研修事業が含まれることを考慮し

た。同事業に含まれるもしくは関連する研修のうち、ステップアップ型の連続性をもった事業

で、修了者配置が義務ではなく介護報酬加算の要件であり、かつ養成事業全体の根幹をなす、

「認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修）」及び「認知症

介護指導者養成研修」を、本事業における主な対象とすることが適当と判断した。なお、これ

らの研修の認知症介護実践者等養成事業全体における位置関係、及び各研修における育成目標

（ねらい）及び対象者設定について、図表Ⅱ-1-2 及び図表Ⅱ-1-3 に示した。 
このとき、基準省令により受講者の配置が義務付けられており、基本的にその需要に依る事

業（認知症対応型サービス事業開設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規模多

機能型サービス等計画作成担当者研修）については、その性質を鑑み、本事業では検討対象と

しないこととした。しかし研修体系全体には明確に含まれるものであり、これまで実施されて

こなかったカリキュラム等を含むプロセス評価の問題を含めて、今後検討すべき課題であるこ

２．本事業における検討対象 
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図表Ⅱ-1-3 認知症介護実践研修及び認知症介護指導者養成研修のねらい及び対象者設定* 

認知症介護実践者研修 

ねらい 
施設、在宅に関わらず認知症の原因疾患や容態に応じ、本人やその家族の生活の質の向上を図る対応や技術

を修得すること。 

対象者 
介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等で、原則として身体介護に関する基本的知識・技術を修得し

ている者であって、概ね実務経験２年程度の者。 

認知症介護実践リーダー研修 

ねらい 
ケアチームにおける指導的立場として実践者の知識・技術・態度を指導する能力及び実践リーダーとしてのチー

ムマネジメント能力を修得させること。

対象者 

介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等で、介護業務に概ね５年以上従事した経験を有している者で

あり、かつ、ケアチームのリーダー又はリーダーになることが予定される者であって、認知症介護実践者研修を修

了し１年以上経過している者。 

認知症介護指導者養成研修 

ねらい 

認知症介護基礎研修及び認知症介護実践研修を企画・立案し、講義、演習、実習を担当することができる能力

を身につけるとともに、介護保険施設・事業者等における介護の質の改善について指導することができる者を養

成すること。 

対象者 

以下をすべて満たした者。 

・医療・福祉に係る国家資格等を有する者またはこれに準ずる者

・介護保険施設・事業所等に従事している者

・認知症介護実践者研修・実践リーダー研修を修了した者またはそれと同等の能力を有すると都道府県等が認

めた者

・認知症介護基礎研修又は認知症介護実践研修の企画・立案に参画し、又は講師として従事することが予定さ

れている者

・地域ケアを推進する役割を担うことが見込まれている者

*老発第0331010号老健局長通知「認知症介護実践者等養成事業の実施について」別紙「認知症介護実践者等養成事業

実施要綱」，及び老計発第0331007号老健局計画課長通知「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」より抽

出・要約．なお、これらは本事業実施年度である令和2年度時点のものであり，カリキュラム改定等を反映した令和3年度以降

のものとは異なる．

とを確認した。また、認知症介護基礎研修については、令和 3（2021）年度の介護報酬改定に 
伴う無資格者の受講義務化、及び完全 e ラーニング化（現行では全 6 時間のカリキュラムのう

ち、3 時間相当分のみ選択的に e ラーニング化可能）が行われる見込みである（いずれも経過

措置期間あり）ことを鑑み、令和 3～4 年度を目途に別途検討することが適当と判断した。加え

て、認知症介護指導者フォローアップ研修については、研修の性質を鑑み、本事業では当面の

検討対象とはしないこととした。ただし、認知症介護指導者養成研修修了者における指導水準

の維持・向上及び地域施策推進への貢献促進等の中長期アウトカム担保の観点からは、今後改

めて整理・検討する必要性があると考えられた。

なお、アウトカム評価の観点からは、成果は計画（戦略）との照合によって評価される側面

があるため、本来的には、都道府県等が策定する「認知症介護研修推進計画」を併せて検討対

象とすべきである。加えて、評価主体としては、事業の実施主体である都道府県等、及び国を

想定すべきである。これらの点については、②で後述するとおり、令和 3（2021）年度以降に

実施される研修において、計画策定段階から評価のしくみ及び実績を積み重ねていく際には明

確にしておく必要がある。そのため、本事業内においても別途検討を行い、その結果は本報告

書第Ⅲ部に示した。

(2) 対象とする「アウトカム」

本事業で対象とする「アウトカム」の範囲の想定においては、本事業実施年度である令和 2
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（2020）年度が、次の状況に該当することを踏まえた。ひとつは、新オレンジプラン等におい

て、各研修の累積修了者数（KPI）評価の基準年度として設定されていることである。もうひ

とつは、令和 2 年度に別途実施されている 2 つの調査研究事業において、認知症介護実践研修・

指導者養成研修のカリキュラム見直し、及び認知症介護基礎研修の受講形態を含めた見直しが

行われ、経過措置期間はあるものの、令和 3 年度より新しいカリキュラム等が用いられること

である。これらの状況から、本事業においては、中長期的な、あるいは広範なアウトカムを想

定して継続的に検討する以前に、まずは、受講者（修了者）個人や所属施設・事業所における

サービス提供状況に、現行の研修が現時点で直接的にもたらしているアウトカムについて明確

にすることが重要と判断した。

これらの直接的、かつおそらくは初期～中期的なアウトカムについては、認知症介護実践者

等養成事業全体及び各研修の育成目標（ねらい）や対象者設定（図表Ⅱ-1-3）、加えて修了者の

配置による質の担保という観点からは、研修のアウトカムとして実現されることを想定してい

ると思われる介護報酬加算の要件等（図表Ⅱ-1-1）を基礎として整理することが適当と考えら

れた。そのため、これらの内容を中心に、認知症介護実践研修、及び認知症介護指導者養成研

修において想定されるアウトカムについて、図表Ⅱ-1-4、図表Ⅱ-1-5 のように仮説的に整理し

た。

認知症介護実践研修については、①受講者（修了者）の能力向上とそれに応じた②施設・事

業所内の役割付与、及び③施設・事業所の体制・取組への寄与の観点を中心に、次のように整

理した（図表Ⅱ-1-4）。 
まず、認知症介護実践者研修においては、研修の育成目標（ねらい）や対象者設定から、初

期アウトカムとして、研修で修得した理念や知識・技術に基づき、職場において個人として適

切な実践を行えることをまず想定した。同様に認知症介護実践リーダー研修においては、ケア

チームにおける指導的な立場として、チームを構築・マネジメントすることを初期アウトカム

として想定した。なお、それらは自己評価ではなく、客観評価、少なくとも他者評価によって

裏付けられるべきと考えられた。また、これらに加えて、介護報酬加算の要件からさかのぼり、

認知症介護実践リーダー研修においては、職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達や技

術的指導の定期的な実施の担保も初期アウトカムとして想定した。具体的にはこれらの機会が

当該施設等で設けられ、修了者がその役割を担うことを想定した（施設等の側からは、加算要

件が充足されたり、実際に加算を取得したりすることでもある）。さらにこの考え方を拡張し、

認知症介護実践者研修を含めて、研修修了者が施設・事業所内でリーダーや中核的な職員とし

て配置され、具体的な職責や役割を担う（付与される）ことも初期アウトカムとして想定した。

また、それらの結果、施設・事業所の体制・取組の強化等に資することも施設・事業所単位で

みた場合のアウトカムとして想定した。

初期～中期的なアウトカムとしては、両研修に共通して、上記の初期アウトカムの蓄積の結

果として、サービス全体の質や組織力の向上がみられること、またサービス利用者の生活の質

の向上がみられることを想定した。加えて認知症介護実践者研修においては、初期アウトカム

として想定した役割付与を中心に、中期的には修了者本人のキャリアアップに資することも想

定した。

認知症介護指導者養成研修については、研修の性質を鑑み、次の 3 つの側面からアウトカム

を想定した。すなわち、①認知症介護実践研修等の企画・講師等、②職場内外におけるケアの

質向上のための指導、そして③地域の認知症施策推進への貢献である（図表Ⅱ-1-5）。 
まず①については、現在の各都道府県・指定都市での認知症介護実践研修の実施状況も踏ま

え、初期アウトカムとしてはまず研修運営の補助を含め、講師としての貢献を開始することを

想定した。一方、中期的には、研修の企画・立案を含む実施体制の拡充に貢献していくように
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なることを想定した。 
②については、職場内外での改善指導に加えて、職場内での研修計画の作成や実施が施設・

事業所として行われ、その役割を修了者が担うようになることを初期アウトカムとして想定し

た。中期的には、認知症介護実践研修と同様、サービス全体の質や組織力の向上がみられるこ

と、またサービス利用者の生活の質の向上がみられることを想定した。加えて、これも認知症

介護実践研修と同様であるが、より指導的・管理的な役割として、施設・事業としてのさまざ

まな取組実施や体制整備に貢献していくようになることも想定した。 
③については、①や②の活動を通じつつ展開されていくということも含めて、主として中期

的なアウトカムとして想定した。修了者が個人として参加したり施設・事業所として展開する

取り組みにおいて主要な役割を担ったりすることに加え、地域施策という観点からは、自治体

において有為の存在として認識され、人材活用されていることも想定した。 
一方、以上のことは、中長期的なアウトカムについて検討を要しない、という意味ではない。

前節で述べたような政策統合の流れからすれば、むしろ社会的・環境的な効果（社会的インパ

クト）までを見据えたアウトカム評価の枠組みを今後検討する必要があり、このことについて

は本報告書第Ⅲ部で整理した。 
 

図表Ⅱ-1-4 認知症介護実践研修において想定したアウトカム 

 初期アウトカム 初期～中期アウトカム 

認知症介護 

実践者研修 

［能力向上］ 

 研修で修得した理念や知識・技術に基づき、職場において個

人として適切な実践を行えること（客観評価、少なくとも他者

評価として） 

［役割付与／施設・事業所の体制・取組への寄与］ 

 研修修了者が施設・事業所内でリーダーや中核的な職員とし

て配置され、具体的な職責や役割を担う（付与される）こと 

 上記が施設・事業所の体制・取組の強化等に寄与すること 

（初期アウトカムの蓄積により） 

 サービス全体の質や組織力の

向上がみられること（共通） 

 サービス利用者の生活の質の

向上がみられること（共通） 

 能力向上、役割付与を通じたキ

ャリアアップがなされること 

認知症介護 

実践リーダー研修 

［能力向上］ 

 ケアチームにおける指導的な立場として、チームを構築・マネ

ジメントすること（客観評価、少なくとも他者評価として） 

［役割付与］ 

 職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達や技術的指

導の定期的な実施が担保されること 

 研修修了者が施設・事業所内でリーダーや中核的な職員とし

て配置され、具体的な職責や役割を担う（付与される）こと 

 上記が施設・事業所の体制・取組の強化等に寄与すること 

（認知症専門ケア加算の要件充足を含む） 

（初期アウトカムの蓄積により） 

 サービス全体の質や組織力の

向上がみられること（共通） 

 サービス利用者の生活の質の

向上がみられること（共通） 

 
図表Ⅱ-1-5 認知症介護指導者養成研修において想定したアウトカム 

 初期アウトカム 初期～中期アウトカム 

①認知症介護実

践研修等の企

画・講師等 

 研修運営の補助を含め、講師としての貢

献を開始すること 

 研修の企画・立案を含む実施体制の拡充に貢献し

ていくこと 

②職場内外にお

けるケアの質向

上のための指導 

 職場内外での介護の質改善に関する指

導を行うこと 

 職場内での研修計画の作成や実施の役

割を担うこと 

 サービス全体の質や組織力の向上がみられること

（共通） 

 サービス利用者の生活の質の向上がみられること

（共通） 

 施設・事業としてのさまざまな取組実施や体制整備

に貢献していくこと 

③地域の認知症

施策推進への

貢献 

 （①や②を通じての機会や役割の醸成） 

 地域の認知症施策に個人として参加、もしくは施

設・事業所として展開すること 

 自治体から施策推進役として人材活用されること 
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３）以降の構成

前項までの議論を踏まえ、これらの想定アウトカムのうち、本事業で具体的に調査可能な範囲を

検討し、現行の各研修におけるアウトカムを評価するための調査を企画・実施した。

第 2 章では、認知症介護実践研修に関する調査の内容と結果を示す。 
第 3 章では、認知症介護指導者養成研修に関する調査の内容と結果を示す。 
最後に、第 4 章では、第 3 章までの結果を踏まえ、現行研修におけるアウトカムの整理・評価を

行う。
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※この章に示す調査の設計・実施及び結果のとりまとめは、認知症介護研究・研修仙台センターが担当した。

本章では、現行の認知症介護実践者等養成事業のうち、認知症介護実践者研修及び認知症介護実

践リーダー研修からなる、認知症介護実践研修のもたらすアウトカムについて確認し、その評価を

行うために、調査を企画・実施した。

調査の目的は、まず、研修受講による施設・事業所のメリット、受講・未受講による介護職員の

働き方、受講後の役割等に関する調査を実施し、現行の認知症介護実践研修（認知症介護実践者研

修・実践リーダー研修）について、アウトカム評価を行うことに置いた。併せて、今後のアウトカ

ム評価に資する評価方法・指標に関する示唆を得ることとした。調査の企画にあたっては、前章で

示したように、①受講者（修了者）の能力向上とそれに応じた②施設・事業所内の役割付与、及び

③施設・事業所の体制・取組への寄与の観点を中心に、現行の研修が現時点で直接的にもたらして

いる直接的、かつ初期～中期的なアウトカムを想定した（下記再掲表参照）。

（再掲）図表Ⅱ-1-4 認知症介護実践研修において想定したアウトカム 

初期アウトカム 初期～中期アウトカム 

認知症介護 

実践者研修 

［能力向上］ 

 研修で修得した理念や知識・技術に基づき、職場において個

人として適切な実践を行えること（客観評価、少なくとも他者

評価として）

［役割付与］ 

 研修修了者が施設・事業所内でリーダーや中核的な職員とし

て配置され、具体的な職責や役割を担う（付与される）こと

（実践リーダー研修と共通）

サービス全体の質や組織力の

向上がみられること（共通）

サービス利用者の生活の質の

向上がみられること（共通）

能力向上、役割付与を通じたキ

ャリアアップ

認知症介護 

実践リーダー研修 

［能力向上］ 

 ケアチームにおける指導的な立場として、チームを構築・マネ

ジメントすること（客観評価、少なくとも他者評価として）

［役割付与］ 

 職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達や技術的指

導の定期的な実施の担保

 研修修了者が施設・事業所内でリーダーや中核的な職員とし

て配置され、具体的な職責や役割を担う（付与される）こと

（認知症専門ケア加算の要件充足を含む）

サービス全体の質や組織力の

向上がみられること（共通）

サービス利用者の生活の質の

向上がみられること（共通）

その上で、アウトカムがもたらされているかどうか、またその内容や程度はどのようなものかを

確認・評価するための調査デザインについて検討した。特に対象設定においては、受講前後及び受

講（者）の有無による比較、受講者個人における効果及び施設・事業所内での役割付与・体制整備

等における効果のいずれに焦点を当てるか、といったことが検討課題となった。ただし、本事業は、

事業の計画・申請時にすでに新型コロナウイルス感染症が拡がりをみせており、研修が実施されな

い、もしくは通常とは異なった運営となることが予想される中で開始され、調査の具体的な企画時

にも同様の状況であったことを踏まえた。また、事業全体の構造や規模のなかでの実行可能性も踏

まえて検討した。その結果、個人に焦点を当てて受講前後の比較を行う調査デザインを十分に採用

できない面があり、次項に示すように、施設・事業所を対象とし、受講者（修了者）の有無を比較

軸とし、また受講者の変化については後ろ向きに評価することとした。

第２章 
認知症介護実践研修
（認知症介護実践者研修・認知症介護実践リーダー研修） 

１．目的及び対象設定 
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１）対象

前節の整理により、本調査の対象は個人単位ではなく、施設・事業所単位とした。

このとき、認知症介護実践研修の受講者は、「介護保険施設・事業所」等に従事する者とされてい

るが、介護保険施設・事業所の全種別を対象とすると広範になりすぎるため、まずサービス種別を

次の基準で限定した。すなわち、研修修了者の配置を要件のひとつとする介護報酬加算（認知症専

門ケア加算（Ⅰ）、通所介護における認知症加算）について対象となっている種別、及び管理者や計

画作成担当者の認知症介護実践者研修もしくは同研修をベースとした研修の受講が義務化されてい

る種別、である。なお、介護報酬加算については令和 3（2021）年度より対象サービス種別が拡大

される予定であるが、本調査では令和 2（2020）年度時点での対象サービス種別の範囲とした。 
介護サービス情報公表制度に基づき収集された令和 2 年 7 月時点の全国名簿（以下、元名簿とす

る）によると、上記の限定を行った段階で、施設・事業所数は 104,537 件であった。これに対して、

認知症介護実践研修の実施主体の単位である地域（都道府県・指定都市）及び上記のサービス種別

を層化変数として、層化無作為抽出を行った。なお、地域については実施主体間の比較も考慮して

各都道府県・指定都市から同数、サービス種別については元名簿の構成比に従い、抽出した。また、

全体の事業予算、標本誤差の想定水準、抽出率、地域ごとの客体数確保及びサービス種別ごとの構

成比に応じた整数値の確保、回収率想定、等を考慮したうえで、図表Ⅱ-2-1 のとおり客体数及び抽

出対象を定めた。なお、層化後の抽出は無作為としたが、同時に令和元（2019）年度までの認知症

介護指導者養成研修修了者名簿も参照し、同研修修了者の現所属施設・事業所は除いた。

結果、11 サービス種別の 4,824 施設・事業所が調査対象として抽出された。 

図表Ⅱ-2-1 調査対象としたサービス種別と対象抽出状況 

サービス種別
元名簿の 

事業所数 

元名簿の 

構成比 

本調査で

の客体数 

本調査で

の構成比 

地域ごとの

客体数 

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 8,110 7.8% 335 6.9% 5 

地域密着型介護老人福祉施設 2,321 2.2% 134 2.8% 2 

介護老人保健施設 4,295 4.1% 201 4.2% 3 

介護医療院・療養型医療施設 1,099 1.1% 67 1.4% 1 

グループホーム（認知症対応型共同生活介護） 13,735 13.1% 670 13.9% 10 

小規模多機能型居宅介護（含看護小規模多機能） 6,079 5.8% 268 5.6% 4 

特定施設入居者生活介護 4,955 4.7% 201 4.2% 3 

地域密着型特定施設 351 0.3% 67 1.4% 1 

ショートステイ（短期入所生活介護・療養介護） 15,435 14.8% 670 13.9% 10 

通所介護（地域密着型を含む） 44,285 42.4% 2,010 41.7% 30 

認知症対応型通所介護 3,872 3.7% 201 4.2% 3 

合計 104,537 100% 4,824 100% 72 

２）調査時期

令和 2（2020）年 9 月～10 月。

２．方法 
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３）調査内容 

想定されたアウトカムをもとに、調査項目を決定した。なお、調査票の構成は図表Ⅱ-2-2 に、使

用した調査票は本報告書巻末資料にそれぞれ示した。 
アウトカム指標としては、【修了者の数】【リーダー・主任等以上の役職への配属】【環境・体制（人

材育成等の体制・職場内研修・地域活動・介護報酬加算）の状況と修了者の役割担当】【サービス評

価（評価体制及び自己評価）】【身体拘束・事故・苦情等の状況】【受講後修了者にみられる変化】【修

了者がいることの利点（記述回答）】を用いた。また補助的指標として、施設・事業所の基礎情報、

受講者派遣目的、派遣上の課題（記述回答）を用いた。 
上記の調査項目は、基本的には同一の枠組みの中で、認知症介護実践者研修・認知症介護実践リ

ーダー研修の別に確認すべき事項については、それぞれたずねる形とした。ただし、【受講後修了者

にみられる変化】については、各研修のカリキュラムから導出した 13 項目（「そう思う」から「そ

う思わない」までの 4 件法）をそれぞれ用いた。 
なお、認知症介護実践者研修では全 16 科目の講義・演習及び職場実習（講義・演習 38.5 時間、

職場実習 4 週間）、認知症介護実践リーダー研修では全 21 科目の講義・演習及び職場実習（講義・

演習 56 時間、職場実習 4 週間）のカリキュラムが設定されている。上記の項目設定は、これらの

カリキュラムについて示されているシラバスから、科目ごとの目的や到達目標から抽出する形で行

った。加えて、別途認知症介護研究・研修東京センターにより本事業と同年度に実施されている、

研修カリキュラム改定の動向も随時確認し、今後のアウトカム評価（本報告書第Ⅲ部）を見据えて、

極力新しいカリキュラムにおいても通用する項目となることを目指し、表現・項目数等を調整した。 
また、研修修了者の有無に関わらず回答を求め、回答者は施設長・管理者もしくは人材育成担当

者を指定した。 
 

図表Ⅱ-2-2 調査票の構成 

区分 主な項目 

基本情報 
自治体種別・所在地域、サービス種別、入所（利用）者数、入所者（利用者）の

要介護度別人数・自立度Ⅲ以上の人数、回答者の役職名 

Ⅰ．認知症介護実践者等養成事業に

伴う研修への職員派遣 

 認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護基礎

研修の在職中の修了者 

 上記のうち、実践者研修・実践リーダー研修においてはリーダー・主任等の役

職以上への配属者数 

Ⅱ．施設・事業所の環境・体制等 

 下記体制・取組の有無及び研修修了者の役割担当の有無 

 人材育成等の体制（7 項目）、職場内研修（6 項目）、地域活動（4 項目） 

 介護報酬加算の取得状況（認知症専門ケア加算、認知症加算、介護職員処

遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算） 

 サービス評価の体制導入の有無及びサービスの自己評価（10 項目・4 件法） 

 身体拘束・事故・苦情等の状況（一定期間内の人数もしくは件数） 

Ⅲ．認知症介護実践者研修・実践リー

ダー研修受講の効果 

（各研修の在職中の修了者がいる場合。直近の修了者を対象に、研修ごと） 

 研修修了者にみられる変化（研修別の各 13 項目・4 件法） 

 受講者派遣の目的（8 項目の有無・複数回答） 

 修了者がいることの利点（記述回答） 

Ⅳ．認知症介護実践者研修・実践リー

ダー研修への受講者派遣の課題 
 研修への職員派遣に関する課題（共通 10 項目の有無を研修ごとに回答） 
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４）手続き

自記式調査票による郵送法。

５）倫理的配慮

調査票及び添書において、調査の趣旨とともに、任意の回答であり回答しないことによる不利益

がないこと、回答の目的外使用を行わないこと、データの適切な管理を行うこと、無記名でありか

つ個人及び施設・事業所が特定できない形で処理を行うこと、及び問い合わせ方法について説明し、

返送をもって同意に代えた。なお、本調査を含む本事業で実施する調査研究は、認知症介護研究・

研修仙台センター倫理審査委員会の承認を得て実施した。
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１）回収状況及び基本情報 

※以降の図表では、巻末資料に示す調査票と対応した設問番号をタイトルもしくは図表内に示している。 
※本節においては、表記が煩雑になることを避けるため、認知症介護実践者研修を「実践者研修」、認

知症介護実践リーダー研修を「リーダー研修」、施設・事業所を「施設等」とする場合がある。 

(1) 回収状況 

発送 4,824 件に対し、宛先不明による不達が 43 件あったため、実発送数は 4,781 件であっ

た。これに対し、回収は 1,099 件（23.0%）、有効回答は 1,062 件（22.2%）であった。 
 

(2) 基本情報 

有効回答とした 1,062 件の施設・事業所の所在地、及びサービス種別は、図表Ⅱ-2-3 及び図

表Ⅱ-2-4 に示すとおりであった。なお、サービス種別について、「その他」は調査票発送段階で

は想定されなかったが、回答実態として、特別養護老人ホームと付帯のショートステイ等、一

体的に運営される複数施設・事業所がまとめて回答された場合にこの区分とした。 
 

図表Ⅱ-2-3 F-01 施設・事業所の所在地 

自治体種別 件数 割合 

１．政令指定都市 293 27.6% 

２．中核市 129 12.1% 

３．特例市 10 0.9% 

４．１～３以外の市 498 46.9% 

５．特別区（東京 23 区） 6 0.6% 

６．町 104 9.8% 

７．村 9 0.8% 

無回答 13 1.2% 

合計 1,062 100% 

 
図表Ⅱ-2-4 F-02 施設・事業所のサービス種別 

サービス種別 件数 割合 発送時構成比 

１．特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 117 11.0% 6.9% 

２．地域密着型介護老人福祉施設 45 4.2% 2.8% 

３．介護老人保健施設 41 3.9% 4.2% 

４．介護医療院・療養型医療施設 8 0.8% 1.4% 

５．グループホーム（認知症対応型共同生活介護） 222 20.9% 13.9% 

６．小規模多機能型居宅介護（含看護小規模多機能） 69 6.5% 5.6% 

７．特定施設入居者生活介護 48 4.5% 4.2% 

８．地域密着型特定施設 9 0.8% 1.4% 

９．ショートステイ（短期入所生活介護・療養介護） 37 3.5% 13.9% 

10．通所介護（含地域密着型） 303 28.5% 41.7% 

11．認知症対応型通所介護 45 4.2% 4.2% 

12．その他 118 11.1% - 

合計 1,062 100% 100% 

３．結果 
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２）認知症介護実践者等養成事業に伴う研修への職員派遣状況

実践者研修修了者がいる施設等は 69.2％、リーダー研修修了者がいる施設等は 35.8%、認知症介

護基礎研修修了者がいる施設等は 32.0%であった。また実践者研修修了者の 48.8%、リーダー研修

修了者の 69.9%はリーダー・主任等の役職以上に配属されていた。修了者がいる施設・事業所にお

ける修了者数の中央値は実践者研修で 2 人、リーダー研修で 1 人であった（以上、図表Ⅱ-2-5）。な

お、施設・事業所ごとの各研修修了者の人数の分布状況は図表Ⅱ-2-6 に示すとおりであり、施設等

ごとの修了者が 5 人以上の割合は、実践者研修で 15.6%、リーダー研修で 3.0%、認知症介護基礎

研修で 5.8%であった。 

図表Ⅱ-2-5 Ⅰ．認知症介護実践者等養成事業に伴う研修への職員派遣 

修了者ありの施設 

(N=1,062) 
修了者ありの施設中の修了者数 

修了者中

のリーダー

等 以 上 へ

の配属者 

件数 割合 人数計 中央値 平均値 標準偏差 割合 

Ⅰ-01 実践者研修 735 69.2% 2,643 2 3.60 0.15 48.8% 

Ⅰ-02 リーダー研修（実践者と重複あり） 380 35.8% 820 1 2.16 0.14 69.9% 

Ⅰ-03 基礎研修 340 32.0% 1,028 2 3.02 0.16 - 

図表Ⅱ-2-6 各研修の施設等ごとの修了者数の分布 

３）研修修了者の有無と施設・事業所の環境・体制等との関係

(1) 人材育成等の体制・職場内研修・地域活動

人材育成等の体制（7 項目）・職場内研修（6 項目）・地域活動（4 項目）について、体制・取

組の有無及び研修修了者の役割担当の有無をたずねた。

体制・取組の有無については、各研修の修了者の有無による比較を行った（図表Ⅱ-2-7）。比

較においては、はじめに各研修それぞれで修了者の有無による 2 群間の比較を行った後、両研

30.8%

19.5%
15.9%

12.8%

5.4%

64.2%

20.8%

6.8%

68.0%

11.6%
7.3%

5.0%

0%

25%

50%

75%

100%

修了者なし 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人 11人以上

実践者研修 リーダー研修 基礎研修
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修の修了者を加味し、「A 群：リーダー研修修了者あり（実践者研修修了者もあり）」「B 群：実

践者研修修了者あり（リーダー研修修了者なし）」「C 群：いずれも修了者なし」の 3 群間で比

較を行った（χ2検定）。その結果、修了者がいない施設等との比較では、修了者がいない施設

等では調査項目のいずれにおいても体制整備や取組実施の割合が低くなっていた。加えて、「初

任者育成のための研修等の体系」「職員のストレスマジメント・メンタルヘルス対策」「認知症

ケアに関する留意事項の伝達や技術的指導」においては、実践者研修修了者がいる施設等では

全体に比して整備・実施の割合が高くなっていた。またリーダー研修修了者がいる施設・事業

所では、計 17 項目の指標のうち、11 項目で全体に比して整備・実施率が高くなっていた。  
なお、これらの 3 群間の比較については、図表Ⅱ-2-8 で改めて図示している。 
次に、人材育成等の体制・職場内研修・地域活動に関する施設・事業所での体制や取り組み

がある場合に、当該の取り組みへの修了者配置の有無を研修ごとにたずね、割合を算出した（図

表Ⅱ-2-9）。項目間で差があるものの、実践者研修で概ね 5～6 割、リーダー研修で概ね 6～7 割、

当該取組等への修了者の役割配属があることが示された。 
 

(2) 加算の取得 

認知症専門ケア加算、認知症加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算に

ついて、加算の取得状況をたずね、加算対象サービス種別の範囲で、割合を算出した。結果は

図表Ⅱ-2-10 に示すとおりであった。また、認知症専門ケア加算、認知症加算については、加算

要件となっている研修（前者はリーダー研修、後者は実践者研修）の修了者がいる場合の取得

率も算出した。その結果、本調査内では、認知症専門ケア加算、認知症加算取得施設等は対象

サービス種別全体では 2 割に満たなかったが、リーダー研修修了者がいる施設等での認知症専

門ケア加算取得率は 33.3%、実践者研修修了者がいる事業所（通所介護）での認知症加算取得

率は 23.4%であった。 
 

(3) サービスの評価 

施設等におけるサービス評価の状況について、評価体制として第三者評価・外部評価、及び

利用者もしくは家族評価の有無をたずねた。またサービスの自己評価について、10 項目を「で

きている」から「できていない」までの 4 件法でたずねた（「できている」を 4 点として 1～4
点で得点化）。またこれらについて、各研修の修了者の有無による比較を行った（図表Ⅱ-2-11）。
比較においては、はじめに各研修それぞれで修了者の有無による 2 群間の比較を行った後、両

研修の修了者を加味し、「A 群：リーダー研修修了者あり（実践者研修修了者もあり）」「B 群：

実践者研修修了者あり（リーダー研修修了者なし）」「C 群：いずれも修了者なし」の 3 群間で

比較を行った（評価体制：χ2検定、自己評価：一元配置分散分析）。 
その結果、評価体制については、修了者がいない施設等の方がいずれにおいても導入率が全

体に比して低くなっていた。一方、サービスの自己評価では、リーダー研修修了者のいる施設

等で、修了者がいない施設等よりも理念の明文化・周知に関する評価が高くなっていたが、そ

の他の 9 項目では明確な差が認められなかった。また自己評価の項目の (1) (3) (5) (6) (7) には

若干の天井効果（平均値＋標準偏差の値が上限値の 4 を超える状態）が確認された。 
 

(4) 身体拘束・事故・苦情等の状況 

回答日現在の身体拘束実施人数（及びそのうち要件確認等の手続きに欠けるケースの数）、過
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去 30日以内に転倒経験のある利用者の数、及び過去 1年間の苦情対応件数についてたずねた。

回答状況として、正確な数が示されない場合が散見されたため、該当事例の有無に直して、該

当事例があった割合を算出した。またこれらについて、各研修の修了者の有無による比較を行

った（図表Ⅱ-2-12）。比較においては、はじめに各研修それぞれで修了者の有無による 2 群間

の比較を行った後、両研修の修了者を加味し、「A 群：リーダー研修修了者あり（実践者研修修

了者もあり）」「B 群：実践者研修修了者あり（リーダー研修修了者なし）」「C 群：いずれも修

了者なし」の 3 群間で比較を行った（χ2検定）。 
その結果、修了者がいる施設の方が、転倒経験のある利用者がいる割合が高くなっていた。

ただし、研修修了者の有無と、回答日現在の身体拘束の有無のクロス集計を、転倒経験のある

利用者の有無で層化して実施した場合、有意な差は認められなかった。
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図表Ⅱ-2-9 各研修修了者がいる施設で当該体制・取組がある場合の修了者配置率 
    

実践者 

役割担当 

リーダー 

役割担当 

Ⅱ-01 

人材育成等 

の体制 

１．介護・看護職員ごとの研修計画の作成・実施 57.0% 70.7% 

２．初任者育成のための研修等の体系  56.6% 68.1% 

３．OJT（職務現場での業務を通じての指導）による指導体制 68.9% 71.9% 

４．リーダー等指導的立場の職員を育成する体制 54.0% 67.9% 

５．キャリアパス制度の導入 40.5% 52.1% 

６．職員のストレスマネジメント・メンタルヘルス対策 38.3% 47.6% 

７．医療機関・医療職との連携 54.0% 62.8% 

Ⅱ-02 

職場内研修 

１．認知症ケアに関する留意事項の伝達や技術的指導 70.2% 77.6% 

２．身体介護・生活介護の技術 63.7% 68.1% 

３．高齢者虐待防止 60.0% 68.5% 

４．身体拘束の廃止（禁止）・適正化等 59.5% 67.0% 

５．リスクマネジメント・事故防止等 59.7% 64.1% 

６．感染症対策 53.8% 56.7% 

Ⅱ-03 

地域活動 

１．地域住民との交流機会（貴施設・事業所が参加） 51.3% 61.5% 

２．地域住民との交流機会（貴施設・事業所が開催） 56.3% 65.1% 

３．認知症カフェ、サロン等通いの場などの設置・開催 43.5% 53.2% 

４．ボランティア・職場体験等の受入 56.0% 60.4% 
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３．認知症カフェ、サロン等通いの場などの設置・開催

４．ボランティア・職場体験等の受入

Ⅱ
-
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図表Ⅱ-2-10 加算の取得状況

Ⅱ-04 

加算の 

取得 

１．認知症専門ケア加算* 

（対象事業種別のみ） (n=527) 

取得なし 

／対象外 
Ⅰ Ⅱ 無回答 計 *リーダー研修修了者がい

る施設に限ると、加算

取得率は 33.3%82.2% 13.9% 0.9% 3.0% 100% 

２．認知症加算** 

（通所介護のみ）  (n=303) 

取得なし 

／対象外 

取得あ

り 
無回答 計 **実践者研修修了者がいる事業

所に限ると、加算取得率は

23.4% 86.1% 10.9% 3.0% 100% 

３．介護職員処遇改善加算 

取得なし 

／対象外 
Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 無回答 計 

3.8% 1.2% 0.7% 4.1% 8.7% 78.5% 3.0% 100% 

４．介護職員等特定処遇改善加算 

取得なし 

／対象外 
Ⅱ Ⅰ 無回答 計 

25.8% 27.3% 43.9% 3.0% 100% 
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４）実践者研修・リーダー研修受講の効果

(1) 研修修了者にみられる変化

各研修のカリキュラムから導出した 13 項目について、在職中の修了者がいる場合、修了者

（複数いる場合は直近の 1 名）に対して研修受講後に認められた変化の程度について、「そう

思う」から「そう思わない」までの 4 件法でたずねた。結果は「そう思う」を 4 点として 1～
4 点の範囲で得点化し、平均値及び肯定的評価（「そう思う」及び「まあそう思う」の合計）の

割合を算出した。

結果は研修ごとに図表Ⅱ-2-13 及び図表Ⅱ-2-14 に示したとおりである。リーダー研修の方が

若干値としては低い傾向があるものの、また地域施策に関係する項目のみ低い傾向があるもの

の、平均値はいずれの研修も概ね 3 点前後であり、肯定的評価の割合は、実践者研修で概ね 75%
～90％、リーダー研修で 70%～85%の範囲であった。 

(2) 受講者派遣の目的

在職中の修了者がいる場合、両研修共通の 8 項目について、受講者派遣時に期待していたか

どうかを、研修ごとにたずね、割合を算出した（図表Ⅱ-2-15）。 
実践者研修では、受講者派遣の目的として「受講者個人の知識・技術習得」（84.2%）が最も

高い割合で挙げられ、次いで割合が高いのは「中核となる職員の育成」（77.0%）、「チームケア

の質の向上」（75.2%）であった。また「研修内容の職場内共有や指導」（54.8%）も 5 割を超え

ていた。

リーダー研修では、「受講者個人の知識・技術習得」（81.1%）、「チームケアの質の向上」

（79.1%）、「中核となる職員の育成」（78.3%）の順であり、「研修内容の職場内共有や指導」

（64.6%）、「組織体制の充実」（50.6%）も 5 割を超えていた。 
また、上位 3 項目は両研修でほぼ同水準であったが、他の項目ではすべてリーダー研修の方

が高い割合となっていた。

(3) 修了者がいることの利点

在職中の修了者がいる場合、修了者がいることによる、施設等の運営・サービス提供・利用

者の生活の質やチームケアへの影響・地域の認知症施策への貢献等において感じるメリットや

効果等があれば、自由記述形式で回答するよう求め、実践者研修で 322 件、リーダー研修で 164
件の回答が得られた。回答された記述内容については、回答傾向を確認しながら両研修ほぼ共

通の分類カテゴリーを生成し、複数回答形式でカウントした。

実践者研修における修了者がいることの利点を分類・集計した結果、「全般的な認知症ケアの

質向上」（22.0%）、「専門的知識・技術の習得・発揮」（21.1%）、「チームケアへの貢献」（20.8%）、

「他職員の OJT 等による指導や模範となる振る舞い」（20.2%）、「アセスメント力、ケアの根

拠づけの向上」（18.3%）等が上位に挙げられていた（図表Ⅱ-2-16）。 
リーダー研修修了者がいることの利点については、他職員の OJT による指導や模範となる

振る舞い」（36.0%）、「チームケアへの貢献（リーダーシップの発揮含む）」（32.9%）が上位に

挙げられ、他のカテゴリーの割合とやや大きな開きがみられた（図表Ⅱ-2-17）。 
なお、各カテゴリーに属する記述内容の具体例について、図表Ⅱ-2-18 及び図表Ⅱ-2-19 に示

した。
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(4) 受講者派遣目的と研修修了者にみられる変化との関係

「受講者派遣の目的」各項目の回答の有無を独立変数とし、「修了者にみられる変化」各項目

の得点を従属変数とする t 検定を実施し、両者の関係を確認した。 
その結果、実践者研修修了者にみられる変化では、ほとんどの項目で、受講目的がある場合

の方が、修了者にみられる変化の評価が概ね高い傾向が認められた。ただし、「介護報酬加算の

取得」の目的の有無による差はみられなかった（図表Ⅱ-2-20）。 
リーダー研修修了者にみられる変化では、「組織体制の充実」「研修内容の職場内共有や指導」

「他施設・事業所との関係構築・情報収集」の目的がある場合、修了者にみられる変化の評価

が概ね高い傾向が認められた（図表Ⅱ-2-21）。 
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図表Ⅱ-2-13 実践者研修修了者にみられる変化
 (n=689) 

平均値 (標準偏差) 
「そう思う」「ま

あそう思う」計 

Ⅲ-01 

実践者研修

修了者にみ

られる変化 

１．業務の都合等ではなく、利用者の尊厳を重視した関わりが行えるよ

うになった 
3.21 (0.63) 90.0% 

２．利用者本人の意思を確認しながらサービスを行えるようになった 3.27 (0.62) 91.6% 
３．認知症の症状や症状に影響する要因を踏まえて、それらに応じた

ケアの内容を選択できるようになった 
3.14 (0.65) 86.2% 

４．利用者の心理的安定や生活の質の向上を目指した生活の中での

活動を、提供したり促したりすることができるようになった 
3.17 (0.64) 87.7% 

５．利用者家族の置かれている状況や負担等に配慮した対応を行える

ようになった 
3.09 (0.68) 82.4% 

６．利用者への権利侵害や虐待につながる可能性がある不適切な対

応に気づき、防止または改善することができるようになった 
3.21 (0.66) 88.4% 

７．利用者の生活環境に関する課題や危険性を評価し、改善のための

意見を出すことができるようになった 
3.13 (0.67) 84.6% 

８．認知症の行動・心理症状に対して、表面化した症状の軽減のみな

らず、原因の解消を目指したケアが行えるようになった 
3.04 (0.67) 80.7% 

９．認知症の症状に影響する環境的・身体的・心理的要因について、

適切にアセスメントすることができるようになった 
2.99 (0.66) 78.8% 

10．現状の認知症ケアの内容や効果を適切に評価し、課題を見出すこ

とができるようになった 
2.94 (0.68) 75.9% 

11．カンファレンス等において、根拠を伴う発言を行い、チームの意思

決定に貢献できるようになった 
3.02 (0.71) 78.1% 

12．提供したケアの結果が、認知症のある利用者の生活の維持・向上

につながるようになった 
3.03 (0.65) 82.1% 

13．地域の認知症施策を理解し、貢献しようとする姿勢がみられるよう

になった 
2.66 (0.78) 55.7% 

図表Ⅱ-2-14 リーダー研修修了者にみられる変化
 (n=353) 

平均値 (標準偏差) 
「そう思う」「ま

あそう思う」計 

Ⅲ-04 

リーダー研修

修了者にみ

られる変化

１．認知症及び認知症ケアに関する専門的な知識を持ち、チームメン

バーに説明できるようになった 
3.13 (0.70) 83.9% 

２．利用者の尊厳を重視し、意思決定支援を行うことの重要性を理解

し、チームメンバーに訴えかけることができるようになった 
3.15 (0.67) 85.6% 

３．チームリーダーの役割を理解し、チームの理念や方針を形成するこ

とができるようになった 
2.99 (0.71) 76.8% 

４．同職種・多職種間で連携や役割分担を行い、チームで取り組む体

制をつくることができるようになった 
2.99 (0.71) 77.6% 

５．チームメンバーのストレス状況を把握し、適切な支援を行うことがで

きるようになった 
2.86 (0.73) 69.4% 

６．カンファレンス等の会議を効果的に展開することができるようになっ

た 
2.94 (0.74) 72.8% 

７．仕事の中で生じる倫理的課題の構造を理解し、課題解決のための

指導を行えるようになった 
2.86 (0.71) 70.3% 

８．OJT（職務現場での業務を通じての指導）の意義や方法を理解し、

仕事に即した指導を適切に行えるようになった 
2.93 (0.71) 74.2% 

９．チームメンバーのアセスメントやケアの実践状況を適切に評価し、

課題を見出すことができるようになった 
2.92 (0.72) 73.1% 

10．チームメンバーが直面している課題に対し、適切に指導目標の設

定や指導計画の立案を行えるようになった 
2.83 (0.71) 68.8% 

11．課題に直面しているチームメンバーに対し、改善のための具体的な

指導を適切に行うことができるようになった 
2.89 (0.73) 70.0% 

12.チームリーダーとしての指導により、職員の認知症ケアの質に向上が

みられるようになった
2.93 (0.71) 74.5% 

13.地域の認知症施策に関係する取り組み（自施設・事業所の内外を問

いません）に従事するようになった 
2.53 (0.85) 47.3% 
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図表Ⅱ-2-15 研修への受講者派遣の目的

実践者 

(n=682) 

リーダー

(n=350)

Ⅲ-02, 05 

研修への受講者

派遣の目的 

１．受講者個人の知識・技術習得 84.2% 81.1% 

２．チームケアの質の向上 75.2% 79.1% 

３．組織体制の充実 37.1% 50.6% 

４．中核となる職員の育成 77.0% 78.3% 

５．研修内容の職場内共有や指導 54.8% 64.6% 

６．他施設・事業所との関係構築・情報収集 15.7% 20.9% 

７．介護報酬加算の取得 18.5% 27.7% 

８．その他 2.2% 4.0% 

図表Ⅱ-2-16 認知症介護実践者研修修了者がいることの利点：記述回答の分類結果（複数回答，回答総数 322 件）

分類 回答数 割合 

Ⅲ-03 

認知症介護実践

者研修修了者が

いることの利点 

全般的な認知症ケアの質向上 71 (22.0%) 

専門的知識・技術の習得・発揮 68 (21.1%) 

チームケアへの貢献 67 (20.8%) 

他職員の OJT 等による指導や模範となる振る舞い 65 (20.2%) 

アセスメント力、ケアの根拠づけの向上 59 (18.3%) 

本人主体のケアへの理解や実践の向上 47 (14.6%) 

理念・意識変容 25 (7.8%) 

職員研修等への貢献 19 (5.9%) 

課題解決力の向上 16 (5.0%) 

モチベーション向上 15 (4.7%) 

その他 13 (4.0%) 

地域に向けた取り組みへの貢献 12 (3.7%) 

家族への相談・支援等の向上 11 (3.4%) 

将来的な管理者・計画作成担当者への配置 11 (3.4%) 

加算の取得 9 (2.8%) 

法人・施設全体の評価向上 7 (2.2%) 

図表Ⅱ-2-17 認知症介護リーダー研修修了者がいることの利点：記述回答の分類結果（複数回答，回答総数 164 件）

分類 回答数 割合 

Ⅲ-06 

認知症介護実践

リーダー研修修

了者がいることの

利点 

他職員の OJT 等による指導や模範となる振る舞い 59 (36.0%) 

チームケアへの貢献（リーダーシップの発揮含む） 54 (32.9%) 

専門的知識・技術の習得・発揮 25 (15.2%) 

職員研修等への貢献 24 (14.6%) 

全般的な認知症ケアの質向上 23 (14.0%) 

地域に向けた取り組みへの貢献 14 (8.5%) 

モチベーション向上 14 (8.5%) 

課題解決力の向上 10 (6.1%) 

アセスメント力、ケアの根拠づけの向上 8 (4.9%) 

加算の取得 8 (4.9%) 

その他 8 (4.9%) 

法人・施設全体の評価向上 6 (3.7%) 

理念・意識変容 4 (2.4%) 

本人主体のケアへの理解や実践の向上 3 (1.8%) 

家族への相談・支援等の向上 1 (0.6%) 

将来的な管理者・計画作成担当者への配置 0 (0.0%) 
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図表Ⅱ-2-18 認知症介護実践者研修修了者がいることの利点：記述回答例（10%以上の回答があったカテゴリ分） 

全
般
的
な
認
知
症
ケ
ア
の 

質
向
上 

利用者様の思いにいち早く気づき、他職員と連携を取れるようになった。職員が、利用者様にやさしい声がけがで

きるようになった。 

利用者様個人個人に向き合い、その方に合ったケアができるようになった。ケアに対する積極性が生まれ、他職

員も巻き込みチームケアが向上した。 

認知症をより深く知ることができ、個々人に対する声掛け対応に工夫ができ、穏やかに過ごせる1日を見出すことが

できること、支援計画にも役立たせることができる。 

例えば、認知症利用者の帰宅願望の対応について、ご本人の心理的な状況、ご家庭でリラックスしている状況、ご

本人の生活歴等、総合的に考え、ご本人が落ち着いて過ごせる環境づくりや声掛けの方法等を皆で考え工夫する

習慣ができた。 

認知症への理解が深まり、利用者の心理的安定やサービスの向上につなげることができるようになった。 

研修修了者が増え、どんどんケア向上につながりました。履修することで責任感が生まれ、職場からの期待も感じ

て、一段と成長がみられます。他の研修とは大きく異なると感じています。 

①認知症状のある方への虐待につながる可能性がある不適切な対応に気付け、防止・改善することができた。②

ケア内容の選択肢が増えた。 

専
門
的
知
識
・技
術
の 

習
得
・発
揮 

正しい知識を学び、サービス提供時の判断や会議で正しいケアにつなげる意見を出せることは、非常に有効であ

る。 

研修の学びにより、専門的視点がチームケアの質の向上につながる。 

BPSDの捉え方に変化が見られ、会議等でもあきらめない提案が多数出ています。PEAPの実践も、季節行事や環

境整備（居室のれん）に取り組みを10年以上継続しています。修了者の数が増えることで問題解決のレベルがア

ップしています。 

認知症の方と接する専門職として、専門知識を得ることができる。 

専門的視点で物事をとらえるようになった。 

職員の認知症の専門的知識が増えた。 

チ
ー
ム
ケ
ア
へ
の
貢
献 

元々は加算取得のために受講したが、グループワークを通して他事業所の困難事例等を通して、対応の仕方の幅

が広がったと思う。認知症状の理解が進みすぐに決めつけず、他職員と共有しながら対応することが増え、チーム

ケアとしてうまく機能していると思う。 

利用者様個人個人に向き合い、その方に合ったケアができるようになった。ケアに対する積極性が生まれ、他職

員も巻き込みチームケアが向上した。 

利用者支援の方法が具体的に分かり、受講者が増えることで、チーム力が強くなっている。今後も受講者を増やし

ていきたい。 

認知症に対する理解をチームで共有することができた。認知症の方の思いを汲み取った援助を行なっています。 

認知症に対する知識と理解が得られ、チームカンファレンス時の発言が多くなり、認知症ケアがより深くなった。 

生活歴や背景等を考え対応することや、一人ひとりの心に寄り添ってチームアプローチができるようになってきてい

る。 

他
職
員
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
等
に
よ
る 

指
導
や
模
範
と
な
る
振
る
舞
い 

認知症の行動・心理について利用者本人の気持ちを大切にすることで、適切な支援につなげることができるよう他

職員に助言や考える時間を与えることができている。 

認知症による行動障害のある方に対して、各症状ごとの特徴や特性を理解した上でアドバイスができる。 

当事者の気持ちを考え、当事者の思いを代弁し、他職員へ伝えることができるようになり、職員同士のスキル向上

につながっています。 

実践者研修修了者自ら、認知症の利用者への対応に研修で学んだことが活かされている。その様子を他職員も

見ることにより、利用者に対してよい効果が表れている。 

認知症への対応の向上がみられ、まわりの人がそれを見て学ぶことができる。 

認知症利用者の対応法を他職員が見習うことができる。 

ア
セ
ス
メ
ン
ト 

力
、
ケ
ア
の
根
拠 

づ
け
の
向
上 

一人ひとりにあった支援を考えプランに取り入れることができるようになった。 

認知症に対して、ひとつの言動について、多角的に考えられるようになった。 

多角的に観察、介護方法等考えられる。 

奥深いアセスメントによる適切な支援が提供できている。 

アセスメント時の考え方の統一 

本
人
主
体
の 

ケ
ア
へ
の
理
解
や 

実
践
の
向
上 

利用者目線への見方。根拠を捉えたケアへの視点切り替え。 

利用者本位のケアのあり方の実践→まわりのスタッフへの波及。 

利用者主体の意味を考え支援につなげられている。視点の異なるスタッフへのアドバイスを行えること。 

利用者主体のケアが行えるようになり、他職員への見本となることで、導けるようになった。 

利用者・ご家族の立場となって、生活の質の向上やよりよいケアができるように、日々検討することができるように

なってきている。 

37



認知症介護研究・研修仙台センター 

図表Ⅱ-2-19 認知症介護実践リーダー研修修了者がいることの利点：記述回答例（10%以上の回答があったカテゴリ分）

他
職
員
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
等
に
よ
る 

指
導
や
模
範
と
な
る
振
る
舞
い 

利用者さんと職員のコミュニケーションでは、声のかけ方、話の展開、対応に安心感があり、新任職員は近くで実際

に見ながら学ぶことができている。 

認知症対応について困った時には、相談することができたり頼れる（助けを求めることができる）。そのことにより、チ

ームでの活動ができる。 

実践リーダー研修修了者から、経験の浅い職員に介護の現場において適切なアドバイス・助言が実施されている。

職員の方からも実践リーダー研修修了者に相談し、利用者の問題解決につながっている。 

自身の知識を深めるだけではなく、それを伝えていけるというのが大きいと思う。 

経験や研修で身につけたことを、経験の少ない職員へ伝え共有できることが、全てにおいて向上するように思う。新

しい考え方などを取り入れ柔軟な支援、介護につながると業務中の雰囲気もよくなり、周囲への配慮もでき、気持ち

に余裕が持てるようになる。 

ユニット内をチームでより良い方向へと仕事ができるように、自分が先導しメンバーの意識向上へつなげ反映させて

いくことができる。

チ
ー
ム
ケ
ア
へ
の
貢
献 

（リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
発
揮
含
む
） 

知識や技術が得られ、指導者という立場において必要とされるチームマネジメント能力が得られた。 

認知症ケアを推進していく中心となり、チームをまとめていく役割を担う。チームの課題を明らかにし、メンバーとのコ

ミュニケーションでチームをまとめる。

リーダーとしてどうあるべきか学び、ユニット全体で課題（人材育成）に取り組むことができるので、チーム全体の覇気

が上がる。

チームをまとめる力を有する修了者の存在は大きいです。それが利用者様のケアの向上につながるのは必須で

す。施設に地域の方から相談をもちかけられた際の窓口にもなり、アドバイスをできるので、心強いです。

チームケアの影響があると思います。認知症の方の対応をリーターが中心となってチーム全体が良くなると思いま

す。

専
門
的
知
識
・技
術 

の
習
得
・発
揮 

認知症に関する正しい知識、理解を得ることで、認知症介護によるストレスを軽減でき、統一したケアの提供により

入居者も安心した生活を送ることができる。 

認知症ケアをより深く学んだ職員がリーダーとしてチーム内の認知症ケア力を高める推進役としてなってもらうこと。 

事業所所在地域により専門的な知識を持つ職員がいることで、安心して生活していただくことに資するような行動を

するようになった。 

職
員
研
修
等 

へ
の
貢
献 

認知症研修（内部研修）の中心的立場で、活躍してくれている。 

認知症に関する研修会の計画、実行をしてくれる。 

実践リーダー研修修了者による内部研修の開催により、職場内への指導の充実が図られた。 

全
般
的
な
認
知
症 

ケ
ア
の
質
向
上 

認知症ケアへの理解があるため、サービス提供をする上で中心的な立場を担っている。職場内において、模範的

立場にもある。 

認知症に対する考え方や、対応の仕方が変わり、ケアに反映できるようになった。 

より質の高いサービスの実施ができる。 
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５）サービス種別による差異 

(1) サービス種別の統合とサービス種別による比較 

本調査では、対象とした施設等のサービス種別を、「その他」を含めて 12 種に分類していた

（図表Ⅱ-2-4）が、サービス種別による回答傾向の違いを確認するために、「介護保険施設」「グ

ループホーム（GH）・小規模多機能事業所」「通所・認知症対応型通所事業所」「その他」に統

合した（図表Ⅱ-2-22）。なお、比較における便宜上、図表における表記上は、それぞれを順に

D～G 群とした。 
その上で、下記の事項について、上記の区分によるサービス種別間の比較を行った。 
 各研修への職員派遣状況（図表Ⅱ-2-23） 
 施設・事業所の環境・体制等（人材育成等の体制・職場内研修・地域活動）（図表Ⅱ-2-24） 
 体制・取組がある場合の修了者配置率（図表Ⅱ-2-25） 
 サービスの評価（評価体制及び自己評価）（図表Ⅱ-2-26） 
 サービスの自己評価における研修修了者の有無（A～C 群）との関係（図表Ⅱ-2-27） 
 身体拘束・事故・苦情等の状況（図表Ⅱ-2-28） 
 修了者にみられる変化（研修ごと・修了者がいる場合）（図表Ⅱ-2-29、図表Ⅱ-2-30） 
 受講者派遣の目的（図表Ⅱ-2-31） 
 

(2) 主な結果 

上記の比較によって得られた結果は各図表で示したが、結果の傾向をサービス種別群の特徴

として整理したところ、以下のようにまとめられた。 
 通所・認知症対応型通所群では、いずれの研修も修了者がいる事業所の割合が低い。 
 通所・認知症対応型通所群では、体制整備や取組がある割合が概ね低い。介護保険施設群

では人材育成等の体制整備や地域活動、GH・小規模多機能群では医療との連携、職場内

研修、地域住民との交流機会の割合が高い。 
 一部の体制整備・取組において、GH・小規模多機能群で修了者配置の割合が高い。 
 GH・小規模多機能群では、第三者や利用者側からの評価の取組が行われている割合が高

い。施設・事業所全体のサービス評価（自己評価）では、半数程度の項目で、介護保険施

設群の値がやや低い。 
 GH・小規模多機能群では、サービスの自己評価項目 10 項目中 4 項目において、修了者が

いない場合の評価が低いが、修了者がいる場合、他のサービス種別と差がない程度に評価

が高くなる。 
 身体拘束、事故、苦情等については、いずれも介護保険施設群の値が高い。 
 実践者研修修了者にみられる変化については、介護保険施設群の値がやや低い項目が多い。 
 リーダー研修修了者にみられる変化については、サービス種別による明確な差は認められ

ない。 
 実践者研修への受講者派遣の目的では、GH・小規模多機能群では「中核となる職員の育

成」の割合が全体に比して高く、「介護報酬加算の取得」の割合が低い。一方、通所・認知

症対応型通所群ではその逆の傾向。 
 リーダー研修への受講者派遣の目的では、介護保険施設群では「中核となる職員の育成」

「介護報酬加算の取得」の割合が全体に比して高い。GH・小規模多機能群では「組織体制

の充実」「研修内容の職場内共有や指導」の割合が全体に比して低い。通所・認知症対応型
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通所群では「組織体制の充実」の割合が全体に比して高く、「介護報酬加算の取得」の割合

が低い。

図表Ⅱ-2-22 サービス種別の統合方法 

サービス種別 件数 割合 サービス種別グループ 件数 割合 

１．特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 117 11.0% 

D. 介護保険施設 211 19.9% 
２．地域密着型介護老人福祉施設 45 4.2% 

３．介護老人保健施設 41 3.9% 

４．介護医療院・療養型医療施設 8 0.8% 

５．グループホーム（認知症対応型共同生活介護） 222 20.9% E. GH（グループホー

ム）・小規模多機能
291 27.4% 

６．小規模多機能型居宅介護（含看護小規模多機能） 69 6.5% 

10．通所介護（含地域密着型） 303 28.5% F. 通所・認知症対応

型通所
348 32.8% 

11．認知症対応型通所介護 45 4.2% 

７．特定施設入居者生活介護 48 4.5% 

G. その他 212 20.0% 
８．地域密着型特定施設 9 0.8% 

９．ショートステイ（短期入所生活介護・療養介護） 37 3.5% 

12．その他 118 11.1% 

合計 1,062 100% 合計 1,062 100% 

図表Ⅱ-2-23 サービス種別の各研修への職員派遣状況 

修了者がいる施設の割合 

D. 介護保

険施設

E. GH・小規

模多機能

F. 通所・認

知症対応

型通所

G. その他 χ2 検定 
残差分析 

(p<.05) 

Ⅰ-01 実践者研修 78.7% 84.9% 53.2% 64.6% ** △DE,▼F

Ⅰ-02 リーダー研修（実践者と重複あり） 51.7% 42.3% 21.6% 34.4% ** △DE,▼F

Ⅰ-03 基礎研修 34.6% 39.9% 23.6% 32.5% ** △E,▼F

†p<.10, *p<.05, **p<.01. 
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図表Ⅱ-2-28 サービス種別の身体拘束・事故・苦情等の状況

D. 介護

保険施設

E. GH・小

規模多機

能 

F. 通所・

認知症対

応型通所

G. その他 χ2 検定 
残差分析 

(p<.05) 

Ⅱ-06 

身体拘

束・事故・

苦情等の

状況 

１．回答日現在の身体拘束実施人数 21.0% 8.2% 1.7% 10.4% ** △D,▼F

うち要件確認等の手続きに欠けるもの 1.0% 1.4% 0.3% 0.5% n.s.

２．過去 30 日以内に転倒経験のある利用者の数 78.6% 59.1% 37.1% 71.6% n.s. △DG,▼F

３．過去 1 年間の苦情対応件数 62.9% 35.4% 48.7% 58.8% n.s. △DG,▼E

†p<.10, *p<.05, **p<.01.

図表Ⅱ-2-29 サービス種別の実践者研修修了者にみられる変化 

D. 介護

保険施設

E. GH・小

規模多機

能 

F. 通所・

認知症対

応型通所

G. その他 分散分析 
多重比較 

(p<.05) 

Ⅲ-01 

実践者研修

修了者にみ

られる変化 

１．業務の都合等ではなく、利用者の尊厳を重視した関

わりが行えるようになった 
3.13 3.24 3.30 3.15 * DG<F 

２．利用者本人の意思を確認しながらサービスを行える

ようになった 
3.14 3.30 3.37 3.24 ** D<EF 

３．認知症の症状や症状に影響する要因を踏まえて、そ

れらに応じたケアの内容を選択できるようになった 
3.09 3.15 3.22 3.09 n.s.

４．利用者の心理的安定や生活の質の向上を目指した

生活の中での活動を、提供したり促したりすることがで

きるようになった 

3.03 3.23 3.23 3.18 ** D<EFG 

５．利用者家族の置かれている状況や負担等に配慮し

た対応を行えるようになった 
2.94 3.12 3.24 3.05 ** 

D<EF, 

G<F 

６．利用者への権利侵害や虐待につながる可能性があ

る不適切な対応に気づき、防止または改善することが

できるようになった 

3.14 3.25 3.24 3.20 n.s.

７．利用者の生活環境に関する課題や危険性を評価

し、改善のための意見を出すことができるようになった 
3.03 3.13 3.20 3.15 n.s.

８．認知症の行動・心理症状に対して、表面化した症状

の軽減のみならず、原因の解消を目指したケアが行

えるようになった 

2.94 3.07 3.07 3.04 n.s.

９．認知症の症状に影響する環境的・身体的・心理的要

因について、適切にアセスメントすることができるように

なった 

2.89 3.01 3.08 2.93 * D<F 

10．現状の認知症ケアの内容や効果を適切に評価し、

課題を見出すことができるようになった 
2.82 2.97 3.06 2.89 ** 

D<EF, 

G<F 

11．カンファレンス等において、根拠を伴う発言を行い、

チームの意思決定に貢献できるようになった
2.86 3.08 3.09 3.05 ** D<EFG 

12．提供したケアの結果が、認知症のある利用者の生活

の維持・向上につながるようになった 
2.91 3.12 3.05 3.00 * D<EF 

13．地域の認知症施策を理解し、貢献しようとする姿勢

がみられるようになった 
2.43 2.67 2.89 2.61 ** D<EG<F 

†p<.10, *p<.05, **p<.01.
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図表Ⅱ-2-30 サービス種別のリーダー研修修了者にみられる変化 

D. 介護

保険施設

E. GH・小

規模多機

能 

F. 通所・

認知症対

応型通所

G. その他 分散分析 

Ⅲ-04 

リーダー研修

修了者にみら

れる変化 

１．認知症及び認知症ケアに関する専門的な知識を持

ち、チームメンバーに説明できるようになった 
3.16 3.09 3.14 3.14 n.s.

２．利用者の尊厳を重視し、意思決定支援を行うことの

重要性を理解し、チームメンバーに訴えかけることが

できるようになった 

3.12 3.16 3.18 3.16 n.s.

３．チームリーダーの役割を理解し、チームの理念や方

針を形成することができるようになった 
2.93 3.01 3.06 2.96 n.s.

４．同職種・多職種間で連携や役割分担を行い、チーム

で取り組む体制をつくることができるようになった 
2.93 2.99 3.03 3.04 n.s.

５．チームメンバーのストレス状況を把握し、適切な支援

を行うことができるようになった 
2.80 2.89 2.91 2.84 n.s.

６．カンファレンス等の会議を効果的に展開することがで

きるようになった 
2.88 3.02 2.91 2.93 n.s.

７．仕事の中で生じる倫理的課題の構造を理解し、課題

解決のための指導を行えるようになった 
2.88 2.82 2.94 2.81 n.s.

８．OJT（職務現場での業務を通じての指導）の意義や

方法を理解し、仕事に即した指導を適切に行えるよう

になった 

2.99 2.89 2.95 2.88 n.s.

９．チームメンバーのアセスメントやケアの実践状況を適

切に評価し、課題を見出すことができるようになった 
2.89 2.92 3.00 2.90 n.s.

10．チームメンバーが直面している課題に対し、適切に

指導目標の設定や指導計画の立案を行えるようにな

った 

2.73 2.90 2.91 2.80 n.s.

11．課題に直面しているチームメンバーに対し、改善のた

めの具体的な指導を適切に行うことができるようになっ

た 

2.81 2.93 2.97 2.88 n.s.

12.チームリーダーとしての指導により、職員の認知症ケア

の質に向上がみられるようになった
2.91 2.95 2.98 2.87 n.s.

13.地域の認知症施策に関係する取り組み（自施設・事

業所の内外を問いません）に従事するようになった
2.40 2.60 2.63 2.52 n.s.

†p<.10, *p<.05, **p<.01.
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６）受講効果、施設・事業所の環境・体制等の構造

受講効果（修了者にみられる変化）、施設・事業所の環境・体制等について、今後のアウトカム評

価指標への適用可能性を検討するために、因子構造の確認等を実施した。

受講効果（修了者にみられる変化）については、研修ごとに 13 項目の指標について探索的因子

分析を行った。その結果、実践者研修・リーダー研修のいずれも、単因子構造が確認された。信頼

性係数（Cronbach のα）の値も実践者研修で .949、リーダー研修で .953 であり、高い内的整合

性を示した。また、受講効果については、研修の実施主体である都道府県・指定都市内で類似した

傾向があるか、合計点について級内相関係数を算出して確認したが、いずれの研修も係数の値はご

く小さく、類似性の低さを示すものであった（図表Ⅱ-2-32、図表Ⅱ-2-33）。 
施設・事業所の環境・体制に関する指標についても、探索的因子分析を実施した。人材育成等の

体制（7 項目）、職場内研修（6 項目）においては、内的整合性は若干下がるものの、同様にそれ

ぞれ単因子構造が確認された。地域活動については、共通性がやや低い中で単因子構造が認められ

たが、4 項目ということもあり内的整合性はそれほど高くなかった（図表Ⅱ-2-34～図表Ⅱ-2-36）。 
サービスの自己評価（10 項目）についても、単因子構造が確認され、内的整合性も高かった（図

表Ⅱ-2-37）。 

図表Ⅱ-2-32 実践者研修修了者にみられる変化に関する探索的因子分析等の結果

●全 13 項目に対する探索的因子分析（主因子法）

（因子ごとの固有値） （項目ごとの共通性及び因子負荷量） 

因子 固有値 分散の % 累積 % 項目 共通性 負荷量 

1 8.14 62.63 62.63 1 0.58 0.76 

2 0.82 6.27 68.90 2 0.58 0.76 

3 0.57 4.41 73.30 3 0.63 0.79 

4 0.54 4.14 77.44 4 0.67 0.82 

5 0.46 3.56 81.00 5 0.52 0.72 

6 0.43 3.29 84.29 6 0.56 0.75 

7 0.38 2.89 87.18 7 0.63 0.80 

8 0.35 2.70 89.89 8 0.66 0.81 

9 0.33 2.50 92.38 9 0.64 0.80 

10 0.29 2.22 94.61 10 0.66 0.82 

11 0.27 2.08 96.68 11 0.60 0.78 

12 0.22 1.70 98.38 12 0.61 0.78 

13 0.21 1.62 100.00  13 0.39 0.62  

●単因子構造を前提とした信頼性係数 ●合計点における級内相関係数

Cronbach のα=.949 （都道府県間分散／［都道府県内分散＋都道府県間分散］）

.013
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図表Ⅱ-2-33 リーダー研修修了者にみられる変化に関する探索的因子分析等の結果 

●全 13 項目に対する探索的因子分析（主因子法） 

（因子ごとの固有値）  （項目ごとの共通性及び因子負荷量）   

因子 固有値 分散の % 累積 %  項目 共通性 負荷量    

1 8.44 64.94 64.94  1 0.58 0.76    

2 0.80 6.14 71.08  2 0.57 0.76    

3 0.58 4.48 75.56  3 0.69 0.83    

4 0.50 3.82 79.37  4 0.63 0.80    

5 0.43 3.30 82.67  5 0.59 0.77    

6 0.41 3.13 85.80  6 0.59 0.77    

7 0.38 2.91 88.71  7 0.70 0.83    

8 0.33 2.50 91.21  8 0.65 0.81    

9 0.29 2.20 93.40  9 0.68 0.82    

10 0.24 1.85 95.25  10 0.71 0.84    

11 0.23 1.76 97.01  11 0.73 0.86    

12 0.21 1.62 98.64  12 0.62 0.79    

13 0.18 1.37 100.00  13 0.34 0.58    

           

●単因子構造を前提とした信頼性係数  ●合計点における級内相関係数 

Cronbach のα=.953  （都道府県間分散／［都道府県内分散＋都道府県間分散］） 

     .005      

 
図表Ⅱ-2-34 施設・事業所の環境・体制等（人材育成等の体制）に関する探索的因子分析等の結果 

●全 7 項目に対する探索的因子分析（主因子法） 

（因子ごとの固有値）  （項目ごとの共通性及び因子負荷量）   

因子 固有値 分散の % 累積 %  項目 共通性 負荷量    

1 2.64 37.75 37.75  1 0.33 0.57    

2 0.92 13.12 50.87  2 0.41 0.64    

3 0.89 12.65 63.53  3 0.26 0.51    

4 0.74 10.50 74.03  4 0.43 0.65    

5 0.70 10.04 84.07  5 0.14 0.38    

6 0.59 8.42 92.49  6 0.28 0.53    

7 0.53 7.51 100.00  7 0.12 0.34    

           

●単因子構造を前提とした信頼性係数   

Cronbach のα=.718   

           

 
図表Ⅱ-2-35 施設・事業所の環境・体制等（職場内研修）に関する探索的因子分析等の結果 

●全 6 項目に対する探索的因子分析（主因子法） 

（因子ごとの固有値）  （項目ごとの共通性及び因子負荷量）   

因子 固有値 分散の % 累積 %  項目 共通性 負荷量    

1 3.23 53.87 53.87  1 0.25 0.50    

2 0.90 14.96 68.83  2 0.35 0.59    

3 0.72 12.05 80.88  3 0.61 0.78    

4 0.53 8.85 89.74  4 0.53 0.73    

5 0.39 6.51 96.25  5 0.52 0.72    

6 0.23 3.75 100.00  6 0.46 0.68    

           

●単因子構造を前提とした信頼性係数   

Cronbach のα=.808   
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図表Ⅱ-2-36 施設・事業所の環境・体制等（地域活動）に関する探索的因子分析等の結果

●全 4 項目に対する探索的因子分析（主因子法）

（因子ごとの固有値） （項目ごとの共通性及び因子負荷量） 

因子 固有値 分散の % 累積 % 項目 共通性 負荷量 

1 1.77 44.24 44.24 1 0.38 0.61 

2 0.84 20.96 65.20 2 0.41 0.64 

3 0.79 19.81 85.00 3 0.17 0.41 

4 0.60 15.00 100.00 4 0.13 0.36 

●単因子構造を前提とした信頼性係数

Cronbach のα=.579

図表Ⅱ-2-37 サービスの自己評価に関する探索的因子分析等の結果

●全 10 項目に対する探索的因子分析（主因子法）

（因子ごとの固有値） （項目ごとの共通性及び因子負荷量） 

因子 固有値 分散の % 累積 % 項目 共通性 負荷量 

1 5.00 50.03 50.03 1 0.29 0.54 

2 0.83 8.30 58.32 2 0.54 0.74 

3 0.71 7.14 65.46 3 0.46 0.68 

4 0.68 6.76 72.22 4 0.55 0.74 

5 0.63 6.28 78.50 5 0.51 0.72 

6 0.58 5.75 84.25 6 0.45 0.67 

7 0.44 4.36 88.62 7 0.42 0.65 

8 0.41 4.06 92.67 8 0.52 0.72 

9 0.39 3.87 96.54 9 0.43 0.66 

10 0.35 3.46 100.00 10 0.29 0.54  

●単因子構造を前提とした信頼性係数

Cronbach のα=.885

７）受講者派遣への課題

回答施設等における修了者の有無に関わらず、実践者研修・リーダー研修へ受講者を派遣するに

あたっての課題について、「その他」を含む共通の全 10 項目に対して研修別に有無をたずねた。 
結果については、実践者研修については修了者の有無による 2 群間の比較を行った。リーダー研

修については、両研修の修了者を加味し、「A 群：リーダー研修修了者あり（実践者研修修了者もあ

り）」「B 群：実践者研修修了者あり（リーダー研修修了者なし）」「C 群：いずれも修了者なし」の

3 群間で比較を行った（図表Ⅱ-2-38、χ2検定）。 
両研修とも、もっとも割合が高いのは「人員的な余裕がない」で、次いで大きく差があって「研

修期間が長い」であった。修了者の有無による比較では、修了者がいる場合（特にリーダー研修）、

「開催時期が都合に合わない」「研修内容（カリキュラム）に必要性を感じない」を課題とする割合

は全体に比して小さいが、「研修期間が長い」「申し込んでいるが受講が認められない」の割合は全

体に比して大きくなっていた。
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認知症介護研究・研修仙台センター 

本章では、①受講者（修了者）の能力向上とそれに応じた②施設・事業所内の役割付与、及び③

施設・事業所の体制・取組への寄与の観点を中心に、現行の認知症介護実践研修が現時点で直接的

にもたらしている直接的、かつ初期～中期的なアウトカムを想定した上で、介護保険施設・事業所

に対して実施した調査の内容・結果を示した。

実践者研修については、修了者に対する、所属施設等による受講後の変化に関する評価が概ね高

く、個人の認知症ケアに関する能力向上の面で一定の受講効果をもたらしているものと考えられる。

受講後の変化に関する評価項目は現行の研修カリキュラムから導出したものであり、研修の所期の

目的は概ね達成されているものと思われる。また、施設等においては、個人の能力向上のみならず、

チームや組織における中核的職員となることを本研修に期待して研修に派遣し、修了後は実際に主

要な役割の担当に配属し、併せて修了者がいることの利点も感じていることが確認できた。したが

って、本研修はサービス運営全体の底上げにつながる具体的取組・体制の強化にも資していると考

えられる。

リーダー研修については、実践者研修をやや下回るものの、所属施設等による受講後の変化に関

する評価が概ね高く、チームマネジメントを中心とした個人の能力向上の面で一定の受講効果をも

たらしているものと考えられる。受講後の変化に関する評価項目は現行の研修カリキュラムから導

出しており、研修の所期の目的は概ね達成されているものと思われる。また、施設等においては、

個人の能力向上・チームや組織における中核職員の育成に加え、より指導的・管理的能力の向上を

本研修に期待して研修に派遣し、修了後は実際にそれらの取組・体制の担当に配属し、併せて修了

者がいることの利点も感じていることが確認された。したがって、本研修はサービス運営全体の底

上げにつながる取組・体制に加え、指導・管理体制の強化にも資しているものと考えられる。

また、両研修に共通して、修了者がいる施設等の方が、総じて組織としての取組実施や体制整備

の割合が高かった。体制整備が進んでいることによって研修への職員派遣が進んでいる可能性もあ

り、因果関係の方向は必ずしも明らかではないものの、修了者が高率で当該体制等の担当に配属さ

れており、かつ取組・体制の割合及び担当配属の割合は実践者研修よりもリーダー研修の方が高い

ことから、両研修が体制構築に貢献している、もしくは相乗的に効果をもたらしていることが考え

られる。

以上のように現行の実践者研修・リーダー研修のもたらしているアウトカムは評価できると思わ

れるが、研修の意義や効果を周知していくためには、さらに精査していく必要がある。加えて、本

事業全体の目的を鑑みれば、次章で示す認知症介護指導者養成研修を含めて、認知症介護実践者等

養成事業の根幹をなす研修体系全体として、現行研修におけるアウトカム評価をまとめていく必要

がある。また、カリキュラム改定等の流れも踏まえて、今後のアウトカム評価について、評価自体

を研修構造に組み込むことを含めて、継続的に研修のアウトカムが評価できる評価のあり方、方法・

指標を検討し、具体化していくことも必要である。

そのため、上記を踏まえた総合的な考察を、第 4 章で実施することとした。 

４．まとめ 
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第Ⅱ部 第３章 

※この章に示す調査の設計・実施及び結果のとりまとめは、認知症介護研究・研修大府センターが担当した。

初期アウトカム 初期～中期アウトカム 

①認知症介護実

践研修等の企

画・講師等

 研修運営の補助を含め、講師としての貢献を

開始すること

研修の企画・立案を含む実施体制の拡充に貢

献していくこと

②職場内外にお

けるケアの質向

上のための指導

職場内外での介護の質改善に関する指導を

行うこと

職場内での研修計画の作成や実施の役割を

担うこと

 サービス全体の質や組織力の向上がみられる

こと（共通）

 サービス利用者の生活の質の向上がみられる

こと（共通）

施設・事業所としてのさまざまな取組実施や体

制整備に貢献していくこと

③地域の認知症

施策推進への

貢献

 （①や②を通じての機会や役割の醸成）

地域の認知症施策に個人として参加、もしくは

施設・事業所として展開すること

自治体から施策推進役として認識されること

①の調査の対象設定においては、調査内容の多くが指導者研修の受講前後の役割等の変化を問う

ものであるため、記憶が比較的鮮明な近年の修了者に対象を限定すべきかが検討課題となった。し

かし、指導者としての活動年数によって、担う役割や活動内容に違いがあると想定されるため、2018
年度までに修了した指導者全員を対象とすることとした。なお、2018 年度までに区切った理由は、

第３章 認知症介護指導者養成研修 

１．目的及び対象設定 
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本章では、現行の認知症介護実践者等養成事業のうち、認知症介護指導者養成研修（以下：指導

者研修）のもたらすアウトカムについて確認し、その評価を行うために、次の 3 つの調査を企画・

実施した。①認知症介護指導者養成研修修了者（以下：指導者）の活動実態調査（第 1 次調査）、及

び活動好事例の収集・整理（第 2 次調査）、②都道府県・指定都市を対象とした、地域単位で見た指

導者の役割に関する調査、③指導者ネットワーク*を対象とした同調査である。 
①の調査のうち、第 1 次調査の目的は、指導者研修を修了した後の指導者の地域における活動や所

属法人・事業所における役割等について明らかにすることである。また、第 2 次調査は、第 1 次調査

の回答者に対し実施するもので、より詳細な地域活動の好事例を収集することを目的としている。

上記の指導者側から見た個人や法人での活動に焦点を当てた第 1 次調査に対し、②の調査におい

ては、都道府県等の担当者から見た認知症施策における指導者の活用状況を明らかにし、地域単位

で見た指導者の役割（期待する役割を含む）を明らかにすることを目的とした。③の調査の目的は

指導者ネットワークが実践する地域単位での活動事例等を収集し、地域単位で見た指導者の役割を

明らかにすることとした。これらの調査を通して、現行の指導者研修についてアウトカム評価を行

うこと、併せて、今後のアウトカム評価に資する評価方法・指標に関する示唆を得ることとした。 

調査の企画にあたっては、第 1 章で示したように、①認知症介護実践研修等の企画・講師への関

与、②職場内外におけるケアの質向上のための指導、及び③地域の認知症施策推進への貢献の観点

を中心に、現行の研修がもたらしている初期～中期的なアウトカムを想定した（下記再掲表参照）。

その上で、アウトカムがもたらされているかどうか、またその内容や程度はどのようなものかを確

認・評価するための調査デザインについて検討した。

（再掲）図表Ⅱ-1-5 認知症介護指導者養成研修において想定したアウトカム 



2019 年度 4 月から 1 年間の活動状況に絞った調査としたためである。 
②の調査については、都道府県等が推進する認知症施策全体の中で、指導者に求められる役割等

を自治体の視点から把握することを目的とした。よって認知症介護実践者等養成事業に携わる都道

府県等の担当者が適切であると判断した。また、③の調査は、同じく指導者に求められる役割等に

関して、個々ではなく集団としてできることを把握するために、自治体内外を問わず活動を展開し

ている指導者ネットワークの代表を対象とすることが適切であると判断した。

*指導者ネットワーク：認知症介護研究・研修センターそれぞれの修了者の有志により設立され、自法人のみ

ならず地域全体の認知症施策の推進に関連する様々な活動を実践する団体である。

2016 年度、より広範な活動に繋げるため３つのネットワークの全国組織として一般社

団法人化して全国指導者ネットワークが設立された。

認知症介護研究・研修仙台センター 
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第Ⅱ部 第３章 

１）認知症介護指導者養成研修修了生の活動実態調査

２．方法 
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(1) 対象

前節の整理により、認知症介護研究・研修センターにおいて、2018（平成 30）年度末までに

指導者研修を修了した者 2,306 名とした。 

(2) 調査時期

令和 2 年 9 月 7 日～10 月 5 日。

(3) 調査内容

想定されたアウトカムをもとに調査項目を決定した。なお、第１次調査票の構成は図表Ⅱ-3-
1 に、使用した調査票は本報告書巻末資料に示した。 
アウトカム指標としては、【役職の変化】、【研修の目標と達成度】【環境・体制（自法人の役

割・介護報酬加算・置かれている環境）の状況と指導者の役割担当】、【指導者活動（認知症介

護実践研修への参画、地域活動への参画）の状況】、【研修前後の変化についての自己評価】を

設定した。また、補助的指標として、実践者研修等や地域活動への参加についての職場の規定

を用いた。

図表Ⅱ-3-1 認知症介護指導者の活動実態調査（第１次調査）の調査票の構成 

区分 主な項目 

基本情報 研修修了年度、所属自治体名、保有資格、所属施設、研修受講時と現在の役

職、加算の取得状況、研修受講目的、達成度 

Ⅰ．研修受講前後の変化について 自身の変化（４項目）、施設・事業所の変化（４項目）、個人あるいはグループで行

った活動、地域の変化（４項目） 

Ⅱ．自法人内での人材育成・地域 

交流の推進等への関与 

自法人内での人材育成の体制や地域交流の推進等に関する役割について（１６

項目） 

Ⅲ．認知症介護実践者等養成事業 

に関する役割 

認知症介護実践研修等の参画状況 

Ⅳ．地域活動の実態 地域施策での役割、専門職以外を対象として研修について、行政の委員会や会

議等について、関係職種・機関等との協力等について、相談・啓発活動について、

学会等での講演や発表等について 

Ⅴ．指導者の置かれている環境 指導者の置かれている環境等について（15 項目） 

Ⅵ．活動日数と職場の規定について 実践者研修等や地域活動への活動への参加についての職場の規定について 

また、この調査の回答者らに対して、指導者自身や所属する事業所等が関与する、地域の

認知症施策の推進につながる具体的な事例提供を求める第 2 次調査を行った。 
この第 2 次調査の内容は、①基本情報（氏名、所属自治体名）、②本事例における活動の主

体、③事例提供者の立場、④活動に対する所属事業所・法人からの評価、⑤活動の具体的内

容（活動のきっかけ、背景、活動の経過と成果、今後の展望）であり、これらの項目からな

る書式に記入して提出することを依頼した。



2) 地域単位で見た認知症介護指導者の役割等に関する調査

(1) 対象

前節の整理により、調査②では全国の都道府県・指定都市である 67 自治体の事業担当者

調査③では指導者ネットワーク及び全国ネットワーク代表（4 名）を対象とした。 

(2) 調査時期

調査②、③ともに令和 2 年 11 月 10 日～12 月 4 日

(3) 調査内容

調査②：都道府県等から指導者に対して、地域活動に関する働きかけの実態と、地域活動へ

の期待の有無、認知症介護研修推進計画の策定状況を確認するために調査項目を決定した。な

お、調査票の構成は図表Ⅱ-3-2 に、使用した調査票は本報告書巻末資料に示した。 

図表Ⅱ-3-2 都道府県等の担当者を対象とした調査票の構成

区分 主な項目 

Ⅰ．基本情報 都道府県・指定都市名、指導者の総養成者数、令和元年度内に認知症介護実践研修

に参画した指導者の実人数 

Ⅱ．指導者への働きかけの実態

と参画することへの期待 

認知症施策推進大綱の５本の柱ごとに整理した地域活動（21 項目）に対する指導者へ

の働きかけの実態（活動を依頼している・市町村等への紹介している・指導者の活動を

把握している・働きかけなしの４パターンについて複数回答）、５本の柱ごとに整理した地

域活動（21 項目）に対しての指導者の参画への期待の有無 

Ⅲ．認知症介護研修推進計画 認知症介護推進計画の策定状況（令和２年度～6 年度の開催目標回数・記述回答）、

目標数値の算出方法や評価体制等について（6 項目から選択・複数回答、記述回答） 

Ⅳ．今後指導者に期待する役割 指導者への期待（記述回答） 

認知症介護研究・研修仙台センター 
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(4) 手続き

第 1 次調査は自記式調査票による郵送法、第 2 次調査は事例報告書式の送信、返信ともにメ

ールで行うこととした。

(5) 倫理的配慮

第１次調査では、調査票及び添書において、調査の趣旨と共に、任意の回答であり回答しな

いことによる不利益が無いこと、回答の目的外使用を行わないこと、データの適切な管理を行

うこと、無記名でありかつ個人及び施設・事業所が特定できない形で処理を行うこと、及び問

い合わせ方法について説明し、返送をもって同意に代えた。第 2 次調査においては、所属府県

市や氏名を記入し、報告される事例に関して利用者の個人情報については匿名化するが、事業

所の所在地・事業所名等一部の情報は公表する場合があること、関係者等にも了承を得て報告

する旨を調査票及び添書にて説明を加え、同意書の提出を求めた。

なお、本調査を含む本事業で実施する調査研究は、認知症介護研究・研修仙台センター倫理

審査委員会の承認を得て実施した。
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調査③：指導者ネットワーク代表に対しては、ネットワークが行っている（または、これま

で行った）特色ある活動、管轄圏域の内外を問わない広域での活動、あるいは、そ

の活動で独自の工夫をしていること等を書式に記入して提出することを依頼した。

(4) 手続き

調査②は、自記式調査票による郵送法、調査③は事例報告書式の送信、返信ともにメールで

行うこととした。。

(5) 倫理的配慮

調査票及び添書において、調査の趣旨と共に、任意の回答であり回答しないことによる不利

益が無いこと、回答の目的外使用を行わないこと、データの適切な管理を行うこと及び問い合

わせ方法について説明し、返送を持って同意に代えた。なお、本調査を含む本事業で実施する

調査研究は、認知症介護研究・研修仙台センター倫理審査委員会の承認を得て実施した。
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１）回収状況及び基本情報

(1) 回収状況

調査票は宛先不明による戻りの 8 名を除く実発送数 2,298 名に対して、847 名より回答があ

った。（回収率：28.3％） 
＊各設問の回答について、未回答・非回答は欠損値として処理し分析を行っている。

(2) 回答者の基本情報

① 指導者としての活動年数

指導者の活動年数に関する有効回答数は 755 名であった。内訳は 5 年未満が 231 名

（30.6％）、10 年未満が 211 名（27.9％）、15 年未満が 178 名（23.6％）、15 年以上が 135
名（17.9％）であり、5 年未満の割合が最も多かった（図表Ⅱ-3-3）。 

図表Ⅱ-3-3  指導者としての活動年数 

n % 

活動年数（n=755) 

5 年未満 231 30.6% 

10 年未満 211 27.9% 

15 年未満 178 23.6% 

15 年以上 135 17.9% 

② 所属施設

指導者の現在の所属施設に関する有効回答数は 821 名であった。内訳は介護保険施設が

301 名（36.7％）、グループホーム・小規模多機能型居宅介護が 224 名（27.3％）、通所介護・

リハビリが 166 名（20.2％）、訪問介護・看護が 62 名（7.6％）、居宅介護支援事業所・地域

包括支援センターが 127 名（15.5％）、医療系が 27 名（3.3％）、その他が 220 名（26.8％）、

所属なしが 34 名（4.1％）であり、介護保険施設の割合が最も高かった（図表Ⅱ-3-4）。 

図表Ⅱ-3-4 指導者の現在の所属施設 

n %

所属施設 

（n=821、複数回答) 

介護保険施設 301 36.7% 

GH・小規模多機能 224 27.3% 

通所介護・リハビリ 166 20.2% 

訪問介護・看護 62 7.6% 

居宅・包括 127 15.5% 

医療 27 3.3% 

その他 220 26.8% 

所属なし 34 4.1% 
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３．結果１︓認知症介護指導者養成研修修了生の活動実態調査（第１次調査） 
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③ 研修受講時の役職と現在の役職

指導者研修受講時の役職に関する有効回答数は 827 名であった。内訳は経営者等が 62 名

（7.5％）、管理者が 358 名（43.3％）、中間管理職（主任等）が 261 名（31.6％）、リーダー

等が 56 名（6.8％）、一般職が 62 名（7.5％）、その他が 28 名（3.4％）であり、管理者の割

合が最も高かった。

現在の役職（2020 年 3 月末現在）に関する有効回答数は 815 名であった。内訳は経営者

等が 129 名（15.8％）、管理者が 372 名（45.6％）、中間管理職（主任等）が 118 名（14.5％）、

リーダー等が 13 名（1.6％）、一般職が 99 名（12.1％）、その他が 84 名（10.3％）であり、

管理者の割合が最も高かった（図表Ⅱ-3-5）。 

図表Ⅱ-3-5 指導者研修受講時と 2020 年 3 月末時点での役職 

n %

指導者研修受講時の役職(n=827) 

経営者等 62 7.5% 

管理者 358 43.3% 

中間管理職（主任等） 261 31.6% 

リーダー等 56 6.8% 

一般職 62 7.5% 

その他 28 3.4% 

2020 年 3 月末時点での役職(n=815) 

経営者等 129 15.8% 

管理者 372 45.6% 

中間管理職（主任等） 118 14.5% 

リーダー等 13 1.6% 

一般職 99 12.1% 

その他 84 10.3% 

④ フォローアップ研修の受講の有無について

フォローアップ研修の受講の有無に関する有効回答数は 847 名であり、受講経験ありが

425 名（50.8％）、受講経験なしが 411 名（49.2％）という結果であった（図表Ⅱ-3-6）。 

図表Ⅱ-3-6 フォローアップ研修受講の有無について 

n %

フォローアップ研修受講の有無(n=847) 
あり 425 50.8% 

なし 411 49.2% 
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２）加算の取得状況について

(1) 認知症専門ケア加算Ⅱについて（図表Ⅱ-3-7）

認知症専門ケア加算Ⅱに関する有効回答数は 751 名であり、サービスの対象外が 352 名

（46.9％）、サービスの対象が 399 名（53.1％）であり、サービスの対象の割合が高かった。 
加算の算定要件の内、利用者要件に関する有効回答数は 377 名で、満たしているが 316 名

（83.8％）、満たしていないが 61 名（16.2％）であった。職員配置要件に関する有効回答数は

382 名で、満たしているが 282 名（73.8％）、満たしていないが 100 名（26.2％）であった。留

意事項の伝達や技術的指導の会議の定期的な実施に関する有効回答数は 374 名で、実施してい

るが 294 名（78.6％）、実施していないが 80 名（21.4％）であった。介護職員、看護職員ごと

の研修計画の作成や実施に関する有効回答数は381名で、作成・実施しているが273名（71.7％）、

作成・実施していないが 108 名（28.3％）であった。 
認知症専門ケア加算Ⅱの取得状況に関する有効回答数は 378 名であり、取得しているが 194

名（51.3％）、取得していないが 184 名（48.7％）であった。 
取得に至らない理由に関する有効回答数は 175 名であった。内訳は、利用者要件の確認作業

の負担が大きいが 40 名（22.9％）、職員配置要件の維持の困難が 103 名（58.9％）、留意事項

の伝達や技術的指導の会議に関する事務作業の煩雑が 34 名（19.4％）、介護職員、看護職員ご

との研修計画の作成や実施に関する事務作業の煩雑が 60 名（34.3％）、利用者の自己負担額が

増えるが 19 名（10.9％）、加算を取得する必要性を感じていないが 16 名（9.1％）、その他が

23 名（13.1％）であり、職員配置要件の維持の困難の割合が最も高かった。 

図表Ⅱ-3-7 認知症ケア加算Ⅱの取得状況や取得要件について 

ｎ ％ 

認知症ケア加算Ⅱについて 

(n=751) 

サービスの対象外 352 46.9% 

サービスの対象 399 53.1% 

利用者用件について(n=377) 
満たしている 316 83.8% 

満たしていない 61 16.2% 

職員配置要件について(n=382) 
満たしている 282 73.8% 

満たしていない 100 26.2% 

留意事項の伝達や技術的指導の会議

の定期的な実施について(n=374) 

実施している 294 78.6% 

実施していない 80 21.4% 

介護職員、看護職員ごとの研修計画

の作成や実施について(n=381) 

作成・実施している 273 71.7% 

作成・実施している 108 28.3% 

認知症ケア加算Ⅱの取得状況 

(n=378) 

取得している 194 51.3% 

取得していない 184 48.7% 

取得に至らない理由 

(n=175) 

利用者要件の確認作業の負担が大きい 40 22.9% 

職員配置要件の維持が困難 103 58.9% 

留意事項の伝達や技術的指導の会議に関する事務作業

が煩雑 
34 19.4% 

介護職員、看護職員ごとの研修計画の作成や実施に関

する事務作業が煩雑 
60 34.3% 

利用者の自己負担額が増える 19 10.9% 

加算を取得する必要性を感じていない 16 9.1% 

その他 23 13.1% 
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(2) 認知症加算、介護職員処遇改善加算、特定処遇改善加算について（図表Ⅱ-3-8）

認知症加算に関する有効回答数は 740 名であり、取得しているが 276 名（37.3％）、取得し

ていないが 218 名（29.5％）、対象外が 246 名（33.2％）であった。 
介護職員処遇改善加算に関する有効回答数は704名であった。内訳は、「Ⅰ」が470名（66.8％）、

「Ⅱ」が 45 名（6.4％）、「Ⅲ」が 14 名（2.0％）、「Ⅳ」が 2 名（0.3％）、「Ⅴ」が 6 名（0.9％）、

取得していないが 27 名（3.8％）、対象外が 140 名（19.9％）であった。 
特定処遇改善加算に関する有効回答数は 687 名であり、「Ⅰ」が 324 名（47.2％）、「Ⅱ」が

125 名（18.2％）、取得していないが 85 名（12.4％）、対象外が 153 名（22.3％）であった。 

図表Ⅱ-3-8  認知症加算・介護職員処遇改善加算・特定処遇改善加算の取得状況について 

n % 

認知症加算について(n=740) 

取得している 276 37.3% 

取得していない 218 29.5% 

対象外 246 33.2% 

介護職員処遇改善加算(n=704) 

Ⅰ 470 66.8% 

Ⅱ 45 6.4% 

Ⅲ 14 2.0% 

Ⅳ 2 0.3% 

Ⅴ 6 0.9% 

取得していない 27 3.8% 

対象外 140 19.9% 

特定処遇改善加算(n=687) 

Ⅰ 324 47.2% 

Ⅱ 125 18.2% 

取得していない 85 12.4% 

対象外 153 22.3% 

３）指導者研修の受講の目的（自由記述）

指導者研修の受講目的について記述式で回答を求めたところ、778 名から回答があった。一人ひ

とりの回答の主たる目的ごとにカテゴリー分類した結果、【地域貢献】が 186 名（23.9％）、【知識の

修得】が 181 名（23.3％）、【自身のスキルアップ】が 117 名（15.0％）、【事業所の質の向上】が 96
名（12.3％）、【研修の運営・講義のためのスキル修得】が 88 名（11.3％）、【人材育成】が 50 名

（6.4％）、【事業所の命令・推薦】が 18 名（2.3％）、【加算の取得】 が 6 名（0.8％）、【仲間づく

り】が 8 名（1.0％）、【その他】が 17 名（2.2％）、【目的なし】が 11 名（1.4％）であり、【地域貢

献】の割合が最も高かった（図表Ⅱ-3-9）。 
主な記述の回答例（10％以上の回答があったカテゴリー）は、【地域貢献】では、「認知症のこと

を広く知っていただきたいと考えた為」、「地域の認知症ケアの質向上にむけた活動の一助となると

考えた。実践者・リーダー研修を受講してもっと学びたいと思った」、【知識の修得】では、「グルー

プホームで働いていて知識がないままケアするのは良くないと思った。介護についてもっと知りた

いと思った」、「認知症や人材育成についての知識を深める為」、【自身のスキルアップ】では、「OT
としてのスキルアップがしたかった。又、認知症のケアの難しさを感じていたから」、「認知症ケア
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の勉強し、実践の場で参考にして質向上に努めたいと思った」、【事業所の質の向上】では、「事業所

等、認知症ケアの質向上に協力する」、「認知症介護について自施設での対応を指導したい」、【研修

の運営・講義のためのスキル修得】では、「研修の運営・講義を行うため」、「指導していくにあたり、

効果的に受講者に伝える技術を修得すること」などであった（図表Ⅱ-3-10）。

図表Ⅱ-3-9  指導者研修の受講目的 

カテゴリー名 コード数 % 

受講の目的 

（n=778) 

地域貢献 186 23.9% 

知識の修得 181 23.3% 

自身のスキルアップ 117 15.0% 

事業所の質の向上 96 12.3% 

研修の運営・講義のためのスキル修得 88 11.3% 

人材育成 50 6.4% 

事業所の命令・推薦 18 2.3% 

加算の取得 6 0.8% 

仲間づくり 8 1.0% 

その他 17 2.2% 

目的なし 11 1.4% 
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図表Ⅱ-3-10  指導者研修受講目的の記述回答例（10％以上の回答があったカテゴリー分） 

カテゴリー名 主な回答例 

地域貢献 

認知症のことを広く知っていただきたいと考えた為。 

自身のスキルアップと指導者になり地域にもっと貢献したいと考えていたので、その知識を得つ

つ活動していくため。 

地域の認知症ケアの質向上にむけた活動の一助となると考えた。実践者・リーダー研修を受

講してもっと学びたいと思った。 

認知症の方が安全に暮らせる社会を作るための学びを得るため。 

自分と自事業所と地域の認知症介護実践力と、認知症の人のケアマネジメント実践力の向上

を目指したかった。 

認知症介護に関する勉強をして、より認知症の理解を深めた上でそれを発信することにより病

気をよく知らない人が抱く偏見的なイメージを変えていきたいと思いました。 

認知症の理解を地域に広めたい。 

知識の修得 

グループホームで働いていて知識がないままケアするのは良くないと思った。介護についてもっ

と知りたいと思った（ずっと病院で働いていたので良い意味でも悪い意味でもびっくりすることが

毎日あった） 

認知症や人材育成についての知識を深める為。 

自己研鑽のため。 

（受講当初は）認知症の介護について知見も十分ではなく、各地の先駆者が個別に教育や介

護に取り組んでいた頃だったので、自分の持っている知識等も教育に生かしたいと思った為。 

認知症ケアの正しい知識を１人でも多く持てる。共有できる仲間を作りたかった。 

福祉で働くと思った時から、勉強しつづけたいと思いました。その中に認知症のことをしっかり学

びたいと思い受講しました。 

ソーシャルワーカーとして知識の幅を広げたいと考えたから。施設でもケアの向上につなげるこ

とができれば…との思いから。

自身のスキルアップ 

ＯＴとしてのスキルアップがしたかった。又、認知症のケアの難しさを感じていたから。 

認知症ケアの勉強し、実践の場で参考にして質向上に努めたいと思った。 

認知症の方の世界を想像・共感できる自分になりたいと思った。 

認知症介護に対する自分の考えをしっかり持ちたかった。 

これまで様々な事業所で多くの認知症の方と関わらせていただいた。上手く支援できた事もあ

れば何もできない事もあった。様々な症状を持っても自分の居場所を感じられる様なケアがし

たいと思い更なる高みである指導者の研修の受講を希望しました。 

私自身の停滞した思考を、受講することによって刺激を与え、生老病死について更に考える良

いきっかけとなると考えた。自施設だけではなく、地域・県・指導者間との関わりのなかで視野が

広がると考えた。 

認知症ケアに生きがい・やりがいを感じ、たくさん勉強をし、当事者と良い関係・良い交流ができ

る支援者になりたかった。 

事業所の質の向上 

事業所等、認知症ケアの質向上に協力する。 

認知症介護について自施設での対応を指導したい目的でした。 

認知症介護の技術向上と周囲（職場の介護環境の）改善につながればと思い受講。 

スキルアップ 施設の認知症ケアの質向上

指導者の方に声をかけて頂き、内容を聞き、先ず自事業所からでも改善したかったため。 

学びたい、視点・視野の拡がりに刺激を与え違った考えや価値に触れるチャンスを得ることで

自職場のケアについて再考したい（職場の仲間と一緒に考えるヒントを与えられるようになる） 

グループホームを運営している為、認知症の介護のあり方がとても重要と思い、自ら学んでス

タッフ及び介護員の方に教えることによって又自身の学びになると思い。

研修の運営・講義のた

めのスキル修得 

研修の運営・講義を行うため。 

認知症指導者になりたかったから。 

指導していくにあたり、効果的に受講者に伝える技術を修得すること。 

自身の実践力を高めたいことと、他の講義・演習にも携わりたいという気持ちがあった。 

自らの介護方法について言葉で伝える事が出来るようになる為。 

講義が実際に行える。 

実践者・リーダー研修を通じ、講師を務めていた指導者を目標となった為。 

研修を担当したかった。目指す人物がいたから。 
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４）指導者研修の受講目的の達成度について

指導者研修の受講目的の達成度に関する有効回答数は 811 名であった。内訳は「達成できていな

い」が 15 名（1.8％）、「あまり達成できていない」が 135 名（16.6％）、「まあ達成できた」が 435
名（53.6％）、「達成できた」が 226 名（27.9％）であり、「まあ達成できた」の割合が最も高かった

（図表Ⅱ-3-11）。 
上記の回答理由を記述式で求め、「達成できた理由」（達成できた、まあ達成できたの回答）と「達

成できていない理由」（あまり達成できていない、達成できていないの回答）の 2 つに分類した。

「達成できた理由」についての有効回答数は 544 コードであり、【研修活動への影響】、【法人・事

業所の変化】、【自身の変化】、【地域活動の影響】、【仲間との出会い】の 5 つのカテゴリーに分類す

ることができた。「達成できていない理由」の有効回答数は 133 コードであり、【法人・事業所の理

解不足】、【指導者活動の制限】、【自分自身への低評価】、【更なる高み】、【指導者の認知度の低さ】

の 5 つのカテゴリーに分類できた（図表Ⅱ-3-12）。 

図表Ⅱ-3-11 指導者研修の受講目的の達成度について

n % 

受講目的の達成度 

(n=811) 

達成できていない 15 1.8 

あまり達成できていない 135 16.6 

まあ達成できた 435 53.6 

達成できた 226 27.9 

図表Ⅱ-3-12 指導者研修の受講目的の達成度についての記述回答例

カテゴリー名 主な回答例 

達成できた 

理由（544） 

研修活動への影響 

地域の認知症ケアに関する研修等実施することが出来た 

リーダー研修や地域・自施設で講義や研修を実施したから

講師として活動できている 

法人・事業所の変化 
自施設で実践することでケアが変わったから 

学びを自分の施設及び他施設とも共有できている 

自身の変化 
捉え方の変化があった 

認知症の人の気持ちを理解しやすくなった 

地域活動への影響 
地域活動に活かせている 

認知症ケアの実践の場で役立つことが出来た 

仲間との出会い 
よき時間・よき仲間と長期にわたり共にすることが出来た 

新しい仲間との出会い 

達成できて 

いない理由 

（133） 

法人・事業所の理解不足 
職場、特に上司の理解が得られなかった 

所属先が求めているものと自分自身が考えていることとのズレがあった 

指導者活動の制限 
業務に追われて、時間を確保できていない 

介護現場での人員も少なく、業務に追われ取り組みが出来ていない 

自分自身への低評価 
学びが足りない・知識が足りない 

他人に教える・理解してもらえる力がついてない 

更なる高み 
学びや人間の成長に終わりがない 

活動を行っていけばいく程、やりたいことが出てくる 

指導者の認知度の低さ 地域としては指導者があまり知られておらず、活動の場が少ない 
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5）指導者研修の受講前後の変化について

指導者研修の受講前後の変化について、15 項目を「そう思わない」から「そう思う」までの 4 件

法でたずね、「そう思う」を 4 点として得点化し、平均値の割合を算出した。項目別の平均値では、

「研修等への参加によって新たにできた人とのつながりが、現在の自分に良い影響を与えている」

が 3.56（有効回答数：844 名、SD：0.65）と最も高く、次いで割合が高いのは「インターネット、

テレビ、新聞等を通じて認知症ケアに関する新しい知識を収集するようになった」（平均値：3.51、
有効回答数：845 名、SD：0.63）であった。 
また、カテゴリー別の個人の平均値を足し合わせ、各カテゴリーの平均値を算出した結果、【自身

の変化】が 3.37、【施設・事業所の変化】が 2.95、【個人あるいはグループで行った活動、地域の変

化】が 2.61 であり、【自身の変化】の平均値が最も高かった（図表Ⅱ-3-13）。 

図表Ⅱ-3-13  指導者研修の受講前後の変化について

カテゴリー名 項目 n M±SD 

自身の変化

（M=3.37) 

インターネット、テレビ、新聞等を通じて、認知症ケアに関する新しい知

識を収集するようになった
845 3.51±0.63 

ケアの改善に向けて、経験則だけに頼らず、客観的な現状分析やケア

内容の評価を行うようになった
845 3.49±0.58 

介護・看護職員ごとの研修計画を作成し実施するようになった 831 2.93±0.90 

他者に対する自分の言動や感情を振り返り、自分自身を客観的に見る

ようになった 
845 3.38±0.61 

自ら考え行動する人材育成のために、職員の自発性を引き出すコミュ

ニケーションを意識するようになった 
843 3.35±0.63 

研修等への参加によって新たにできた人とのつながりが、現在の自分

に良い影響を与えている 
844 3.56±0.65 

施設・事業所の 

変化 

（M=2.95) 

職員の間で、どのような課題も背景を広く深く考えてから、課題解決の

方法を探る場面が増えた 
828 3.07±0.67 

事業所の理念、基本方針が職員全体に周知され、実践に結びつくよう

になった 
828 2.87±0.76 

事業所内の様々な場面で、認知症の人への支持的・受容的な態度を

重視した支援が見られるようになった 
828 3.03±0.66 

認知症の人からの相談や意見を積極的に把握し、組織的かつ迅速に

対応するようになった 
829 3.00±0.73 

事業所として地域の福祉ニーズ・生活課題等を把握するための取組を

積極的に行うようになった 
829 2.80±0.80 

個人あるいはグル

ープで行った活

動、地域の変化 

（M=2.61) 

地域内の様々な場面で、医療と介護の連携が適切に行われるように

なった 
838 2.62±0.77 

地域において認知症に関連するイベントが増えてきた 840 2.73±0.83 

地域住民の認知症に対する偏見や差別等の軽減に貢献している 840 2.67±0.75 

認知症の人や家族が安心して暮らせる社会になりつつある 837 2.41±0.66 

＊各カテゴリーの平均値 

①自身の変化⇒問 1 の 1) 6 項目での個人の平均値を総合し算出 

②施設・事業所の変化⇒問 1 の 2) 5 項目での個人の平均値を総合し算出 

③個人・グループで行った活動、地域の変化⇒問 1 の 3) 4 項目での個人の平均値を総合し算出 
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６）自法人内での人材育成・地域交流の推進等への関与について

自法人内での人材育成・地域交流の推進等への関与についての有効回答数は 825 名であり、「は

い」が 688 名（81.2％）、「いいえ」が 137 名（16.6％）であった（図表Ⅱ-3-14）。 
「はい」と回答があった指導者の自法人内で関与している役割の内、「研修の企画・立案や講師」

が 89.4%（有効回答数：615 名）と最も高く、次いで「チームケアの推進」（77.6％）、「自法人の理

念の浸透」（74.0％）の順であった。役割の関与の時期について、関与率（現在、当該役割に関与し

ている割合。開始時期は指導者研修受講以前、以後のいずれの場合も含むものとする）が 60％以上

の項目を見てみると、指導者研修を受講する前から関与している役割は、「身体拘束廃止委員会の運

営」が 66.7％と最も高く、次いで「チームケアの推進」（64.6％）、「自法人の理念の浸透」（62.7％）

の割合が高かった。指導者研修修了後から関与している役割は、「ストレスマネジメント体制への整

備」が 63.9％と最も高く、次いで「リーダー等指導的立場の職員を育成する体制づくり」（62.2％）、

「キャリアパス制度の導入」（61.9％）が上位に挙げられた（図表Ⅱ-3-15）。 

図表Ⅱ-3-14  自法人内での人材育成・地域交流の関与について

ｎ ％ 

人材育成・地域交流の関与 

(n=825) 

はい 688 81.2% 

いいえ 137 16.6% 

表Ⅱ-3-15  自法人内での人材育成・地域交流への具体的な関与（複数回答）

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

自法人の理念の浸透 509 74.0% 62.7% 37.3% -25.4%

チームケアの推進 534 77.6% 64.6% 35.4% -29.2%

研修の企画・立案や講師 615 89.4% 44.2% 55.8% 11.6% 

初任者育成のための体系づくり 458 66.6% 49.8% 50.2% 0.4% 

リーダー等指導的立場の職員を育成する体制づくり 479 69.6% 37.8% 62.2% 24.4% 

OJT による指導体制づくり 464 67.4% 52.2% 47.8% -4.4%

キャリアパス制度の導入 331 48.1% 38.1% 61.9% 23.8% 

人事評価制度の確立・運用 364 52.9% 52.7% 47.3% -5.4%

 職員の自己研鑽の機会の創出 428 62.2% 52.3% 47.7% -4.6%

身体拘束廃止委員会の運営 415 60.3% 66.7% 33.3% -33.4%

スーパービジョンの実施 370 53.8% 40.8% 59.2% 18.4% 

ストレスマネジメント体制の整備 346 50.3% 36.1% 63.9% 27.8% 

利用者やその家族なども参加する会議の企画・運営 392 57.0% 54.1% 45.9% -8.2%

認知症カフェや通いの場の設置・運営 356 51.7% 22.5% 77.5% 55.0% 

地域との交流が増える仕組みづくり 379 55.1% 38.5% 61.5% 23.0% 

海外における介護技術の指導、国際交流等 133 19.3% 22.6% 77.4% 54.8% 

その他 27 3.9% 14.8% 85.2% 70.4% 
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７）認知症介護実践者等養成事業に関する役割について

(1) 企画・立案への参画

企画・立案への参画の有無についての有効回答数は 824 名で、「参画していない」が 214 名

（26.0％）、「参画している」が 610 名（74.0％）であった。企画・立案に参画している研修に

ついての有効回答数は 610 名で、内訳は「認知症介護基礎研修」が 330 名（54.1％）、「実践者

研修・実践リーダー研修」が 588 名（96.4％）、「開設者・管理者研修」が 175 名（28.7％）、

「計画作成担当者研修」が 90 名（14.8％）である。「実践者研修・実践リーダー研修」の割合

が最も高かった（図表Ⅱ-3-16）。 

(2) 講師・ファシリテーター

講師・ファシリテーター役の有無についての有効回答数は 832 名で、「務めていない」が 134
名（16.1％）、「務めている」が 698 名（83.9％）であった。講師・ファシリテーター役を務め

た研修についての有効回答数は 698 名で、内訳は「認知症介護基礎研修」が 350 名（50.1％）、

「実践者研修・実践リーダー研修」が671名（96.1％）、「開設者・管理者研修」が 178名（25.5％）、

「計画作成担当者研修」が 79 名（11.3％）である。「実践者研修・実践リーダー研修」の割合

が最も高かった（図表Ⅱ-3-17）。 

図表Ⅱ-3-16  認知症介護実践者等養成事業への参画状況

n % 

企画・立案への参画の有無（n=824) 
参画していない 214 26.0% 

参画している 610 74.0% 

企画・立案参画している研修 

（n=610、複数回答) 

認知症介護基礎研修 330 54.1% 

実践者研修・実践リーダー研修 588 96.4% 

開設者・管理者研修 175 28.7% 

計画作成担当者研修 90 14.8% 

図表Ⅱ-3-17 講師・ファシリテーターとしての参画状況

講師・ファシリテーター役の有無 (n=832) 
務めていない 134 16.1% 

務めている 698 83.9% 

講師・ファシリテーター（n=698,複数回答) 

認知症介護基礎研修 350 50.1% 

実践者研修・実践リーダー研修 671 96.1% 

開設者・管理者研修 178 25.5% 

計画作成担当者研修 79 11.3% 
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8）地域活動の実態について

(1) 自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する研修実施

自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する研修実施に関する有効回答数は 832 名であり、

「はい」が 489 名（58.6％）、「いいえ」が 346 名（41.4％）であった（図表Ⅱ-3-18）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に依頼内容について質問した結果、「介護保険施設等か

らの直接の個別の研修依頼」の関与率が 71.0％（有効回答数：347 名）と最も高かった。依頼

の時期別に見ると、指導者研修を受講する前から依頼があったものは、「介護保険施設等からの

直接の個別の研修依頼」が 23.9％と最も高く、次いで「行政・社会福祉協議会等を通じての複

数事業所向けの研修依頼」（20.5％）が挙げられた。指導者研修後に依頼があったものは、「企

業からの依頼、自治体からの依頼、指導者研修動機からの依頼」など「その他」の回答が 85.0％
と最も高く、次いで「医療従事者に対する認知症対応力向上研修の依頼」（83.4％）であった（図

表Ⅱ-3-19）。 

図表Ⅱ-3-18  自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する研修実施について 

自法人以外の介護保険施設等やその職員に対

する研修実施(n=832) 

n % 

はい 489 58.6% 

いいえ 346 41.4% 

図表Ⅱ-3-19 自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する研修依頼の内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

介護保険施設等からの直接の個別の 

研修依頼 
347 71.0% 23.9% 76.1% 52.2% 

行政・社会福祉協議会等を通しての 

複数事業所向け研修等の依頼 
332 67.9% 20.5% 79.5% 59.0% 

地域包括支援センターからの研修依頼 268 54.8% 17.2% 82.8% 65.6% 

医療従事者に対する認知症対応力向上

研修の依頼 
157 32.1% 16.6% 83.4% 66.8% 

その他 60 12.3% 15.0% 85.0% 70.0% 

(2) 自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する相談やアドバイスやサポート

自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する相談やアドバイスやサポートに関する有効回

答数は 828 名で、「はい」が 351 名（42.4％）、「いいえ」が 477 名（57.6％）であった（図表Ⅱ-
3-20）。
「はい」と回答があった指導者を対象に依頼先について質問した結果、「介護保険施設等からの

直接の個別の助言依頼」の関与率が 73.8％（有効回答数：259 名）と最も高かった。依頼の時期

別に見ると、指導者研修を受講する前から依頼があったものは、「介護保険施設等からの直接の個

別の助言依頼」が 28.2％と最も高く、次いで割合が高いのは「行政等を通してのアドバイザー事

業等への参画への依頼」（19.1％）であった。指導者研修修了後に依頼があったものは、「複数法

人の集まる勉強会・研修、一般市民・病院連携室からの依頼」など「その他」の回答が 95.0％と

最も高く、次いで「地域包括支援センターからの助言依頼」（83.9％）が高かった（図表Ⅱ-3-21）。 
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図表Ⅱ-3-20  自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する相談やアドバイスやサポートへの関与 

自法人以外の介護保険施設等やその職員に対

する相談やアドバイスやサポート(n=828) 

n % 

はい 351 42.4% 

いいえ 477 57.6% 

図表Ⅱ-3-21  自法人以外の介護保険施設等やその職員に対する相談やアドバイスやサポートの内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

介護保険施設等からの直接の個別の助言

依頼 
259 73.8% 28.2% 71.8% 43.6% 

行政等を通してのアドバイザー事業等への

参画への依頼 
183 52.1% 19.1% 80.9% 61.8% 

地域包括支援センターからの助言依頼 193 55.0% 16.1% 83.9% 67.8% 

その他 20 5.7% 5.0% 95.0% 90.0% 

(3) 地域施策の中での役割

地域施策の中の役割に関する有効回答数は 833 名で、「はい」が 518 名（62.2％）、「いいえ」

が 315 名（37.8％）であった（図表Ⅱ-3-22）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に担っている役割について質問した結果、「キャラバン

メイト」の関与率が 84.7％（有効回答数：439 名）と最も高かった。開始した時期別に見ると、

指導者研修受講前からに担っている役割は「介護認定調査員」が 67.3％と最も高く、次いで「成

年後見人」（43.6％）が挙げられた。指導者研修修了後から担っている役割は、「若年性認知症

支援コーディネーター」が 100.0％と最も高く、次いで「認知症初期集中支援チーム員」（91.1％）

であった（図表Ⅱ-3-23）。 

図表Ⅱ-3-22  地域施策での役割への関与 

地域施策での役割について (n=833) 

n % 

はい 518 62.2% 

いいえ 315 37.8% 

図表Ⅱ-3-23  地域施策での役割の内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

キャラバンメイト 439 84.7% 41.7% 58.3% 16.6% 

認知症初期集中支援チーム員 56 10.8% 8.9% 91.1% 82.2% 

認知症地域支援推進員 55 10.6% 16.4% 83.6% 67.2% 

若年性認知症支援コーディネーター 15 2.9% 0.0% 100.0% 100.0% 

介護認定調査員 101 19.5% 67.3% 32.7% -34.6%

成年後見人 39 7.5% 43.6% 56.4% 12.8% 

その他 76 14.7% 32.9% 67.1% 34.2% 
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(4) 専門職以外を対象とした認知症に関する研修会の企画・立案、講師役について

専門職以外を対象とした認知症に関する研修会の企画・立案、講師役に関する有効回答数は

833 名で、「はい」が 599 名（67.1％）、「いいえ」が 274 名（32.9％）であった（図表Ⅱ-3-24）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に「企画・立案、講師役」を務めた研修について質問

した結果、「地域住民を対象とした認知症サポーター養成講座」の関与率が 68.9％（有効回答

数：385 名）と最も高かった。研修活動を務め始めた時期別に見ると、指導者研修受講前から

務めている研修は「家族介護者向け講座」が 37.9％と最も高く、次いで割合が高いのは「地域

住民を対象とした認知症サポーター養成講座」（35.1％）であった。指導者研修修了後から務め

た研修は、「キャラバンメイト養成研修」が 86.7％と最も高く、次いで「企業向け講演・研修」

（73.7％）であった（図表Ⅱ-3-25）。 

図表Ⅱ-3-24  専門職以外を対象とした研修の企画・立案・講師への関与 

専門職以外を対象とした研修の企画・立案・ 

講師(n=833) 

n % 

はい 559 67.1% 

いいえ 274 32.9% 

図表Ⅱ-3-25 専門職以外を対象とした研修の企画・立案・講師の関与の種類（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

地域住民を対象とした認知症サポーター

養成研修 
385 68.9% 35.1% 64.9% 29.8% 

企業・職域向けの認知症サポーター養成

研修 
287 51.3% 32.1% 67.9% 35.8% 

子ども・学生向けの認知症サポーター養成

研修 
269 48.1% 34.6% 65.4% 30.8% 

キャラバンメイト養成研修 188 33.6% 13.3% 86.7% 73.4% 

地域住民向け講演会・講座 337 60.3% 32.0% 68.0% 36.0% 

家族介護者向け講座 264 47.2% 37.9% 62.1% 24.2% 

企業向け講演・研修 152 27.2% 26.3% 73.7% 47.4% 

その他 34 6.1% 32.4% 67.6% 35.2% 

(5) 国や都道府県・指定都市の各種委員会や会議への関与

国や都道府県・指定都市の各種委員会や会議への関与に関する有効回答数は 832 名で、「は

い」が 134 名（16.1％）、「いいえ」が 698 名（83.9％）であった（図表Ⅱ-3-26）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に関与した会議や委員会について質問した結果は、「認

知症施策推進会議」の関与率が 59.0％（有効回答数：79 名）と最も高かった。関与し始めた時

期別に見ると、指導者研修受講前では、「都道府県・指定都市の介護保険事業（支援）計画作成

会議」が 30.2％と最も高かった。指導者研修修了後では、「県認知症協議会、若年性認知症施策

会議、地域ケア会議」など「その他」の回答が 82.1％と高い割合であった（図表Ⅱ-3-27）。 
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図表Ⅱ-3-26  国や都道府県・指定都市の各種委員会や会議への関与 

国や都道府県・指定都市の各種委員会や会議

への関与(n=832) 

n % 

はい 134 16.1% 

いいえ 698 83.9% 

図表Ⅱ-3-27  国や都道府県・指定都市の各種委員会や会議の種類（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

認知症施策推進会議 79 59.0% 22.8% 77.2% 54.4% 

都道府県・指定都市の介護保険事業（支

援）計画策定会議 
53 39.6% 30.2% 69.8% 39.6% 

その他 39 29.1% 17.9% 82.1% 64.2% 

(6) 市区町村の各種委員会や会議への関与

市区町村の各種委員会や会議への関与に関する有効回答数は 829 名で、「はい」が 257 名

（31.0％）、「いいえ」が 572 名（69.0％）であった（図表Ⅱ-3-28）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に関与した会議や委員会について質問した結果は、「介

護認定審査会」の関与率が 52.1％（有効回答数：134 名）と最も高かった。関与し始めた時期

別に見ると、指導者研修受講前より関与していたものは、「介護認定審査会」が 56.0％と最も

高く、次いで「市町村介護保険事業計画策定関係」（33.3％）の割合が高かった。指導者研修修

了後より関与したものは、「認知症初期集中支援チーム関係」が 89.0％と最も高く、「地域福祉

活動計画策定関係」（74.5％）も高い割合であった（図表Ⅱ-3-29）。

図表Ⅱ-3-28 市区町村の各種委員会や会議への参加について 

市 区 町 村 の 各 種 委 員 会 や 会 議 へ の 参 加

(n=829) 

n % 

はい 257 31.0% 

いいえ 572 69.0% 

図表Ⅱ-3-29  市区町村の各種委員会や会議の種類（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

介護認定審査会 134 52.1% 56.0% 44.0% -12.0%

地域福祉活動計画策定関係 55 21.4% 25.5% 74.5% 49.0% 

認知症初期集中支援チーム関係 73 28.4% 11.0% 89.0% 78.0% 

市町村介護保険事業計画策定関係 81 31.5% 33.3% 66.7% 33.4% 

その他 44 17.1% 20.5% 73.5% 53.0% 
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(7) 各種関係職種・機関からの相談や協力依頼等について

各種関係職種・機関からの相談や協力依頼等に関する有効回答数は 833 名で、「はい」が 422
名（50.7％）、「いいえ」が 411 名（49.3％）であった（図表Ⅱ-3-30）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に相談や協力依頼が来た関連職種・機関について質問

した結果は、「地域包括支援センターからの相談・協力依頼」が 65.4％（有効回答数：276 名）

と最も高かった。相談・協力依頼の時期別に見ると、指導者研修受講前では、「認知症サポート

医からの相談・協力依頼」が 38.7％と最も高く、次いで「地域包括支援センターからの相談・

協力依頼」（27.9％）の順であった。指導者研修修了後では、「認知症介護実践リーダー・実践

者研修修了者からの相談・協力依頼」が 92.5％と最も高く、次いで「若年性認知症支援コーデ

ィネーターからの相談・協力依頼」（91.4％）が高い割合であった（図表Ⅱ-3-31）。 

図表Ⅱ-3-30  各種関係職種等からの相談・協力依頼などの有無 

各種関係職種等からの相談・協力依頼など

の有無(n=833) 

n % 

はい 422 50.7% 

いいえ 411 49.3% 

図表Ⅱ-3-31  各種関係職種からの相談・協力依頼などの依頼元（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

地域包括支援センター 276 65.4% 27.9% 72.1% 44.2% 

認知症サポート医 31 7.3% 38.7% 61.3% 22.6% 

認知症初期集中支援チーム 87 20.6% 11.5% 88.5% 77.0% 

認知症地域支援推進員 104 24.6% 12.5% 87.5% 75.0% 

若年性認知症支援コーディネーター 35 8.3% 8.6% 91.4% 82.8% 

認知症介護実践リーダー・実践者研修修了生 253 60.0% 7.5% 92.5% 85.0% 

その他 16 3.8% 25.0% 75.0% 50.0% 

(8) 各種職能団体、施設団体、学会などにおける役職について

各種職能団体、施設団体、学会などにおける役職に関する有効回答数は 823 名で、「はい」が

156 名（19.0％）、「いいえ」が 667 名（81.0％）であった（図表Ⅱ-3-32）。 

図表Ⅱ-3-32  各種職能団体、施設団体、学会などにおける役職の有無 

各種職能団体、施設団体、学会などにおける

役職の有無(n=823) 

n % 

はい 156 19.0% 

いいえ 667 81.0% 

認知症介護研究・研修仙台センター 
74



第Ⅱ部 第３章 

(9) 地域の認知症の人や家族などへの相談・情報提供

地域の認知症の人や家族などへの相談・情報提供に関する有効回答数は 837 名で、「はい」

が 542 名（64.8％）、「いいえ」が 295 名（35.2％）であった（図表Ⅱ-3-33）。 
   「はい」と回答があった指導者を対象に情報提供等の方法について質問した結果、「直接相談」

の関与率が 75.5％（有効回答数：409 名）と最も高かった。関与し始めた時期別に見ると、指

導者研修受講前より行っているのは、「直接相談」が 60.4％、「電話やメールでの相談」（59.5％）

の順であった。指導者研修修了後より行っているのは、「町内会主催の研修会、地域ラジオ」な

ど「その他」の回答が 81.8％と最も高く、次いで「認知症カフェ・サロン等での情報提供」（78.7％）

であった（図表Ⅱ-3-34）。 

図表Ⅱ-3-33  地域の認知症の人や家族などへの相談・情報提供の有無 

地域の認知症の人や家族などへの相談・情報

提供の有無(n=837) 

n % 

はい 542 64.8% 

いいえ 295 35.2% 

図表Ⅱ-3-34  地域の認知症の人や家族などへの相談・情報提供の内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

直接相談 409 75.5% 60.4% 39.6% -20.8%

電話やメールでの相談 284 52.4% 59.5% 40.5% -19.0%

当事者ネットワークへの参加 94 17.3% 33.0% 67.0% 34.0% 

当事者会への運営協力 91 16.8% 30.8% 69.2% 38.4% 

認知症カフェ・サロン等での情報提供 301 55.5% 21.3% 78.7% 57.4% 

その他 11 2.0% 18.2% 81.8% 63.6% 

(10) 一般市民に対する認知症に関する理解促進

一般市民に対する認知症に関する理解促進に関する有効回答数は 834 名であり、「はい」が

453 名（54.3％）、「いいえ」が 381 名（45.7％）であった（図表Ⅱ-3-35）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に相談や依頼内容について質問した結果、「直接相談」

の関与率が 66.9％（有効回答数：303 名）と最も高かった。相談や依頼等に関わり始めた時期

別に見ると、指導者研修受講前では「直接相談」が 57.8％と最も高く、次いで「啓発リーフレ

ットやチラシの作成」（31.4％）、「認知症関連イベントの企画や参加」（31.1％）の順であった。

指導者研修修了後では、「地域行事での健康相談」など「その他」の回答が 87.5％と最も高く、

次いで「学生向けの啓発活動」（74.2％）が高い割合であった（図表Ⅱ-3-36）。 

図表Ⅱ-3-35  一般市民に対する認知症に関する理解促進への関与 

一般市民に対する認知症に関する理解促進

への関与(n=834) 

n % 

はい 453 54.3% 

いいえ 381 45.7% 
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図表Ⅱ-3-36  一般市民に対する認知症に関する理解促進への関与の内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

直接相談 303 66.9% 57.8% 42.2% -15.6%

認知症関連イベントの企画や参加 264 58.3% 31.1% 68.9% 37.8% 

啓発リーフレットやチラシの作成 105 23.2% 31.4% 68.6% 37.2% 

学生向けの啓発活動 128 28.3% 25.8% 74.2% 48.4% 

認知症予防に関する講座の企画等 208 45.9% 29.3% 70.7% 41.4% 

通いの場などでの健康相談等 102 22.5% 28.4% 71.6% 43.2% 

その他 8 1.8% 12.5% 87.5% 75.0% 

(11) 学会などでの公演・発表、学会誌への投稿

学会などでの公演・発表、学会誌への投稿に関する有効回答数は 836 名で、「はい」が 211 名

（25.2％）、「いいえ」が 625 名（74.8％）であった（図表Ⅱ-3-37）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に活動の種類について質問した結果、「学会や研究会で

の発表」の関与率が 67.8％（有効回答数：143 名）と最も高かった。活動を始めた時期別に見

ると、指導者研修受講前では「学会や研究会での発表」が 37.8％と最も高く、次いで割合の高

いのは「論文の発表」（29.7％）であった。指導者研修修了後では「商業誌への寄稿」が 74.5％
「シンポジスト等の依頼を受けての登壇」（72.6％）の順で高い割合であった（図表Ⅱ-3-38）。 

図表Ⅱ-3-37  学会などでの講演・発表、学会誌への投稿の有無 

学会などでの公演・発表、学会誌への投稿の 

有無(n=836) 

n % 

はい 211 25.2% 

いいえ 625 74.8% 

図表Ⅱ-3-38  学会などでの講演・発表、学会誌への投稿の内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

学会や研究会での発表 143 67.8% 37.8% 62.2% 24.4% 

シンポジスト等の依頼を受けて登壇 117 55.5% 27.4% 72.6% 45.2% 

論文の発表 37 17.5% 29.7% 70.3% 40.6% 

商業誌への寄稿 47 22.3% 25.5% 74.5% 49.0% 

その他 7 3.3% 28.6% 71.4% 42.8% 
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(12) マスメディアを通じた認知症ケアの広報・啓発活動

マスメディアを通じた認知症ケアの広報・啓発活動に関する有効回答数は 832 名で、「はい」

が 142 名（17.1％）、「いいえ」が 690 名（82.9％）であった（図表Ⅱ-3-39）。 
「はい」と回答があった指導者を対象に活動の種類について質問した結果、「テレビ・ラジオ

等への出演」の関与率が 42.3％（有効回答数：60 名）と最も高かった。関わり始めた時期別に

見ると、指導者研修受講前では「フリーペーパーへの掲載」が 34.6％と最も高く、次いで「雑

誌の掲載」（29.4％）が挙げられた。指導者研修修了後では「町内広報」や「書籍出版」など「そ

の他」の回答が 91.7％と最も高く、「動画配信」（88.2％）も高い割合であった（図表Ⅱ-3-40）。 

図表Ⅱ-3-39  マスメディアを通じた認知症ケアの広報・啓発活動の有無 

マスメディアを通じた認知症ケアの広報・啓発

活動の有無(n=832) 

n % 

はい 142 17.1% 

いいえ 690 82.9% 

図表Ⅱ-3-40   マスメディアを通じた認知症ケアの広報・啓発活動の内容（複数回答） 

n 関与率 研修前 研修後 （後-前） 

新聞への掲載 55 38.7% 29.1% 70.9% 41.8% 

雑誌への掲載 51 35.9% 29.4% 70.6% 41.2% 

フリーペーパーへの掲載 26 18.3% 34.6% 65.4% 30.8% 

テレビ・ラジオ等への出演 60 42.3% 25.0% 75.0% 50.0% 

SNS での情報配信 40 28.2% 15.0% 85.0% 70.0% 

動画配信 17 12.0% 11.8% 88.2% 76.4% 

その他 12 8.5% 8.3% 91.7% 83.4% 

９）指導者の置かれている環境について

指導者が置かれている環境について、12 項目を「そう思う」から「そう思わない」までの 4 件法

でたずね、「そう思う」を 4 点として得点化し、平均値の割合を算出した。項目別の平均値比較で

は、「事業所内の本務が多忙である」が 3.29（有効回答数：806 名、SD：0.73）と最も高く、次い

で高いのは「事業所が指導者の研修修了後に担うべき役割を理解している」（平均値：2.97、有効回

答数：805 名、SD：0.96）の順であった（図表Ⅱ-3-41）。 
指導者としての活動への影響を図ることを見込んで、探索的因子分析（主因子法・プロマックス

回転、共通性 0.3 以下、因子負荷量 0.4 以下の項目は除外）を行った結果、9 項目 3 因子を抽出し

た。第 1 因子は「所属法人・事業所の理解」、第 2 因子は「指導者間の連携」、第 3 因子は「指導者

活動の制限」と命名した。因子ごとの平均値を算出して各因子の下位尺度得点とした（図表Ⅱ-3-42）。 
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図表Ⅱ-3-41 指導者が置かれている環境について 

n M±SD 

事業所が指導者の研修修了後に担うべき役割を理解している 805 2.97±0.96 

事業所内の人員が十分足りている 806 2.22±0.92 

所属事業所には、地域貢献を推進する組織風土がある 806 2.93±0.88 

所属事業所では、個々の職員の自己研鑽が推奨されている 807 2.92±0.80 

広報の役割を法人から期待されている 804 2.57±0.99 

事業所内の本務が多忙である 806 3.29±0.73 

指導者としての活動に対し、所属事業所には何らかの配慮がある（外勤とし

て認められる等） 
803 2.94±1.07 

同自治体内の指導者間で、経験が浅い指導者を支援・指導するなどの育
成体制が整っている 

797 2.38±0.90 

同自治体内の指導者同士は、意見が言いやすい関係である 793 2.74±0.89 

地域の中で指導者の存在が知られている 811 1.93±0.75 

事業所内の本務以外に、指導者活動をする上で、時間的な制約がある（出
産・育児、身内の介護、病気療養、進学等） 

793 2.32±0.97 

指導者活動をする上で、心理的な制約がある（自信がない、仲間に入れな

い、やる気が出ない等） 
804 2.28±0.93 

図表Ⅱ-3-42 指導者が置かれている環境の因子構造 

所属法人・

事業所の理

解 

指導者間の

連携 

指導者活動

の制限 

所属事業所では、個々の職員の自己研鑽が推奨されている 0.74 -0.04 0.06 

所属事業所には、地域貢献を推進する組織風土がある 0.73 -0.05 0.07 

広報の役割を法人から期待されている 0.72 -0.01 0.01 

事業所が指導者の研修修了後に担うべき役割を理解している 0.70 0.03 -0.07

指導者としての活動に対し、所属事業所には何らかの配慮がある（外勤とし

て認められる等） 
0.60 0.09 -0.13

同自治体内の指導者間で、経験が浅い指導者を支援・指導するなどの育成

体制が整っている 
0.03 0.84 0.16 

同自治体内の指導者同士は、意見が言いやすい関係である -0.05 0.64 -0.15

指導者活動をする上で、心理的な制約がある（自信がない、仲間に入れな

い、やる気が出ない等） 
0.01 -0.14 0.64 

事業所内の本務以外に、指導者活動をする上で、時間的な制約がある（出

産・育児、身内の介護、病気療養、進学等） 
-0.01 0.14 0.64 

寄与率 36.379 16.140 14.088 

Cronback α 0.827 0.689 0.559

Mean 2.87 2.56 2.31 

主因子法、プロマックス回転 
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第Ⅱ部 第３章 

10）実践者研修等への活動日数と職場の規定との関係

 実践者研修等で、企画・立案・講師・演習等に従事する年間の日数について記述式で回答を求め、

平均値を算出した結果、「企画・立案」は平均 3.73 日、「講義準備・資料作成」は平均 12.0 日、「講

師」は平均 5.37 日、「ファシリテーター」は平均 5.71 日であった。 
各平均日数と職場の規定との関係について検討した結果、「企画・立案」では、「職務として参加

が認められている」は平均 4.03 日（SD：4.86）、「プライベートな時間で参加している」は平均 3.35
日（SD：3.62）、「職務での参加が認められているが、プライベートな時間でも参加している」は平

均 3.53 日（SD：6.29）であった。なお職場の規定による有意差は見出されなかった（F=1.095,n.s.） 
「講義準備・資料作成」では、「職務として参加が認められている」は平均 11.64 日（SD：12.91）、

「プライベートな時間で参加している」は平均 12.21 日（SD：12.06）、「職務での参加が認められ

ているが、プライベートな時間でも参加している」は平均 12.06 日（SD：11.22）であった。なお

職場の規定による有意差は見出されなかった。

「講師」では、「職務として参加が認められている」は平均 4.96 日（SD：4.30）、「プライベート

な時間で参加している」は平均 5.47 日（SD：5.20）、「職務での参加が認められているが、プライ

ベートな時間でも参加している」は平均 6.15 日（SD：5.58）であった。なお職場の規定による有

意差は見出されなかった。

「ファシリテーター」では、「職務として参加が認められている」は平均 4.35 日（SD：5.08）、
「プライベートな時間で参加している」は平均 4.05 日（SD：4.59）、「職務での参加が認められて

いるが、プライベートな時間でも参加している」は平均 4.42 日（SD：4.93）であった。なお職場

の規定による有意差は見出せなかった（図表Ⅱ-3-43）。 

図表Ⅱ-3-43  実践者研修等への活動日数と職場の規定との関係

職務での参加が認

められている 

プライベートな時間

で参加している 

職務での参加が認
められているが、プ

ライベートな時間で

も参加している
F 値 多重比較 

M SD M SD M SD 

企画・立案（M=3.73） 4.03 4.86 3.35 3.62 3.53 6.26 1.095 n.s 

講義準備・資料作成（M＝12.0） 11.64 12.91 12.21 12.06 12.06 11.22 0.114 n.s 

講師（M=5.37） 4.96 4.30 5.47 5.20 6.15 5.58 2.475 n.s 

ファシリテーター（M＝5.71） 4.35 5.08 4.05 4.59 4.42 4.93 0.295 n.s 

79



11）職場の規定と地域活動日数との関係

地域の活動日数について選択式で質問をした結果、有効回答数は 516 名であった。内訳は、「年

間 11 日まで」が 304 名（58.9％）、「年間 12～23 日まで」が 110 名（21.3％）、「年間 24 日以上」

が 96 名（18.6％）、「従事していない」が 6 名（1.2％）であり、「年間 11 日まで」の割合が最も高

かった（図表Ⅱ-3-44）。 
職場の規定と地域活動日数の関係についての有効回答数は 472 名であり、「職務として参加が認

められている」、「プライベートな時間で参加している」、「職務での参加が認められているが、プラ

イベートな時間でも参加している」ともに、地域活動の日数は「年間 11 日まで」という割合が最も

高かった。なお職場の規定と地域活動日数については、有意差は見出せなかった（図表Ⅱ-3-45）。 

図表Ⅱ-3-44 地域活動日数について 

n % 

年間 11 日まで 304 58.9 

年間 12～23 日まで 110 21.3 

年間 24 日以上 96 18.6 

従事していない 6 1.2 

合計 516 100 

図表Ⅱ-3-45  職場の規定と地域活動日数との関係 

年間 11

日まで 

年間 12

～23 日ま

で 

年間 24

日以上 
合計 

n.s. 

職務での参加が認められている 61.9% 21.9% 16.2% 265 

プライベートな時間で参加している 62.7% 19.6% 17.6% 102 

職務での参加が認められているが、プ

ライベートな時間でも参加している
48.6% 25.7% 25.7% 105 

合計 279 105 88 472 

認知症介護研究・研修仙台センター 
80



第Ⅱ部 第３章 

12）指導者研修の受講目的と目的達成度との関係

指導者研修の受講目的と目的達成度との関係性について検証するためχ2 検定を行ったところ、

有意差を見出すことができた。（χ2＝30.3，df=12,p<.01）残差分析の結果、「地域貢献」では、「達

成できた」について有為に回答が少なかった。「研修の運営・講義のためのスキル修得」では、「あ

まり達成できていない」について有意に回答が少なく、「達成できた」については有意に回答が多か

った。（図表Ⅱ-3-46）。 

図表Ⅱ-3-46  指導者研修の受講目的と目的達成度との関係 

達成でき

ていない 

あまり達

成できて

いない 

まあ達成

できた 

達成でき

た 
合計 残差分析 

地域貢献 2.2% 27.2% 50.5% 20.1% 184 

χ2=30.3df=12, 

p<.01 

達成できた▽ 

知識の修得 1.7% 15.3% 51.1% 31.8% 176 

自身のスキルアップ 0.0% 16.4% 52.6% 31.0% 116 

事業所の質の向上 2.1% 15.8% 61.1% 21.1% 95 

研修の運営・講義のため

のスキル修得 
1.1% 8.0% 51.1% 39.8% 88 

あまり達成できていない▽ 

達成できた△ 

合計 10 118 347 184 659 
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13）指導者研修受講後の変化と認知症介護実践者等養成事業の活動との関係

指導者研修受講後の変化と認知症介護実践者等養成事業の活動との関係性を検証するため、χ2検

定を行った。指導者研修受講後の変化については、カテゴリー別の個人の平均値を、カテゴリーの

中央値を境に「評価が高い」、「評価が低い」の 2 群に分類した。検定の結果、「企画・立案」・「講師・

ファシリテーター」ともに有意差は見るられなかった（図表Ⅱ-3-47）。 

図表Ⅱ-3-47  指導者研修受講後の変化と認知症介護実践者等養成事業の活動との関係 

参画して

いない 

参画して

いる 
合計 

企画・立案 

自身の変化 

評価が低い 28.7% 71.3% 387 

n.s 評価が高い 23.8% 76.2% 294 

合計 181 500 681 

施設・事業所の変

化 

評価が低い 27.6% 72.4% 333 

n.s 評価が高い 25.8% 74.2% 295 

合計 168 460 628 

個人・グループで行

った活動、地域の

変化 

評価が低い 25.9% 74.1% 398 

n.s 評価が高い 25.8% 74.2% 267 

合計 172 493 665 

務めて 

いない 

務めて 

いる 
合計 

講師・ファシリテーター 

自身の変化 

評価が低い 17.2% 82.8% 395 

n.s 評価が高い 15.3% 84.7% 294 

合計 113 576 689 

施設・事業所の変

化 

評価が低い 17.8% 82.2% 338 

n.s 評価が高い 16.1% 83.9% 298 

合計 108 528 636 

個人・グループで行

った活動、地域の

変化 

評価が低い 16.3% 83.7% 404 

n.s 評価が高い 16.0% 84.0% 269 

合計 109 564 673 

 ＊カテゴリー化について 
「自身の変化」・・・中央値：3.50 「評価が低い」（3.49 点以下）、「評価が高い」（3.51 点以上） 
「施設・事業所の変化」・・・中央値：3.00 「評価が低い」（2.99 点以下）、「評価が高い」（3.01 点以上） 
「個人・グループで行った活動、地域の変化」・・・中央値：2.75 「評価が低い」（2.74 点以下）、「評価が高い」
（2.76 点以上） 

認知症介護研究・研修仙台センター 
82



第Ⅱ部 第３章 

14）指導者の置かれている環境と認知症介護実践者等養成事業の活動との関係

指導者の置かれている環境と認知症介護実践者等養成事業の活動との関係性を検証するため、

χ2検定を行った。指導者の置かれている環境については、各因子の下位尺度得点を基準として「あ

る」、「ない」の 2 群に分類した。 
「企画・立案」での検定の結果、「所属法人・事業所の理解」では、有意差が見出され（χ2＝

8.86,df=1,p<.01）、残差分析の結果、理解があるでは、「参画している」と回答する割合が有意に高

く、理解がないでは、「参画していない」と回答する割合が有意に高かった。「指導者間との連携」

では、有意差が見出され（χ2＝13.97,df=1,p<.001）、残差分析の結果、連携があるでは、「参画して

いる」と回答する割合が有意に高く、連携がないでは、「参画していない」と回答する割合が有意に

高かった。「指導者活動に対する制限」では、有意差が見出され（χ2＝9.68,df=1,p<.01）、残差分析

の結果、制限があるでは、「参画していない」と回答する割合が有意に高く、制限がないでは、「参

画している」と回答する割合が有意に高かった。

「講師・ファシリテーター」での検定の結果、「所属法人・事業所の理解」では、有意差が見出さ

れ（χ2＝16.85,df=1,p<.001）、残差分析の結果、理解があるでは、「務めている」と回答する割合が

有意に高く、理解がないでは、「務めていない」と回答する割合が有意に高かった。

「指導者間との連携」では、有意差が見出され（χ2＝20.58,df=1,p<.001）、残差分析の結果、連携

があるでは、「務めている」と回答する割合が有意に高く、連携がないでは、「務めていない」と回

答する割合が有意に高かった。

「指導者活動に対する制限」では、有意差が見出され（χ2＝11.18,df=1,p<.01）、残差分析の結果、

制限があるでは、「務めていない」と回答する割合が有意に高く、制限がないでは、「務めている」

と回答する割合が有意に高かった（図表Ⅱ-3-48）。 
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図表Ⅱ-3-48  指導者の置かれている環境と認知症介護実践者等養成事業の活動との関係 

参画して

いない 

参画して

いる 
合計 

企画・立案 

所属法人・事

業所の理解 

理解がない 34.3% 65.7% 166 

χ2＝8.86,df=1,p<.01 理解がある 23.0% 77.0% 609 

合計 197 578 775 

指導者間との

連携 

連携がない 32.9% 67.1% 246 

χ2＝13.97,df=1,p<.001 連携がある 20.5% 79.5% 522 

合計 188 580 768 

指導者活動に

対する制限 

制限がない 20.0% 80.0% 380 

χ2＝9.68,df=1,p<.01 制限がある 29.7% 70.3% 387 

合計 191 576 767 

務めてい

ない 

務めてい

る 
合計 

講師・ファシリ

テーター

所属法人・事

業所の理解 

理解がない 25.1% 74.9% 167 

χ2＝16.85,df=1,p<.001 理解がある 12.3% 87.7% 616 

合計 118 665 783 

指導者間との

連携 

連携がない 22.7% 77.3% 251 

χ2＝20.58,df=1,p<.001 連携がある 10.5% 89.5% 525 

合計 112 664 776 

指導者活動に

対する制限 

制限がない 10.4% 89.6% 384 

χ2＝11.18,df=1,p<.01 制限がある 18.9% 81.1% 391 

合計 114 661 775 

＊カテゴリー化について 
「所属法人・事業所の理解」・・・「理解がない」（2.86 点以下）、「理解がある」（2.88 点以上） 
「指導者間との連携」・・「連携がない」（2.55 点以下）、「連携がある」（2.57 点以上） 
「指導者活動に対する制限」・・・「制限がない」（2.30 点以下）、「制限がある」（2.32 点以上） 
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第Ⅱ部 第３章 

15）指導者研修受講後の変化と地域活動の有無との関係

指導者研修受講後の変化と地域活動の有無との関係性を検証するため、χ2検定を行った。

検定の結果、「自身の変化」では有意差が見出され（χ2＝40.68,df=2,p<.001）、残差分析の結果、

評価が高いでは、「地域活動が少ない」と回答する割合が有意に高く、評価が低いでは、「地域活動

が多い」と回答する割合が有意に高かった。

「施設・事業所の変化」では有意差が見出され（χ2＝85.36,df=2,p<.001）、残差分析の結果、評

価が高いでは、「活動なし」、「地域活動が少ない」と回答する割合が有意に高く、評価が低いでは、

「地域活動が多い」と回答する割合が有意に高かった。

「個人・グループで行った活動、地域の変化」では有意差が見出され（χ2＝105.54,df=2,p<.001）、
残差分析の結果、評価が高いでは、「活動なし」、「地域活動が少ない」と回答する割合が有意に高く、

評価が低いでは、「地域活動が多い」と回答する割合が有意に高かった（図表Ⅱ-3-49）。 

図表Ⅱ-3-49 指導者研修受講後の変化と地域活動の有無との関係 

活動なし 
地域活動

が少ない 

地域活動

が多い 
合計 

自身の変化 

評価が低い 4.0% 30.6% 65.4% 399 

χ2＝40.68,df=2,p<.001 評価が高い 3.7% 54.4% 41.9% 296 

合計 27 283 385 695 

施設・事業所の変化 

評価が低い 0.6% 27.4% 72.1% 340 

χ2＝85.36,df=2,p<.001 評価が高い 6.4% 56.9% 36.8% 299 

合計 21 263 355 639 

個人・グループで行っ

た活動、地域の変化 

評価が低い 1.2% 26.7% 72.1% 405 

χ2＝105.54,df=2,p<.001 評価が高い 6.9% 60.2% 32.8% 274 

合計 24 273 382 679 

＊地域活動について 

①「7．1)～2）」、「8．1)～10)」（12 項目）の「１．はい」の合計点を算出し、グループの平均値を算出（M＝6.86）

②平均値をもとに、「活動なし（合計点：0 点）」、「活動が少ない（合計点：1 点～6 点）」、「活動が多い（合計点：7 点～12 点）」

に 3 群にグループ化した。

16）指導者の置かれている環境と地域活動の有無との関係

指導者の置かれている環境と地域活動の有無との関係性を検証するため、χ2検定を行った。

検定の結果、「所属法人・事業所の理解」では、有意差が見出され（χ2＝38.41,df=2,p<.001）、理

解があるでは、「活動なし」、「地域活動が少ない」と回答する割合が有意に高く、理解がないでは、

「地域活動が多い」と回答する割合が有意に高かった。

「指導者間との連携」では、有意差が見出され（χ2＝7.14,df=2,p<.05）、残差分析の結果、連携

があるでは、「地域活動が少ない」と回答する割合が有意に高く、連携がないでは、「地域活動が多

い」という回答する割合が有意に高かった。

「指導者活動に対する制限」では、有意差が見出され（χ2＝31.42,df=2,p<.001）、残差分析の結

果、制限があるでは、「地域活動が多い」と回答する割合が有意に高く、制限がないでは、「活動な

し」、「地域活動が少ない」と回答する割合が有意に高かった（図表Ⅱ-3-50）。 
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図表Ⅱ-3-50 指導者の置かれている環境と地域活動の有無との関係 

活動なし 
地域活動

が少ない 

地域活動

が多い 
合計 

所属法人・事業所

の理解 

理解がない 0.0% 23.8% 76.2% 168 

χ2＝38.41,df=2,p<.001 理解がある 4.0% 45.8% 50.2% 620 

合計 25 324 439 788 

指導者間との連携 

連携がない 2.0% 36.2% 61.8% 254 

χ2＝7.14,df=2,p<.05 連携がある 4.0% 43.6% 52.4% 527 

合計 26 322 433 781 

指導者活動に対す

る制限 

制限がない 4.7% 49.5% 45.9% 386 

χ2＝31.42,df=2,p<.001 制限がある 1.8% 32.9% 65.3% 395 

合計 25 321 435 781 

17）小括（本調査のまとめ）

本調査を通じて明らかになった点と課題については以下の通りである。 

○明らかになった点

 7～8 割の指導者が、認知症介護実践者等養成事業の企画・立案に参画している、講師・フ

ァシリテーター務めていることが明らかになり、自治体が展開している認知症介護実践者等

養成事業に対して貢献することができていると考えられる。

 自法人における人材育成・地域交流の関与についての結果より、「研修の企画・立案や講師」、

「リーダー等指導的立場の職員を育成する体制づくり」、「認知症カフェや通いの場の設置・

運営」等の役割は、指導者養成研修を修了し指導者という立場になったことで付与された割

合が高いことが明らかになった。職場内の介護の質改善に関する指導、職場内での研修計画

の作成や実施の役割を担うことができていると考えられる。

 指導者が実践している地域活動については、指導者養成研修を修了後に実践している地域活

動も多く存在しており、指導者として地域の認知症施策に対して貢献することができている

と考えられる。

○本調査から見えた課題

 指導者活動に対する所属法人や事業所の理解については、認知症介護実践研修の企画・立案

への参画、講師・ファシリテーター役を務める背景要因になっている一方、指導者として地

域活動を行わない背景要因にもなっている。このことから、所属法人や事業所に対し、指導

者が地域ケアを推進する立場として地域活動を実践する役割があることの理解促進が必要

である。

なお上記の内容に、「認知症介護指導者養成研修修了者の活動実態調査第2次調査」、「地域単位で

見た認知症介護指導者の役割等の関する調査」で明らかになった点を踏まえ、「6．まとめ」で指導

者養成研修がもたらしているアウトカムについて評価を行うこととする。

認知症介護研究・研修仙台センター 
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第Ⅱ部 第３章 

１）活動事例報告数

提供された活動事例報告数は 46 件であった。

２）本事例における活動の主体と事例提供者の立場

活動の主体と事例提供者がどのような立場で関わっているのかについてたずねた。報告された地

域活動は、所属法人が主体で行っているものが 20 件、個人での活動が 16 件、その他として認知症

地域推進員や専門職団体、指導者による任意団体などで行っているものが 14 件（重複回答）であ

った（図表Ⅱ-3-51、52）。指導者の関わる立場としては、指導者として関わっているものが 31 件、

その他の立場で関わっているものが 24 件（重複回答あり）であった（図表Ⅱ-3-53、54）。 

図表Ⅱ-3-51  活動の主体（複数回答） 

個人 16 

法人 20 

その他 14 

図表Ⅱ-3-52  活動の主体のその他の記述 

・和歌山県キャラバンメイト連絡会

・認知症地域支援推進員

・江東区グループホーム、小規模多機能事業所連絡会

・地域包括支援センター主催

・指導者連絡会（愛縁奇縁）

図表Ⅱ-3-53  参加する立場 

指導者として 30 

その他 25 

図表Ⅱ-3-54  参加する立場のその他の記述 

・ケアマネ

・認知症地域支援推進員

・管理者

・社会福祉士

３）活動に対する所属事業所・法人からの評価

指導者の活動に対して所属事業所や法人からどのように評価されているのかをたずねた。「肯定

的に評価」が 28 件、「評価は受けていない・わからない」が 11 件、「その他」は 6 件であり、否定

的であるとされたものは無かった（図表Ⅱ-3-55）。肯定的に評価されているとの回答の自由記述に

87

４．結果２︓認知症介護指導者の活動好事例の収集・整理（第 2 次調査） 



は、法人の理念や目標、地域福祉活動計画などに合っている、法人にとっても広告塔になっている

などのメリットと捉えられている記述がみられた。その他の回答の自由記述では、個人で活動して

いることから休日を充てること、経費が自己負担であることや、成果が出るまでに時間を要すると

いった記述がみられた（図表Ⅱ-3-56）。 
活動の主体が法人である 19 件のうち 15 件は法人から肯定的に評価されているが、活動主体が個

人のものである 17 件のうち法人から肯定的に評価されているものは 9 件であった。また、活動主

体が法人のものであっても法人からの評価は特に受けていない・わからないという回答が 3 件あっ

た（図表Ⅱ-3-57）。 
地域活動に参加する立場における法人からの評価は、指導者として関わったものに対しては「肯

定的に評価」が 18 件、「評価は受けていない・わからない」が 8 件、「その他」は 3 件であった。

その他の立場で関わったものに対しては、「肯定的に評価」が 15 件、「評価は受けていない・わから

ない」が 6 件、「その他」は 3 件であった（図表Ⅱ-3-58）。 

図表Ⅱ-3-55  活動に対する所属事業所・法人からの評価

肯定的に評価あり 28 

特に受けていない または わからない 11 

否定的 0 

その他 5 

図表Ⅱ-3-56  評価に関して得られた自由記述（主なもの） 

〇肯定的に評価 

・法人の理念や目標、地域福祉活動計画の内容にも合致している

・法人としても、少なからず、広告塔としてのメリットがあると考えている

・和歌山市の認知症施策に協力していることで法人としては肯定的である

・地域の専門職と知り合うことがケアマネジメント実践・連携のしやすさなどにつながっている。

・地域の方々との交流の場となっている。

〇評価なし または わからない 

・法人からの賛同はゼロに等しく、公休での活動となっている

・意義ある活動だが、目に見えて実感できる成果を見出すには相当に時間を要する

図表Ⅱ-3-57  活動主体における法人からの評価 

肯定的に評価 わからない その他 

活動主体 

個人 9 5 2 

法人 15 3 1 

その他 5 7 1 

図表Ⅱ-3-58  参加する立場における法人からの評価 

肯定的に評価 わからない その他 

立場 
指導者として 18 8 3 

その他 15 6 3 

認知症介護研究・研修仙台センター 
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第Ⅱ部 第３章 

４) 活動の内容による分類

活動事例ごとに、認知症施策推進大綱の 5 つの柱に分類した結果を図表Ⅱ-3-59 に示す。 
5 つの柱の要素として最も多いのは 1：普及啓発・本人発信支援の 27 件で、4：認知症バリアフ

リーの推進等が 23 件と続いた。具体的な活動内容として最も多かったのは、認知症サポーター養

成講座関係の 10 件であり、次いでサロンや通いの場などの開設が 6 件、地域の介護職を対象とし

た研修会等の開催が 6 件、地域事業所や専門職との連絡会関係とチームオレンジ関係が 4 件という

順であった。認知症サポーター養成講座では、小学校や企業で開催する報告も見られた。

その他、地域の実情に応じた課題解決の取り組みとして、移動販売を呼んで買い物支援を行う、

行方不明捜索模擬訓練の企画・運営といった活動も報告された。報告事例によっては、数年かけて

規模を拡大させながら継続して活動している報告もあった。

報告された活動事例の詳細は、巻末資料「認知症介護指導者の活動事例」に掲載する。

図表Ⅱ-3-59  指導者の地位活動の内容 

活動の概要 
５本の柱* 

1 2 3 4 5 

チームオレンジの結成 ● ● ● 

介護予防教室の開催、カフェ＆よろす相談所で地域のオアシスづくり ● ● ● 

共生型のお寺DEカフェの開催、カフェで若年性認知症当事者のライブ開催 ● ● ● 

認知症当事者とともにフットサルチームを作りオレンジカップを開催 ● ● ● 

防災マップ作り、カフェ ● ● ● 

うたごえ喫茶を開店し、お互い様の関係性を地域で築く ● ● ● 

移動販売による買い物支援 ● ● ● 

島で学童から地域住民まで幅広く認サポ講座の開催、高校で初任者研修開催、地域の

若年認知症専門員として活躍 
● ● ● 

所属法人で後見事業、行政担当者や推進員へのアドバイザー契約 ● ● ● 

町内カフェ、地域高校生も参加 ● ● 

地域住民や専門学校生への認サポ講座やフレイル対策健康教室の開催 ● ● 

小学生への認知症サポーター養成講座、介護職のイメージアップ ● ● 

コロナ禍において認知症サポーター養成講座の出前講座 ● ● 

同自治体内の他指導者が描いた認知症を啓発する絵本出版への支援 ● ● 

地域住民・介護職など対象の講演会と認知症カフェパネル展示の同時開催 ● ● 

地域事業所・住民向けの研修会の開催 ● ● 

認知症サポーター養成、キャラバンメイト養成 ● ● 

認知症サポーター養成講座、チームオレンジの結成 ● ● 

若年性認知症の方のパートナーとなって当事者がキャラバンメイトとなる支援 ● ● 

地域連絡会、行方不明捜索模擬訓練 ● ● 

キャラバンメイトの活躍の場として他職種交流会を設立 ● ● 

包括や町内会、地域の介護事業所とのまちづくり ● ● 

週一回のサロンの開催、フレイル予防、チームオレンジ、若年性認知症の方もスタッフボ

ランティアとして参加
● ● 

お福の会、医師への研修 ● ● 
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医療・福祉分野の専門職による学術集会の開催 ● ● 

自職場職員のストレス調査と専門職団体の研究会で発表 ● ● 

小学生へ『認サポ講座＋GH訪問』で認知症への理解を深める ● 

小学生に認知症サポーターフォローアップ講座を開催 ● 

ご当地アイドルとのコラボで認知症啓発 ● 

地域住民との交流 ● 

若年性認知症の方の就労支援 ● 

軽運動教室の開催、家族介護支援 ● 

コロナ禍におけるWeb研修の開催 ● 

認サポ、キャラバンメイトのフォローアップ ● 

認知症介護研修修了者ネットワーク支援事業としてリーダー研修修了生を対象とした定

期的な勉強会の開催 
● 

地域事業所での研修、 ● 

地域事業所内の職員育成支援 年間計画からスタッフの研修企画サポートまで ● 

自法人内で複数回 基礎研修を開催、職員誰もが基礎研修修了生になるように ● 

基礎研修と施設訪問・外部スーパービジョンを組み合わせた自治体事業 ● 

地域密着型特養相談員連絡会の設立  ● 

多職種地域連絡会の設立  ● 

地域事業所の連携  ● 

包括支援センターとの連携  ● 

若年性認知症、日中一次支援  ● 

市の介護保険運営協議委員会メンバー  ● 

認知症サポーター中級講座の開催  ● 

外国人介護職員の受け入れと交流事業 ● 

27 11 18 23 3 

*１：普及啓発・本人発信支援、２：予防、３：医療・ケア・介護サービス・介護者への支援、４：認知症バリアフリーの推進・若

年性認知症の人への支援・社会参加支援、５：研究開発・産業促進・国際展開

認知症介護研究・研修仙台センター 
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５）小括

指導者それぞれの置かれた立場や環境の中で、認知症に関する理解の促進、地域の専門職に対す

る認知症対応力の向上、ならびに地域支援体制の強化につながるなど様々な場面での活動を実践し

ていることが確認された。

これらの活動に対して、指導者の所属事業所・法人の評価は概ね良好だが、個人の活動とされる

ものは評価されにくい面も見られた。本調査を通して、評価の有無にかかわらず、地域活動を展開

する指導者の存在が確認できた。

指導者の地域活動実態調査（第 1 次調査）の回答者は 847 名であり、そのうちの 43 名から第 2
次調査の協力が得られた。今回の結果は指導者が地域で展開している活動の一部であり、この結果

をもって指導者の活動全般について何かを断じることは難しい。しかし、43 名から報告された 46
件の活動事例は、地域に根差した固有のものであると同時に、他地域でも同様にみられる普遍的な

課題に対して、何らかの解決のヒントになる可能性もあると考えられる。



第Ⅱ部 第３章 

１）調査②に関する結果

(1) 回収状況及び指導者の活用状況

① 回収状況

全国の都道府県・指定都市（67 か所）の認知症介護実践者等養成事業の担当部署に発送し、

46 自治体から回答があった。以下、回答のあった都道府県・指定都市は自治体と表記する。 

② 指導者の活用状況の把握

2020 年 3 月までに自治体における指導者の総養成者数に関する有効回答数は 46 自治体

で、総指導者数は 1,826 名であった。各自治体での平均養成者数は 39.7 人、最大で 107 人

が養成されていた(図表Ⅱ-3-60)。 
図表Ⅱ-3-60 指導者数 

指導者数 平均値 最大値 最小値 

1826 39.7 107 8 

2020 年度内に実施された認知症介護実践研修に参画した指導者数に関する有効回答数は

43 自治体であった。43 自治体で認知症介護実践研修の企画・立案・講師のいずれかに参画

した指導者の実人数は、1,073 名であった。この 43 自治体において指導者が実践研修に参画

している割合は平均で 63.9％、最も指導者が参画している自治体では 100％、最も指導者の

参画割合が低い自治体で 23.7％であった（図表Ⅱ-3-61）。 

図表Ⅱ-3-61  回答が得られた自治体における指導者数と実践研修への参画状況 

2020 年度内に実施さ

れた認知症介護実践研

修に参画した指導者数 

認知症介護実践研修への参画割合 

平均 最大値 最小値 

指導者数（2020年3月末現在） （ｎ＝1699） 1073 63.9％ 100.0％ 23.7％ 

(2) 地域ケアを推進するために指導者が参画（貢献）しうる役割について

地域ケアを推進するために指導者が参画（貢献）しうる役割について、認知症施策推進大綱

の 5 つの柱の枠組みに沿って活動への働きかけの実態と期待について質問を行った。5 つの柱

のそれぞれに含まれる地域活動に対して、自治体からの働きかけを「直接活動を依頼している

（以下、「依頼している」とする）」、「市町村や各種団体等に紹介している（以下、「紹介してい

る」とする）」、「依頼や紹介はしていないが、指導者の活動を一定程度把握している（以下、「把

握している」とする）」、または、「特に働きかけをしていない（以下、「働きかけていない」と

する）」という４つの種類に分けて回答を求めた。働きかけの種類の内、「働きかけていない」

を除く、「依頼している」、「紹介している」、「把握している」の 3 つは重複する可能性があるの

で、複数回答とした。

５．結果３︓地域単位で見た認知症介護指導者の役割等に関する調査 
（調査②都道府県・指定都市対象、調査③指導者ネットワーク対象） 
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また、5 つの柱ごとの働きかけの傾向を見るために、それぞれの柱別の活動項目に対して、1
項目以上「依頼している」、「紹介している」、あるいは、「把握している」と回答した自治体数

を算出した。同時に、大綱の５つの柱に書かれている地域活動ごとに、指導者の参画を期待し

ているかどうかをたずねた。以下、5 つの柱別に活動への働きかけの内訳を示す。 

① 普及啓発・本人発信支援

普及啓発・本人発信支援は 6 つの地域活動で構成されている。働きかけの有無を見てみる

と、どの地域活動の項目においても「働きかけていない」という回答が 5 割～8 割であった。 
働きかけ別で地域活動の割合を見ると、「依頼している」では、「企業・職域向け認知症サ

ポーター養成」（有効回答数：45 自治体）が 17.8％と最も高かった。次いで「認知症に関す

る相談対応」（有効回答数：45 自治体）の 15.9％、「本人発信の支援」（有効回答数：44 自治

体）の 11.4％という順であった。 
「紹介している」では、「企業・職域向け認知症サポーター養成」、「子ども・学生向け認知

症サポーター養成」（有効回答数：45 自治体）が 17.8％と最も高く、「把握している」では、

「子ども・学生向け認知症サポーター養成」、「認知症に関する普及・啓発イベント」（有効回

答数：45 自治体）が 22.2％と最も高かった。「働きかけていない」では、「認知症ケアパスの

周知・活用・点検」（有効回答数：45 自治体）が 80.0％と最も高かった。 
6 つの地域活動に対する働きかけについて、1 項目以上「依頼している」と回答した自治体

数は 12 自治体、「紹介している」が 12 自治体、「把握している」が 17 自治体、「働きかけて

いない」が 37 自治体であった。 
指導者に対する活動への参画の期待では、「認知症に関する普及・啓発イベント」、「本人発

信支援」の 2 つが 54.3％と最も高かった。6 つの地域活動に対して 1 項目以上「期待してい

る」と回答した自治体数は 34 自治体であった（図表Ⅱ-3-62）。 

図表Ⅱ-3-62  「普及啓発・本人発信支援」に関する地域活動に対しての働きかけと期待度 

指導者への働きかけ（複数回答） 
働きかけ

ていない 

期待度

（n=46） 

依頼して

いる 

紹介して

いる 

把握して

いる 

期待してい

る 

企業・職域向け認知症サポーター養成（n=45) 17.8% 17.8% 20.0% 55.6% 47.8% 

子ども・学生向け認知症サポーター養成(n=45) 11.1% 17.8% 22.2% 55.6% 50.0% 

認知症に関する普及・啓発イベント(n=45) 11.1% 15.6% 22.2% 60.0% 54.3% 

認知症に関する相談対応(n=44) 15.9% 15.9% 20.5% 56.8% 52.2% 

認知症ケアパスの周知・活用・点検(n=45) 6.7% 13.3% 4.4% 80.0% 50.0% 

本人発信の支援(n=44) 11.4% 15.9% 6.8% 68.2% 54.3% 

上記の項目で 1 項目以上回答している自治体数 12 12 17 37 34 
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② 予防

予防は 3 つの地域活動で構成されている。働きかけの有無を見ると、どの地域活動の項目

においても「働きかけていない」という回答が 7 割～8 割であった。 
働きかけ別で地域活動の割合を見ると、「依頼している」では、「地域住民に向けた認知症

予防の資する講座」（有効回答数：44 自治体）が最も高く 6.8％であった。「紹介している」

では、「地域住民に向けた認知症予防の資する講座」が 11.4％と最も高かった。「把握してい

る」では、「通いの場の設置や参加を促す関わり」（有効回答数：44 自治体）が 11.4％と最も

高かった。「通いの場などでの健康相談等」（有効回答数：44 自治体）の項目では「働きかけ

ていない」が 86.4％であった。 
3 つの地域活動に対する働きかけについて、1 項目以上「依頼している」と回答している自

治体数は 4 自治体、「紹介している」が 5 自治体、「把握している」が 5 自治体、「働きかけ

をしていない」が 38 自治体であった。 
指導者に対する活動への参画の期待では、「地域住民に向けた認知症予防の資する講座」が

47.8％と最も高く、その他の地域活動の項目でも 3～4 割程度の期待度であった。3 つの地域

活動に対して 1 項目以上「期待している」と回答した自治体数は、27 自治体であった（図表

Ⅱ-3-63）。 

図表Ⅱ-3-63  「予防」に関する地域活動に対しての働き替えと期待度 

指導者への働きかけ（複数回答） 
働きかけ

ていない 

期待度

（n=46） 

依頼して

いる 

紹介して

いる 

把握して

いる 

期待して

いる 

地域住民に向けた認知症予防の資する講座(n=44) 6.8% 11.4% 9.1% 77.3% 47.8% 

通いの場の設置や参加を促す関わり(n=44) 2.3% 6.8% 11.4% 81.8% 41.3% 

通いの場などでの健康相談等(n=44) 0.0% 6.8% 9.1% 86.4% 34.8% 

上記の項目で 1 項目以上回答している自治体数 4 5 5 38 27 

③ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

医療・ケア・介護サービス・介護者への支援は 4 つの地域活動で構成されている。働きか

けの有無を見てみると、どの地域活動の項目においても「働きかけていない」という回答が

6 割～8 割であった。 
働きかけ別で地域活動の割合を見ると、「依頼している」では、「早期発見・早期対応」（有

効回答数：45 自治体）、「介護者の負担軽減」（有効回答数：45 自治体）が最も高く 8.9％で

あった。「紹介している」では、「早期発見・早期対応」が 20.0％、次いで、「介護者の負担軽

減」が 11.1％という順であった。「把握している」では、「介護者の負担軽減」が 11.1％と最

も高かった。「働きかけていない」では、「医療従事者に対する認知症対応力向上研修」（有効

回答数：44 自治体）などのいずれの項目も 7 割～8 割であった。 
4 つの地域活動に対する働きかけについて、1 項目以上「依頼している」と回答している自

治体数は 8 自治体、「紹介している」が 11 自治体、「把握している」が 8 自治体、「働きかけ

をしていない」が 41 自治体であった。 
指導者に対する活動への参画の期待では、「介護者の負担軽減」が 52.2％、「早期発見・早

期対応」が 50.0％であった。4 つの地域活動に対して 1 項目以上「期待している」と回答し
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た自治体数は 31 自治体であった（図表Ⅱ-3-64）。 

図表Ⅱ-3-64  医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

指導者への働きかけ（複数回答） 
働きかけ

ていない 

期待度

（n=46） 

依頼して

いる 

紹介して

いる 

把握して

いる 

期待して 

いる 

早期発見・早期対応(n=45) 8.9% 20.0% 8.9% 66.7% 50.0% 

医療従事者に対する認知症対応力向上研修(n=44) 2.3% 4.5% 9.1% 86.4% 30.4% 

介護人材の確保(n=44) 4.5% 9.1% 6.8% 84.1% 47.8% 

介護者の負担軽減(n=45) 8.9% 11.1% 11.1% 73.3% 52.2% 

上記の項目で 1 項目以上回答している自治体数 8 11 8 41 31 

④ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援等

認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援等は 5 つの地域活動で構成されて

いる。働きかけの有無を見てみると、どの地域活動の項目においても「働きかけていない」

という回答が 6 割から 8 割程度であった。 
働きかけ別で地域活動の割合を見ると、「依頼している」では、「若年性認知症の人への支

援」（有効回答数：46 自治体）が 17.4％と最も高く、次いで「地域支援体制の強化に資する

活動」が 13.3％の順であった。「紹介している」では、「地域支援体制の強化に資する活動」

（有効回答数：45 自治体）が 22.2％と最も高く、次いで「若年性認知症の人への支援」が

17.8％であった。「把握している」では、「高齢者虐待防止に資する活動」（有効回答数：45 自

治体）、「認知症の人の社会参加支援」（有効回答数：45 自治体）が 11.1％と最も高かった。

「働きかけをしていない」では、「成年後見制度の利用促進に資する活動」（有効回答数：46
自治体）が 78.3％と最も高かった。 

5 つの地域活動に対する働きかけについて、1 項目以上「依頼している」と回答した自治体

数は 12 自治体、「紹介している」は 12 自治体、「把握している」は 9 自治体で、「働きかけ

ていない」が 40 自治体であった。 
指導者に対する活動への参画の期待では、「成年後見制度の利用促進に資する活動」が

78.3％と最も高かった。5 つの地域活動に対して 1 項目以上「期待している」と回答した自

治体数は 32 自治体であった（図表Ⅱ-3-65）。 

図表Ⅱ-3-65  認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援等

指導者への働きかけ（複数回答） 
働きかけ

ていない 

期待度

（n=46） 

依頼して

いる 

紹介して

いる 

把握して

いる 

期待して

いる 

地域支援体制の強化に資する活動(n=45) 13.3% 22.2% 8.9% 62.2% 65.2% 

成年後見制度の利用促進に資する活動(n=46) 2.2% 10.9% 8.7% 78.3% 78.3% 

高齢者虐待防止に資する活動(n=45) 6.7% 11.1% 11.1% 73.3% 37.0% 

若年性認知症の人への支援(n=46) 17.4% 21.7% 6.5% 58.7% 52.2% 

認知症の人の社会参加支援(n=45) 6.7% 17.8% 11.1% 66.7% 52.2% 

上記の項目で 1 項目以上回答している自治体数 12 12 9 40 32 
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⑤ 研究開発・産業促進・国際展開

研究開発・産業促進・国際展開は 3 つの地域活動で構成されている。働きかけの有無を見

ると、どの地域活動の項目においても「働きかけていない」という回答が 8 割以上であった。 
働きかけ別で地域活動の割合を見ると、「依頼している」では、「認知症の予防、治療、ケ

ア等のための研究」（有効回答数：44 自治体）が最も高いとはいえ 2.3％であった。「紹介し

ている」では、「認知症の予防、治療、ケア等のための研究」が 9.1％であり、「把握している」

では「認知症の予防、治療、ケア等のための研究」が 4.5％であった。「働きかけていない」

では「介護サービス等の国際展開」（有効回答数：44 自治体）が 95.5％と最も高かった。 
3 つの地域活動の内、1 項目以上「依頼している」と回答している自治体数は 1 自治体、

「紹介している」が 4 自治体、「把握している」が 2 自治体、「働きかけていない」が 42 自

治体で、5 つの柱の中では最も働きかけが少ないことがわかった。 
指導者に対する活動への参画の期待では、「認知症の予防、治療、ケア等のための研究」が

21.2％と最も高かった。3 つの地域活動の内、1 項目以上「期待している」と回答した自治体

数は 11 自治体であった（図表Ⅱ-3-66）。 

図表Ⅱ-3-66  研究開発・産業促進・国際展開 

指導者への働きかけ（複数回答） 
働きかけ

ていない 

期待度

（n=46） 

依頼して

いる 

紹介して

いる 

把握して

いる 

期待して

いる 

認知症の予防、治療、ケア等のための研究(n=44) 2.3% 9.1% 4.5% 88.6% 21.1% 

認知症に関する産業促進(n=44) 0.0% 6.8% 2.3% 93.2% 19.6% 

介護サービス等の国際展開(n=44) 0.0% 4.5% 2.3% 95.5% 15.2% 

上記の項目で 1 項目以上回答している自治体数 1 4 2 42 11 

(3) 自治体による働きかけの実態と活動参画への期待度

大綱の 5 つの柱を構成する地域活動は全部で 21 ある。それぞれの活動に対して、自治体が

どの程度、「依頼」や「紹介」、「把握」といった働きかけをしているかを確認するため、それぞ

れの活動の平均数を求め、平均以上の働きかけを行っている自治体数を算出した（図表Ⅱ-3-65）。 
働きかけに関する結果は、1項目以上「依頼している」と回答した自治体は20自治体（43.5％）、

1 項目以上「紹介している」と回答している自治体が 16 自治体（34.8％）、1 項目以上「把握

している」と回答している自治体が 21 自治体（45.7％）、1 項目以上「働きかけていない」と

回答しているが 42 自治体（91.3％）であった。 
働きかけ別の平均の地域活動数は、「依頼している」が 3.5（20 自治体分）、「紹介している」

が 7.6（16 自治体分）、「把握している」が 4.6（21 自治体分）、「働きかけていない」が 16.4（42
自治体分）であった（図表Ⅱ-3-67）。 
平均の地域活動数以上の働きかけを行っている自治体数は、「依頼している」が 8 自治体、

「紹介している」が 6 自治体、「把握している」が 6 自治体、「働きかけていない」が 27 自治

体であった。平均の地域活動数以上の働きかけをしている自治体を積極的とするならば、積極

的に指導者に働きかけている自治体は 2 割弱であることが明らかになった。 
参画への期待については、１項目以上「期待している」と回答した自治体は 37 自治体（80.4％）、

平均の地域活動数は 11.0、平均の地域活動数以上に「期待している」と回答している自治体は
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17 自治体であった。上記の３つの柱への参画に対して期待が高いこと、4 割弱の自治体は、11
項目以上の地域活動に対して指導者の参画を期待していることがわかった。

図表Ⅱ-3-67 自治体による働きかけの実態 

N＝46  

ｎ % 平均の活動数 
平均以上の働きかけを

行っている自治体数※ 

働きかけ 

有り 
（複数回答）

依頼している 20 43.5% 3.5 8 

紹介している 16 34.8% 7.6 6 

把握している 21 45.7% 4.6 6 

働きかけ無し 42 91.3% 16.4 

(4) 認知症介護研修推進計画について

令和 2 年度の認知症介護研修推進計画の策定に関する結果は、「策定している」と回答した

自治体は、「認知症介護基礎研修」は 19 自治体、「認知症介護実践者研修」は 20 自治体、「認

知症介護実践リーダー研修」は 19 自治体、「指導者研修」では 14 自治体であった。 
また令和 2 年度の実践者等養成研修の年間予定回数・目標養成人数については、「認知症介

護基礎研修」では平均回数は 3.1、目標養成人数は 207.7 名、「認知症介護実践者研修」では平

均回数は 3.4、目標養成人数は 226.9 名、「認知症介護実践リーダー研修」では平均回数は 1.1、
目標養成人数は 50.3 名、「指導者研修」では、目標養成人数は 1.9 名であった。なお令和 3 年

度以降の策定状況とは図表Ⅱ-3-69 に示した通りである。 

図表Ⅱ-3-68  認知症介護研修推進計画の策定状況

令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ 

基礎研修 

策 定 し て

いる 
19 41.3% 15 32.6% 10 21.7% 10 21.7% 10 21.7% 

策 定 し て

いない 
24 52.2% 29 63.0% 34 73.9% 34 73.9% 34 73.9% 

未回答 3 6.5% 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 

実践者研修 

策 定 し て

いる 
20 43.5% 15 32.6% 10 21.7% 10 21.7% 10 21.7% 

策 定 し て

いない 
24 52.2% 29 63.0% 34 73.9% 34 73.9% 34 73.9% 

未回答 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 

実践リーダー研修 

策 定 し て

いる 
19 41.3% 15 32.6% 10 21.7% 10 21.7% 10 21.7% 

策 定 し て

いない 
24 52.2% 29 63.0% 34 73.9% 34 73.9% 34 73.9% 

未回答 3 6.5% 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 2 4.3% 

指導者研修 

策 定 し て

いる 
14 30.4% 15 32.6% 12 26.1% 12 26.1% 12 26.1% 

策 定 し て

いない 
26 56.5% 28 60.9% 31 67.4% 31 67.4% 31 67.4% 

未回答 4 8.7% 3 6.5% 3 6.5% 3 6.5% 3 6.5% 
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図表Ⅱ-3-69  認知症介護研修の年間予定回数・目標養成人数

令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 

平均 

回数 

目標養

成人数 

平均 

回数 

目標養

成人数 

平均 

回数 

目標養

成人数 

平均 

回数 

目標養

成人数 

平均 

回数 

目標養

成人数 

基礎研修 3.1 207.7 3 215.7 3.7 279.4 3.7 279.4 3.7 279.4 

実践者研修 3.4 226.9 3.3 261.5 4 309.4 4 309.4 4 309.4 

実践リーダー 

研修 
1.1 50.3 1.1 48.6 1.3 110.1 1.3 110.1 1.3 110.1 

指導者研修 1.9 2.1 1.7 1.7 1.7 

(5) 認知症介護研修推進計画の目標数値の算出方法（複数回答）

認知症介護研修推進計画の目標数値の算出方法についての有効回答数は 46 自治体であり、

「例年の養成者数」が 21 自治体（45.7％）、「研修実施機関の開始可能回数・規模等から算出」

が 13 自治体（28.3％）、「国の目標数値を参考に」は 9 自治体（19.6％）、「その他」が 3 自治体

（6.5％）であった（図表Ⅱ-3-70）。 
「その他」の回答例としては、「認知症施策推進大綱では、令和 3 年度以降の目標数値が定め

られていないため、令和 2 年度と同じ目標数値を設定」、「予算やマンパワーを鑑み、できる最

大限の人数で算定している」等の回答があった（図表Ⅱ-3-71）。 

図表Ⅱ-3-70  認知症介護研修推進計画の目標数値の算出方法 

項目 n % 

目標数値方法 

（n=46,複数回答） 

例年の養成者数から 21 45.7% 

国の目標数値を参考に 9 19.6% 

管内の介護サービス事業所数等から算出 0 0.0% 

管内の高齢者数、要介護認定者数から算出 0 0.0% 

管内の介護従事者数から算出 0 0.0% 

研修実施機関の開催可能回数・規模等から算出 13 28.3% 

その他 3 6.5% 

図表Ⅱ-3-71  認知症介護研修推進計画の目標数値の算出方法への回答で得られたその他の回答例 

・コロナ禍におけるガイドラインを参照（参集規模等）

・認知症施策推進大綱では、令和 3 年度以降の目標数値が定められていないため、令和 3 年度は

令和 2 年度と同じ目標数値を設定した。

・予算やマンパワーを鑑み、できる最大限の人数で算定している。
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(6) 認知症介護研修推進計画に対する評価の観点、指標、評価体制（複数回答）

認知症介護研修推進計画に対する評価の観点、指標、評価体制に関する有効回答数は、35 自

治体であり、「あり」が 4 自治体（11.4％）、「なし」が 31 自治体（88.6％）であった（図表Ⅱ

-3-72）。
具体的は方法については、「計画・評価会議を実施」、「外部委員で構成する認知症施策推進会

議等で意見を収集」等の回答があった（図表Ⅱ-3-73）。

図表Ⅱ-3-72  認知症介護研修推進計画に対する評価の観点、指標、評価体制の有無 

ｎ ％ 

評価の観点、指標、評価体制 

（n=35) 

あり 4 11.4% 

なし 31 88.6% 

図表Ⅱ-3-73  認知症介護研修推進計画に対する評価方法への回答で得られた記述 

・計画・評価会議を実施（※講師、研修受託先対象）

・外部委員で構成する認知症施策推進会議等で意見を収集している。

・本県の認知症施策推進行動計画における目標値について、有識者からの意見を聴取し反映している。

（山形県認知症施策推進協議会）

・新潟県高齢者保健福祉計画（第 7 期 H30 年度～R2 年度）において、基礎研修及び指導者養成研修の

養成目標を設定

(7) 今後指導者に期待すること（記述回答）

今後自治体が指導者に期待していることとして、「地域との連携、介護の質の向上に資する自

主的活動（認知症カフェ、家族交流会の企画等）」、「認知症介護基礎研修及び認知症実践研修に

おいて、介護従事者の認知症対応力が向上できる講義・演習の工夫」、「チームオレンジなど大

綱で新たに出てきた取り組み対する協力」等の回答があった（図表Ⅱ-3-74）。 
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第Ⅱ部 第３章 

図表Ⅱ-3-74  今後指導者に対する期待についての自由記述

〇認知症施策推進大綱にある地域活動に関連した要望 

・チームオレンジなど大綱で新たに出てきた取り組みに協力していただきたい。

・認知症サポーター活動促進事業におけるチームオレンジコーディネーターとの連携。（例えば、ステップアップ研修について

は、テーマや講師の選定等については、市町村の裁量とされているため、そのテーマを決める会議への参画や、あるいはス

テップアップ研修の講師として、認知症の人への接し方等をテーマの一つとして講演していただく等。） 

・地域との連携、介護の質の向上に資する自主的活動（認知症カフェ、家族交流会の企画等）

・キャラバン・メイトとしてサポーター養成講座を行っている指導者も多い。今後は養成されたサポーターが地域の取組みな

どに参加する活動での指導的な役割を期待したい。 

〇認知症介護研修等に関する要望 

・今後は、より連携を深めることによって、研修の回数や人数、やり方など、より受講がしやすくなるように、共によりよい研修を

つくっていきたいと考えています。 

・認知症介護基礎研修及び認知症実践研修において、介護従事者の認知症対応力が向上できるよう、今後も講義・演習

の工夫をしていただきたい。 

〇地域の介護事業所の質向上への要望 

・介護事業所などに出向いて、認知症の介護等について現地で相談や研修を行うなど、事業所や県民の皆様に広く認知症

やその介護について啓発していき、認知症の人と家族が安心して暮らせる地域になるように、活動していただきたいです。 

・認知症介護実践者等養成事業以外での介護保険施設等への認知症介護指導

・認知症介護に関わる人材の育成と、利用者に対するサービスの質の向上を期待します。

・現在、主に認知症介護指導者においてお力を頂いているところですが、引き続きご協力を頂くとともに、認知症介護の実践

者として、今後とも県内介護従事者の手本として県全体の認知症介護の質の向上に携わっていただきたいと考えています。 

〇指導者の負担への配慮 

・指導者は施設の管理者であるため、役割を求めることが業務の負担にならないか懸念している。

期待と少しずれますが、指導者として研修等の対応に追われて負担が大きくなったり、本来業務が疎かにならないことを希

望します。 

２）調査③の結果（記述回答）

ちネット（認知症介護指導者仙台ネットワーク）、大府ネット（認知症介護指導者大府ネットワー

ク）、being（認知症介護指導者東京ネットワーク）及び全国認知症介護指導者ネットワークの活動

について報告された概要を以下に示す。なお、報告された活動の詳細は、巻末資料「認知症介護指

導者ネットワークの活動」に掲載する。

(1) ちネットの活動概要

認知症介護指導者は単なる研修講師ではなく、認知症ケアの人材育成を担う研修企画者であ

ることから、行政や研修委託先と対等に研修を企画するには、指導者同士のネットワーク化が

不可欠と考え、平成 14 年に仙台市の指導者数名でネットワークを立ち上げた。認知症介護指

導者同士の連携を通じて指導者としての資質の向上に努め、認知症の人の権利擁護と生活の質

の向上を図る。また、地域における認知症への理解の促進及び住民への啓蒙活動等を通して、

認知症の人に優しい社会の実現を目指している。さらに、行政や各関係機関と連携し、指導者

の地位の確立や向上を図りながら、認知症介護発展に寄与することを目的として活動している。

また、3 センターとの連携では、認知症介護実践研修の平準化やテキスト作成、認知症介護指
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導者フォローアップ研修カリキュラム検討委員会、ｅラーニングなど老健事業の検討委員会に

も参画している。

(2) 大府ネットの活動概要

指導者間の連携を深め、指導者として取り組むべき課題を共有し、自らの資質向上のための

場が必要であると感じた有志により平成 19 年に設立された。大府センターや関係機関との連

携を通じて、認知症の人に対するサービスの質の向上や、認知症介護の普及に努めることを目

的としている。

管轄には 5 つのブロックがあり、所属自治体を超えた指導者同士で連携し、令和元年度から

生涯学習委員会を設立している。各ブロックの実践者研修等の講義担当者が集結し、講義内容

を検討して年 1 回開催しているネットワークの研究会で発表している。令和 2 年度では講義の

Web 化を検討し、研究会もオンラインで開催した。 
指導者は地域ケアの推進といった面で、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員

等での活躍が期待されており、今後は指導者が認知症関連研修以外にも地域活動への貢献が進

むよう、指導者に関する情報共有、情報公開の仕組み作りが必要と考えている。

(3) being の活動概要

ちネット、大府ネットに続き、東京センター管轄の指導者によって設立された。指導者の連

携を深めるとともに、認知症の方が尊厳をもって暮らせる社会の創造を目指すことを目的とし

て組織化した。総会研修及びブロック研修会の開催、指導者の相互交流支援、会報の発行など

の他に、実践者研修のカリキュラムを共有し講義の平準化を行う場としても活用されている。

他ネットワークと同様に、研修会の開催等で指導者間での自主フォローアップに努めたり、

会報・メール等で情報の共有を図っているのに加え、being の管轄内では数年自然災害が発生

しており、災害支援活動を行ってきた。そこでは東日本大震災での支援活動から得た教訓を活

かし、全国ネットワークとも協同して行われた活動と、ネットワークの会員である他地域の指

導者が、彼らの地元の認知症ケア関係者らにも声をかけて行われた支援活動があった。

今後も、この災害支援の経験をもとに支援体制の一層の構築を図っていきたいとしている。

(4) 全国認知症介護指導者ネットワークの活動概要

平成 17 年仙台センター修了生による認知症介護指導者ネットワーク（ちネット）の設立を

きっかけに、平成 19 年大府ネットワークが、翌 20 年に東京ネットワークが設立した。３ネッ

トワークでは、それぞれの主体性を尊重しつつ緩やかな連携を図ってきていた。認知症介護指

導者の地位向上と知名度の向上を目的として平成 27 年に３つの団体の全国組織として一般社

団法人・全国認知症介護指導者ネットワークが設立された。

実施した主なものとしては、介護ボランティアの派遣、義援金の配布、研修用災害ＤＶＤの

作成を行った。また、義援金の一部を活用して、被災した指導者の証言をまとめた研修用災害

ＤＶＤを作成し、東日本大震災の教訓を忘れないようにすることと、震災研修に活用できるよ

うにした。この経験は、その後の熊本地震や豪雨災害の支援にも生かされている。

指導者が所属する法人、団体、施設等各団体においても、介護現場における人材不足により

研修の講師として活動できることが難しくなってきている状況が発生している。ネットワーク

の活動を続け、指導者の地位の向上に努めていきたいと考えている。 
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第Ⅱ部 第３章 

３）小括

本調査を通じて明らかになった点と課題については、以下のとおりである。 

○明らかになった点

 大綱のどの柱においても「働きかけていない」が最も多く、5 割～9 割の自治体が働きかけ

をしていないことが明らかになった。最も働きかけがされていない項目は「研究開発・産業

促進・国際展開」であった。

 1 項目以上の活動を「依頼している」、「紹介している」あるいは、「把握している」と回答し

た自治体数が最も多かったのは、5 つの柱の内、「普及啓発・本人発信支援」で、「認知症バ

リアフリーの推進・若年性認知症の人への支援等」、「医療・ケア・介護サービス・介護者へ

の支援等」が続いた。

 指導者の参画への期待が最も高かった活動は、「成年後見制度の利用促進に資する活動」で

あった。この「成年後見制度の利用促進に資する活動」が含まれる「認知症バリアフリーの

推進・若年性認知症の人への支援等」は 5 割程度の自治体から期待が寄せられていた。

 ネットワークでは、自身の自治体を越えた研修会等の自己研鑽の場づくりや災害時支援等、

広範囲な活動が展開されている。

○本調査から見えた課題

 地域で展開されている認知症施策に対して、自治体から指導者に対する働きかけが限定的で

ある現状が明らかになった。指導者が認知症施策の推進役と認識され、人材活用されている

とは言い難い側面もあるが、事業所に所属し本務多忙な指導者に対し、これ以上地域活動を

課さない配慮があるとも考えられる。

 認知症介護実践計画推進計画に対する評価等を実践している自治体は 1 割程度であり、事

業に対するアウトカム評価が十分に実施されていない現状があると考えられる。

 地域における認知症ケアの質向上のためには、自治体と指導者が連携・協働することが望ま

しい。地域における認知症施策を推進していくためにも、指導者を積極的に人材活用するこ

とが重要であるといえる。

なお上記の内容に、「認知症介護指導者養成研修修了者の活動実態調査 第１次調査」、「地域単位

で見た認知症介護指導者の役割等の関する調査」で明らかになった点を踏まえ、「6．まとめ」で指

導者養成研修がもたらしているアウトカムについて評価を行うこととする。
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本章では、①認知症介護実践研修等の企画・講師への関与、②職場内外におけるケアの質向上の

ための指導、③地域の認知症施策推進への貢献を観点に、現行の認知症介護指導者養成がもたらし

ているアウトカムを評価するため、指導者への活動実態調査、都道府県・指定都市への指導者の活

用状況に関する調査を実施した。

認知症介護実践研修等の企画・講師への関与では、指導者活動調査（第 1 次調査）において、7～
8 割の指導者が認知症介護実践研修等の企画・立案に参画していること、講師・ファシリテーター

役を務めていることが明らかになっており、自治体が運営する認知症介護実践研修に貢献すること

が出来ていると考えられる。

職場内外におけるケアの質向上の指導では、指導者活動調査（第 1 次調査）において、リーダー

等指導的立場の職員を育成する体制づくりや研修の企画・立案、講師の役割が研修修了後から付与

されていること、地域包括支援センターから依頼された研修や医療従事者に対する認知症対応力向

上研修など、指導者養成研修を修了して新たに携わることが出来ている地域活動が明らかになって

おり、指導者という立場で、職場内外の介護の質改善に関する指導の実施、職場内で研修計画作成

や実施の役割を担うことが出来ていると考えられる。

地域の認知症施策への貢献では、指導者活動調査（第 1 次調査）において、約 9 割の指導者が何

らかの地域活動を研修修了後に実践できていること、また指導者活動調査（第 2 次調査）では、認

知症に関する理解の促進、地域の専門職に対する認知症対応力の向上、地域支援体制の強化の活動

など、指導者として様々な地域活動を展開していることが報告されており、指導者の立場として地

域の認知症施策に参加することが出来ていると考えられる。

また、指導者ネットワークは仙台センター、大府センター、東京センターのそれぞれの修了者で

結成されているが、さらに全国組織として全国認知症介護指導者ネットワークも設立され、自身の

所属自治体を越えた研修や災害時支援等、全国的な活動が展開されていることが明らかになった。

 以上のことから、現行の認知症介護指導者養成研修のもたらしているアウトカムは評価すること

が出来る。しかし、①都道府県・指定都市への指導者の活用状況に関する調査では、各自治体が展

開している認知症施策に対して指導者への働きかけは限定的であり、自治体から認知症施策の推進

役として十分に認識され、人材活用されているとは言い難い状況にあること。②指導者活動調査で

は、所属法人や事業所の指導者活動に対する理解が、認知症介護実践研修の企画・講師として関与

することに繋がっているが、地域活動を実践することには必ずしも繋がっていない等の課題が明ら

かになった。今後、指導者研修のアウトカムについて考えていくにあたり、本章で明らかになった

課題やカリキュラム改訂等の流れも踏まえて、継続的に研修のアウトカムが評価できる方法、指標

などについて検討していくことが必要となってくる。

 上記の内容を踏まえ、現行のアウトカム評価、今後のアウトカム評価において考慮するべき点に

ついては、総合的考察として次章でまとめることにする。
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１）現行研修におけるアウトカム評価の射程

本事業においては、第 1 章で示したように、現行の研修事業がもたらしている効果・成果につい

て、受講者（修了者）個人もしくは所属施設・事業所における直接的なものを中心に、主として初

期～中期にかけてのアウトカムについて、各研修事業のねらい及び対象者設定に照らして確認する

こととした（結果は第 2 章及び第 3 章に示した）。 
本章では、前章までに示した結果を踏まえ、認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修・実践

リーダー研修）、認知症介護指導者養成研修の別に、現行の研修がもたらしているアウトカムについ

て整理し、その評価を行う（本節）。さらに、それらのアウトカム評価の内容、及び調査スキームや

調査項目、調査結果に関する課題等を踏まえて、今後のアウトカム評価において考慮すべき事項に

ついても整理する（次節）。

２）認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修・実践リーダー研修）のアウトカム評価

(1) 認知症介護実践者研修

① 評価対象と指標

認知症介護実践者研修は、現行研修においては、「施設、在宅に関わらず認知症の原因疾患

や容態に応じ、本人やその家族の生活の質の向上を図る対応や技術を修得すること」をねら

いとしている。また、原則として身体介護に関する基本的知識・技術を修得している者であ

って、概ね実務経験 2 年程度の者を対象者としている。これらのねらい・対象者設定に応じ

て、全 16 科目の講義・演習及び職場実習（講義・演習 38.5 時間、職場実習 4 週間）のカリ

キュラムが設定されている。

本事業では、同研修について、認知症介護実践リーダー研修と併せて、介護保険施設・事

業所を対象とした調査を実施した。調査設計上のアウトカム指標は、【修了者の数】【リーダ

ー・主任等以上の役職への配属】【環境・体制（人材育成・職場内研修・地域活動・介護報酬

加算）の状況と修了者の役割担当】【サービス評価（評価体制及び自己評価）】【身体拘束・事

故・苦情等の状況】【受講後修了者にみられる変化（研修カリキュラムから導出した 13項目）】

【修了者がいることの利点（記述回答）】であった。また補助的指標として、施設・事業所の

基礎情報、受講者派遣目的、派遣上の課題（記述回答）を用いた。以降、主として受講者の

能力変化、修了者への役割付与、施設・事業所の体制・取組への寄与の観点から、アウトカ

ムを整理・評価する。なお、調査結果の詳細は第 2 章に示したとおりである。 

② 受講者の能力変化

調査結果からは、修了者に対する、所属施設等による受講後の変化に関する評価が概ね高

いことが確認された。また、受講者派遣の目的として「受講者個人の知識・技術習得」が最

第４章 まとめ︓認知症介護実践者等養成事業の意義及び効果 

１．現行研修のアウトカム評価 
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も高い割合で挙げられ、修了者がいることの利点としても「全般的な認知症ケアの質向上」

「専門的知識・技術の習得・発揮」に関する記述が最上位に挙げられていた。これらのこと

から、認知症介護実践者研修は、個人の認知症ケアに関する能力向上の面で一定の受講効果

をもたらしているものと考えられる。また、受講後の変化に関する評価項目は現行の研修カ

リキュラムから導出したものであり、研修の所期の目的は概ね達成されているものと思われ

る。受講後の変化に関する調査項目（13 項目）が比較的明確な単因子構造を示していること

も含めて、後述の地域施策に関連する部分を除けば、特定の科目（研修内容）もしくは科目

群において研修効果が減じられている可能性も低いと思われる。

なお、唯一全体の傾向に比して評価が低かった調査項目「地域の認知症施策を理解し、貢

献しようとする姿勢がみられるようになった」については、施設・事業所自体の地域施策に

関係する取り組み状況があまり高くない一方、取り組みが行われている場合の修了者配置の

割合は他の取り組みと比べて低いわけではないことから、施設・事業所単位での取組状況に

依存している部分があると考えられる。

③ 修了者への役割付与

施設・事業所における修了者への役職・役割の付与状況、修了者がいることの利点、及び

受講者派遣目的に関する結果から、認知症介護実践者研修修了者に対し、中核的職員として

の役割が期待されかつ付与されていることが確認された。

受講者派遣の目的をみると、個人の知識・技術習得に次いで高い割合で挙げられた目的は、

「中核となる職員の育成」や「チームケアの質の向上」であった。これに対して、修了者が

いることの利点（記述回答）の分類結果をみると、「全般的な認知症ケアの質向上」「専門的

知識・技術の習得・発揮」等の個人の能力向上に関する記述に伍する水準で、「チームケアへ

の貢献」「他職員の OJT 等による指導や模範となる振る舞い」に関する記述がみられており、

派遣目的に合致した人材が、研修の結果得られていると考えられる。

その上で、人材育成・職場内研修・地域活動に関する施設・事業所での体制や取り組みが

ある場合、当該の取り組みに修了者が配置されている割合は、概ね 5～7 割程度であった。こ

れは、後述するように 1 施設・事業所あたりの修了者数の中央値が 2 名であることを考慮す

ると、高い割合であるといえよう。このうち、もっとも割合が高かったのは「認知症ケアに

関する留意事項の伝達や技術的指導」（職場内研修）、次いで「OJT による指導体制」（人材

育成）、「身体介護・生活介護の技術」（職場内研修）であった。また、後に認知症介護実践リ

ーダー研修を受講した場合が含まれるものの、修了者のおよそ半数はリーダー・主任等以上

の役職に配属されていた。これらのことは、前述の受講者派遣の目的、及び修了者がいるこ

との利点に関する結果の傾向とも共通するものと思われる。

④ 施設・事業所の体制・取組への寄与

上記③の結果を、施設・事業所の体制・取組への寄与という観点から捉え直せば、認知症

介護実践者研修は、施設・事業者内で、サービス運営全体の底上げにつながる具体的取組・

体制の強化に資しているものと考えられる。

加えて、「介護報酬加算の取得」を除けば、受講者派遣目的が明確である方が、修了者個人

に対する修了後の変化に関する評価が高く、このことからも、施設・事業所の体制・取組へ

の寄与が期待されているのに対し、それに応じた研修成果が一定程度認められていると考え

られる。

また、修了者がいない施設・事業所との比較では、修了者がいない施設・事業所では調査

項目のいずれにおいても体制整備や取組実施の割合が低くなっていた。また、認知症介護実
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践リーダー研修ほどの項目数・割合ではないものの、「初任者育成のための研修等の体系」「職

員のストレスマジメント・メンタルヘルス対策」「認知症ケアに関する留意事項の伝達や技術

的指導」のように、修了者がいる施設・事業所では全体に比して整備・実施の割合が高いも

のもみられた。体制整備が進んでいることによって研修への職員派遣が進んでいる可能性も

あり、因果関係の方向は必ずしも明らかではないものの、修了者が高率で当該体制等の担当

に配属されており、かつ取組・体制の割合及び担当配属の割合は実践者研修よりも実践リー

ダー研修の方が高いことから、両研修が体制構築に貢献している、もしくは相乗的に効果を

もたらしていることが考えられる。

⑤ 留保事項・課題等

本事業は、事業の計画・申請時にすでに新型コロナウイルス感染症が拡がりをみせており、

研修が実施されない、もしくは通常とは異なった運営となることが予想される中で開始され

たため、受講前後の比較を行う調査デザインを採用できなかった。そのため、本章でここま

で述べてきたように、認知症介護実践者研修は一定の効果があるものと考えられるが、具体

的な効果の程度については、十分に検討できなかった面がある。

また、本事業で調査した範囲では、施設・事業所によるサービスの自己評価や、身体拘束・

事故・苦情等の状況等の、サービス全体の質に関わる指標においては、修了者の有無による

明確な差が確認されなかった。ただし、サービスの自己評価では、「グループホーム・小規模

多機能」群では受講効果と目される評価の上昇が認められた。修了者がいる場合の、1 施設・

事業所あたりの修了者数の中央値が 2 名ということを考慮すると、施設・事業所の規模等と

の関連性も今後は検討していく必要があろう。修了者が多い施設・事業所数が少ないため本

事業内では検討できなかったが、施設規模と合わせて、職員の中にどの程度の割合で修了者

がいることが望ましいのか（効果をもたらすのか）、という観点での検討も必要と思われる。 
また、修了者のいる施設・事業所の割合は、本調査においては約 7 割であった。加えて、

人員的な余裕のなさ、研修期間の長さが受講者派遣の課題として挙げられていた。個々の修

了者や施設・事業所単位での研修効果を超えて、実施主体等による事業効果の観点から考え

ると、この状況はひとつの課題であるといえよう。また、前述の施設規模と修了者数の関係

を含めて、本報告書で整理しているような研修の意義や効果の周知の観点からも検討が必要

と思われる。

⑥ まとめ

 認知症介護実践者研修は、個人の認知症ケアに関する能力向上の面で一定の受講効果をも

たらしているものと考えられる。

 受講後の変化に関する評価項目は現行の研修カリキュラムから導出したものであり、研修

の所期の目的は概ね達成されているものと思われる。

 認知症介護実践者研修修了者に対し、中核的職員としての役割が期待されかつ付与されて

いることが確認された。

 認知症介護実践者研修は、施設・事業者内で、サービス運営全体の底上げにつながる具体

的取組・体制の強化に資しているものと考えられる。

 研修受講の効果の具体的な程度、全体的なサービスの質評価への貢献と施設規模（種別）

や受講者数との関係、修了者のいる施設・事業所の割合、受講者派遣の課題や研修の意義・

効果の周知等については、今後さらに精査していく必要がある。
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(2) 認知症介護実践リーダー研修

① 評価対象と指標

認知症介護実践リーダー研修は、現行研修においては、「ケアチームにおける指導的立場と

して実践者の知識・技術・態度を指導する能力及び実践リーダーとしてのチームマネジメン

ト能力を修得させること」をねらいとしている。また、介護業務に概ね 5 年以上従事した経

験を有している者であり、かつ、ケアチームのリーダー又はリーダーになることが予定され

る者であって、認知症介護実践者研修を修了し 1 年以上経過している者を対象者としている。

これらのねらい・対象者設定に応じて、全 21 科目の講義・演習及び職場実習（講義・演習 56
時間、職場実習 4 週間）のカリキュラムが設定されている。 
本事業では、同研修について、認知症介護実践者研修と併せて、介護保険施設・事業所を

対象とした調査を実施した。調査設計上のアウトカム指標は、【修了者の数】【リーダー・主

任等以上の役職への配属】【環境・体制（人材育成・職場内研修・地域活動・介護報酬加算）

の状況と修了者の役割担当】【サービス評価（評価体制及び自己評価）】【身体拘束・事故・苦

情等の状況】【受講後修了者にみられる変化（研修カリキュラムから導出した 13 項目）】【修

了者がいることの利点（記述回答）】であった。また補助的指標として、施設・事業所の基礎

情報、受講者派遣目的、派遣上の課題（記述回答）を用いた。以降、主として受講者の能力

変化、修了者への役割付与、施設・事業所の体制・取組への寄与の観点から、アウトカムを

整理・評価する。なお、調査結果の詳細は第 2 章に示したとおりである。 

② 受講者の能力変化

調査結果からは、修了者に対する、所属施設等による受講後の変化に関する評価が概ね高

いことが確認された。なお、認知症介護実践者研修における結果をやや下回る傾向があった

（ただし項目は各研修のカリキュラムによったため単純比較はできない）。また、受講者派遣

の目的として「受講者個人の知識・技術習得」とほぼ同率で「チームケアの質の向上」「中核

となる職員の育成」が高い割合で挙げられ、修了者がいることの利点としても「他職員の OJT
による指導や模範となる振る舞い」「チームケアへの貢献（リーダーシップの発揮含む）」が

高い割合で挙げられていた。これらのことから、認知症介護実践リーダー研修は、チームマ

ネジメントを中心とした、リーダーとしての能力向上の面で一定の受講効果をもたらしてい

るものと考えられる。また、受講後の変化に関する評価項目は現行の研修カリキュラムから

導出したものであり、研修の所期の目的は概ね達成されているものと思われる。受講後の変

化に関する調査項目（13 項目）が比較的明確な単因子構造を示していることも含めて、後述

の地域施策に関連する部分を除けば、特定の科目（研修内容）もしくは科目群において研修

効果が減じられている可能性も低いと思われる。

なお、唯一全体の傾向に比して評価が低かった調査項目「地域の認知症施策に関係する取

り組みに従事するようになった」については、施設・事業所自体の地域施策に関係する取り

組み状況があまり高くない一方、取り組みが行われている場合の修了者配置の割合は他の取

り組みと比べて低いわけではないことから、施設・事業所単位での取組状況に依存している

部分があると考えられる。

③ 修了者への役割付与

施設・事業所における修了者への役職・役割の付与状況、修了者がいることの利点、及び

受講者派遣目的に関する結果から、認知症介護実践リーダー研修修了者に対し、中核的職員
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としての役割に加え、指導的・管理的役割が期待され、かつ付与されていることが確認され

た。

受講者派遣の目的をみると、「受講者個人の知識・技術習得」「チームケアの質の向上」「中

核となる職員の育成」に加えて、認知症介護実践者研修と比較して、「研修内容の職場内共有

や指導」「組織体制の充実」が高い割合で挙げられていた。これに対して、修了者がいること

の利点（記述回答）の分類結果をみると、②で示した「他職員の OJT による指導や模範とな

る振る舞い」「チームケアへの貢献（リーダーシップの発揮含む）」に記述が集中しており、

派遣目的に合致した人材が、研修の結果得られていると考えられる。

その上で、人材育成・職場内研修・地域活動に関する施設・事業所での体制や取り組みが

ある場合、当該の取り組みに修了者が配置されている割合は、概ね 6～7 割程度であった。こ

れは、1 施設・事業所あたりの修了者数の中央値が 1 名であることを考慮すると、高い割合

であるといえよう。このうち、もっとも割合が高かったのは「認知症ケアに関する留意事項

の伝達や技術的指導」（職場内研修）、次いで「OJT による指導体制」（人材育成）、「介護・看

護職員ごとの研修計画の作成・実施」（人材育成）であった。その他、権利擁護やリスクマネ

ジメント関係の職場内研修、階層的な人材育成体制、医療・介護連携、地域活動等さまざま

な取り組み等で 6 割を超える配置がみられた。これらのことは、前述の受講者派遣の目的、

及び修了者がいることの利点に関する結果の傾向とも共通するものと思われる。

また、修了者のおよそ 7 割はリーダー・主任等以上の役職に配属されていた。 

④ 施設・事業所の体制・取組への寄与

上記③の結果を、施設・事業所の体制・取組への寄与という観点から捉え直せば、認知症

介護実践リーダー研修は、認知症介護実践者研修でみられたサービス運営全体の底上げにつ

ながる具体的取組・体制の強化に加え、指導・管理体制の強化にも資しているものと考えら

れる。

加えて、「組織体制の充実」「研修内容の職場内共有や指導」等の指導的・管理的な面での

受講者派遣目的が明確である方が、修了者個人に対する修了後の変化に関する評価が高く、

このことからも、施設・事業所の体制・取組への寄与が期待されているのに対し、それに応

じた研修成果が一定程度認められていると考えられる。

また、修了者がいない施設・事業所との比較では、修了者がいない施設・事業所では調査

項目のいずれにおいても体制整備や取組実施の割合が低くなっていた。加えて、認知症介護

実践リーダー研修修了者がいる施設・事業所では、サービス評価の体制 2 項目を加えて計 19
目の指標のうち、12 項目で全体に比して整備・実施率が高くなっていた。体制整備が進んで

いることによって研修への職員派遣が進んでいる可能性もあり、因果関係の方向は必ずしも

明らかではないものの、修了者が高率で当該体制等の担当に配属されており、かつ取組・体

制の割合及び担当配属の割合は実践者研修よりもリーダー研修の方が高いことから、両研修

が体制構築に貢献している、もしくは相乗的に効果をもたらしていることが考えられる。な

お、「認知症ケアに関する留意事項の伝達や技術的指導」の定期的実施は、認知症専門ケア加

算（Ⅰ）において認知症介護実践リーダー研修修了者の一定数配置とともに要件となってい

る。本調査において、修了者がいる施設での同加算取得率は 3 分の 1 に過ぎなかったが、要

件のひとつである取り組みが行われている割合は 9 割以上、かつ修了者がいない施設等より

明らかに高く、このことも研修効果の証左のひとつと考えられる。

⑤ 留保事項・課題等

留保事項や課題に相当する内容は、基本的には認知症介護実践者研修と同様である。

107



認知症介護研究・研修仙台センター 

加えて、認知症介護実践リーダー研修で特に言及すべき事項として、修了者のリーダー・

主任等以上への配属率が 7 割程度であること、及び直接比較はできないものの受講後の変化

に関する能力評価が認知症介護実践者研修の水準をやや下回っていることが挙げられる。こ

れらは、受講者想定と実際の受講前後の状況（職位や役割）のミスマッチという、共通の問

題を背景としている可能性がある。受講要件として「リーダーになることが予定される者」

が含まれていることを含めて、今後の研修評価にあたっては十分考慮する必要がある。

⑥ まとめ

 認知症介護実践リーダー研修は、チームマネジメントを中心とした、リーダーとしての能

力向上の面で一定の受講効果をもたらしているものと考えられる。

 受講後の変化に関する評価項目は現行の研修カリキュラムから導出したものであり、研修

の所期の目的は概ね達成されているものと思われる。

 認知症介護実践リーダー研修修了者に対し、中核的職員としての役割に加え、指導的・管

理的役割が期待されかつ付与されていることが確認された。

 認知症介護実践者研修でみられたサービス運営全体の底上げにつながる具体的取組・体制

の強化に加え、指導・管理体制の強化にも資しているものと考えられる。

 認知症介護実践者研修と同様の課題があることに加え、受講者想定と実際の受講前後の状

況（職位や役割）のミスマッチが生じている可能性を考慮する必要がある。

３）認知症介護指導者養成研修のアウトカム評価

(1) 評価指標と対象

認知症介護指導者養成研修（以下：指導者研修）は、現行研修においては、「認知症介護基礎

研修及び認知症介護実践研修を企画・立案し、講義、演習、実習を担当することができる能力

を身につけるとともに、介護保険施設・事業者等における介護の質の改善について指導するこ

とができるものを養成すること」をねらいとしている。また、原則として医療・保健・福祉の

国家資格を有する者であると同時に、認知症介護基礎研修又は認知症介護実践研修の企画・立

案、講師として従事する者、さらに地域ケアを推進する役割を担うことが見込まれている者等

の要件をすべて満たした者を対象者としている。認知症介護実践者等養成事業においては最終

段階に位置する研修であり、都道府県等から推薦を受けた者及び介護保険施設・事業者等の長

から推薦を受けた者に対して実施する選抜考査の結果、研修対象者として認められたものが対

象となる。これらのねらい・対象者設定に応じて、この研修は「認知症ケアにおける教育の理

論と実践」「認知症ケア対応力向上のための人材育成」「地域における認知症対応力向上の推進」

の 4 つの柱で構成されており、前期 3 週間、4 週間の職場実習、後期 2 週間のカリキュラムが

設定されている。

本事業では、①平成 30 年度までに修了した認知症介護指導者（以下：指導者）を対象とした

指導者活動実態調査、②都道府県等及び指導者ネットワークを対象とした指導者の地域活動の

参画の実態把握調査を実施した。調査設計上のアウトカム指標は、【役職の変化】、【研修の目標

と達成度】【環境・体制（自法人の役割・介護報酬加算・置かれている環境）の状況と指導者の

役割担当】、【指導者活動（認知症介護実践研修への参画、地域活動への参画）の状況】、【研修

前後の変化についての自己評価】であった。以降、主として「認知症介護実践研修等の企画・

講師」、「職場内外におけるケアの質向上のための指導」、「地域の認知症施策への貢献」の観点
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から、アウトカム評価を整理する。なお、調査結果の詳細は第 3 章で示したとおりである。 
 

(2) 認知症介護実践研修等の企画・講師等 

認知症介護実践者研修等の開催に当たっては、企画・立案し、講義、演習、実習等を担当す

ることができる認知症介護指導者養成研修修了者（指導者）の活用について示されており⁂、  
都道府県等で開催される認知症介護実践研修は、指導者の関与のもと実施されている。介護保

険施設・事業所で勤務する認知症介護実践者研修やリーダー研修の修了者の多くは、指導者か

ら得た学びを介護現場に活かしているということができる。 
今回の指導者活動実態調査において、認知症介護実践研修等の企画・立案に参画している指

導者が約 7 割、講師・ファシリテーター役を務めている指導者が約 8 割であることが確認され

た。上記のように、多くの指導者が認知症介護実践者等養成事業に関与することで一定のレベ

ルが担保された研修の開催が可能となり、各地で毎年多数の実践者研修、リーダー研修修了者

の輩出に貢献していると考えられる。 

*「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議」資料（2016 年 3 月 7 日） 
「認知症ケアに携わる人材育成のための研修事業の見直し等について」厚生労働省総務課認知症施策推進室 

 

(3) 職場内外におけるケアの質向上のための指導   

指導者活動実態調査の「自法人における人材育成・地域交流の関与」の結果より、指導者は

研修修了後、施設・事業所内の体制整備や地域における新たな役割を付与されていることが明

らかになり、指導者研修は職場内外におけるケアの質向上に貢献しているものと考えることが

できる。 
自法人における人材育成に関する調査結果では、「リーダー等指導的立場の職員を育成する

体制づくり」や「研修の企画・立案や講師」などの役割が、研修修了後に付与されている場合

が多いことが確認できた。また、研修修了後の変化に関する調査では、「介護職員、看護職員ご

との研修計画の作成や実施」を、指導者が研修修了後に担うようになった  ことが確認できた。

この項目は認知症専門ケア加算Ⅱにおいて、指導者の一定数配置とともに取得要件とされてい

る。同加算の取得率は 5 割程度という結果であったが、要件の一つである本取り組みは 7 割程

度実施されていた。研修修了後の新たな人材育成役割の付与や専門的なケアを実践するための

体制整備の充実が確認されたことは、指導者研修によってもたらされた職場内のケアの質向上

への効果と考えられる。 
職場外におけるケアの質向上に貢献しているものとして、特に専門職向けの地域活動に関す

る調査結果に着目すると、「地域包括支援センターから依頼された研修」、「医療従事者に対する

認知症対応力向上研修」、「行政等を通しての他事業所へのアドバイザー事業」などに、研修を

修了してから携わっている指導者が多いことが確認できた。また指導者の置かれている環境に

関する調査結果では、指導者活動の促進要因として「所属法人や事業所の指導者の役割の理解」

や「活動への配慮」があることが確認された。 
上記のとおり、所属法人・事業所の指導者に対する理解や活動への配慮のもと、職場内外の

介護の質改善の指導のための様々な役割や職場内での体制整備などの役割が、研修修了後に付

与されていることから、指導者研修は、介護保険・事業者の介護の質の改善の指導という研修

のねらいに合致した人材の輩出に貢献しているものと考えられる。 
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(4) 地域の認知症施策推進への貢献

指導者活動実態調査より、約 9 割の指導者が研修修了後、何かしらの地域活動に新たに関与

(5) 課題・検討事項

本事業で実施した調査では、指導者自身の自己評価を中心に認知症介護指導者養成研修の効

果の検証を行っている。自己評価自体は個人の内面における詳細な変化などを捉えるうえでは

有効な面もあるが、過大評価や過少評価に偏る可能性は否めない。サービス全体の質や組織力

の向上、サービス利用者の生活の質の向上を検証するとなると、客観性の担保が難しいと言わ

ざるを得ない。

指導者活動調査において 、所属法人・事業所の「指導者が研修修了後に担うべき役割への理

解」が、認知症介護実践研修等の企画・立案、講師として関与することに繋がっている一方で、

地域活動を実践することには必ずしも繋がっていないことが明らかになった。今回の調査では、

所属法人・事業所が「認知症介護実践研修等への関与」と「地域活動への関与」の両方を「指

導者の担うべき役割」と認識していたかどうかを確認していなかった。よって、「地域活動への

関与」が「指導者の担うべき役割」に含まれると認識されていなかった可能性がある。

都道府県等を対象とした調査では、認知症施策推進大綱の柱に沿った活動に関して、指導者

への働きかけ（「市町村に指導者を紹介している」、「直接働きかけていないが活動を把握してい

る」も含む）が限定的であることが明らかになった。言い換えると、限定的とはいえ都道府県

側には、指導者が認知症施策の推進役との認識が一部にはあることがうかがえる。一方、指導

者が地域活動を実践する際に、都道府県等から何らかの働きかけを受けたことによって行った

のかどうかは今回の調査ではたずねていないため、両者が地域における認知症施策を推進する

という共通の認識のもと、連携して地域活動を推進しているかという点は確認できなかった。

したがって、認知症施策推進のためにどの程度連携が取れているのか、あるいは、相互の認識

にどのようなミスマッチが生じているのかを本調査からは断定することはできない。今後指導

者が、自治体より認知症施策を推進する有為な存在として認識され、人材活用されることを事

業のアウトカム評価のひとつとして考えるならば、認知症施策推進に対する自治体と指導者双

方の認識の共有が課題だと考えられる。
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していることを確認することができた。具体的に見てみると、「認知症カフェや通いの場の設

置・運営」、「自法人と地域との交流が増える仕組みづくり」は施設・事業所で展開されている

活動に研修修了後に新たに関わるようにことになった活動であり、「キャラバンメイト・認知症

サポーター養成」、「学生向けの認知症理解促進」、「学会等のシンポジスト等の依頼を受けて登

壇」、「マスメディアを通じた動画配信などの啓発活動」などは、個人あるいは指導者チームと

して研修修了後に開始した活動である。

また、地域活動に関与する指導者に対し、指導者自身や所属する事業所等が関与する、地域

の認知症施策の推進につながる具体的な事例提供を依頼した第 2 次調査では、46 の活動事例

が報告された。そのうち約 4 割は法人が主体となって実践されている活動であることが確認す

ることができた。

以上の結果から、指導者は研修修了後に個人として様々な地域活動に関与すること、また施

設・事業所として地域活動を展開することを通して、指導者研修の修了後に求められる活動で

ある「地域ケアを推進する役割を担うこと」を実現しており、指導者研修は地域の認知症施策

の推進に対して一定の効果が認められると考えることができる。
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(6) まとめ 

 指導者が認知症介護実践者等養成事業の企画・立案、講師・ファシリテーターとして関与す

ることで、標準カリキュラムに則った研修が受講できる体制を担保し、毎年多数の実践者研

修、リーダー研修の修了者の輩出に貢献している点で  、指導者研修は、一定の効果をもた

らしている。 
 指導者には、職場内外での介護の質改善に関する指導や職場内での体制整備などの役割が研

修修了後に付与されていることから、指導者研修は、介護保険・事業者の介護の質の改善の

指導の役割を担うができる  人材の輩出に貢献していると考えられる。 
 指導者は研修修了後に個人として地域活動に関与すること、また施設・事業所として地域活

動を展開することを通して、指導者研修の修了後に求められる活動である「地域ケアを推進

する役割を担うこと」を実現しており、指導者研修により地域の認知症施策の推進に対して

一定の効果が認められると考えることができる。 
 所属法人や事業所の管理者または施設職員などの他者評価を含めた評価方法については、今

後検討していく必要がある。 
 「地域活動への関与」が「指導者の担うべき役割」に含まれると、所属法人や事業所から認

識されていなかった可能性がある。よって、今後は指導者の役割に含まれる活動を明確にす

る必要がある。 
 指導者が、自治体より認知症施策を推進する有為な存在として認識され、人材活用されるこ

とを事業の中期アウトカム評価のひとつとすると、自治体と指導者双方の認識の共有が課題

だと考えられる。 
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１）認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修・実践リーダー研修）

(1) 提案の性質

ここでは、前節で整理した留保事項・課題等を含めた内容を踏まえ、今後実施される新しい

カリキュラム等による研修のアウトカム評価において考慮すべき事項について、調査を通じて

検討したアウトカム指標（一部アウトプット指標）をもとに、具体的な提案を行う。

なお、考慮すべき事項は概ね同様であるため、認知症介護実践研修全体について示す。

(2) 評価のスキーム

 アウトカム評価の観点からは、修了後一定期間後の能力評価、及び役割等の付与を中心に事

後的な評価を行うべきである。

 前後比較のデザインを用いるべきである。

 自己評価や試験等による主観評価・知識評価も重要な観点であるが、客観評価（客観的な指

標を用いることや他者評価を実施すること）を必要条件とすべきである。

 全体として、本調査が後ろ向き調査、かつ受講者（修了者）個人ではなく施設・事業所が対

象であったことを踏まえ、個人・施設等のどちらに紐づけた指標として活用するかについて

は、改めて検討が必要である。

(3) 施設・事業所や研修受講（派遣）状況に関する基本的事項

 修了者がいない事業所が一定の割合で存在すること、1 事業所あたりの修了者数が少ないこ

と等より、修了者は人数で回答を求め、施設・事業所単位での割合や偏在の状況（修了者が

いる施設・事業所の割合等）を実施主体単位で確認できるようにした方がよい。

 グループホーム・小規模多機能事業所においては、管理者・計画作成担当者とそれ以外の修

了者の有無（数）が明確に分けられるようにした方がよい。

 リーダー以上の役職への配属状況については、本調査では後ろ向き調査のため人数で回答を

求めたが、評価指標として実装する場合は、受講者個人に紐づける方法もありうる（この方

が受講後の変化を着実に把握しうる）。

 本調査では特別養護老人ホーム＋ショートステイ等、複数事業所をまとめて回答する場合が

みられたため、利用者数（及び利用者数に紐づいた自立度分布等）の情報が、正確な情報と

して利用することが難しかった。評価指標として実装する場合は、事業所の単位（区切り）

を明確（一体的に運営される施設単位ではなく、サービス種別による区切り）にした方がよ

い。

(4) 施設・事業所の環境・体制、修了者への役割付与、サービス評価等

 体制整備や取組実施の有無とともに、修了者の配置状況までアウトカム指標として入れ込む

のが適当かつ効果的と考えられる。ただし、グループホーム・小規模多機能事業所において

は、管理者・計画作成担当者“以外”の修了者配置であるかを確認した方がよい。

２．今後のアウトカム評価において考慮すべき事項 
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 前後評価の観点から、施設・事業所の体制整備や取組実施の状況、及びそれらへの受講者（修

了者）配置の状況は、研修受講前時点においても測定しておくとよい。ただし、修了者の配

置状況については、すでに修了者がいる場合とそうでない場合が混同されないようにする必

要があるため、個人に紐づく形も考えられる。 
 認知症専門ケア加算・認知症加算については、一定の利用者条件下で、適切なサービスの質

確保の取り組みがなされ、それが研修修了者の配置によって担保されている、という要件構

成となっていること、利用者負担増との兼ね合いも含めて要件を満たしても取得しない場合

がありうることから、加算取得の有無よりも、要件充足に焦点を当てて指標化することが望

ましい。また、要件はまとめて（連続した項目として）確認する方が、情報が散逸せずによ

いと思われる。 
 サービス評価のうち、「第三者評価・外部評価等の導入」「利用者評価もしくは家族評価の導

入」は評価の「体制」に属する。本調査では別枠で尋ねたが、体制整備の一環として尋ねて

もよい。ただし、因子としての独立性は考慮する必要がある。 
 「サービスの自己評価」は、比較的安定した単因子構造ではあるが、若干天井効果の傾向が

あり、かつ修了者の有無（及び人数）との関係は薄いもしくは不明確なため、アウトカム指

標としてこのまま使用するかどうかは検討が必要である。ただし、グループホーム・小規模

多機能事業所では修了者がいることの効果が見込める部分もあるため、小規模事業所もしく

は修了者の割合が高い場合に効果が見込める可能性はある。場合によっては、自己評価の限

界として論じた上で、介護 DB、CHASE/VISIT、介護サービス情報公表制度等の客観指標

の活用を、中長期アウトカムを見越して検討しておくとよい。またこれは、身体拘束・事故・

苦情等の状況についても同様である。 
 上記の点は、今後の介護関係の評価システムにおけるデータベース化・集約化の方向性を鑑

み、評価指標の全体構成の問題としても、中長期的に考慮していく必要がある。 
 身体拘束・事故・苦情等の状況は、直接的な解釈が難しく、サービス種別による差も大きい

ため、それぞれ単独の指標として用いるのは、現時点では適当ではないと思われる。ただし、

転倒等については CHASE 項目として想定されており、身体拘束は入所・入居を伴うサー

ビス種別では体制減算の対象でもあるため、一定程度考慮する必要はある。苦情についても、

高齢者者虐待防止法上で体制整備が求められており、間接的には関係することに留意する必

要がある。 
 

(5) 受講者（修了者）の能力評価 

 「修了者にみられる変化」は、それぞれ単因子構造で内的整合性も高いため、項目は因子的

にまとめる必要はない。調査設計時に新カリキュラム検討中の科目ごとの目標との対応を目

論んで各項目を設定した経緯もあるため、項目ごと、及び合計点として使用できると思われ

る。ただし、確定後の新カリキュラム各科目との意味的な対応関係については改めて確認す

べきであり、対応関係がなければ外す項目があってもよい。また、本調査では後ろ向き調査

の範囲ではあったが、指標として実装する場合は、受講前評価における使用が必要と思われ

る。ただし、経時的比較に適しているかどうかを実証したわけではないため、試験的な運用・

検証は可能であれば実施した方がよい。 
 「受講者派遣の目的」は、「修了者にみられる変化」とも一定程度関係するため、派遣元事

業所において、受講（派遣）前に確認する等の使用が考えられる。なお、本調査の枠組みで

は調査できなかったが、個人の受講動機についても、指標への入れ込みについて検討の余地

がある。 
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(6) 受講者派遣に関する課題

 直接的なアウトカム評価の指標としての使用は想定されないが、中長期の「認知症介護研修

推進計画」PDCA サイクル循環の観点からは、活用を考慮してもよいのではないか。

２）認知症介護指導者養成研修

(1) 提案の性質

ここでは、前節で指摘した課題・検討事項を踏まえ、今後実施される新しいカリキュラム等

による研修のアウトカム評価において考慮すべき事項について、調査を通じて検討したアウト

カム指標（一部アウトプット指標）をもとに、具体的な提案を行う。
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(2) 評価のスキーム

 アウトカム評価の観点からは、修了後の一定期間後ごとに、認知症介護実践研修等の企画・

講師への参画状況、職場内外におけるケアの質向上の指導への関与、地域の認知症施策推進

への参画状況を中心に事後的な評価を行うべきである。

 前後比較のデザインを用いるべきである。

 客観評価（客観的な指標を用いることや所属法人や事業所の管理者または施設職員などによ

る他者評価を実施すること）を必要条件とする。ただし指導者研修では、受講者自身が管理

的立場であるケースが多く、他者評価が実施できないことも考えられるため、自己評価を含

めるかどうかは、改めて検討が必要である。

(3) 認知症介護実践研修等の企画・講師への参画状況

 認知症介護実践者等養成事業についての実施主体は都道府県・政令指定都市であるため、事

業についての参画状況については、研修運営者と連携のうえ各都道府県・指定都市が主体と

なり評価すべきである。

 認知症介護実践者等養成事業への関与を評価指標として実装する場合、所属法人や事業所の

理解の有無を紐づける形も考えられる。

(4) 職場内外におけるケアの質向上の指導への関与

 ケアの質向上を図る観点から、指導者養成研修後の変化に関する自己評価の項目は、アウト

カム指標として入れ込むのが適切かつ効果的である。ただし自己評価だけではなく施設の管

理的立場にある者、指導者が管理的立場である場合には、施設職員からの評価も紐づけする

ことが望ましい。

 施設・事業所としての様々な取り組みの実施や体制整備への貢献を図るため、「自法人での

人材育成・地域交流」の項目は、アウトカム指標として入れ込むのが適切かつ効果的である。

ただし、指導者としての立場での貢献度を明確にするため、指導者研修受講前後に測定して

おくとよい。

 職場外での介護の質改善に関する指導への関与を図るため、「自法人以外での介護保険施設
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等や職員に対する研修実施、相談、アドバイス、サポート」に関する項目は有用であると考

えられる。上記と同様に、研修受講前時点に測定しておいた方がよい。

 認知症専門ケア加算Ⅱについては、加算が一定の利用者条件下で、適切なサービスの質確保

の取り組みがなされ、それが研修修了者の配置によって担保されている、という要件構成と

なっていること、利用者負担増との兼ね合いも含めて要件を満たしても取得しない場合があ

りうることから、加算取得の有無よりも、要件充足に焦点を当てて指標化することが望まし

い。また、要件はまとめて（連続した項目として）確認する方が、情報が散逸せずによいと

思われる。

(5) 地域の認知症施策推進への参画状況

 地域活動への関与については、認知症介護指導者養成研修を受講したことにより、新たな地

域活動への関与が見られたことから、アウトカム指標として適切であるといえる。ただし、

受講前より地域活動に関わっている指導者も多いことから、指標として実装する際には、受

講前後での使用が必要であると思われる。本調査の枠組みでは、実際に指導者が地域活動を

実施する際の自治体から働きかけの有無についてはたずねていない。指標として実装する際

には、実践している地域活動に対する自治体からの依頼や認識の有無を紐づける形も検討す

る必要がある。

 地域活動の関与を評価指標として実装する場合、指導者の立場として、地域活動を実践する

ことに対する所属法人や事業所の理解の有無を紐づける形も考えられる。

 認知症施策推進大綱の 5 つの柱に基づいた具体的な地域活動の事例収集は、認知症介護指

導者養成研修のアウトカムを評価することに繋がると考えられるため、定期的に実施するこ

とが望ましい。ただし実装する場合には、活動を行う際の自身の立場、所属法人や事業所の

関与、自治体からの依頼の有無を紐づけできる枠組みを検討することが必要である。

 自治体から認知症施策の推進役として認識され、人材活用されていることを図るため、認知

症施策推進大綱に沿った活動に対する自治体からの働きかけの項目は、アウトカム評価とし

て入れ込むことは適切かつ効果的であるといえる。

(6) 「指導者の置かれている環境」についての課題

 都道府県等において「認知症介護研修推進計画」の PDCA を展開し中長期アウトカムを達

成するうえで、指導者の実践者等養成事業への参画は必須である。指導者の参画を確実にす

るためには、「指導者の置かれている環境」、すなわち「所属法人・事業所の指導者活動（認

知症介護実践研修等への関与、その他の地域活動への関与）への理解」、「地域貢献を推進す

る組織風土」等の有無を、認知症介護指導者養成研修の申込時の確認事項として入れ込むこ

とが有効であると考えられる。
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１）認知症介護実践者等養成事業におけるアウトカムの捉え方

本事業の背景として、これまで「認知症介護実践者等養成事業」の最終評価が、各事業（研修）

の累積修了者数（アウトプット評価）に置かれていたのに対し、各事業及び養成事業全体がもたら

す効果・成果の検証（アウトカム評価）が必ずしも行われてこなかった、ということがあった。

本報告書第Ⅱ部では、この課題に対して、現行の研修事業がもたらしている効果・成果について、

受講者（修了者）個人もしくは所属施設・事業所における直接的なものを中心に、主として初期～

中期にかけてのアウトカムについて、各研修事業のねらい及び対象者に照らして確認した。

「認知症介護実践者等養成事業」における今後のアウトカム評価を検討するにあたっても、各研

修事業の効果・成果は、直接的・短期的には受講者やチームにもたらされるもの（初期アウトカム、

もしくは初期～中期のアウトカム）である。またそれは、研修のねらいや対象設定を直接的に反映

するものである必要がある。一方、初期アウトカムの蓄積が中長期的に事業所や地域へ、あるいは

認知症の人やその家族等へもたらす波及的効果（中期～長期アウトカム）が期待され、これは「認

知症介護実践者等養成事業」全体の施策効果として期待されるところでもあろう。この場合、研修

事業ごとの評価だけではなく、研修体系全体としての評価を行うことが必要となる。さらに、中期

～長期アウトカムが確認・蓄積されていくことが、「認知症施策推進大綱」等の上位施策への貢献に

結びつくことも期待されるところである。

このように、アウトカム評価は、施策評価という観点からは初期～長期の範囲で段階的に捉える

必要があり、さらに上位施策への貢献という観点からは、当該事業や活動の結果として生じた社会

的・環境的な効果（社会的インパクト）を含めて検討される必要がある。

したがって本事業では、「社会的インパクト評価」の観点から、今後の「認知症介護実践者等養成

事業」のアウトカム評価について整理・検討を行うこととした。

２）「社会的インパクト」とその評価、及び構成要素

(1) 「社会的インパクト」とその評価

ここで、「社会的インパクト」「社会的インパクト評価」、及び社会的インパクト評価の構成要

素について整理しておく。

まず、「社会的インパクト」とは、内閣府社会的インパクト評価検討ワーキング・グループ

（2016）「社会的インパクト評価の推進に向けて」によれば、「短期、長期の変化を含め、当該

事業や活動の結果として生じた社会的、環境的なアウトカム」である。同時に、「アウトカム」

は「組織や事業のアウトプットがもたらす変化、便益、学びその他効果」、「アウトプット」は

「組織や事業の活動がもたらす製品、サービスなど」と整理されている。ただしこれらは、広

義に定義的な整理を行ったものであり、社会的インパクト及びアウトカム、特に社会的インパ

クトは多様な捉え方がなされている。そのため、「どこまでのアウトカムを測定するかについて

第１章 
認知症介護実践者等養成事業における評価の枠組み
（社会的インパクト評価） 

１．アウトカム評価を含む「社会的インパクト評価」 
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は、評価の目的、資金の提供者のニーズ、組織が有する資源等を踏まえ、関係者の合意の上で

決定され」るとされている。

次に、「社会的インパクト評価」については、同じく内閣府社会的インパクト評価検討ワーキ

ング・グループ（2016）によると、「社会的インパクトを定量的・定性的に把握し、当該事業や

活動について価値判断を加えること」とされている。ここで、社会的インパクトを評価するこ

とのポイントは 2 点あり、第 1 に、「定量的・定性的な把握に加えて、事業や活動について『価

値判断』を加える」ということが挙げられる。第 2 に、「事業等がもたらした『変化』や『便益』

等の『アウトカム』を評価する」ことが挙げられる。したがって、アウトプットまでしか取り

扱わない、あるいは結果の把握（測定）やその集積までしか行わないことは、社会的インパク

ト評価とはいえない。また、社会的インパクト評価の目的は、次の 2 点にあるとされる。ひと

つは、「説明責任を果たすこと（アカウンタビリティ）」である。社会的インパクト評価は、公

益的な事業や活動について行われることが多いが、外部の利害関係者（ステークホルダー）に

当該事業・活動の社会的インパクトに係る戦略と結果を開示し、説明責任を果たす必要がある。

もうひとつは、「学び・改善」である。「組織内部で社会的インパクトに係る戦略と結果を共有

し、事業／組織に対する理解を高め、意思決定の判断材料を提供することで、事業運営や組織

の在り方を改善する」という目的である。すなわち、当該事業の PDCA サイクルを適切かつ効

果的に循環させ、事業を発展させていくことに貢献することである。

これらの考え方を、評価理論（Evaluation Theory）でよく用いられる「資源＝インプット」

「活動＝アクティビティ」「結果＝アウトプット」「成果＝アウトカム」の一連の流れ図（後述

するロジックモデル）に位置づけると、以下のような関係性で整理される（図表Ⅲ-1-1）。とり

わけ、事業の実施、活動によって生み出されるアウトカムをいかに把握していくかが、社会的

インパクト評価の鍵となる（新日本有限責任監査法人，2017「内閣府『社会的インパクト評価

の実践による人材育成・組織運力強化調査』社会的インパクト評価ツールキット」）。 

図表Ⅲ-1-1 社会的インパクト評価とロジックモデル 

出典）新日本有限責任監査法人「内閣府『社会的インパクト評価の実践による人材育成・組織運力

強化調査』社会的インパクト評価ツールキット」（2017）p.1 

社会的・環境的な変化（社会的インパクト） 『社会的企業』が 

直接 コントロールできる部分 
（事業） 事業対象者に 

提供するサービス 
生産       利用 

資  源 
インプット 

活 動 
アクティビティ 

結  果 
アウトプット 

短期成果 
アウトカム① 

中期成果 
アウトカム② 

長期成果 
アウトカム③ 

事業対象者等の変化・事業目標の達成 

価値判断を加える 
（良し悪しの評価、改善要否の判断） 

定量的・定性的 に把握 

社会的インパクト評価 

○資源（インプット）

○活動（アクティビティ）

○結果（アウトプット）

○成果（アウトカム）

：資金、人員・時間、場所・施設等、事業実施に必要な投入物 

：社会的企業のスタッフ等が実際に従事する具体的業務 

：社会的企業のスタッフ等の活動により生み出される製品・サービス等 

：製品・サービスにより生み出される社会的・環境的な変化、便益、学び等 

外部要因
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(2) 「社会的インパクト評価」の方法

「社会的インパクト評価」実施手順の全体像としては、図表Ⅲ-1-2 のようなものが想定され

る。図表中の表現とは若干異なるが、社会的インパクト評価の実施手順は、それ自体が全体と

していわゆる PDCA サイクルを構成していることがわかる。 
なお、資源・投入（インプット）と取組み・活動（アクティビティ）、活動の成果（アウトプ

ット）、期待される短期～長期の成果（アウトカム）を仮説的につなぎ合わせて、事業が成果を

上げるために必要な要素を体系的に図式化したものを、「ロジックモデル」という。

また、ロジックモデル上で示された各要素と要素間の因果（インパクト）関係に対して、評

価を通じてこれらを客観的に明らかにしていくための方法、すなわち定量的に把握していくた

めの測定指標を検討し、その方法を可視化したものを「インパクトマップ」という。

図表Ⅲ-1-2 社会的インパクト評価の実施手順の全体像 

出典）新日本有限責任監査法人「内閣府『社会的インパクト評価の実践による人材育成・組織運力

強化調査』社会的インパクト評価ツールキット」（2017）p.4 

３）本事業における取り組み

(1) 本事業における具体的な取り組み

ここまでの整理を踏まえ、図表Ⅲ-1-2 にしたがえば、本事業では次のような取り組みを行う

こととした。

ただしその前提として、本事業実施年度である令和 2（2020）年度が、次の状況に該当する

ことを踏まえた。ひとつは、認知症施策推進大綱にさきがけて定められた「認知症施策推進総

Step1 

ロジックモデルを
つくる 

Step2 

インパクトマップをつくる 

Step3 

データを収集する 

Step4 

データを分析する 

Step5 

事業改善につなげる 
報告する 

Step0 

評価目的・ステークホルダーを
確認する 

計画 

Plan 

実行 

Do 

分析 

Assess 

報告・活用 

Report & 

Utilize 

評価に取り組む目的は何か（誰に・何のために評価書を読んでもらいた
いか）、評価対象事業のステークホルダー（受益者を含む利害関係者）
は誰かを確認する。 

事業目標実現に向けた、事業のインプット、アクティビティ、アウトプット、
アウトカムのロジック（因果関係）を整理する。

ロジックモデル上で特定された、事業のインプット、アクティビティ、アウト
プット、アウトカムのそれぞれの要素について、どのような方法でデータを
収集し、どのような数値・計算式等を用いて定量化・金銭換算するかを
一覧的に可視化する。

ロジックモデルやインパクトマップ上で特定・整理した、事業のインプット、
アクティビティ、アウトプット、アウトカムのそれぞれの要素について、既存
統計や、アンケート・インタビュー調査等を通じてデータを集める。

集めたデータを分析し、期待した成果があがっているか、 
課題や阻害要因を分析する。 

分析した結果に基づき、事業を改善する。 
結果を組織内外のステークホルダーに報告する。 
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合戦略（新オレンジプラン）」平成 29（2017）年 7 月改訂版において各研修の累積修了者数評

価の基準年度として設定されていることである。もうひとつは、令和 2 年度に別途実施されて

いる 2 つの調査研究事業において、認知症介護実践研修・指導者養成研修のカリキュラム見直

し、及び認知症介護基礎研修の受講形態を含めた見直しが行われ、経過措置期間はあるものの、

令和 3 年度より新しいカリキュラム等が用いられることである。これらの状況から、本報告書

第Ⅱ部で報告したとおり現行研修のアウトカム評価を一定程度実施し、それを踏まえつつ本事

業内でインパクトマップ作成まで実施し、令和 3 年度より実施される新カリキュラムによる研

修事業において新たに体系化された評価を実施していくことが望ましいと考えられた。

したがって本事業では、次節に示すように、まず Step1 の評価目的・ステークホルダー確認

に相当する、評価の対象事業及び評価主体の検討・整理を実施した。その後、次々節に示すよ

うに、Step2 に相当するロジックモデルの作成を行った。さらに、それらの内容と、本報告書

第Ⅱ部で報告した現行研修におけるアウトカム評価の結果とを踏まえて、次章で示すようにイ

ンパクトマップの作成を行った。ただし、前述の時機的な前提を踏まえ、中長期のアウトカム

評価及び社会的インパクト評価については近い将来の目標に定めた上で、初期～中期にかけて

のアウトカム評価のあり方、方法・指標の検討を中心に実施した。

(2) ドナベディアン・モデルに関する検討

社会的インパクト評価とはやや異なるアウトカム評価の考え方として、「ストラクチャー（構

造）」「プロセス（過程）」及び「アウトカム（結果）」の 3 つの要素から評価する、ドナベディ

アン・モデル（Donabedian Model）によるものが知られている。 
同モデルは、医療分野等においてよく用いられており、本邦の介護サービスやそのシステム

に関する評価においても、過去用いられてきた経緯がある。本事業で検討対象とする「認知症

介護実践者等養成事業」、特に認知症介護実践研修・指導者養成研修についても、必ずしも同モ

デルを明示的に用いたわけではないが、平成 25（2013）年度の老人保健健康増進等事業「認知

症ライフサポートモデルを実現するための認知症多職種協働研修における効果的な人材育成の

あり方及び既存研修のあり方に関する調査研究事業」（日本能率協会総合研究所）において、当

時実施されていた研修におけるストラクチャー及びプロセスに関する現状分析と課題整理が行

われた。また同事業で指摘された事項を踏まえ、平成 26（2014）年度から平成 27（2015）年

度にかけて、認知症介護研究・研修仙台センターにより、カリキュラムの抜本的な見直し、シ

ラバスの作成、認知症介護基礎研修の創設等に関する調査研究が行われ、平成 28（2016）年度

より国が示す通知等が改められ、現行の研修が実施されるに至った。

一方、本報告書内ですでに述べてきたように、本邦の認知症介護に関係する施策は、本事業

で対象とする研修事業を含めて、近年大きな政策に統合されていく流れが作られている。具体

的には、厚生労働省が平成 24（2012）年に示した「認知症施策推進 5 か年計画」（オレンジプ

ラン）は、その後関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務

省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）との共同策定である「認知症施策推

進総合戦略」（新オレンジプラン）に受け継がれ、令和元（2019）年には関係閣僚会議を経た政

府施策である「認知症施策推進大綱」に集約されるに至った。さらに現在では、認知症基本法

の立法に向けた動きがみられている。

したがって、本事業で対象とした「認知症介護実践者等養成事業」に対する評価においても、

事業内で完結する範囲のものだけではなく、上記のような大きな政策への貢献という観点から、

社会的・環境的な効果（社会的インパクト）を十分に考慮する必要がある。そのため、本事業

では、社会的インパクト評価の観点から検討していくことが有効と考えられた。
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１）現行及び今後の認知症介護実践者等養成事業におけるアウトカム評価

本報告書第Ⅱ部では、現行の認知症介護実践者等養成事業におけるアウトカム評価を行うにあた

って、本事業における対象研修事業及び評価主体を整理した。

今後の認知症介護実践者等養成事業におけるアウトカム評価（社会的インパクト評価）の検討に

あたっても、本事業における作業対象としては、同一としたい。なお、今後の検討課題を含めた詳

細については次項以降に示した。

２）対象事業（一部再掲）

(1) 対象とした事業

「認知症介護実践者等養成事業」、及び左記事業に対して実施主体である都道府県・指定都市

が策定する「認知症介護研修推進計画」を対象とすることとした。

ただし、「認知症介護実践者等養成事業」には、多様な研修事業が含まれる。本事業ではこれ

らのうち、ステップアップ型の連続性をもった事業で、修了者配置が介護報酬加算の要件であ

り、かつ養成事業全体の根幹をなす、「認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修、認知症介

護実践リーダー研修）」、及び「認知症介護指導者養成研修」を、本事業における主な対象とす

ることとした（図表Ⅲ-1-3）。 

(2) 対象としなかった事業を含めた今後の課題

① 受講者配置が義務付けられている研修

基準省令により受講者の配置が義務付けられており、基本的にその需要に依る事業（認知

症対応型サービス事業開設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修、小規模多機能型

サービス等計画作成担当者研修）については、その性質を鑑み、本事業では検討対象としな

いこととした。しかし研修体系全体には明確に含まれるものであり、これまで実施されてこ

なかったカリキュラム等を含むストラクチャー・プロセス評価の問題を含めて、今後検討す

べき課題であることを確認した。

② 認知症介護基礎研修

認知症介護基礎研修については、令和 3（2021）年度の介護報酬改定に伴い無資格者の受

講義務化、及び完全 e ラーニング化（現行では全 6 時間のカリキュラムのうち、3 時間相当

分のみ選択的に e ラーニング化可能）が行われる見込みである（いずれも経過措置期間あり）。

これらは受講条件やカリキュラム、受講形態の大きな変更を伴うものである。したがって、

認知症介護基礎研修のアウトカム評価については、令和 3～4 年度を目途に別途検討するこ

とが適当と考えられる。ただし、都道府県・指定都市が策定する「認知症介護研修推進計画」

において、現行の様式では実施回数・規模等の算定根拠が求められていないため、後にアウ

トカム評価を適切に実施できるよう、現時点で算定根拠を明確にしておくことが望ましいと

２．本事業における評価の対象事業及び評価主体 
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考えられた。

③ 認知症介護指導者フォローアップ研修

認知症介護指導者フォローアップ研修については、研修の性質を鑑み、本事業では当面の

検討対象とはしないこととした。ただし、認知症介護指導者養成研修修了者における指導水

準の維持・向上及び地域施策推進への貢献促進等の中長期アウトカム担保の観点からは、今

後改めて整理・検討する必要性があると考えられた。また、将来的な検討機会を想定した場

合、現行の認知症介護研修推進計画における同研修の「受講者選考にあたっての方針」では、

認知症介護指導者に期待される役割のうち、認知症介護実践研修の展開状況は考慮すること

となっているが、地域施策推進への貢献状況については言及されていない。このため、早急

に受講者選考や育成計画において勘案すべきであると考えられた。

④ 研修体系全体の総合的な評価

将来的には、上記①～③を含めた、「認知症介護実践者等養成事業」全体に対する、総合的

なアウトカム評価を実施できる体制等を検討していくことが必要と考えられた。

３）評価主体と評価の実効性の担保（一部再掲）

本事業では、上記 2) のように対象事業を定めた上で、事業評価（施策評価）の観点から、次のよ

うに評価の主体を整理した。

１．各研修の実施主体による事業評価（施策評価）

認知症介護実践研修：実施主体かつ「認知症介護研修推進計画」作成主体である都道府県・指

定都市

認知症介護指導者養成研修：実施主体である認知症介護研究・研修センター、及び「認知症介

護研修推進計画」作成主体かつ受講者推薦元である都道府県・指定都市

 ２．「認知症介護実践者等養成事業」を所管する厚生労働省における施策評価

ただし、都道府県・指定都市管内で指定・委託を受けて各事業を実施する法人における事業評価、

各事業における実施回ごとの研修評価、研修カリキュラム評価、修了認定の基礎となる受講者評価、

受講者を派遣した事業所ごとの体制（修了者への役割・役職付与を含む）・サービス評価等について

は、上記 1 を構成する資料として積み上げられるものであり、それぞれにおける評価のあり方、方

法、指標についても本事業の検討対象とすることとした。併せて、それぞれにおける評価での活用

も想定することとした。

なお、1 及び 2 に示す評価主体によるアウトカム評価については、評価の実効性を担保する観点

から、評価を集約していくスキームについて、制度的に明確に位置付けていくことが必要と考えら

れた。具体的には、国がこれらの研修について示す通知である、老発第 0331010 号老健局長通知

「認知症介護実践者等養成事業の実施について」別紙「認知症介護実践者等養成事業実施要綱」、及

び老計発第 0331007 号老健局計画課長通知「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」

において、①都道府県・指定都市単位でのアウトカム評価を含む事業評価の実施、②評価結果を含

むもしくは踏まえた「認知症介護研修推進計画」の策定、及び③それらの国への定期的な報告につ

いて定めるとともに、必要十分な評価・報告の様式を提示することが必要と考えられた。
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１）作成過程

本事業における「認知症介護実践者等養成事業」の社会的インパクト評価に関するロジックモデ

ルを、次のように検討を重ねて作成した。

作成にあたっては、図表Ⅲ-1-1 から、社会的インパクトは長期アウトカムの先にあるものとして

も、アウトカム全体を包含する上位概念としても位置付けられることを前提とし、これを認知症施

策推進大綱内の「３ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援」、もしくはそのうち「（３）介

護サービス基盤整備・介護人材確保・介護従事者の認知症対応力向上の促進」から検討した（大綱

全体の目標も踏まえた）。

同じく図表Ⅲ-1-1 の整理を踏まえ、中期～長期アウトカムや社会的インパクトは、アウトプット

から遠位になるほど、他の施策の影響を受けることも前提とした。したがってこれらのアウトカム・

インパクトは、「認知症介護実践者等養成事業」単独の成果としてのみ位置づけられるものではな

い。

また、ロジックモデルの具体的な作成においては、主に 2 つの方法論を参考にした。 
ひとつは、社会的インパクトを想定した上で、どのような条件が達成されると目標に近づくかを

検討する方法（セオリー・オブ・チェンジ）である。このとき、前述のとおり認知症施策推進大綱

を検討の基盤に置いた。

もうひとつは、資源・投入（インプット）と取組み・活動（アクティビティ）、活動の成果（アウ

トプット）、期待される短期～長期の成果（アウトカム）の関係を、仮説的な因果関係（「もし～な

らば、こうなるだろう」）によってつなぎ合わせて体系化する方法（基本的なロジックモデルの手法）

である。このとき、「認知症介護実践者等養成事業」に関する老健局長通知・課長通知、及び通知内

の要綱、標準カリキュラムを因果関係想定の基礎とした。またこれらの資料に加え、認知症介護研

究・研修センターが整理した各研修のシラバスにおけるカリキュラム毎の到達目標、これまで実施

されてきたカリキュラム改定の経緯、研修評価に関係して実施されてきた研究事業の成果、行政担

当者会議の議事内容等をモデル作成の参考とした。

なお、ロジックモデルは客観的な検討を経ていることが重要なため、素案作成や修正作業を作業

部会で行い、客観的検討を検討委員会の役割と位置付けて作業を進めた。

２）作成したロジックモデル

最終的に、図表Ⅲ-1-4 のようにロジックモデルを作成した。本モデルの構造及び各要素の概要は

以下のとおりである。

(1) 全体の構造

横軸にインプット、アクティビティ、アウトプット、アウトカム（初期・中期・長期）、及び

社会的インパクトを時系列的に配置した。なお、上記 1) の整理に従い、社会的インパクトは長

期アウトカムの先にあり、かつアウトカム全体を包含するものとして位置づけている。

縦軸には、研修の中心的な実施主体（都道府県・指定都市）、研修運営者（都道府県等からの

委託法人や実施セクション）、受講者を派遣する施設・事業所、及び受講者個人を配置し、階層

的に整理することとした。なお、研修成果の受益者という意味では、ステークホルダーとして、

３．ロジックモデルの作成 
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当然サービスの利用者やその家族等が考えられる。また、社会制度・施策あるいは社会的イン

パクトの観点からは、介護保険の被保険者及び保険者、ひいては地域住民までステークホルダ

ーとしては想定できる。本事業ではこれらのステークホルダーを想定した上で、研修事業への

直接の関与者の範囲で、ロジックモデルの構造（縦軸）としての配置を行った。

なお、本事業内では取り扱えなかった研修も含まれるものの、「認知症介護実践者等養成事業」

の評価であることを踏まえ、認知症介護実践研修に含まれる 2 研修（認知症介護実践者研修・

実践リーダー研修）、及び認知症介護指導者養成研修を併せてひとつのモデルに組み込むこと

とした。

(2) 社会的インパクト

「1) 作成過程」に示したように、社会的インパクトは、認知症施策推進大綱内の「３ 医療・

ケア・介護サービス・介護者への支援」に置き、長期アウトカムが集約される近位のものとし

てその中の「（３）介護サービス基盤整備・介護人材確保・介護従事者の認知症対応力向上の促

進」を置いた。一方、より遠位には大綱全体の柱である「『共生』と『予防』」を置いた。また

さらに遠位のつながりの想定として、介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画を置いた。

なお、社会的インパクトの表現に具体性を持たせるため、認知症施策推進大綱より本事業の

検討対象事業に関係する表現を抜き出して使用した。

(3) アウトカム

アウトカムについては、初期、中期、長期の 3 つの段階を想定した。これは、本章でここま

で整理してきた、社会的インパクトまでを見据えたアウトカムの想定によるものである。加え

て、アウトカム評価を用いた PDCA サイクルを、「認知症介護研修推進計画」を起点に循環さ

せていくという想定も踏まえている。したがって、実施主体におけるアウトカムでは、単年度

の計画達成を初期アウトカムに置いたうえで、現行の計画様式で示されている 5 年程度を 1 つ

の計画サイクルとしてその達成を中期アウトカム、さらに長期的にサイクルを循環させていく

ことを長期アウトカムとして想定した。併せて、認知症介護指導者養成研修については、認知

症介護実践研修における研修企画・講師等の活動を徐々に拡大していくこと、また中長期的に

地域の認知症施策推進への貢献を拡充していくこともアウトカムとして想定した。

一方、施設・事業所及び受講者個人単位では、本報告書第Ⅱ部での想定や調査結果も踏まえ、

次のように想定した。まず初期アウトカムとして、各研修で修得目標（ねらい）としていた能

力が自施設・事業所内で発揮され、かつそれに応じた役割・役職等が付与されることを想定し

た。併せて、施設・事業者側からみて、認知症専門ケア加算の取得そのものというよりは、そ

の要件である計画的な研修や具体的な指導等が研修修了者を中心に実施されることも初期アウ

トカムとして想定した。ただし、加算要件にはほかに「日常生活自立度Ⅲ以上の者が 5 割以上」、

及び自立度Ⅲ以上の利用者数に応じた一定割合での修了者配置という、人数・率を基準とした

ものが設けられているが、これらについては修了者の能力や役割の発揮そのものではないため、

アウトプットとして位置づけた。また、これらの中長期的な結実として、サービス全体の質や

組織力の向上、あるいはサービス利用者の生活の質の向上がみられることを中期～長期のアウ

トカムとして位置づけた。またここで中期～長期のアウトカムは、実施主体側からみれば、認

知症介護研修推進計画のサイクルが順調に循環していることや、それに伴って管内全体のサー

ビスの質向上等が生じていることの証左（実施主体単位での中長期のアウトカム）でもある。

さらに、令和 3（2021）年度からの各研修の新しいカリキュラムにおいては、認知症介護指導
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者養成研修に加え、認知症介護実践研修においても、研修のねらいに地域施策の理解や貢献が

位置づけられたため、その実現を中期～長期のアウトカムとして想定した。

(4) インプット、アクティビティ、アウトプット

インプット、アクティビティ、アウトプットについては、実施主体、研修運営者、施設・事

業所、及び受講者個人の 4 者の関係を踏まえつつ、研修の企画段階から研修の開始までをイン

プット、研修実施中の取り組みをアクティビティ、研修修了（終了）時及び修了（終了）直後

に得られるであろう結果をアウトプットとして、現行研修の流れを確認・整理する形でとりま

とめた。
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※この章に示す内容のとりまとめは、認知症介護研究・研修東京センターが担当した。

１）インパクトマップの作成過程

インパクトマップとは、p.119 にある通り、「ロジックモデル上で示された各要素の因果（インパ

クト）関係に対して、評価を通じてこれらを客観的に明らかにしていくための方法、すなわち提供

的に把握していくための測定指標を検討し、その方法を可視化したもの」である。そこでインパク

トマップの作成に際しては、ロジックモデルを土台にして、ロジックモデルの要素の右に、それぞ

れどのような内容を主な評価項目とするかを示し、複数の要素を俯瞰し、一体的にデータ取得を行

うことが予測される単位で、評価実施者及びその方法を記述する形式でインパクトマップを作成し

た。

ロジックモデルの要素ごとの評価項目案の抽出・選定においては、これまでに認知症介護研究・

研修センターが実施した調査のほか、既存の国通知で示されている認知症介護研修推進計画の報告

事項となっている項目を参考にしたほか、本事業で実施した「実践者研修・実践リーダー研修のア

ウトカム評価を中心とした介護保険施設・事業所等調査」及び「認知症介護指導者養成研修修了者

の活動実態調査（第 1 次調査）」で用いた調査項目及び調査結果も活用した。 
なお、以上の過程の客観性を担保するために、素案作成や修正作業を作業部会で行い、客観的検

討を本事業における検討委員会の役割と位置付けて作業を進めた。

２）作成したインパクトマップ

最終的に図表Ⅲ-2-1 のようにインパクトマップを作成した。本マップの構造及び各要素の概要は

以下の通りである。

(1) インパクトマップの構造

ロジックモデルをベースに、横軸にはインプット、アクティビティ、アウトプット、アウト

カム（初期・中期）を時系列的に配置し、縦軸には、研修の中心的な実施主体（都道府県・指

定都市）、研修運営者（都道府県等からの委託法人や実施セクション）、受講者を派遣する施設・

事業所、及び受講者個人を配置し、階層的に整理することとした。検討の結果、中期アウトカ

ムについては、長期アウトカム、社会的インパクトは、新カリキュラムが導入されることや、

これから情報公開制度、CHASE/VISIT（LIFE）等の導入される施策やツールへの集約が見込

まれることなどから、今後の課題として持ち越し、継続的に検討することとしたため、長期ア

ウトカム及び社会的インパクトはインパクトマップの横軸に加えなかった。

(2) インプット

ロジックモデルにおいて、実施主体のインプットには、「認知症介護研修推進計画の策定」「予

算投入」「研修企画・委託・受講者募集」「受講条件等諸条件の確認」が要素として示されてい

第 2 章 評価のあり方、方法及び指標 

１．インパクトマップの作成 
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る。インパクトマップでは、認知症介護研修推進計画の策定には、研修推進計画の策定（単・

5 年）、目標設定（対象者総数、研修開催回数、定員、目標育成数、修了者の役割等）、予算投

入には、予算（額、名目）、受講料（額、内訳）、研修企画・委託・受講者募集には、委託指定

の別と機関数、受講者募集方法（HP、FAX、mail 等）、受講条件等諸条件の確認には、対象サ

ービス種別、受講方法・環境（オンライン研修の有無・科目等を含む）をそれぞれ項目として

示した。

また、研修運営者のインプットには、「カリキュラム・シラバスの整備」「認知症介護指導者

の配置」「研修開催」が要素として示されている。インパクトマップでは、カリキュラム・シラ

バスの整備には、カリキュラム検討方法（指導者合議・委員会・その他等）シラバスとの対応

（完全対応、一部追加、その他等）、認知症介護指導者の配置には、担当指導者数、指導者以外

の講師担当（科目数、職種）、研修内容に応じた指導者の配置（ファシリ数、職場研修担当者受

講者数等）、研修開催には、開催回数、受講定員、開催時期、申込者数、受講決定者数をそれぞ

れ項目として示した。

さらに、施設・事業所のインプットには、受講申し込み受講者派遣が要素として示されてい

るが、これに対しては、申し込み時の各研修修了者数、加算取得の有無、派遣目的（修了者へ

の期待）、派遣方法（有給・出張等）を項目として示した。

受講者個人のインプットには、研修参加・受講が要素として示されているが、これに対して

は、受講動機（上司指示、自己学習、キャリアアップ、その他）を項目として示した。

インプットは、本事業の評価結果を踏まえて、事業を改善する際の視点となる要素であり、

研修の内容に影響を与えやすいと考えられる項目を中心に選定した。

(3) アクティビティ

研修に直接関与するのは、研修運営者及び受講者個人であるため、ロジックモデルにおいて、

アクティビティが要素として示されている領域は、研修運営者と受講者個人となっている。

研修運営者のアクティビティには、「個別カリキュラムの実施」「職場実習課題設定の支援」

「職場実習支援」が要素として示されている。個別カリキュラムの実施については、研修実施

（実施・延期・中止）、出席及び参加状況の確認、課題提出確認、職場実習課題設定の支援には、

担当指導者数、指導者の平均担当受講者数、職場実習支援には、中間報告の実施、ラウンドの

実施、期間中の個別指導の実施を項目として示した。

また、受講者個人のアクティビティには、「講義・演習を通じた学習（個別カリキュラムの受

講）」「職場実習課題設定」「職場実習」が要素として示されている。講義・演習を通じた学習（個

別カリキュラムの受講）については、出席、課題提出、グループワークへの主体的な参加、研

修内容の理解、職場実習課題設定には、職場実習の意図の理解、計画書の作成、計画書の提出、

職場実習には、職場実習の取り組み、職場実習成果のとりまとめ、職場実習報告、職場実習の

振り返りを項目として示した。

(4) アウトプット

アウトプットは、ロジックモデル上、受講者個人にとっての結果が、施設・事業所としての

結果、研修運営者の結果が実施主体にとっての結果にそれぞれ影響を与える構造になっている。 
受講者個人のアウトプットには、「研修目標水準の達成（個人として研修全体のねらいの達

成）」「研修の修了」が要素として示されており、研修目標水準の達成（個人として研修全体の

ねらいの達成）については、各科目の習得状況、研修の修了については、修了証書の受領を評
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価項目として示した。

施設・事業所のアウトプットには、受講者個人のアウトプットの直接的結果としての「修了

者の職場内配置」「加算要件の充足(人数・率)」が要素として示されている。修了者の職場内配

置については、研修別修了者数、加算要件の充足(人数・率)については、自立度Ⅲa 以上認知症

の人の割合、加算要件に則った修了者の配置を項目として示した。

さらに、研修運営者のアウトプットでは、「研修目標水準の達成（研修単位での研修全体のね

らいの達成）」「研修の修了（修了認定）」が要素として位置づけられている。研修目標水準の達

成（研修単位での研修全体のねらいの達成）については、科目別の習得状況集計、研修の修了

（修了認定）については、修了者数、修了率（修了者数/受講決定者数）、修了延期者数、修了不

可者数をそれぞれ項目として示した。

そして、実施主体のアウトプットは、研修運営者のアウトプット「研修の修了（修了認定）」

の直接的結果としての育成目標数の達成（計画した回数の実施、修了者の輩出）が要素として

示されている。この評価項目は、管下のすべての研修運営者による研修の結果を集約した内容

であり、認知症介護研修推進計画との関連も考慮し、研修運営者研修実施回数目標達成率（実

際の開催回数/予定開催数）、単年度修了者数目標達成率、（実際の修了者数/目標修了者数）をそ

れぞれ評価項目とした。

(5) 初期アウトカム

受講者個人の初期アウトカムは、研修の種別に合わせて「理念及び知識・技術に基づく実践

（実践者）」「ケアチームの構築、留意事項伝達・技術的指導（リーダー）」「実践研修等の企画・

立案、講師等（指導者）」「職場内研修計画・実施（指導者）」が要素となっている。理念及び

知識・技術に基づく実践（実践者）は、成果報告有無、実行状況の変化、満足度、次の研修の

受講希望、研修成果の活用（記述）、職場実習対象者のその後、を評価項目として示し、ケア

チームの構築、留意事項伝達・技術的指導（リーダー）は、「成果報告有無」「実行状況の変化」

「満足度、次の研修の受講希望」「研修成果の活用（記述）」「職場実習対象者のその後」「ケア

留意事項の伝達・技術指導（1）」を評価項目として示した。指導者研修のアウトカムである、

実践研修等の企画・立案、講師等（指導者）は、実施主体への報告・連絡体制確保、研修講師

等での関与、実践状況（自身、施設・事業所、施設・地域での役割の変化）、職場内研修計画・

実施（指導者）は、職場内研修計画立案（看・介護）をそれぞれ評価項目として示した。

 施設・事業所の初期アウトカムは、「リーダー等中核的職員としての修了者配置、他の職責・

役割の付与」「加算取得」がロジックモデルの要素となっており、リーダー等中核的職員とし

ての修了者配置、他の職責・役割の付与では、主任等役職者としての配置、教育（研修企画）

担当者としての配置、チューター等OJT担当者としての配置、加算取得では、専門ケア加算Ⅰ、

専門ケア加算Ⅱ、認知症加算、（いずれも加算取得）をそれぞれ評価項目とした。

 研修運営者の初期アウトカムとしては、「実践研修の補助・講師等（新規指導者）」が要素と

なっており、役割の有無、役割の内容（講師、ファシリ、その他）を評価項目として示した。 
 実施主体のアウトカムとしては、「認知症介護研修推進計画（単年度分）の達成」「施設等に

おける介護の質の改善指導（指導者）」が要素となっており、認知症介護研修推進計画（単年

度分）の達成については、各研修修了者の習得状況、各研修修了者の実践の変化、施設等にお

ける介護の質の改善指導（指導者）については、介護の質の改善指導実施状況を評価項目とし

て示した。

 なお、事業のアウトカム評価としては、単年度の事業評価が基本単位となるが、実施主体の

アウトプットである「育成目標数の達成（計画した回数の実施、修了者の輩出）」と実施主体
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の初期アウトカムである「認知症介護研修推進計画（単年度分）の達成」を統合したものが単

年度の総合評価として位置付けることとした。

(6) 中期アウトカム

受講者個人の中期アウトカムでは、「キャリアアップ」と、「地域の認知症施策への貢献」が

要素として示されている。キャリアアップでは、職位の変化、地域の認知症施策への貢献では、

実践者研修修了者は、ケア質向上への関与（役割の付与有無、役割内容）、リーダー研修修了

者は、施策推進への寄与（役割の付与有無、役割内容）、指導者では、個人として活動参加事

例の有無、事業所として展開等の事例の有無を評価項目とした。

施設・事業所の中期アウトカムでは、サービス全体の質、組織力の向上、利用者の生活の質

向上がそれぞれ要素として示されている。これらの評価項目については、本事業で実施した「実

践者研修・実践リーダー研修のアウトカム評価を中心とした介護保険施設・事業所等調査」の

項目活用も検討したが、今年度の成果を考慮し、現段階では評価項目を示さなかった。今後、

情報公表制度、介護DB、CHASE/VISIT（LIFE）の利活用等の可能性も見込まれることから、

それらの可能性を含め検討することとした。

研修運営者の中期アウトカムでは、主に指導者のアウトカムとして「地域の認知症施策推進

への貢献拡充」「実践研修等の企画・立案、実施体制拡充」が要素となっている。地域の認知

症施策推進への貢献拡充は、これらの評価項目は、大綱の役割を担当するケース増、都道府県

等における独自の役割増、実践研修等の企画・立案、実施体制拡充では、研修担当にかかるル

ールの設定、指導者活動率増をそれぞれ評価項目とした。

実施主体の中期アウトカムは、「認知症介護研修推進計画（現行5か年分）の達成」「管内で

質の高い事業所が増加」がロジックモデルの要素となっている。認知症介護研修推進計画（現

行5か年分）の達成については、目標達成の有無、研修の充足率（延べ修了者数/対象者数）、指

導者活動率（活動指導者数/修了指導者数）、指導者の独自役割の達成状況などを評価項目とし

て示した。また、管内で質の高い事業所が増加については、施設単位での各研修の修了者充足

率増を評価項目として示したが、修了者の事業所異動（転職含む）もあり、評価指標として十

分機能するかは課題も残り、この評価方法も今後の課題となった。
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本項では、研修を具体的にどのように評価し、その結果をどのように取りまとめるか具体的な流

れとその際の考え方を整理する。なお、実践研修（実践者研修・リーダー研修）と指導者研修の位

置づけの違いを鑑み、まずは実践研修の評価方法から整理する。

１）研修評価のスキーム

本事業における検討委員会では、実践研修（実践者研修・リーダー研修）と指導者研修の評価ス

キームのあり方を検討した。検討結果を図示すると、図表Ⅲ-2-2 となる。図では、実践研修の評価

の流れを上部、指導者研修の評価の流れを下部に示し、それぞれ都道府県及び国に集約する形がと

られている。

まず、実践研修のアウトプット評価は、研修運営者（実施機関）が、指導者と連携し、受講前及

び修了時の情報を集約し、都道府県等に報告する。これは、主に受講時と修了時の能力の評価が中

心となり、研修の改善等に活用される。そして、実践研修のアウトカム評価は、研修運営者（実施

機関）が受講前及び修了後の現場での実践の情報を集約し、都道府県等に報告する。これは、修了

者の役割（職位等）やケアの実行状況（ケア・人材育成）の変化を中心に評価する内容となり、集

約された結果は、管下の研修事業改善に活用される。都道府県等の役割としては、①集約した結果

を、事業計画と照らして評価し、次の事業計画に活用することや②管下施設・事業所や市民に公表

することが想定される。

指導者研修の評価は、認知症介護研究・研修センター（仙台、東京、大府）（以下、3 センター）

を主体にして実施する。まず、指導者研修のアウトプット評価は、3 センターが、受講前及び修了

時の情報を集約し、都道府県等に報告する。これは、実践研修と同様、主に受講時と修了時の能力

の評価が中心となり、研修の改善等に活用される。そして、指導者研修のアウトカム評価は、研修

運営者（実施機関）が受講前及び修了後の現場での実践の情報を集約し、国に報告するとともに県

に周知する。これは、修了者の役割（職位等）やケアの実行状況（ケア・人材育成）の変化を中心

に評価する内容となり、集約された結果は、実践者等養成事業の成果として全国に公表されるほか、

国の研修事業改善に活用されることが想定できる。また、都道府県等に周知したアウトカムは、各

都道府県等における研修事業の計画立案や改善に活用される。こういった評価の循環の中で制度を

運用することにより、認知症介護実践者等養成事業の成果を確認・公表しつつ、受講者の変化等時

宜に応じ、より効果的な制度として展開できるよう、事業を見直すことができる。

２．実践研修の評価方法及び指標 
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図表Ⅲ-2-2 実践研修・指導者研修の評価スキームのイメージ 

２）研修単位での評価

本事業は、県単位での研修のアウトカム評価方法を開発することを目指しているが、県単位での

評価の基本となるのは、1 回の研修単位での評価である。実践者研修もリーダー研修も集合研修で

学習した内容をふまえて自職場実習を行い、その結果を報告するという一連の過程は共通しており、

研修単位での評価方法も同一の方法が考えられたため、ここでは実践研修に共通の方法として整理

する。

(1) 受講者個人によるアウトプットの自己評価

研修で知識・技術が身についた結果、現場で実践する認知症ケアの質が向上するとすれば、

まず、研修を受けてどのように知識・技術が向上したかを評価することが求められる。知識の

評価は、テスト等でも実施できるが、実践研修においては、その知識をどのように実践に活用

するかを含めた技術習得が重視される。そのため、アウトプットの評価は、研修で学習する項

目に沿って自己評価を行うこととした。できるだけ客観的に行うために、受講前に自分の知識・

技術を評価し、研修修了時に同じ項目で評価を行うという前後評価の方法を採用することで、

自己評価がどの程度変化したか評価できるように配慮した。これは、図表Ⅲ-2-3★部分に該当

する。
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図表Ⅲ-2-3 実践研修評価の基本モジュール

(2) 受講者個人のアクティビティの評価

前述の通り、実践研修は、技術習得が重視される研修である。特に、集合研修の成果を現場

で生かし、その結果をまとめ報告する職場実習は、技術習得の機会として重要であり、受講者

が技術を適切に習得できているか（翻って考えれば、研修運営者が適切な研修を提供できてい

るか）すなわちアクティビティの評価機会として重要な機会である。これを評価するのが、図

表Ⅲ-2-3●部分の職場実習報告評価である。これは、職場研修の過程（学習成果をふまえて職

場実習の課題を設定したか等）と結果（職場研修成果報告の取り組みが認知症の人の望む生活

の実現に資するものであったか等）を他者評価（認知症介護指導者）により評価する仕組みと

した。職場実習の取り組みにおいては、担当者が配置され、担当者は、職場実習の企画から取

り組み経過、報告資料の作成、実際の報告までのすべてのステップに関わるため、職場実習の

評価は、担当指導者が行うことが想定できる。ただし、研修の評価については、継続的に深く

かかわるからこそ、評価に偏りが出てくる場合もある。偏りを回避するための方法として、担

当者指導者に加えて、別の指導者やスタッフを位置付け、その 2 者の平均値をもって評価する

等の扱いを行うこともできる。

(3) 受講者個人及び施設・事業所による初期アウトカム評価

アクティビティが適切に提供され、研修のアウトプットとしての知識・技術の向上が確認で

きたとすれば、次に重要となるのは、学習した成果を現場で活かせたか等の初期アウトカム評

価である。初期アウトカム評価の対象としては、まず現場での受講者の行動（ケア）の変化が

挙げられるが、それだけでなく、研修の受講・修了を通じて、受講者がより認知症ケアの質の

向上に向けた行動をしやすくするような役割や立場が付与されたとすれば、それも初期アウト

カムと捉えることとした。また特に、実践研修修了者を配置していることを要件の一部にした

加算制度が国の施策の一環として運用されているが、研修制度が効果的に制度と連動している

かどうかは、施策評価の視点として重要である。以上から、加算を取得できる体制が整ったか、

その結果加算を取得するに至ったかなども初期アウトカム評価においてデータ収集すること

とした。これらを示すのが、図表Ⅲ-2-3▲及び◆で示したアウトカムに対応している。これら
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は、できるだけ客観的な評価をするため、受講前の役割及びケアの実行状況を評価し、研修修

了 3 か月後に研修をふまえて役割やケアの実行状況が変化したかを評価する方法とした。さ

らに、このアウトカム評価は、受講者本人の自己評価だけでなく、上司（上司がいない場合、

同僚等）に対しても同様の評価を行うことで、評価の客観性を担保しつつ、施設・事業所にお

ける初期アウトカムを評価できる方法とした。なお、初期アウトカム評価のタイミングを修了

3 か月後としたが、これは、タイミングが早すぎると修了後の行動を起こす前に評価すること

になることや、評価が遅すぎると研修以外の要素で変化する可能性が高まることを考慮し、先

行研究において、3 か月～4 か月で進められていたことをふまえつつ、検討委員会での議論を

経て決定した。

(4) 研修単位での評価のまとめ

実践研修の研修単位での評価は、①研修における学習成果を研修前、修了時に実施する自己

評価で確認し、②研修におけるアクティビティが適切に行われていたか（提供されていたか）、

を職場実習評価票を用いて認知症介護指導者が行う。更に、研修の効果として、③受講者の現

場での実践や立場が変化したかを受講者及びその上司による、研修前、研修修了 3 か月後の評

価で行うという方法が、評価の基本単位となる。

３）研修評価に資する評価票の作成

ここまで述べたような研修単体での評価を全国統一基準で実施するための評価票を 3 種類、開発

した。ここではそれらの評価票について解説する。

(1) アクティビティの評価項目と活用方法

受講者個人のアクティビティの評価視点として、職場実習報告の評価の重要性について指摘

したが、その評価票「職場実習評価票（実践者研修）」及び「職場実習評価票（リーダー研修）」

を開発した（図表Ⅲ-2-4、Ⅲ-2-5）。これらの項目は、実践研修のシラバスにおける職場実習部

分の「到達目標」及び「内容」の柱（箇条書き部分）から抽出し、４：あてはまる～１：あて

はまらないの 4 段階で評価する評価票とした。これを受講者の報告を聞きながら担当指導者が

チェックし、受講者とともに職場研修の成果を振り返るといった活用を想定している。すなわ

ち、これらの結果を集計し研修単位で集約することは想定していない。これは、職場実習の評

価がアクティビティの質を量的に比較評価するのではなく、評価の過程を踏むことによる担保

を目的としていることが背景にある。職場実習評価票を用いた評価の仕組みを組み込むことに

より、本事業における研修全体の質を担保する重要な過程となることが期待される。
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図表Ⅲ-2-4  職場実習評価票（実践者研修）

項目 
あて 

はまる 

どちらかという

とあてはまる 

どちらかという

とあてはまら

ない 

あてはまら

ない 

① 学習の成果を踏まえて、職場実習の課題を設定できた 4 3 2 1 

② 
ケア実践計画案は、認知症の人が望む生活の実現に資する内

容であった 
4 3 2 1 

③ 職場実習の行動計画は、実現可能な内容であった 4 3 2 1 

④ 再アセスメントを適切に実施できた 4 3 2 1 

⑤ 
修正したケア実践計画は、認知症の人が望む生活の実現に資

する内容であった 
4 3 2 1 

⑥ ケア実践計画に基づき取り組むことができた 4 3 2 1 

⑦ 実践したケアの評価は適切であった 4 3 2 1 

⑧ 認知症の人が望む生活の実現に資する取り組みであった 4 3 2 1 

⑨ 考察の内容は結果と照らし妥当なものであった。 4 3 2 1 

⑩ 
取り組みの結果を踏まえて、自己の気づきや学びを明らかにでき

た 
4 3 2 1 

⑪ 
指定された項目（目的、方法、結果、考察、今後の課題）に沿っ

て報告できた 
4 3 2 1 

⑫ 報告での話し方は理解しやすかった 4 3 2 1 

⑬ 報告資料は定められた時間内を想定して作成されていた 4 3 2 1 

⑭ 報告資料は聞き手が理解しやすいように作成されていた 4 3 2 1 

⑮ 報告においては必要な倫理的配慮がなされていた 4 3 2 1 

⑯ 質問されたことに適切に回答することができていた 4 3 2 1 

⑰ 他の受講者の取り組みに対して、客観的に評価し助言できた 4 3 2 1 

図表Ⅲ-2-5  職場実習評価票（リーダー研修）

項目 
あて 

はまる 

どちらかという

とあてはまる 

どちらかという

とあてはまら

ない 

あてはまら

ない 

① 指導計画は実現可能な内容であった 4 3 2 1 

② 
職場実習の取り組みは、協力する介護職員等の認知症ケアの質

向上に資する内容であった 
4 3 2 1 

③ 
職場実習の取り組みは、協力する介護職員等がケアする認知症

の人の生活の質の向上を目指している内容であった 
4 3 2 1 

④ 取組みの結果は適切に評価できた 4 3 2 1 

⑤ 考察の内容は結果と照らし妥当なのものであった 4 3 2 1 

⑥ 
取り組みの結果を踏まえて、今後の自己の職場内教育（OJT)に

おける課題を明らかにすることができた 
4 3 2 1 

⑦ 取り組みの結果を踏まえて、自己の気づきを明らかにできた 4 3 2 1 

⑧ 聞き手にとって理解しやすい話し方で説明できた 4 3 2 1 

⑨ 報告資料は定められた時間内を想定して作成することができた 4 3 2 1 

⑩ 報告資料は聞き手が理解しやすいように作成することができた 4 3 2 1 

⑪ 報告においては必要な倫理的配慮がなされていた 4 3 2 1 

⑫ 質問されたことに適切に回答する事ができた 4 3 2 1 
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(2) アウトプットの評価項目と活用方法

受講者個人のアウトプットの評価項目として、各研修の新カリキュラムのシラバスの「到達

目標」及び「内容」の柱（箇条書き部分）から、1 科目につき２～５問程度抽出し、４：できて

いる～１：できていないの 4 段階で評価する評価票「認知症ケアの知識・技術の習得状況自己

評価（実践者）」「認知症ケアの知識・技術の習得状況自己評価（リーダー）」を作成した（図表

Ⅲ-2-6、図表Ⅲ-2-7）。なお、この評価票によって、研修前と修了時の平均値の差を比較する等

によって、研修のアウトプットを確認するツールとして機能することが期待できる。これらの

項目は、本事業における検討委員会及び作業部会の検討を経て確定したものであるが、現時点

では、尺度としての標準化に至っていないため、数十項目をそれぞれ個別に比較するような分

析・活用方法となる。今後実際の運用が進み、データが蓄積されたのちには、統計的に解析し、

項目数を減じる等の対応により、より使いやすい尺度として洗練することが望まれる。

図表Ⅲ-2-6 認知症ケアの知識・技術の習得状況自己評価（実践者）

科目 項目 
できて

いる 

まあ 

できて

いる 

あまり 

できて

いない 

できて

いない 

（１）認知

症ケアの

理念・倫

理と意思

決定支援 

① 認知症ケアの理念を掲げることがなぜ必要か説明できる 4 3 2 1 

② 認知症加算について説明できる 4 3 2 1 

③ 
認知症の原因疾患とその症状の特徴、中核症状、心理的特徴及び行

動・心理症状（BPSD）の発症要因を念頭に置いてケアができる 4 3 2 1 

④ 認知症の人の声をそのまま受け止めることができる 4 3 2 1 

⑤ 
認知症ケアにおける倫理的ジレンマの解消を目指した行

動ができる 
4 3 2 1 

⑥ 
認知症の人の意思決定支援プロセス（意思形成支援、

意思表明支援、意思実現支援）を踏んだ支援ができる 
4 3 2 1 

（２）生活

支援のた

めのケア

の演習１ 

⑦ 
代表的な生活場面（食事・入浴・排泄等）における生活

障害のケアの具体例を挙げることができる 
4 3 2 1 

⑧ 認知症の人の視点を重視した生活環境づくりができる 4 3 2 1 

⑨ 
認知症の人の有する能力に応じたコミュニケーションがで

きる 
4 3 2 1 

（３）QOL

を高める

活動と評

価の観点 

⑩ 
認知症の人の心理的安定や QOL を高める活動の意義

について説明できる 
4 3 2 1 

⑪ 
認知症の人の心理的安定や QOL を高める活動の展開
例を挙げることができる 

4 3 2 1 

⑫ 
認知症の人の心理的安定や QOL を高める活動を評価
できる 

4 3 2 1 

⑬ 
PDCA サイクルを活用して、生活の中で継続的に QOL を

高める支援ができる 
4 3 2 1 

（４）家族

介護者の

理解と支

援方法 

⑭ 家族介護者の介護負担の要因を推測できる 4 3 2 1 

⑮ 
認知症施策における家族介護者の支援について挙げる

ことができる 
4 3 2 1 
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⑯ 
家族介護者の介護負担の軽減に向けて、自分の立場で

どのような支援が行えるか具体的に挙げることができる 
4 3 2 1 

（５）権利

擁護の視

点に基づ

く支援 

⑰ 高齢者虐待防止法の意義を説明できる 4 3 2 1 

⑱ 高齢者虐待が起きる背景を推測できる 4 3 2 1 

⑲ 
認知症の人の権利擁護のために、自分の立場で取り組

めることを具体的に挙げることができる 
4 3 2 1 

⑳ 「グレーゾーン」行為とは何か説明できる 4 3 2 1 

㉑ 
表面化していない虐待やその周辺の「グレーゾーン」行為

に気付くことができる 
4 3 2 1 

㉒ 
表面化していない虐待やその周辺の「グレーゾーン」行為に気付

いた際、チームに問題提起をする等行動を起こすことができる 
4 3 2 1 

（６）地域

資源の理

解とケア

への活用 

㉓ 
認知症の人が自宅や施設にとどまっていることの限界、自分が住んでい

るところの外にも生活の場があることの意義を説明できる 4 3 2 1 

㉔ 
自施設・事業所を利用する認知症の人にとってのインフ

ォーマルな地域資源を挙げることができる 
4 3 2 1 

㉕ 
自施設・事業所を利用する認知症の人にとってのフォーマルな

地域資源（介護保険サービス以外）を挙げることができる 
4 3 2 1 

㉖ 
自施設・事業所を利用する認知症の人のケアについて、インフ

ォーマルな地域資源・フォーマルな地域資源と連携できる 
4 3 2 1 

㉗ 
自施設・事業所が、地域資源として活用されるための取り

組みを計画できる 
4 3 2 1 

（１）学習

成果の実

践展開と

共有 

㉘ 
認知症ケアの研修で学んだことを実践の場に紐づけて考

えることができる  
4 3 2 1 

㉙ 
認知症ケアの研修で学んだことを実際に現場で実施でき

る 
4 3 2 1 

㉚ 
生活障害を意識した上で、自施設・事業所を利用する認

知症の人とコミュニケーションをとることができる 
4 3 2 1 

㉛ 
生活障害を意識した上で、自施設・事業所を利用する認

知症の人へのケアを実践し、結果を記録できる 
4 3 2 1 

㉜ 
認知症ケアの研修で、他の受講者に気づきや学びを発

信できる 
4 3 2 1 

㉝ 
認知症ケアの研修で他の受講者と気づきや学びを共有した時、

相手が発信したことをそのまま受け止めることができる  
4 3 2 1 

㉞ 
認知症ケアの研修で他の受講者と気づきや学びを共有した時、

相手の気づきや学びを自分の気づきや学びにできる  
4 3 2 1 

（２）生活

支援のた

めのケア

の演習２

（行動・心

理症状） 

㉟ 
行動・心理症状（BPSD)の発症の要因について、多面的

に推測できる 
4 3 2 1 

㊱ 
行動・心理症状（BPSD）の背景にある、認知症の人の望

みや意欲を推測できる 
4 3 2 1 

㊲ 
行動・心理症状（BPSD）について、その発症要因を推測

し、ケアを検討できる 
4 3 2 1 

㊳ 行動・心理症状（BPSD）を評価することができる 4 3 2 1 

㊴ 認知症の人の生活の質を評価することができる 4 3 2 1 
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（３）アセ

スメントと

ケアの実

践の基本 

㊵ 
認知症の人のアセスメントを行う際のポイントを具体的に

挙げることができる 
4 3 2 1 

㊶ 認知症の人のアセスメントを行い、ニーズを抽出できる 4 3 2 1 

㊷ 
認知症の人の望む生活の実現に向けたケアの実践計画

を作成できる 
4 3 2 1 

㊸ 
アセスメント及びケアの実践計画についてのカンファレン

スを行う際のポイントを具体的に挙げることができる 
4 3 2 1 

図表Ⅲ-2-7 認知症ケアの知識・技術の習得状況自己評価（リーダー）

対応科目 項目 
できて

いる 

まあ 

できて

いる 

あまり 

できて

いない 

できて

いない 

（１）認知

症介護実

践リーダ

ー研修の

理解 

① 実践リーダー研修での学習内容の概要を説明できる 4 3 2 1 

② 
認知症ケアを推進するための実践リーダーの役割を説明

できる 
4 3 2 1 

③ 
実践リーダーとしての自己の課題を明らかにすることがで

きる 
4 3 2 1 

（１）認知

症の専門

的理解 

④ 認知症の原因疾患別の特徴を説明できる 4 3 2 1 

⑤ 
代表的な生活場面（食事・入浴・排泄等）における生活

障害のケアの具体例を挙げることができる 
4 3 2 1 

⑥ 
行動・心理症状（BPSD)が発現している背景を考えた上

で、必要なケアについて検討することができる 
4 3 2 1 

⑦ 
認知症の治療と行動・心理症状（ＢＰＳＤ）に対してよく使

用される薬とその副作用について説明できる 
4 3 2 1 

⑧ 
認知症を取りまく社会的課題にどのようなものがあるか説

明できる  
4 3 2 1 

⑨ 
認知症の人の意思決定支援プロセス（意思形成支援、

意思表明支援、意思実現支援）を踏んだ支援ができる 
4 3 2 1 

⑩ 
若年性認知症の特徴（社会生活と就労、社会保障関

係、本人・家族の気持ち）について説明できる 
4 3 2 1 

（２）施策

の動向と

地域展開 

⑪ 
介護保険制度創設後からの認知症施策の変遷について

説明できる 
4 3 2 1 

⑫ 
認知症施策推進 5 か年計画から認知症施策推進大綱

に至る施策の動向について説明できる 
4 3 2 1 

⑬ 認知症施策上の実践リーダーの役割を説明できる 4 3 2 1 

⑭ 
実践リーダーとして自分の地域でどのようなことができる

か見つけ出すことができる  
4 3 2 1 

⑮ 認知症加算・認知症専門ケア加算について説明できる 4 3 2 1 

（１）チー

ムケアを

構築する

⑯ 対人援助チームの特徴を説明できる 4 3 2 1 

⑰ 
チームの構築や活性化のための基本的な考え方や方法

を説明できる 
4 3 2 1 
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リーダー

の役割 
⑱ チームにおける目標や方針を形成できる 4 3 2 1 

（２）ストレ

スマネジメ

ントの理論

と方法

⑲ 
チームにおけるストレスマネジメントの意義と必要性につい

て説明できる 
4 3 2 1 

⑳ 
認知症ケアにおけるストレスマネジメントの意義と必要性

について説明できる 
4 3 2 1 

㉑ ストレスの仕組みと対処法を説明できる 4 3 2 1 

㉒ 
認知症ケアにおいてストレッサーになりうる例を挙げること

ができる 
4 3 2 1 

㉓ チームメンバーのストレスを緩和する方法を検討できる 4 3 2 1 

（３）ケア

カンファレ

ンスの技

法と実践

㉔ 
ケアカンファレンスの目的や意義、必要性について説明

できる 
4 3 2 1 

㉕ 
チームでケアの決定過程を共有することがなぜ重要か説

明できる 
4 3 2 1 

㉖ 効果的なケアカンファレンスのポイントを説明できる 4 3 2 1 

㉗ 
職場において効果的な実践を促すため、進行役としてケ

アカンファレンスが展開できる
4 3 2 1 

（４）認知

症ケアに

おけるチー

ムアプロー

チの理論と

方法 

㉘ 
認知症ケアにおけるチームアプローチの意義と必要性を

説明できる 
4 3 2 1 

㉙ 
認知症ケアにおけるチームアプローチの有効性と留意点

を挙げることができる  
4 3 2 1 

㉚ 
認知症ケアにおけるチームアプローチの実践について指

導することができる 
4 3 2 1 
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(3) 初期アウトカムの評価項目と活用方法

初期アウトカムの評価としては、「施設・事業所における役割と認知症ケアの実行状況に関す

る評価」評価票を開発した。この評価の方法は、自己評価と上司評価に分かれており、それぞ

れ受講前及び研修修了 3 か月後の 2 回評価することとした。すなわち「施設・事業所における

役割と認知症ケアの実行状況に関する評価」の評価票は、4 種類×2 研修＝8 種類に分かれるこ

ととなる。（図表Ⅲ-2-8）。 
認知症ケアの実行状況（実践者 10 項目、リーダー13 項目）については、「実践者研修・実践

リーダー研修のアウトカム評価を中心とした介護保険施設・事業所等調査」において、尺度と

しての可能性が示唆されたⅡ-05 サービスの評価、Ⅲ-01 実践者研修修了者にみられる変化、Ⅲ

-04 リーダー研修修了者にみられる変化の結果を用い、問いの内容が類似している項目を減じ

たうえで、統合し、初期アウトカムの評価項目として利用することとした。同様に、修了者が

いることとの関係が明らかになった、同調査の施設・事業所の環境・体制の項目、人材育成等

の体制（7 項目）・職場内研修（6 項目）・地域活動（3 項目）を、認知症ケアの体制と担当（16
項目）に組み込むこととした。加えて、加算取得体制及び加算取得状況は、制度としての関係

性が深いことに加え、同調査において、アウトカム評価の指標として機能する可能性が見込ま

れたため項目に加えた。

受講時と 3 か月後で各項目に変化（改善）がみられるか、上司評価と自己評価に大きい差が

ある項目はないかなどが評価視点となる。
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図表Ⅲ-2-8 施設・事業所における役割と認知症ケアの実行状況に関する評価 

受講前 3 か月後 

自己評価 上司評価 自己評価 上司評価 

属性 都道府県・指定都市 ○ ○ ○ ○ 

研修運営者番号 ○ ○ ○ ○ 

受講年度 ○ ○ ○ ○ 

受講回 ○ ○ ○ ○ 

受講者 ID ○ ○ ○ ○ 

所属サービス ○ ○ ○ ○ 

職位 ○ ○ 

認知症ケアの実行（実践者 10 項目、リーダー13 項目） ○ ○ ○ ○ 

認知症ケアの体制と担当（16 項目） ○ ○ 

成果報告 ○ 

研修の満足度 ○ 

次の研修を受けたいか ○
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本事業は、実践者等養成事業のアウトカム評価について、明らかにしていくことを目指している

ため、研修単体の評価を集約し、県単位での事業評価として取りまとめることが目指される。以降

は、研修単体の評価結果をどのように集約し、事業評価につなげるかについて述べる。

１）研修単位での評価県レベルでの集約

(1) データ集約の流れ

実践者研修、リーダー研修のデータ集約の流れについて、図表Ⅲ-2-9 に示した。これまで述

べた通り、受講者個人に対する評価としては、アクティビティの評価（①部分）、アウトプット

の評価（②部分）、初期アウトカムの評価（③部分）に分けられる。受講者個人が学習成果を適

切に積み重ねられているかどうかを①で確かめ、その結果として、研修で期待される学習成果

を得られているかを②により評価し、さらにそれを現場の実践で生かせているかを③で評価す

る構造である。また、施設・事業所に対する評価として、アウトプットの評価（④部分）、初期

アウトカムの評価（⑤部分）の評価がある。受講者が研修を修了することで、直接的に得られ

る事業所の変化（加算条件を満たす等）を④で評価し、それをふまえた体制の変化（加算取得

等）を⑤で評価する構造である。更に、研修運営者は、担当した研修のアウトプット評価（⑥

部分）・アウトカム評価（⑦部分）のとりまとめを行う。令和 2 年度老健事業では、⑥について

は、修了者数等の基本的な研修のアウトプット（修了者数等）に加え、前述の①②を研修単位

で取りまとめた結果となり、⑦については、前述の③④⑤を研修単位で取りまとめた結果とな

る。なお、④については、正確には施設・事業所のアウトプットの評価であるが、取りまとめ

る情報は施設・事業所単位の情報となり、効果的・効率的に情報収集・評価する観点から、⑦

において集計することとした。

実施主体による総合評価は、管下研修運営者により実施された研修の結果全体を取りまとめ

た結果をもとに実施する。この総合評価は、単年度単位で行われるアウトプット・アウトカム

評価（⑧⑨部分）とそれらを、認知症施策推進大綱等の国の計画に合わせた期間で中期的に取

りまとめた中期アウトカム評価（同⑩部分）に分けることができる。それぞれ、インプットの

時点で実施主体によって自ら策定された「認知症介護研修推進計画」における目標と照らし、

結果の達成度を評価することとなる。

３．評価結果のとりまとめと活用方法 
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図表Ⅲ-2-9 研修の評価結果の集約の流れ

(2) データ集約のためのツールの開発

以上の流れを円滑にし、かかる事務的な作業を最小限にするために、評価の手続きとそのた

めのツールをまとめた行政担当者向けの資料『実践研修及び指導者養成研修のアウトカム評価

の基本的考え方』を作成した。本資料は 2 部構成とし、第一部では、実践研修及び指導者研修

のアウトカム評価の基本的考え方を説明し、第 2 部では google form を用いた集約の方法につ

いて解説した。併せて、研修評価に資する評価票の作成で示した評価票をエクセルまたは

google form のフォーマットに落としたものを作成し、配布し、地域ごとに修正して活用でき

るようにした。また、収集したデータのデータベースをコピー＆ペーストすることによって、

結果を集計できるエクセルフォームを作成し、活用できるようにした。

２）県レベルで集約した結果に基づいた総合評価

(1) 単年度の総合評価

県レベルで集約した結果に基づいた総合評価を行う際の操作的定義として、実施した事業の

評価である「事業評価」の過程とその事業評価の結果を踏まえて事業計画が適切であったかを

評価し、次の事業計画をどのように立てるべきかを検討する「計画評価」の過程に分けて整理

することとした。

単年度の総合評価を行う際には、事業実施に際して立案した、認知症介護研修推進計画の達

成評価（事業評価）を行うことがまず重要となる。多くの場合、単年度の目標修了者数が設定

されており、それと比較しての目標達成率を明らかにするとともに、達成・未達成の要因を検

証する。目標を達成した場合には、目標達成により期待する成果が得られたかを評価すること

が重要となる。その結果を踏まえて、立案した計画が適切であったか、今後さらなる目標をど

のように立てるのか（目標数をさらに増やすのか、別の目標を立てるのかなど）を検討する（計

画評価）。

144



第Ⅲ部 第２章 

なお、本事業で実施した「地域単位で見た認知症介護指導者の役割等に関する調査（調査②

都道府県・指定都市対象）」では、各自治体が認知症介護研修推進計画を策定している割合は、

基礎研修、実践研修、指導者研修すなわちすべての研修で 50％を下回った。事業評価にせよ、

計画評価にせよ、まずはその事業を推進するための目標及び計画が立てられていてこそ実行可

能となる。今後、全国のアウトカム評価の体制が整備される第一歩として、認知症介護研修推

進計画の立案が進むことが期待される。

総合評価に話を戻せば、各研修運営者から提出された「認知症ケアの知識・技術の習得状況

自己評価」の結果を年度単位で取りまとめ評価することができる。評価視点として、受講前と

修了時で各項目の平均値が上昇しているかが一つの焦点となる。また、上昇しているものの、

相対的に他の項目と比較し平均値が低い項目などデータの特徴を見ながら、事業の成果を解釈

していく。さらに、総合評価の方法として、指導者等からなるカリキュラム検討委員会等に本

事業の集計・分析の結果を示し、事業の成果や課題について、議論し、明らかにしていくこと

が考えられる。単年度評価の視点について、図表Ⅲ-2-10 単年度の総合評価の視点の例にまと

めた。

図表Ⅲ-2-10 単年度の総合評価の視点の例 

評価項目 評価視点 

認知症ケアの知

識・技術の習得状

況自己評価 

・本項目は、受講前と修了時に評価する項目です。各設問は、研修で実施されている

授業のねらいや内容と対応している。

・修了時の評価の平均値が他の授業よりも低い項目や、受講前と修了時で平均値の

変化がない、あるいは低下している等の項目があれば、その項目に対応した授業につ

いて何らかの検討を必要とすることを示唆している可能性がある。

加算要件の充足

（人数・率） 

・この項目では、研修前後の加算要件の充足状況のうち、アウトプットとしての意味が大

きい、フロア別の自立度Ⅲa 以上の認知症の人の数やフロアごとの研修修了者数の差

を比較する。研修修了者が排出されればそれによって、加算の要件の一部を満たす

ようになる場合があり、加算取得の有無にかかわらずそういった体制が取れることはケ

ア体制としての充実度を示唆すると言える。

修了者の職場内

配置 

・研修修了者が職場内で、職位を向上させたり、新たな役割を位置づけられているか

を評価することできる。

・本事業が施設・事業所において、認知されているか、キャリアを積みかさねるための

条件として機能しているか等の指標として機能しうる項目である。

単年度修了者数

及び目標達成率 

・目標を達成しているかを評価する。目標を達成していない場合、目標設定が適切か

といったこととともに、どこにボトルネックがあるのか議論して対応する必要性が示唆さ

れる。

加算取得 この項目では、研修前後の加算取得状況の差を比較するため、研修を開催し、修了

者を輩出したことにより、どの程度の施設・事業所が新たに加算を取得したかを明らか

にすることができる。加算の算定要件には、教育や研修の実施・計画が条件として付

与されているため、加算取得数が増えることは、本事業が、認知症ケアの質向上の動

きを促進したことを示す一つの指標となる。 

リーダー等中核的

職員としての修了

者の配置、他の職

責・役割の付与

・研修修了者が職場内で、職位を向上させたり、新たな役割を位置づけられているか

を評価することできる。

・認知症専門ケア加算（Ⅰ）の要件である『認知症ケアに関する留意事項の伝達また

は技術的指導』が修了者によって担保されることを想定した項目である教育（研修企

画）担当者としての配置なども評価するため、本事業が施設・事業所において、認知さ

れているか、キャリアを積みかさねるための条件として機能しているか等の指標として

機能しうる項目である。

認知症ケアの実

行状況（実践者

10 項目、リーダー

13 項目） 

・本項目は、受講前と修了 3 か月後に評価する項目である。各設問は、研修のねらい

や研修での内容と対応している。

・受講前と比較しての修了 3 か月後の評価の平均値の変化によって研修成果を評価

する。研修修了後研修成果を活用することができたかを評価することができる。認知

症ケアの知識・技術の習得状況自己評価の結果とも比較すると、研修の成果として結

果を解釈する際に役立つことが期待される。
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認知症ケアの体

制と担当（16 項

目） 

・本項目は、受講前と修了 3 か月後に評価する項目である。

・施設・事業所の認知症ケアの体制の変化や、その体制への受講者の関与を前後で

評価する。

・本事業が施設・事業所において、キャリアを積みかさねるための条件として機能して

いるか等の指標として機能しうる項目である。

成果報告 ・研修の成果を報告したかを評価する項目です。学習成果を自分の行動としてだけで

なく、組織に対して、報告し活用したかを評価する。

・認知症ケアの体制と担当や修了者の職場内配置などの変化が起こる前提として成

果報告が行われたかを評価する。

研修の満足度 研修を修了した後振り返ってみての研修の満足度を尋ねる項目である。研修の成果

を現場で生かしてみた経験を基にした研修の満足度を評価する指標の一つになる項

目である。 

リーダー研修（指

導者研修）を受け

たいか

研修を修了した後、改めて振り返ってみて次の研修を受講したいかを尋ねる項目であ

る。研修の成果を現場で生かしてみた経験を基にした研修の満足度や学習意欲を評

価する指標の一つになる項目である。 

(2) 5 年単位の総合評価（中期アウトカム評価）

実践研修の中期アウトカム評価は、単年度の総合評価を積み重ねていき、認知症介護研修推

進計画（現行 5 か年分）と照らして評価する。評価項目は、基本的には単年度の総合評価と同

一の内容である。まず、5 年間の目標を達成することができたか、「目標達成の有無」を評価す

ることが必要である。目標達成できた場合、目標を達成したことが、認知症ケアの質向上とい

った目的のために寄与しているかを分析することも必要となる。これらは中期アウトカムレベ

ルでの事業評価と言える。

また、目標が達成できていなかった場合、その要因について明らかにして、長期計画の中で

対応ができないか検討しておくことも必要となる。また「研修の充足率（延べ修了者数/対象者

数）」を明らかにし、今後の育成ペースは、これまで通りのペースでよいかといったことなどを

検討し直す必要も生じる。まとまった情報を基にして、現在の地域の認知症介護の状況を把握

し、地域の認知症施策（例えば、介護保険事業支援計画）検討・策定の際に活かしたり、次の

研修の認知症介護研修推進計画（現行 5 か年分）の検討・策定に活用したりできる。これらは、

これらは中期アウトカムレベルでの計画評価と言える。事業評価も計画評価も、各実施主体で、

有識者を交えた委員会形式等で検討していく方法等が想定される。

３）事業全体の総合評価

県レベルで集約した結果に基づいた総合評価は、さらに国に集約され、国レベルでの事業評価と

して活用できる。集約された結果のうち、特に初期アウトカム評価については、事業の成果を示唆

するものであり、広く周知されることが望ましい。回収率にもよるが、ID の突合が可能なデータに

ついては、認知症介護研究・研修センターなどにより、データクリーニングを行い、統計解析を実

施することによって、より明確に成果が明らかになる可能性もある。解析の結果、現場での実施率

や評価が低い領域があれば、その結果を踏まえて、中・長期的に事業改善を検討することもできる。
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１）これまでの評価方法と評価指標

認知症介護指導者養成研修は、これまでに、図表Ⅲ-2-11 の網掛け部分の評価を行い、結果を公表

してきた。具体的には、アクティビティ評価として、主要な授業のテスト（知識評価（40 点）、模

擬授業の評価：他者評価（過程 10 点、結果 10 点）、職場実習の評価：他者評価（過程 10 点、結果

10 点）、他施設実習の評価：他者評価（過程 10 点、結果 10 点）があり、これらには修了要件とし

ての意味づけをしている。また、アウトプット評価として、一部のセンターでは、認知症ケア能力

自己評価を受講前と修了時に行っている。また、大府センターを中心に、指導者の全数調査を毎年

行っており、指導者研修の中期的アウトカムを評価するためのデータとして活用している。これら

は、ここまでに報告した実践研修のアウトプット・アウトカム評価の要素を概ねカバーしているだ

けでなく、例えばアクティビティにおいて、授業のテスト等を修了要件として位置づけるなど、構

造的な評価を行ってきた。一方、アウトプット評価のうち、認知症ケア能力自己評価はすべてのセ

ンターで実施していない等、必ずしも統一して評価を行っていない部分もあった。

図表Ⅲ-2-11 認知症介護指導者養成研修の評価 

領域 評価対象 時期 評価項目 報告 

インプット 事業所の制度理解と人材

育成・地域活動体制 

受講前 人材育成・地域交流、上司の理解等について評価 ベースライン

として収集 

認知症ケア能力の自己評

価＊１ 

受講前 自己評価 

アクティビ

ティ

授業テスト 研修中 知識（40 点） 成績表にして

修了者に提

示 模擬授業の評価 他者評価（過程 10 点、結果 10 点） 

職場実習の評価 他者評価（過程 10 点、結果 10 点） 

他施設実習の評価 他者評価（過程 10 点、結果 10 点） 

アウトプット 研修の修了 

（修了認定） 

修了時 全カリキュラムの受講 

アクティビティの結果に基づく修了認定

都道府県等

に報告 

修了者数＊１ 都道府県別人数 国に報告 

認知症ケア能力の自己評

価＊１ 

修了時 自己評価 国に報告 

初期 

アウトカム

活動評価（新規修了者）

＊１ 

毎年 人材育成・地域交流、上司の理解等について評価 国に報告 

中期 

アウトカム

活動評価（全数調査）＊１ 毎年＊２ 初期アウトカムに加え、研修への関与、役割変化、

地域施策への関与等について評価 

国に報告 

DCnet＊３で

公表 

＊１：事業評価に用いる項目 

＊２：初期アウトカムの実施と同時に実施を想定 

＊３：認知症介護研究・研修センターのホームページの略称 

４．指導者研修の評価方法及び指標 
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２）今後の評価方法と評価指標

以上を踏まえ、今後の評価のあり方としては、これまで構造としては満たしていたものの、統一

的に実施できていなかったり、修正を要する評価方法を見直し、3 センターが連携をしながら評価

を実施していくこととした。

具体的には、今後の評価方法として、本事業において実施した「認知症介護指導者養成研修修了

者の活動実態調査（第 1 次調査）」の結果から、「アウトプット・アウトカムには原則として、前後

比較のデザインを用いること」「法人の指導者制度の理解の評価を行う必要があること」「加算の取

得や要件充足などの評価を行うことが望ましいこと」「実践している地域活動に対する自治体から

の依頼や認識の有無を行う必要があること」等が提案された。以上を考慮し今後の指導者研修の評

価は、以下の①～⑥方向で検討を進めることとする。

① インプットの評価

指導者研修受講者及び所属施設・事業所の指導者研修制度に関する理解や地域活動の状況等

を含めた評価及び、アウトプットのベースライン評価として指導者の自己評価を行う。

② アクティビティの評価

現行通り、授業テスト、模擬授業、職場実習、他施設実習の枠組みで評価する。

③ アウトプットの評価

アクティビティの評価を修了認定の評価として明確に位置付け実施し、結果を都道府県等に

報告する。修了者数については、現行通り都道府県別に集計し国に報告する。更に、現行の評

価に加え、認知症ケア能力の自己評価をもとめ、ベースラインの評価として実施した結果と

比較する。

④ 初期アウトカムの評価

指導者研修修了の翌年度に調査を実施し、ペースラインにおいて収集した内容（人材育成・

地域交流、上司の理解等）と同様の内容を調査し、変化を評価する。

⑤ 中期アウトカムの評価

初期アウトカムの項目に、研修への関与、役割変化、地域施策への関与等を加えた項目で新

規修了指導者以外の指導者への調査を経年で実施し、中期アウトカムとして取りまとめる。

⑥ アウトプットから中期アウトカムまでの結果は、年単位で指導者研修の総合評価として取り

まとめ、国に報告する。
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ここまでの結果を踏まえ、本章に示した内容を基礎として、実施主体（都道府県・指定都市）、及

び研修運営者（都道府県等からの委託法人や実施セクション）において、アウトカム評価を含む研

修事業の評価を実施するための、具体的方法をとりまとめた。

とりまとめた内容は、本報告書の別冊『実践研修及び指導者養成研修のアウトカム評価の基本的

考え方 令和 3 年 3 月版』として製本・電子化（PDF 形式）し、実施主体、研修運営者ほか関係各

所に本報告書とともに配布するとともに、電子版は認知症介護研究・研修センター（仙台・東京・

大府）が運営するウェブサイト「認知症介護情報ネットワーク（通称：DCnet）」（URL: 
https://www.dcnet.gr.jp/）上にダウンロード可能な状態で掲載・公開することとした。 
次ページ以降に、その内容を縮刷版で掲載する。

５．実施主体及び研修運営者向け資料の作成 
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第Ⅳ部 第１章 

１）背景

これまで実施されてきた認知症介護実践者等養成事業における育成実績については、平成 30
（2018）年度末までの全国の累計修了者数が示されている（令和 2 年 3 月 10 日全国介護保険・高

齢者保健福祉担当課長会議資料による）。また、認知症施策推進大綱において、令和 2（2020）年度

末の KPI（Key Performance Indicator）として育成目標数が示されている。具体的な数値として

は、認知症介護実践者研修が累計修了者数 283,299 人・育成目標数 300,000 人、同じく認知症介護

実践リーダー研修が 43,762 人・50,000 人、認知症介護指導者養成研修が 2,469 人・2,800 人であ

る。なお、平成 30 年度末時点で、平成 28 年度新設の認知症介護基礎研修受講者が 39,031 人いる。 
一方、必ずしもこれらの研修対象者のすべてというわけではないが、介護職員数は平成29（2017）

年度時点で 195 万人おり、厚生労働省社会・援護局（2018）「第７期介護保険事業計画に基づく介

護人材の必要数について」によれば、令和 2 年度時点での介護人材の必要数は 216 万人とされてい

る。認知症介護実践リーダー研修以上は原則として認知症介護実践者研修を修了した者が受講する

ため、認知症介護実践者研修をベースに考えると、研修修了者の割合は介護職員数の実数、あるい

は必要数のいずれに対しても 15%に満たない。認知症介護基礎研修の修了者を加えても、20%には

届かない状況である。加えて、累計修了者数や育成目標数は退職者等を考慮していないため、実質

的にはさらに下回るものと考えられる。また、介護労働安定センターが毎年度実施している介護労

働実態調査における回答者属性等からすると、介護従事者全体の 2 割程度がリーダーや主任（副主

任等の補佐的な役割を含む）等以上の職位を担っていることが推測できるが、この規模に対する認

知症介護実践リーダー研修修了者数の割合についても同様の状況が認められる。加えて、認知症介

護指導者養成研修の修了者は認知症介護実践研修における企画や講師を担当するため、これらの研

修の実施規模等の状況に合わせて、修了者を今後も着実に確保していく必要がある。

平成 15（2003）年 6 月に厚生労働省老健局長の設けた研究会である「高齢者介護研究会」が示

した『2015 年の高齢者介護』において認知症介護を中心に据えた新しいケアモデルへの転換が謳わ

れて久しい。介護人材不足が深刻化する現在において、介護の中心となる認知症介護の分野で、改

めて中核となる人材を質・量ともに確保していくことは喫緊の課題であり、それを担保するのが認

知症介護実践者等養成事業であるといえる。これらのことを踏まえると、今後ますます認知症介護

実践者等養成事業、特にその根幹をなす認知症介護実践研修及び認知症介護指導者養成研修の修了

者を拡充していくことが求められよう。

これに対して、研修のねらいや対象、カリキュラム等については受講者募集に際して各実施主体

から示されているものの、必ずしも研修自体の意義を周知するという主旨ではなく、特に、研修受

講によって受講者個人や派遣施設・事業所にもたらされる効果（アウトカム）の周知は行われてこ

なかった経緯がある。これは、研修のアウトカムやその評価を踏まえた意義等が必ずしも明らかで

なく、周知できるだけの根拠が整理されてこなかったことにもよる。したがって、研修の実施主体

である自治体や、介護保険施設・事業所、あるいはその従事者に対して、研修の意義や効果の面で、

訴求力のある情報提供が行えてこなかった面があるといえよう。

第１章 作成目的・経過 

１．作成目的 
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２）目的

前述のような状況に対して、本事業では現行の研修がもたらしているアウトカムを一定程度明ら

かにし、その評価を行った。その結果は本報告書第Ⅱ部に示したが、検討対象とした各研修は着実

に受講者の能力向上や所属施設・事業所の体制強化、あるいは地域施策への貢献等における効果を

もたらしていることが確認され、併せて研修の意義も確認された。また、同時に、改めて研修の効

果や意義に関する理解や周知が課題となっていることも確認された。

これらの事業結果を踏まえ、研修実施主体に対して、研修自体、及び研修のアウトカムについて

周知する材料を提供し、介護保険施設・事業所やその従事者に対する研修の意義や効果の周知を促

し、もって研修受講ニーズを喚起していくことが必要と考えられた。これは、実施主体である都道

府県・指定都市に加え、委託機関として研修実施を担っている、もしくはその可能性のある団体等

においても同様である。

さらに、研修修了者は、認知症介護指導者を筆頭に、地域の認知症施策を進め、認知症介護の水

準を担保していくことに貢献する人材であり、その人材確保や活用は、本来的には（あるいは将来

的には）市町村、もしくは介護保険の保険者単位でも考えていく必要がある。そのため、市町村に

対して研修それ自体や意義・効果の周知を行うとともに、市町村を通じて地域の施設・事業所に研

修に対する理解を深めてもらうための働きかけも必要と考えられた。

以上のことから、本事業の成果のひとつとして、認知症介護実践者等養成事業、特に認知症介護

実践研修及び認知症介護指導者養成研修について、研修それ自体及びその意義や効果の周知を目的

とした資料を作成し、広報することとした。

１）作成経過

本事業では、本報告書第Ⅰ部に示したように 3 回の検討委員会、及び 6 回の作業部会を開催した

が、その各回において、段階的に作成を進めていった。

第 1 回の検討委員会及び第 2 回までの作業部会においては、資料の基本的なコンセプト案（作成

目的等）、及び小冊子（パンフレット）の形態を想定していることを提案し、今後の作業について確

認した。

第 2 回の検討委員会及びその前後に開催した第 4 回までの作業部会においては、想定される使用

場面、公開・配布方法、ページ数・サイズ等の形態、印刷部数及び配布先、基本構成案について提

案し、具体的な検討を行った。

その後、作業部会内で確認しつつ、本報告書第Ⅱ部で示した事業の進捗に合わせて適宜調査結果

等を盛り込みながら、第 5 回作業部会までに草稿を作成した。さらにその後、第 3 回（最終回）検

討委員会までの間に草稿に対する検討委員会委員からの意見聴取を行い、修正を施して第一稿を作

成し、第 3 回検討委員会に諮った。 
第 3 回検討委員会での検討内容を踏まえて第二稿を作成し、さらに第 6 回（最終回）作業部会を

挟んで検討委員会委員からの意見聴取を行い、最終稿の作成に至った。

これらの過程で決定された各種想定・設定、及び作成された冊子の内容については、次章で示す。 

２．作成経過等 
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１）想定使用場面及び公開・配布対象・方法

(1) 想定使用場面

成果物冊子の使用場面として、主に以下のものを想定した。また、後述する配布時の添書・

公開時のアナウンス情報において、想定使用場面について説明を行うこととした。

 研修の実施主体（都道府県・指定都市等）や実施機関による受講者募集や、介護保険施設・

事業所及びその従事者、もしくは市町村・関係機関等への研修の周知・説明

 市町村における介護保険施設・事業所及びその従事者への研修の周知・説明

 認知症介護指導者の活動に伴う研修の周知・説明

(2) 公開・配布対象・方法

① 冊子現物の配布

印刷・製本した冊子の現物については、都道府県・指定都市のほか、認知症介護指導者（認

知症介護指導者養成研修修了者）、指定都市以外の市町村、都道府県・指定都市の委託を受け

て実施機関となっている団体・機関、実施機関となりうる団体・機関（例：現在実施機関と

なっている団体の他地域の支部や全国組織等）、その他関係団体・機関に対して郵送配布を行

うこととした。なお、周知における活用を鑑み、団体・機関宛には各 10 部、個人宛には各 3
部配布することとした。

② web 上での公開

冊子は本報告書とともに電子版（PDF 形式）を作成し、認知症介護研究・研修センター（仙

台・東京・大府）が運営するウェブサイト「認知症介護情報ネットワーク（通称：DCnet）」
（URL: https://www.dcnet.gr.jp/）上にダウンロード可能な状態で掲載・公開することとし

た。併せて、同サイト上での告知、①での現物配布時、本報告書第Ⅱ部第 2 章における調査

対象施設等への事業完了報告時等に、ウェブサイト上での公開について周知を行うこととし

た。

２）形式・構成等

(1) 冊子の名称

『知っていますか？ 認知症介護実践者等養成事業

～研修の意義・効果と修了者の役割・活動事例～』

第２章 作成された冊子の内容 

１．諸想定・設定 
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(2) 冊子の形式

A4 版・全 16 ページの小冊子（背表紙の付かないパンフレット様式）の形式とした。

また、併せて同内容の電子版（PDF 形式）を作成した。 

(3) 冊子の構成

ページ 項目 内容 

１（表紙） タイトル、作成趣旨、目次 ― 

2 
❶「認知症介護実践者等養成事業」の

全体像・構造

見開き2ページを使用して、左側（p.2）に認知症介護実践者

等養成事業全体の構造・目的を図示して説明すると共に、

右側（p.3）で各研修の目的や対象者、研修期間等について

概要を示した。 3 ❷各研修の目的・対象等

4～7 

❸「認知症介護実践研修」 （認知症介

護実践者研修、認知症介護実践リー

ダー研修）の概要と受講効果

認知症介護実践者研修（p.4～5）、認知症介護実践リーダ

ー研修（p.6～7）の別に、研修の概要やカリキュラム、介護

報酬加算との関係、実施主体等について概説するとともに、

第Ⅱ部第2章に示す調査結果から特徴的なアウトカムを抽

出し、掲載した。 

8～9 
❹「認知症介護指導者養成研修」の概

要と受講効果

認知症介護指導者養成研修について、研修の概要やカリキ

ュラム、介護報酬加算との関係、実施主体等について概説

するとともに、第Ⅱ部第3章に示す調査結果から特徴的なア

ウトカムを抽出し、掲載した。

10～13 ❺認知症介護指導者の活動事例

第Ⅱ部第3章に示す調査において得られた、認知症介護指

導者の地域の認知症施策に貢献する具体的好事例を9例

示した（p.10～12）。併せて、認知症介護指導者のネットワ

ークによる活動について、ネットワークの紹介を含めて概説し

た（p.13）。 

14 ❻「認知症介護基礎研修」について

本事業の直接の検討対象ではないものの、関係が深く、か

つ令和3年度より無資格者の受講義務化、新カリキュラムで

の運用、全カリキュラムの e ラーニング化が行われる認知症

介護基礎研修について、上記の情報とともに概説した。 

15 ❼各実施主体への問い合わせ方法
都道府県・指定都市の担当部署、及び認知症介護研究・研

修センターへのアクセスについて説明した。 

15 
❽認知症介護研究・研修センターの概

要と「DCnet」のご紹介

認知症介護研究・研修センター、及びセンターが運営するウ

ェブサイトについて紹介し、併せて本事業・本冊子に係る情

報の入手方法を示した。 

16（裏表紙） 各センター連絡先、奥付 ― 

次ページ以降に、作成した冊子の全内容を縮刷版で掲載する。

２．冊子の具体的内容 
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認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー

認
知
症
介
護
研
究
・
研
修

仙
台
セ
ン
タ
ー

社
会
福
祉
法
人
 東
北
福
祉
会

〒
98
9-
32
01
 宮
城
県
仙
台
市
青
葉
区
国
見
ヶ
丘
6-
14
9-
1

TE
L 
02
2-
30
3-
75
50
　
FA
X 
02
2-
30
3-
75
70

仙
台
セ
ン
タ
ー
代
表
：
 s
en
da
i@
dc
ne
t.g
r.j
p

東
京
セ
ン
タ
ー

社
会
福
祉
法
人
 浴
風
会

〒
16
8-
00
71
 東
京
都
杉
並
区
高
井
戸
西
 1
-1
2-
1

TE
L 
03
-3
33
4-
21
73
　
FA
X 
03
-3
33
4-
27
18

東
京
セ
ン
タ
ー
代
表
：
 to
ky
o_
dc
rc
@
dc
ne
t.g
r.j
p

認
知
症
介
護
研
究
・
研
修

P
2.

 
❶「
認
知
症
介
護
実
践
者
等
養
成
事
業
」の
全
体
像
・
構
造

P
3.

 
❷
各
研
修
の
目
的
・
対
象
等

P4
. 
❸「
認
知
症
介
護
実
践
研
修
」（
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
、認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
）の
概
要
と
受
講
効
果

P
8.

 
❹「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
」の
概
要
と
受
講
効
果

P
10

. 
❺
認
知
症
介
護
指
導
者
の
活
動
事
例

P
14

. 
❻「
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
」に
つ
い
て

P
15

. 
❼
各
実
施
主
体
へ
の
問
い
合
わ
せ
方
法

P
15

. 
❽
認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー
の
概
要
と「
D
C
ne
t」
の
ご
紹
介

知
っ
て
い
ま
す
か
？

令
和
2年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業

「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業
」

目
　
次

認
知
症
介
護

実
践
者
等
養
成
事
業

～
研
修
の
意
義
・
効
果
と
修
了
者
の
役
割
・
活
動
事
例
～

こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
、認
知
症
介
護
実
践
者
等
養
成
事
業
に
つ
い
て
、研
修
体
系
の
主
軸
と
な
る

認
知
症
介
護
実
践
研
修（
実
践
者
研
修
・
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
）、
 認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
を
中
心
に
、

全
体
像
・
構
造
や
研
修
の
意
義
・
効
果
等
を
、関
係
す
る
皆
様
に
ご
理
解
い
た
だ
く
た
め
に
作
成
い
た
し
ま
し
た
。

厚
生
労
働
省
が
定
め
、

都
道
府
県・
指
定
都
市
等
が

実
施
す
る

公
的
研
修
で
す！

認
知
症
介
護
実
践
者
等
養
成
事
業
は
、わ
が
国
の
認
知
症
介
護
の
質
を
担
保
し
、良
質
な
介
護
を

担
う
こ
と
が
で
き
る
人
材
を
質
・
量
と
も
に
確
保
し
て
い
く
た
め
に
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

本
事
業
に
よ
り
展
開
さ
れ
て
い
る
研
修
へ
の
ご
理
解
と
、積
極
的
な
活
用
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

発
行
所
：

発
行
責
任
者
：

印
　
　
　
刷
：

社
会
福
祉
法
人
東
北
福
祉
会
 認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
仙
台
セ
ン
タ
ー

加
藤
伸
司

株
式
会
社
ホ
ク
ト
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

〒
98
9-
31
24
 仙
台
市
青
葉
区
上
愛
子
字
堀
切
1-
13

認
知
症
介
護
研
究
・
研
修

大
府
セ
ン
タ
ー

社
会
福
祉
法
人
 仁
至
会

〒
47
4-
00
37
 愛
知
県
大
府
市
半
月
町
三
丁
目
29
4番
地

TE
L 
05
62
-4
4-
55
51
　
FA
X 
05
62
-4
4-
58
31

大
府
セ
ン
タ
ー
代
表
：
 ji
m
ub
u.
o-
dc
rc
@
dc
ne
t.g
r.j
p

令
和
2年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業

認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業

知
っ
て
い
ま
す
か
？

認
知
症
介
護
実
践
者
等
養
成
事
業

～
研
修
の
意
義
・
効
果
と
修
了
者
の
役
割
・
活
動
事
例
～

令
和
3年
3月

令
和
3年
3月
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認
知
症
介
護
に
関
す
る
専
門
的
知
識
・
技
術
や
、研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成
方
法
・
教
育
技
術
、介
護
の
質
改
善
の
た
め
の
指
導
方
法
等
を

修
得
し
ま
す
。
本
研
修
の
修
了
者（
認
知
症
介
護
指
導
者
）は
、都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
が
行
う
認
知
症
介
護
に
関
す
る
公
的
研
修
（
認

知
症
介
護
基
礎
研
修
・
認
知
症
介
護
実
践
研
修
）の
企
画
立
案
者
・
講
師
を
務
め
て
い
る
ほ
か
、地
域
の
さ
ま
ざ
ま
な
認
知
症
施
策
の
推

進
に
も
貢
献
し
て
い
ま
す
。修
了
後
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
た
め
の
、フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
も
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修

◎
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
・
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者（
ま
た
は
同
等
者
）

◎
実
践
研
修
等
の
企
画
・
講
師
、地
域
ケ
ア
の
推
進
を
担
う
見
込
み
の
者

◎
医
療
・
福
祉
に
係
る
国
家
資
格
を
有
す
る
者（
ま
た
は
準
ず
る
者
）

■
対
象
者

後
期
研
修

（
5日
間
）

■
研
修
期
間
等

前
期
研
修

（
10
日
間
）

（
6週
間
）

職
場
実
習
・
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修

　
適
切
な
認
知
症
介
護
を
提
供
で
き
る
ケ
ア
チ
ー
ム
を
構
築
す
る
た
め
の
、さ
ま
ざ
ま
な
知
識
・
技
術
を
修
得
し
ま
す
。
本
研
修
の
修
了
者

は
、ケ
ア
チ
ー
ム
に
お
け
る
指
導
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
ほ
か
、地
域
の
認
知
症
施
策
の
中
で
役
割
を
担
う
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修

◎
介
護
業
務
に
お
お
む
ね
5年
以
上
従
事
し
た
経
験
が
あ
る
者

◎
ケ
ア
チ
ー
ム
の
リ
ー
ダ
ー
ま
た
は
リ
ー
ダ
ー
に
な
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
る
者

◎
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
を
修
了
し
1年
以
上
経
過
し
て
い
る
者

■
対
象
者

実
習
報
告
・
評
価

（
1日
間
）

■
研
修
期
間
等

集
合
研
修

（
5日
間
）

（
4週
間
）

職
場
実
習

　
認
知
症
の
人
や
家
族
の
視
点
を
重
視
し
な
が
ら
、本
人
主
体
の
介
護
を
遂
行
す
る
上
で

基
礎
的
な
知
識
・
技
術
と
そ
れ
を
実
践
す
る
際
の
考
え
方
を
身
に
つ
け
、チ
ー
ム
ア
プ

ロ
ー
チ
に
参
画
す
る
一
員
と
し
て
基
礎
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
す
る
こ
と
を
目
指
す
研
修
で
す
。

認
知
症
介
護
基
礎
研
修

◎
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
お
い
て
、
介
護
に
直
接
携
わ
る
職
員
の
う
ち
医
療
・福

祉
関
係
の
資
格
を
有
さ
な
い
人
等

 

■
対
象
者

　
認
知
症
に
つ
い
て
の
理
解
の
も
と
、本
人
主
体
の
介
護
を
行
い
、で
き
る
限
り
認
知
症
の
進
行
を
遅
ら
せ
、行
動
・
心
理
症
状（
BP
SD
）

を
予
防
で
き
る
よ
う
、適
切
な
認
知
症
介
護
を
提
供
す
る
た
め
の
理
念
や
知
識
・
技
術
を
修
得
し
ま
す
。

認
知
症
介
護
実
践
者
研
修

◎
原
則
と
し
て
身
体
介
護
に
関
す
る
基
本
的
知
識
・
技
術
を
修
得
し
て
い
る
者

◎
お
お
む
ね
実
務
経
験
2年
程
度
の
者

◎
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
を
修
了
し
た
者
あ
る
い
は
同
等
の
能
力
を
有
す
る
者

■
対
象
者

■
研
修
期
間
等 職
場
内
で

実
践
展
開

実
習
報
告
・
評
価

（
3時
間
）

前
期
研
修

（
2日
間
）

■
研
修
期
間
等

eラ
ー
ニ
ン
グ（
講
義
動
画
視
聴
15
0分
 +
 確
認
テ
ス
ト
等
）

（
4週
間
）

後
期
研
修

職
場
実
習

（
2日
間
）

研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
見
直
し
を
行
い
、
集
合
研
修
期
間
が
短
縮
さ
れ
ま
し
た
。

（
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
・
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
は
令
和
4年
9月
30
日
ま
で
の
猶
予
期
間
を
想
定
）

研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

見
直
し
を
行
い
全
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
化
を
は
か
り
ま
し
た
。

従
来
の
6時
間
分
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
、改
定
し
た
上
で
す
べ
て
eラ
ー
ニ
ン
グ
化
。

※
2-
3ペ
ー
ジ
は
、令
和
３
年
度
以
降
に
見
込
ま
れ
る
内
容
に
つ
い
て
記
載
し
て
い
ま
す
。

認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修

認
知
症
専
門
ケ
ア
加
算
Ⅱ

認
知
症
加
算
（
通
所
介
護
）

認
知
症
専
門
ケ
ア
加
算Ⅰ

実認
知
症
介
護

践
者
研
修

認
知
症
介
護

実
践
リ
ー
ダ
ー

研
修
   

認
知
症
介
護
基

た
め
措
置
を
事
業
者
に
義
務
化（
3年
間有
し の
な
い
経
過
者
に
受
講
さ
せ
る

措
置
あ
り
）

実
践
者
研
修
は
、基
礎
研
修
修
了
者

あ
る
い
は
同
等
の
能
力
を
有
す
る
者
が
受
講
可

認 知 症 介 護

実 践 研 修

認
知
症
介
護
指
導
者

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修

令
和
3
年
度
～
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
！

令
和
3
年
度
～
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
！

介
護
報
酬
加
算

「
認
知
症
介
護
実
践
者
等
養
成
事
業
」の

全
体
像
・
構
造

※
研
修
期
間
は
、標
準
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
基
づ
く
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
す
。

1
各
研
修
の
目
的
・
対
象
等

2

2
3

●
事
業
目
的
1
に
対
応
す
る
も
の
と
し
て
、ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
式
の
、ピ
ラ
ミ
ッ
ド
構
造
を
も
つ
研
修
体
系
が
用
意
さ
れ
て
い
ま
す
。実
務
経
験
2年
程

度
の
人
を
想
定
し
た「
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
」と
、チ
ー
ム
ケ
ア
の
中
心
的
役
割
を
担
う
人
の
た
め
の「
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
」が
そ
の
中
心
的

な
研
修（
認
知
症
介
護
実
践
研
修
）で
す
。ま
た
、こ
れ
ら
の
研
修
に
お
い
て
企
画
・
運
営
や
講
師
を
担
当
し
、地
域
の
認
知
症
施
策
推
進
に
貢
献

す
る
指
導
的
な
立
場
の
人
を
育
て
る「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
」、
お
よ
び
認
知
症
介
護
の
基
本
的
な
考
え
方
や
技
術
を
学
ぶ
入
門
的
な

「
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
」な
ど
が
あ
り
ま
す
。

●
事
業
目
的
2
に
つ
い
て
は
、グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
認
知
症
対
応
型
サ
ー
ビ
ス
の
開
設
者
、管
理
者
や
計
画
作
成
担
当
者
に
な
る
人
へ
の
義
務
的
研

修
と
し
て
、認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
を
ベ
ー
ス
と
し
た
研
修
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
研
修
修
了
者
を
一
定
の
割
合
で
配
置
し
、必
要
な
体
制
を
整
え
る
こ
と
で
、介
護
報
酬
加
算
が
得
ら
れ
ま
す
。

事
業
の
構
造

高
齢
者
介
護
の
仕
事
に

従
事
す
る
人
や
そ
の
指
導
的
立
場
に
あ
る
人
に
対
し
て
、

認
知
症
介
護
に
関
す
る
基
礎
的
及
び
実
践
的
な
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
。

認
知
症
ケ
ア
を
提
供
す
る
事
業
所
を
管
理
す
る
立
場
に
あ
る
人
等
に
対
し
て
、適
切
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に

関
す
る
知
識
等
を
修
得
す
る
た
め
の
研
修
を
実
施
す
る
こ
と

事
業
の
目
的

1 2

事
業
管

認
知
症
対
応
型
サ
ー
ビ
ス

理
者
研
修

計
画
作
成

小
規
模
多
機
能
型
サ
ー
ビ
ス
等

担
当
者
研
修

要
件

事
業
開

認
知
症
対
応
型
サ
ー
ビ
ス

設
者
研
修

要
件 要
件

介
護
の

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活

計
画
作
成
担
当
者

要
件

※ 各 サ ー ビ ス に お け る 義 務 的 要 件

と し て 設 定 さ れ て い る 研 修 で す 。

に
よ
る
、わ
が
国
の
認
知
症
介
護
の
質
向
上
を
目
的
に
、都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
を
主
体
と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。
　

認知症介護研究・研修仙台センター 

度
令
和
3年

よ
り
医
療
・
福
祉
関
係
の
資
格
を礎
研
修

の
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2日
間
の
前
期
研
修
で
、認
知
症
ケ
ア
の
基
本
に
つ

い
て
学
び
ま
す
。そ
の
後
イ
ン
タ
ー
バ
ル
期
間
が
あ
り
、

受
講
者
は
自
施
設
・
事
業
所
で
、学
習
成
果
を
実
践
で

展
開
し
、学
び
を
深
め
ま
す
。

　
そ
の
後
、後
期
研
修
と
し
て
、
2日
間
に
わ
た
り
、認

知
症
の
人
へ
の
具
体
的
支
援
の
た
め
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト

と
ケ
ア
の
実
践
に
つ
い
て
学
び
、職
場
実
習
の
課
題
設

定
を
行
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
そ
の
後
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
ケ
ア
の
実
践
を
行

う
職
場
実
習
を
実
施
し
、報
告
し
ま
す
。

　
通
所
介
護
事
業
所
に
お
い
て
、本
研
修
修
了
者
を
1

人
以
上
配
置
し
、そ
の
他
の
必
要
条
件
を
満
た
す
こ
と

で
、
介
護
報
酬
加
算（
認
知
症
加
算
）を
得
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

●
実
施
主
体

都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
、お
よ
び
都
道
府
県
等
が
委
託
し
た
団
体（
都
道
府
県
等
に
よ
り
、開
催
地
・
回
数
・
定
員
等
は
異
な
り
ま
す
）

※
以
降
の
内
容
は
、令
和
2年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業
」内
で
実
施
さ
れ
た「
実
践
者
研
修
・
実
践

リ
ー
ダ
ー
研
修
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
を
中
心
と
し
た
介
護
保
険
施
設
・
事
業
所
調
査
」の
調
査
結
果
に
よ
る
も
の
で
す
。

※
上
記
は
標
準
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
基
づ
く
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、実
際
の
運
用
は
実
施
主
体
等
に
よ
っ
て
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
研
修
へ
の
受
講
者
派
遣
の
目
的

受
講
者
個
人
の

知
識
・
技
術
習
得

職
場
内
で

実
践
展
開

認
知
症
介
護
実
践
者
研
修

　
認
知
症
に
つ
い
て
の
理
解
の
も
と
、本
人
主
体
の
介
護
を
行
い
、で
き
る
限
り
認
知
症
の
進
行
を
遅
ら
せ
、行
動
・
心
理
症
状（
B
PS
D
）を
予
防
で
き
る
よ
う
、

適
切
な
認
知
症
介
護
を
提
供
す
る
た
め
の
理
念
や
知
識
・
技
術
を
修
得
し
ま
す
。

対
象
者

●
原
則
と
し
て
身
体
介
護
に
関
す
る
基
本
的
知
識
・
技
術
を
修
得
し
て
い
る
者

●
お
お
む
ね
実
務
経
験
2年
程
度
の
者

●
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
を
修
了
し
た
者
あ
る
い
は
同
等
の
能
力
を
有
す
る
者

研
修
期
間
等

前
期
研
修（
2日
間
）

後
期
研
修（
2日
間
）

実
習
報
告
・
評
価（
3時
間
）

職
場
実
習（
4週
間
）

「
認
知
症
介
護
実
践
研
修
」（
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
、認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
）

の
概
要
と
受
講
効
果

●
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

●
事
業
所
内
で
、多
く
の
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

●
修
了
者
が
事
業
所
に
い
る
こ
と
で
、さ
ま
ざ
ま
な
効
果
が
も
た
ら
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
研
修
受
講
に
よ
り
、知
識
・
技
術
が
確
実
に
向
上
し
て
い
ま
す
。

●
受
講
効
果3

4
5

科
　
目

時
間
数

前 　 期 後 　 期

認
知
症
ケ
ア
の

基
本

1.

❶
認
知
症
ケ
ア
の
理
念
・
倫
理
と
意
思
決
定
支
援

❷
生
活
支
援
の
た
め
の
ケ
ア
の
演
習
1

❸
Q
O
Lを
高
め
る
活
動
と
評
価
の
観
点

❹
家
族
介
護
者
の
理
解
と
支
援
方
法

❺
権
利
擁
護
の
視
点
に
基
づ
く
支
援

❻
地
域
資
源
の
理
解
と
ケ
ア
へ
の
活
用

❶
学
習
成
果
の
実
践
展
開
と
共
有

❷
生
活
支
援
の
た
め
の
ケ
ア
の
演
習
2（
行
動
・
心
理
症
状
）

❸
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
ケ
ア
の
実
践
の
基
本

❶
職
場
実
習
の
課
題
設
定

❷
職
場
実
習（
ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
ケ
ア
の
実
践
）

❸
職
場
実
習
評
価

18
0分

24
0分 60
分

60
分

90
分

90
分

12
0分 60
分

24
0分

12
0分

18
0分

24
0分

4週
間

18
0分

修
了
者
の
約
半
数
は
、

事
業
所
内
で
リ
ー
ダ
ー
以
上
の

役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

所
属
事
業
所
で
は
、個
人
の
知
識
・
技
術
習
得
の
ほ
か
、「
中
核
と
な
る
職
員
の

育
成
」や
「
チ
ー
ム
ケ
ア
の
質
の
向
上
」、「
研
修
内
容
の
職
場
内
共
有
や
指
導
」

を
期
待
し
て
受
講
者
を
派
遣
し
て
い
ま
す
。

48
.8
%

■
取
り
組
み
や
体
制
整
備
が
あ
る
場
合
に
、実
践
者
研
修
修
了
者
以
上
の
人
が
そ
の
担
当
に
配
属
さ
れ
て
い
る
割
合（
修
了
者
が
い
る
事
業
所
内
）

■
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
修
了
者
に
み
ら
れ
る
変
化（
所
属
事
業
所
に
よ
る
評
価
。「
そ
う
思
う
」「
ま
あ
そ
う
思
う
」の
合
計
。上
位
の
も
の
を
抽
出
。）

■
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
修
了
者
が
い
る
こ
と
の
利
点

（
所
属
事
業
所
に
よ
る
評
価
）の
例

84
.2
%

認
知
症
ケ
ア
に

関
す
る
留
意
事
項
の

伝
達
や
技
術
的
指
導

70
.2
%

研
修
計
画
の

作
成
・
実
施

57
.0
%

O
JT（
職
務
現
場

で
の
業
務
を
通
じ

て
の
指
導
）に
よ
る

指
導
体
制

68
.9
%

初
任
者
育
成
の

た
め
の
研
修
等

の
体
系

56
.6
%

身
体
介
護
・

生
活
介
護
の

技
術
研
修

63
.7
%

身
体
拘
束
の

廃
止（
禁
止
）・

適
正
化
等
の
研
修

59
.5
%

高
齢
者
虐
待

防
止
に
関
す
る

研
修

60
.0
%

リ
ス
ク

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

事
故
防
止
等

の
研
修

59
.7
%

中
核
と
な
る

職
員
の
育
成

77
.0
%

チ
ー
ム
ケ
ア
の

質
の
向
上

75
.2
%

研
修
内
容
の

職
場
内
共
有
や

指
導

54
.8
%

組
織
体
制
の

充
実

37
.1
%

介
護
報
酬

加
算
の
取
得

18
.5
%

他
事
業
所
と
の

関
係
構
築
・

情
報
収
集

15
.7
%

0%
25
%

50
%

75
%

10
0%

利
用
者
本
人
の
意
思
を
確
認
し
な
が
ら
サ
ー
ビ
ス
を
行
え
る
よ
う
に
な
っ
た

利
用
者
へ
の
権
利
侵
害
や
虐
待
に
つ
な
が
る
可
能
性
が
あ
る
不
適
切
な
対
応
に
気
づ
き
、防
止
ま
た
は
改
善
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

利
用
者
の
心
理
的
安
定
や
生
活
の
質
の
向
上
を
目
指
し
た
生
活
の
中
で
の
活
動
を
、提
供
し
た
り
促
し
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

認
知
症
の
症
状
や
症
状
に
影
響
す
る
要
因
を
踏
ま
え
て
、そ
れ
ら
に
応
じ
た
ケ
ア
の
内
容
を
選
択
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

利
用
者
の
生
活
環
境
に
関
す
る
課
題
や
危
険
性
を
評
価
し
、改
善
の
た
め
の
意
見
を
出
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

利
用
者
家
族
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
や
負
担
等
に
配
慮
し
た
対
応
を
行
え
る
よ
う
に
な
っ
た

業
務
の
都
合
等
で
は
な
く
、利
用
者
の
尊
厳
を
重
視
し
た
関
わ
り
が
行
え
る
よ
う
に
な
っ
た

91
.6
%

90
.0
%

88
.4
%

87
.7
%

86
.2
%

84
.6
%

82
.4
%

提
供
し
た
ケ
ア
の
結
果
が
、認
知
症
の
あ
る
利
用
者
の
生
活
の
維
持
・
向
上
に
つ
な
が
る
よ
う
に
な
っ
た

82
.1
%

認
知
症
の
行
動
・
心
理
症
状
に
対
し
て
、表
面
化
し
た
症
状
の
軽
減
の
み
な
ら
ず
、原
因
の
解
消
を
目
指
し
た
ケ
ア
が
行
え
る
よ
う
に
な
っ
た

80
.7
%

利
用
者
個
人
個
人
に
向
き
合
い
、そ
の
方
に
合
っ

た
ケ
ア
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。ケ
ア
に
対
す
る

積
極
性
が
生
ま
れ
、他
職
員
も
巻
き
込
み
チ
ー
ム

ケ
ア
が
向
上
し
た
。

専
門
的
な
知
識
を
も
っ
た
職
員
が
ケ
ア
に
あ
た
っ

て
い
る
こ
と
で
、家
族
に
安
心
感
を
持
っ
て
い
た
だ

け
る
。施
設
の
ア
ピ
ー
ル
に
も
な
る
。

利
用
者
支
援
の
方
法
が
具
体
的
に
分
か

り
、受
講
者
が
増
え
る
こ
と
で
、チ
ー
ム
力

が
強
く
な
っ
て
い
る
。今
後
も
受
講
者
を

増
や
し
て
い
き
た
い
。

認
知
症
を
深
く
理
解
し
て
い
る
職
員

が
増
え
る
こ
と
で
、常
に
現
場
で
利

用
者
の
精
神
状
態
に
応
じ
た
対
応
が

検
討
で
き
、他
職
員
に
対
し
て
、さ
ま

ざ
ま
な
状
況
に
対
し
て
の
指
導
が
行

え
る
。

認
知
症
利
用
者
へ
の
支
援
に
お
い
て
課
題
が

出
た
際
、要
因
に
つ
い
て
い
ろ
い
ろ
な
角
度
か

ら
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
行
い
、前
向
き
な
対
応
に

よ
り
改
善
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

認
知
症
の
人
へ
の

具
体
的
支
援
の
た
め
の

ア
セ
ス
メ
ン
ト
と
ケ
ア

の
実
践

2. 3.
実
習

1日
目

3日
目

4日
目

実
習
期
間

報
告
会

2日
目

イ
ン
タ
ー
バ
ル
期
間
：
 自
施
設
・
事
務
所
で
2.
❶「
学
習
成
果
の
実
践
展
開
と
共
有
」の
課
題
に
取
り
組
む

第Ⅳ部 第２章 
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実
習
前
の
5日
間
に
お
い
て
、は
じ
め
に
、認
知
症
に

関
す
る
専
門
的
な
知
識
を
学
び
ま
す
。そ
の
後
、認
知

症
ケ
ア
に
お
け
る
チ
ー
ム
ケ
ア
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、お
よ

び
認
知
症
ケ
ア
の
職
場
内
教
育（
O
JT
）に
よ
る
指
導

方
法
に
つ
い
て
学
ん
で
い
き
ま
す
。

　
さ
ら
に
そ
の
後
、自
施
設
・
事
業
所
に
お
い
て
、そ
れ

ま
で
の
学
び
を
活
か
し
て
実
際
に
指
導
等
を
立
案
・
実

行
す
る
職
場
実
習
を
実
施
し
、報
告
し
ま
す
。

　
入
所
・入
居
を
伴
う
施
設
・
事
業
所
及
び
訪
問
介
護

サ
ー
ビ
ス
を
行
う
事
業
所
（
令
和
3年
度
～
）
に
お
い

て
、本
研
修
修
了
者
を
一
定
の
割
合
で
配
置
し
、そ
の

他
の
必
要
条
件
を
満
た
す
こ
と
で
、
介
護
報
酬
加
算

（
認
知
症
専
門
ケ
ア
加
算
Ⅰ
）を
得
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

●
実
施
主
体

都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
、お
よ
び
都
道
府
県
等
が
委
託
し
た
団
体（
都
道
府
県
等
に
よ
り
、開
催
地
・
回
数
・
定
員
等
は
異
な
り
ま
す
）

※
以
降
の
内
容
は
、令
和
2年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業
」内
で
実
施
さ
れ
た「
実
践
者
研
修
・
実
践

リ
ー
ダ
ー
研
修
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
を
中
心
と
し
た
介
護
保
険
施
設
・
事
業
所
調
査
」の
調
査
結
果
に
よ
る
も
の
で
す
。

認
知
症
対
応
に
つ
い
て
困
っ
た
時
に
は
、相
談
す
る
こ
と
が

で
き
た
り
頼
れ
る（
助
け
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
）。
そ
の

こ
と
に
よ
り
、チ
ー
ム
で
の
活
動
が
で
き
る
。

※
上
記
は
標
準
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
基
づ
く
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、実
際
の
運
用
は
実
施
主
体
等
に
よ
っ
て
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
研
修
へ
の
受
講
者
派
遣
の
目
的

受
講
者
個
人
の

知
識
・
技
術
習
得

「
認
知
症
介
護
実
践
研
修
」（
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
、認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
）

の
概
要
と
受
講
効
果

●
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

●
事
業
所
内
で
、多
く
の
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

●
修
了
者
が
い
る
事
業
所
で
は
、さ
ま
ざ
ま
な
体
制
整
備
や
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
修
了
者
が
事
業
所
に
い
る
こ
と
で
、さ
ま
ざ
ま
な
効
果
が
も
た
ら
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
研
修
受
講
に
よ
り
、知
識
・
技
術
が
確
実
に
向
上
し
て
い
ま
す
。

●
受
講
効
果

3

6
7

科
　
目

時
間
数

認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー

研
修
総
論

1. 2.
認
知
症
の
専
門
知
識

4.
認
知
症
ケ
ア
の
指
導
方
法

4.
認
知
症
ケ
ア
の
指
導
方
法

4.
認
知
症
ケ
ア
の
指
導
方
法

5.
認
知
症
ケ
ア
指
導
実
習

5.
認
知
症
ケ
ア
指
導
実
習

5.
認
知
症
ケ
ア
指
導
実
習

認
知
症
ケ
ア
に
お
け
る

チ
ー
ム
ケ
ア
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

3.

認
知
症
ケ
ア
に
お
け
る

チ
ー
ム
ケ
ア
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

3.

❶
認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
の
理
解

❶
認
知
症
の
専
門
的
理
解

❷
施
策
の
動
向
と
地
域
展
開

❶
チ
ー
ム
ケ
ア
を
構
築
す
る
リ
ー
ダ
ー
の
役
割

❷
ス
ト
レ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
理
論
と
方
法

❸
ケ
ア
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
の
技
法
と
実
践

❹
認
知
症
ケ
ア
に
お
け
る
チ
ー
ム
ア
プ
ロ
ー
チ
の

理
論
と
方
法

❶
職
場
内
教
育
の
基
本
視
点

❷
職
場
内
教
育（
O
JT
）の
方
法
の
理
解

❸
職
場
内
教
育（
O
JT
）の
実
践

❶
職
場
実
習
の
課
題
設
定

❷
職
場
実
習

❸
結
果
報
告

❹
職
場
実
習
評
価

90
分

12
0分

21
0分

18
0分

12
0分

12
0分

18
0分

24
0分

24
0分

18
0分

18
0分

24
0分

4週
間

42
0分

上
記
に
含
む

修
了
者
の
約
7
割
は
、

事
業
所
内
で
リ
ー
ダ
ー
以
上
の

役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

所
属
事
業
所
で
は
、個
人
の
知
識
・
技
術
習
得
の
ほ
か
、「
中
核
と
な
る
職
員
の

育
成
」や
「
チ
ー
ム
ケ
ア
の
質
向
上
」、「
研
修
内
容
の
職
場
内
共
有
や
指
導
」、

「
組
織
体
制
の
充
実
」を
期
待
し
て
受
講
者
を
派
遣
し
て
い
ま
す
。

69
.9
%

■
取
り
組
み
や
体
制
整
備
が
あ
る
場
合
に
、リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者
以
上
の
人
が
そ
の
担
当
に
配
属
さ
れ
て
い
る
割
合（
修
了
者
が
い
る
事
業
所
内
）

■
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者
あ
り
　
■
実
践
者
研
修
修
了
者
あ
り（
リ
ー
ダ
ー
な
し
）　
　
■
修
了
者
な
し

■
取
り
組
み
体
制
等
の
有
無

■
認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者
に
み
ら
れ
る
変
化（
所
属
事
業
所
に
よ
る
評
価
。「
そ
う
思
う
」「
ま
あ
そ
う
思
う
」の
合
計
。上
位
の
も
の
を
抽
出
。）

■
認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者
が
い
る
こ
と
の
利
点（
所
属
事
業
所
に
よ
る
評
価
）の
例

81
.1
%

認
知
症
ケ
ア
に
関
す
る

留
意
事
項
の
伝
達
や

技
術
的
指
導

77
.6
%

研
修
計
画
の

作
成
・
実
施

70
.7
%

リ
ー
ダ
ー
等

指
導
的
立
場
の

職
員
を
育
成

す
る
体
制

67
.9
%

O
JT（
職
務
現
場
で
の
業
務
を
通
じ
て

の
指
導
）に
よ
る
指
導
体
制

O
JT
に
よ
る
指
導
体
制

職
員
の
ス
ト
レ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

医
療
機
関
・
医
療
職

と
の
関
係

認
知
症
ケ
ア
に
関
す
る

留
意
事
項
の
伝
達
や
技
術
的
指
導

地
域
住
民
と
の
交
流
機
会

（
施
設
・
事
業
所
が
開
催
）

71
.9
%

初
任
者
育
成
の

た
め
の
研
修
等

の
体
系

68
.1
%

地
域
住
民
と
の

交
流
機
会（
施
設
・

事
業
所
が
開
催
）

65
.1
%

身
体
介
護
・

生
活
介
護
の

技
術
研
修

68
.1
%

高
齢
者
虐
待

防
止
に
関
す
る

研
修

68
.5
%

身
体
拘
束
の

廃
止（
禁
止
）・

適
正
化
等
の
研
修

67
.0
%

チ
ー
ム
ケ
ア
の

質
の
向
上

79
.1
%

中
核
と
な
る

職
員
の
育
成

78
.3
%

研
修
内
容
の

職
場
内
共
有
や

指
導

64
.6
%

組
織
体
制
の

充
実

50
.6
%

介
護
報
酬

加
算
の
取
得

27
.7
%

他
事
業
所
と
の

関
係
構
築
・

情
報
収
集

20
.9
%

0%
25
%

50
%

75
%

10
0%

85
.6
%

84.9%

81.4%

74.8%

76.1%

74.3%

55.7%

86.5%

84.6%

73.3%

93.9%

94.1%

83.5%

68.8%

61.5%

42.4% 83
.9
%

77
.6
%

76
.8
%

74
.5
%

74
.2
%

73
.1
%

72
.8
%

認
知
症
ケ
ア
へ
の
理
解
が
あ
る
た
め
、サ
ー
ビ
ス
提
供
を
す

る
上
で
中
心
的
な
立
場
を
担
っ
て
い
る
。職
場
内
に
お
い

て
、模
範
的
立
場
に
も
あ
る
。

全
ス
タ
ッ
フ
、チ
ー
ム
へ
の
認
知
症
ケ
ア

の
教
育
に
役
立
っ
て
い
る
。職
員
の
定
着

に
も
影
響
し
て
い
る
と
思
わ
れ
れ
る
。

利
用
者
さ
ん
と
職
員
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
で
は
、声
の
か
け
方
、話

の
展
開
、対
応
に
安
心
感
が
あ
り
、新

任
職
員
は
近
く
で
実
際
に
見
な
が
ら

学
ぶ
こ
と
が
で
き
て
い
る
。

1日
目

3日
目

4日
目

5日
目

2日
目　
適
切
な
認
知
症
介
護
を
提
供
で
き
る
ケ
ア
チ
ー
ム
を
構
築
す
る
た
め
の
、さ
ま
ざ
ま
な
知
識
・
技
術
を
修
得
し
ま
す
。

　
本
研
修
の
修
了
者
は
、ケ
ア
チ
ー
ム
に
お
け
る
指
導
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
ほ
か
、地
域
の
認
知
症
施
策
の
中
で
役
割
を
担
う
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

対
象
者

●
介
護
業
務
に
お
お
む
ね
5年
以
上
従
事
し
た
経
験
が
あ
る
者

●
ケ
ア
チ
ー
ム
の
リ
ー
ダ
ー
ま
た
は
リ
ー
ダ
ー
に
な
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
る
者

●
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
を
修
了
し
1年
以
上
経
過
し
て
い
る
者

研
修
期
間
等

実
習
報
告
・
評
価（
1日
）

集
合
研
修（
5日
間
）

職
場
実
習（
4週
間
）

認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修

実
習
期
間

報
告
会

利
用
者
の
尊
厳
を
重
視
し
、意
思
決
定
支
援
を
行
う
こ
と
の
重
要
性
を
理
解
し
、チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
に
訴
え
か
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

認
知
症
及
び
認
知
症
ケ
ア
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
を
持
ち
、チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
に
説
明
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

同
職
種
・
多
職
種
間
で
連
携
や
役
割
分
担
を
行
い
、チ
ー
ム
で
取
り
組
む
体
制
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
の
役
割
を
理
解
し
、チ
ー
ム
の
理
念
や
方
針
を
形
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の
指
導
に
よ
り
、職
員
の
認
知
症
ケ
ア
の
質
に
向
上
が
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た

O
JT
の
意
義
や
方
法
を
理
解
し
、仕
事
に
即
し
た
指
導
を
適
切
に
行
え
る
よ
う
に
な
っ
た

チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
や
ケ
ア
の
実
践
状
況
を
適
切
に
評
価
し
、課
題
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
等
の
会
議
を
効
果
的
に
展
開
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た

10
0% 75
%

50
%

25
% 0%
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10
日
間
の
前
期
研
修
、6
週
間
の
職
場
実
習
と
オ
ン

ラ
イ
ン
研
修
、お
よ
び
5日
間
の
後
期
研
修
か
ら
構
成

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
本
研
修
で
は
、教
育
方
法
論
・
授
業
設
計
法
等
の

教
育
方
法
に
関
す
る
学
習
、人
材
育
成
の
方
法
に
関
す

る
学
習
、地
域
に
お
け
る
認
知
症
対
応
力
向
上
の
推
進

に
関
す
る
学
習
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、模
擬
授
業
、他
施
設
・
事
業
所
実
習
、職
場

実
習
に
よ
り
、学
び
の
実
践
や
評
価
を
行
い
ま
す
。

　
認
知
症
専
門
ケ
ア
加
算
Ⅰ（
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
）

の
要
件
を
満
た
し
た
上
で
、本
研
修
修
了
者
を
1人
以

上
配
置
し
、そ
の
他
の
必
要
条
件
を
満
た
す
こ
と
で
、

介
護
報
酬
加
算（
認
知
症
専
門
ケ
ア
加
算
Ⅱ
）を
得
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

●
実
施
主
体

都
道
府
県
・
指
定
都
市
を
通
じ
て
申
し
込
み
、認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー

が
実
施（
セ
ン
タ
ー
は
全
国
3か
所
に
あ
り
、そ
れ
ぞ
れ
開
催
回

数・
時
期
は
異
な
り
ま
す
） ※
以
降
の
内
容
は
、令
和
2年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業
」内
で
実
施
さ
れ
た「
認
知
症
介
護
指
導

者
養
成
研
修
修
了
者
の
活
動
実
態
調
査
」の
調
査
結
果
に
よ
る
も
の
で
す
。

※
具
体
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
運
用
は
実
施
主
体
等
に
よ
っ
て
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

■
自
法
人
内
で
の
役
割

研
修
の

企
画
・
立
案
や

講
師

「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
」の

概
要
と
受
講
効
果

●
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

●
地
域
ケ
ア
の
推
進
に
向
け
て
、多
く
の
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

●
受
講
効
果4

8
9

科
　
目

時
間
数

1.
認
知
症
介
護
研
修
総
論

認
知
症
ケ
ア
に
お
け
る
教
育
の

理
論
と
実
践

2.

認
知
症
ケ
ア
対
応
力
向
上
の

た
め
の
人
材
育
成

3.

地
域
に
お
け
る
認
知
症
対
応
力

向
上
の
推
進

4.

❶
認
知
症
介
護
実
践
者
等
養
成
事
業
の
実
施

❷
認
知
症
ケ
ア
に
関
す
る
施
策
と
行
政
と
の
連
携

❸
研
修
の
目
標
設
定
と
研
修
総
括

❶
教
育
方
法
論

❷
授
業
設
計
法

❸
模
擬
授
業

❹
研
修
企
画
と
評
価

❶
人
材
育
成
論

❷
成
人
教
育
論

❸
認
知
症
ケ
ア
に
関
す
る
研
究
法
の
概
論

❹
職
場
実
習
企
画

❺
職
場
実
習

❻
職
場
実
習（
振
り
返
り
）

❼
職
場
実
習
報
告

❶
共
生
の
た
め
に
地
域
で
支
え
合
う
体
制
づ
く
り

❷
他
施
設
・
事
業
所
実
習

1時
間

1時
間

9時
間

14
時
間

28
時
間

14
時
間

5時
間

3時
間

3時
間

2時
間

14
時
間

5週
間

3時
間

14
時
間

1時
間

21
時
間

修
了
者
の
8
割
以
上
は
、都
道
府
県
が
実
施
す
る

認
知
症
介
護
実
践
研
修
等
の
講
師
・

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
の
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

所
属
事
業
所
で
は
、「
研
修
の
企
画
・
立
案
や
講
師
」「
チ
ー
ム
ケ
ア
の
推

進
」「
自
法
人
の
理
念
の
浸
透
」「
リ
ー
ダ
ー
等
指
導
的
立
場
の
職
員
を

育
成
す
る
体
制
づ
く
り
」等
、多
く
の
役
割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

83
.9
%

■
地
域
ケ
ア
を
推
進
す
る
役
割
を
担
っ
て
い
る
割
合

●
研
修
を
受
け
る
こ
と
で
さ
ま
ざ
ま
な
変
化
が
期
待
で
き
ま
す
。

■
指
導
者
研
修
受
講
前
後
の
変
化（
「
そ
う
思
う
」4
点
～「
そ
う
思
わ
な
い
」1
点
の
4件
法
に
よ
る
自
己
評
価
の
平
均
値
）

89
.4
%

チ
ー
ム
ケ
ア
の

推
進

77
.6
%

自
法
人
の
理
念
の

浸
透

74
.0
%

リ
ー
ダ
ー
等
指
導
的
立
場
の

職
員
を
育
成
す
る

体
制
づ
く
り

69
.6
%

O
JT
に
よ
る

指
導
体
制
づ
く
り

67
.4
%

初
任
者
育
成
の

た
め
の
体
系
づ
く
り

66
.6
%

0%
25
%

50
%

75
%

10
0%

1234

67
.1
%

64
.8
%

62
.2
%

58
.6
%

54
.3
%

50
.7
%

42
.4
%

31
.0
%

25
.2
%

16
.1
%

17
.1
%

3.
6

3.
5

3.
4

3.
4

2.
9

2.
9

3.
1

3.
0

3.
0

2.
8

　
認
知
症
介
護
に
関
す
る
専
門
的
知
識
・
技
術
や
、研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成
方
法
・
教
育
技
術
、介
護
の
質
改
善
の
た
め
の
指
導
方
法
等
を
修
得
し
ま
す
。

　
本
研
修
の
修
了
者（
認
知
症
介
護
指
導
者
）は
、都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
が
行
う
認
知
症
介
護
に
関
す
る
公
的
研
修（
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
・
認
知
症
介

護
実
践
研
修
）の
企
画
立
案
者
・
講
師
を
務
め
て
い
る
ほ
か
、地
域
の
さ
ま
ざ
ま
な
認
知
症
施
策
の
推
進
に
も
貢
献
し
て
い
ま
す
。修
了
後
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
た

め
の
、フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
も
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

対
象
者

●
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
・
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者（
ま
た
は
同
等
者
）

●
実
践
研
修
等
の
企
画
・
講
師
、地
域
ケ
ア
の
推
進
を
担
う
見
込
み
の
者

●
医
療
・
福
祉
に
係
る
国
家
資
格
を
有
す
る
者（
ま
た
は
準
ず
る
者
）

研
修
期
間
等

前
期
研
修（
10
日
間
）

後
期
研
修（
5日
間
）

職
場
実
習
・
オ
ン
ラ
イ
ン
研
修（
6週
間
）

認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修

専
門
職
以
外
を
対
象
と
し
た
研
修
の
企
画
・
立
案
・
講
師

地
域
の
認
知
症
の
人
や
家
族
な
ど
へ
の
相
談
・
情
報
提
供

地
域
施
策
の
中
で
の
役
割

自
法
人
以
外
の
介
護
保
険
施
設
等
で
の
研
修

認
知
症
に
関
す
る
理
解
促
進

各
種
関
係
機
関
等
か
ら
の
相
談
・
依
頼

自
法
人
以
外
で
の
ア
ド
バ
イ
ス
や
サ
ポ
ー
ト

市
区
町
村
の
各
種
委
員
会
や
会
議
の
委
員

国
や
都
道
府
県
等
の
各
種

委
員
会
や
会
議
の
委
員

学
会
な
ど
で
の
公
演
・
発
表
、

学
会
誌
へ
の
投
稿

マ
ス
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ
た

認
知
症
ケ
ア
の
広
報
・
啓
発

（
研
修
修
了
後
に
関
わ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
主
な
活
動
）

キ
ャ
ラ
バ
ン
メ
イ
ト
養
成
研
修
、企
業
向
け
講
習
・

研
修
、地
域
住
民
向
け
講
演
会
・
講
座

当
事
者
会
へ
の
運
営
協
力
、認
知
症
カ
フ
ェ
・
サ
ロ
ン
な
ど

で
の
情
報
提
供
、当
事
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
参
加

認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
員
、認
知
症
地
域
支
援
推
進
員
、

若
年
性
認
知
症
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、キ
ャ
ラ
バ
ン
メ
イ
ト

行
政
・
社
会
福
祉
協
議
会
等
を
通
し
て
の
複
数
事
業
所
向
け
研
修
等
の

依
頼
、地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
か
ら
の
研
修
依
頼
、医
療
従
事
者
に

対
す
る
認
知
症
対
応
力
向
上
研
修
の
依
頼

学
生
向
け
の
啓
発
活
動
、通
い
の
場
な
ど
で
の
健
康
相
談
等
、

認
知
症
予
防
に
関
す
る
講
座
の
企
画
等

若
年
性
認
知
症
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
・

実
践
者
研
修
修
了
生
、認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム

介
護
保
険
施
設
等
か
ら
の
直
接
の
個
別
の
助
言
依
頼
、地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
か
ら
の

助
言
依
頼
、行
政
等
を
通
し
て
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
事
業
等
へ
の
参
画
へ
の
依
頼

認
知
症
初
期
集
中
支
援
チ
ー
ム
関
係
、

地
域
福
祉
活
動
計
画
策
定
関
係

認
知
症
施
策
推
進
会
議

都
道
府
県
・
指
定
都
市
の
介
護
保
険
事
業（
支
援
）計
画
策
定
会
議

シ
ン
ポ
ジ
ス
ト
な
ど
の
依
頼
を
受
け
て
の
登
壇
、論
文
の
発
表

商
業
誌
へ
の
投
稿

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
な
ど
へ
の
出
演
、

SN
Sで
の
情
報
発
信
、動
画
配
信

研 修 等 へ の 参 加 に よ っ て 新 た に で き た

人 と の つ な が り が 、

現 在 の 自 分 に 良 い 影 響 を 与 え て い る

ケ ア の 改 善 に 向 け て 、 経 験 則 だ け に 頼 ら ず 、

客 観 的 な 現 状 分 析 や ケ ア 内 容 の 評 価 を

行 う よ う に な っ た

他 者 に 対 す る 自 分 の 言 動 や 感 情 を 振 り 返 り 、

自 分 自 身 を 客 観 的 に 見 る よ う に な っ た

自 ら 考 え 行 動 す る 人 材 育 成 の た め に 、

職 員 の 自 発 性 を 引 き 出 す コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を

意 識 す る よ う に な っ た

介 護 ・ 看 護 職 員 ご と に 研 修 計 画 を

作 成 し 実 施 す る よ う に な っ た

事 業 所 の 理 念 、 基 本 方 針 が

職 員 全 体 に 周 知 さ れ 、

実 践 に 結 び つ く よ う に な っ た

事 業 所 内 の 様 々 な 場 面 で 、 認 知 症 の

人 へ の 支 持 的 ・ 受 容 的 な 態 度 を 重 視 し た

支 援 が 見 ら れ る よ う に な っ た

認 知 症 の 人 か ら の 相 談 や 意 見 を

積 極 的 に 把 握 し 、 組 織 的 か つ 迅 速 に

対 応 す る よ う に な っ た

事 業 所 と し て 地 域 の 福 祉 ニ ー ズ ・

生 活 課 題 等 を 把 握 す る た め の 取 組 を

積 極 的 に 行 う よ う に な っ た

職 員 の 間 で 、 ど の よ う な 課 題 も 背 景 を

広 く 深 く 考 え て か ら 、 課 題 解 決 の 方 法 を

探 る 場 面 が 増 え た

P.
15

自
身
の
変
化

施
設
・
事
業
所
の
変
化
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※
以
降
の
内
容
は
、令
和
2年
度
老
人
保
健
健
康
増
進
等
事
業「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業
」内
で
実
施
さ
れ
た

　「
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
修
了
者
の
活
動
実
態
調
査
」の
調
査
結
果
に
よ
る
も
の
で
す
。

10
11

認
知
症
介
護
指
導
者
の
活
動
事
例

5
　
認
知
症
介
護
指
導
者（
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
の
修
了
者
）は
、都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
が
行
う
認
知
症
介
護
に
関
す
る
公
的
研
修
（
認
知
症
介
護
基
礎
研

修
・
認
知
症
介
護
実
践
研
修
）の
企
画
立
案
者
・
講
師
を
務
め
て
い
る
ほ
か
、地
域
の
さ
ま
ざ
ま
な
認
知
症
施
策
の
推
進
に
も
貢
献
し
て
い
ま
す
。

　
こ
こ
で
は
、そ
れ
ら
の
活
動
の
中
か
ら
、い
く
つ
か
の
事
例
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

●
実
践
研
修
以
外
で
も
、地
域
の
中
で
さ
ま
ざ
ま
な
学
び
の
場
を
つ
く
っ
て
い
ま
す
。

●
認
知
症
ケ
ア
の
専
門
職
と
し
て
、地
域
で
活
躍
し
て
い
ま
す
。

認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
の
受
講
後
は
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
高
く
て
も
、自
職
場
の
現
状
を
打
破
で
き
ず
悩
み
認

知
症
ケ
ア
に
行
き
詰
っ
た
り
、研
修
等
へ
参
加
し
た
く
て
も
で
き
な
い
と
い
う
修
了
生
の
声
を
聴
き
、自
治
体
の
支
援
を
受

け
な
が
ら
大
阪
市
指
導
者
が
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
事
業
を
立
ち
上
げ
た
。

平
成
26
年
12
月

北
区
・
福
島
区
の
認
知
症
介
護
指
導
者
2名
で
企
画
を
行
い
、 

認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者
5名
の
計
7名
で
立
ち
上
げ
る
。

平
成
29
年
4月

淀
川
区
・
西
淀
川
区
・
東
淀
川
区
の
指
導
者
の
参
加
。

平
成
29
～
31
年
度

令
和
２
年
度
～

コ
ア
メ
ン
バ
ー
13
名
で
活
動
し
て
い
る
。

活
動
の
経
過

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
生
ら
の
学
び
た
い
こ
と
・
悩
み
ご
と
か
ら
テ
ー
マ
を
決
め
て
学
習
会
を
開
催
し
て
い
る
。

実
践
者
研
修
等
で
学
習
会
チ
ラ
シ
を
配
布
し
た
り
各
事
業
所
の
職
員
も
参
加
自
由
と
し
て
い
る
。

認
知
症
ケ
ア
の
あ
り
方
を
理
解
し
て
も
、自
職
場
も
含
め
ま
だ
オ
ー
ル
ド
カ
ル
チ
ャ
ー
な
部
分
が
あ
り
、本
人

本
位
の
ケ
ア
が
で
き
て
い
な
い
現
状
が
あ
る
。地
域
で
頑
張
っ
て
い
る
介
護
ス
タ
ッ
フ
等
と
繋
が
り
、『
人
』

が
中
心
と
な
り
、認
知
症
の
人
が
暮
ら
し
や
す
い
場
を
提
供
で
き
る
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。

大
阪
市
認
知
症
介
護
指
導
者
　
佐
藤
旭
保

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

専
門
職
か
ら
だ
け
で
な
く
、家
族
介
護
者
や
地
域
の
課
題
に
つ
い
て
の
相
談
や
、学
生
か
ら
事
業
所
へ
の
訪
問
も
あ
り
、地
域
と
の
つ
な
が
り
が

深
ま
り
つ
つ
あ
る
。今
後
は
コ
ロ
ナ
以
外
の
パ
イ
プ
役
と
し
て
も
協
働
で
き
る
場
と
し
て
い
き
た
い
。

活
動
概
要

離
島
で
は
人
材
が
限
ら
れ
て
お
り
、認
知
症
ケ
ア
の
専
門
職
と
し
て
の
活
動
は
多
岐
に
わ
た
る
。

沖
縄
県
認
知
症
介
護
指
導
者
　
羽
地
克
也

い
た
だ
く
声

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

令
和
2年
度
の
参
加
者
11
3名
の
う
ち
、半
数
は
一
般
市
民
で
占
め
ら
れ
て
い
た
。ま

た
、参
加
者
ア
ン
ケ
ー
ト
で
90
％
以
上
が
認
知
症
や
認
知
症
の
人
と
の
接
し
方
に

つ
い
て
理
解
で
き
た
と
答
え
ら
れ
た
こ
と
か
ら
、地
域
へ
の
認
知
症
の
知
識
の
発
信

と
し
て
有
意
義
で
あ
っ
た
と
感
じ
て
い
る
。

「
認
知
症
が
あ
っ
て
も
地
域
で
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
」そ
ん
な
地
域
づ
く
り
が
で
き

る
よ
う
、介
護
職
や
家
族
介
護
者
へ
の
助
言
や
相
談
の
場
を
設
け
て
い
き
た
い
。

活
動
概
要

令
和
2年
度
で
３
回
目
と
な
る
会
は「
身
近
な
人
が
認
知
症
に
な
っ
た
ら
」を
テ
ー
マ

に
開
催
さ
れ
、第
１
部「
耳
を
傾
け
る
～
認
知
症
の
基
礎
知
識
と
接
し
方
～
」を
担
当

し
た
。第
２
部
は
家
族
の
会
に
よ
る
体
験
事
例
が
発
表
さ
れ
、身
近
に
感
じ
た
り
理

解
が
深
ま
る
こ
と
を
意
識
し
て
構
成
し
た
。

■
で
き
た

■
ま
あ
ま
あ
で
き
た

■
あ
ま
り
で
き
な
か
っ
た

■
で
き
な
か
っ
た

■
不
明

■
で
き
た

■
ま
あ
ま
あ
で
き
た

■
あ
ま
り
で
き
な
か
っ
た

■
で
き
な
か
っ
た

■
不
明

68
%

57
%

37
%

30
%

1%

5%1% 0%0%

1%

●
認
知
症
家
族
会
み
や
こ
で
の
離
島
地
区
へ
の
出
張
開
催
で
は
、親
の
認
知
症
発
症
を
機
に
島
へ
帰
省
し
た
家
族
の
困
り
ご
と
と
今
後

の
生
活
に
つ
い
て
一
緒
に
考
え
支
援
し
た
。

●
県
立
高
校
で
3年
生
を
対
象
に「
認
知
症
に
な
っ
て
も
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
た
め
に
」と
題

し
た
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
を
開
催

●
若
年
認
知
症
の
方
の
特
徴
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
個
別
支
援
を
行
う
若
年
認
知
症
専
門
員

●
宮
古
介
護
福
祉
士
の
会
を
設
立
し
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
施
設
間
の
人

員
支
援
体
制
に
つ
い
て
行
政
と
も
連
携
し
て
構
築
し
て
い
る
。

活
動
の
経
過

活
動
の
成
果

●
２
０
１
５
年
１
月

　
地
域
の
相
談
窓
口「
街
の
相
談
室
ア
ン
ク
ル
」の
開
設

●
２
０
１
９
年
９
月

法
人
後
見
業
務
を
実
施

こ
れ
ま
で
の
相
談
受
付
の
内
容
や
地
域
の
実
情
に

応
じ
て
、法
人
と
し
て
認
知
症
の
人
や
そ
の
家
族
の

生
活
に
直
結
す
る
経
済
的
な
課
題
へ
の
支
援
を
具

体
的
に
行
え
る
よ
う
な
体
制
を
構
築
。

活
動
概
要

認
知
症
の
人
の
受
診
か
ら
介
護
等
サ
ー
ビ
ス
利
用
ま
で
の
い
わ
ゆ
る
空
白
の
期
間

に
お
い
て
、福
祉
や
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
を
提
案
す
る
だ
け
で
な
く
、財
産
の
管
理

方
法
や
将
来
に
向
け
必
要
な
準
備
等
に
つ
い
て
も
ご
相
談
を
受
け
、今
後
必
要
と

さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
等
の
情
報
を
提
供
さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と
で
、本
人
の
意
思
や
こ

れ
ま
で
大
切
に
し
て
き
た
も
の
を
守
っ
て
い
く
こ
と
を
目
的
に
し
て
い
ま
す
。

社
会
福
祉
協
議
会
、地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
、

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
、障
が
い
者
の
相
談
支
援
職
な
ど
か
ら

年
間
30
0件
前
後

年
間
10
0件
以
上

専
門
分
野
と
は
異
な
る
視
点
か
ら
の
意
見
を
求
め
ら
れ
た
り
、

経
済
的
な
支
援
策
、認
知
症
ケ
ア
に
お
け
る
流
れ
な
ど

行
政
担
当
者
、認
知
症
地
域
支
援
推
進
員
へ
の

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
契
約

●
場
所
が
あ
る
と
い
う
安
心
を
感
じ
て
い
る

●
支
援
機
関
の
専
門
職
の
方
か
ら「
困
っ
た
と
き

の
ア
ン
ク
ル
」と
紹
介
し
て
く
だ
さ
る

●
定
期
的
に
お
電
話
で
私
た
ち
に
安
否
を
お
知

　
ら
せ
く
だ
さ
る
方
や
気
兼
ね
な
く
相
談

　
で
き
る
人

活
動
の

き
っ
か
け

指
導
者
研
修
で
の
学
び
か
ら
、認
知
症
の
人
と
の
関
り
に
は
、そ
の「
人
」を
知
り「
人
」に
向
き
合
う
こ
と
が
大
事
な

一
歩
で
あ
り
、認
知
症
の
人
の
言
動
や
行
動
に
病
気
と
し
て
の
理
解
を
し
、本
人
に
寄
り
添
っ
た
対
応
方
法
を
考
え

て
い
く
こ
と
を
意
識
し
て
い
る
。

活
動
の

き
っ
か
け
・
背
景

活
動
の

き
っ
か
け

活
動
概
要

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

平
成
20
年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、現
在
ま
で
13
年
継
続
し
、1
,2
00
名
の
サ
ポ
ー
タ
ー
が

誕
生
し
た（
令
和
２
年
は
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
が
あ
り
講
座
の
み
）

サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
の
内
容
を
認
知
症
の
方
と
の
交
流
を
重
ね
る
こ
と
で
、認
知
症

は
普
通
の
人
と
変
わ
ら
な
い
と
感
じ
て
く
れ
る
時
間
を
作
る
こ
と
が
で
き
た
。共
生
は
、頭
の
理
解
で
は
な
く
、時
間
の
共
有
が
大
切
だ
と
い
う
こ

と
を
私
自
身
も
学
ん
だ
。地
域
の
子
供
達
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
街
を
作
る
こ
と
が
、認
知
症
の
人
が
安
心
す
る
地
域
に
つ
な
が
る
と
思
う
の

で
、今
後
も
続
け
て
い
き
た
い
。

指
導
者
研
修
の
中
で
は
、正
し
く
伝

え
て
行
く
こ
と
の
大
切
さ
や
正
し
く

理
解
し
て
い
く
こ
と
の
難
し
さ
を
学

ん
だ
。そ
こ
で
、子
ど
も
達
に
は
体

験
か
ら
学
ん
で
も
ら
お
う
と
、講
座

後
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
へ
の
訪
問
を

セ
ッ
ト
に
し
た
。

同
じ
こ
と
を

何
度
も
聞
い
て
き
て
ち
ょ
っ
と

ふ
し
ぎ
な
か
ん
じ
だ
っ
た
け
ど
、

笑
っ
た
り
話
し
た
り
よ
ろ
こ
ん
で
く
れ
た
り
と

い
う
こ
と
は
変
わ
ら
な
い
か
ら

「
お
か
し
い
よ
ね
」な
ど
の
言
葉
を

い
っ
た
り
す
る
の
は

よ
く
な
い
こ
と
だ
と
思
っ
た
。

「
何
事
に
も
理
由
が
あ
る
っ
て
こ
と
か
。」「
な
る
ほ
ど
。」
な
ど
、今
ま
で
の
持
っ
て
い
た
イ
メ
ー
ジ
を
変
化
さ
せ
新
た
に
捉
え
な
お
し
た
感
想
を

い
た
だ
い
た
。本
人
視
点
に
立
っ
た
関
わ
り
方
や
地
域
づ
く
り
に
つ
い
て
伝
え
ら
れ
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

県
内
の
指
導
者
と
共
に
、企
業
向
け
の
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
を
企
画
・
開
催
し
て
い
る
。

今
後
も
県
や
市
町
村
の
認
知
症
の
啓
発
に
関
す
る
事
業
に
仲
間
と
共
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。

活
動
概
要

地
域
大
型
店
の
フ
ー
ド
コ
ー
ト
を
会
場
に
幅
広
い
年
齢
層
が
参
加
さ
れ
る
な
か
、ゲ
ス
ト

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
、認
知
症
は
誰
に
も
起
こ
り
う
る
身
近
な
病
気
で
あ
り
、み
ん
な
で

支
え
合
う
こ
と
で
、住
み
慣
れ
た
地
域
で
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
伝
え
た
。

そ
の
後
、あ
か
ぎ
団
の
メ
ン
バ
ー
か
ら
、高
齢
者
施
設
訪
問
時
に
認
知
症
の
方
と
接
し
た
際

に
戸
惑
っ
た
場
面（
渡
し
た
折
り
鶴
を
食
べ
よ
う
と
し
た
・
い
き
な
り
怒
り
だ
し
た
等
）が
提

示
さ
れ
、そ
の
場
面
を
認
知
症
の
人
の
視
点
で
捉
え
て
み
る
こ
と
を
参
加
者
に
促
し
、会
場

の
皆
さ
ん
と
一
緒
に
認
知
症
の
人
の
視
点
で
考
え
る
形
式
で
実
施
し
た
。

今
後
の

展
望

参
加
者
か
ら
の
声

「
何
事
に
も
理
由
が

    
あ
る
っ
て
こ
と
か
。」

「
な
る
ほ
ど
。」

認
知
症
に

関
す
る
理
解

認
知
症
の
人
へ
の

接
し
方
の
理
解

認
知
症
介
護
研
修
で
の
呼
び
か
け
等
で
、都
島
区
・
大
正
区
・
中
央
区
の
リ
ー
ダ
ー
研
修
修
了
者
が
参
画
。

認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー

研
修
修
了
後
の
支
援
を

地
元
指
導
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で

認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
を
平
成
21
年
度
に
修
了
し
て
か
ら
群
馬
県
地
域
包
括
ケ
ア
推
進
室
か
ら
依
頼
が
あ
り
、

地
域
の
方
を
対
象
に
、ご
当
地
ア
イ
ド
ル
で
認
知
症
ア
ン
バ
サ
ダ
ー
で
も
あ
る「
あ
か
ぎ
団
」の
メ
ン
バ
ー
と
協
同
で
、『
認

知
症
に
つ
い
て
考
え
よ
う
』と
い
う
認
知
症
に
つ
い
て
の
理
解
を
広
め
る
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
し
た
。

活
動
の

き
っ
か
け

所
属
法
人
の
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
で
は
、地
域
で
支
え
る
街
づ
く
り
の
一
つ
と
し
て
認
知
症
の
支
援
に
携
わ
る
専
門

職
の
講
演
と
、認
知
症
と
家
族
の
会
の
会
員
家
族
に
よ
る
認

知
症
講
演
会
を
行
っ
て
い
る
。

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

群
馬
県
認
知
症
介
護
指
導
者
　
吉
沢
京
子

愛
媛
県
認
知
症
介
護
指
導
者
　
田
中
加
代

ご
当
地
ア
イ
ド
ル
と
の

コ
ラ
ボ
で

認
知
症
の
理
解
を
広
め
る

地
域
で
講
演
会

～
市
民
の
皆
さ
ん
が
認
知
症
を
身
近
な

も
の
と
感
じ
ら
れ
る
こ
と
を
目
指
し
て
～

笑
っ
て
逝
け
る
宮
古
島

～
認
知
症
に
な
っ
て
も
安
心
し
て

呼
ば
れ
て
　
飛
び
出
て

ジ
ャ
ジ
ャ
ジ
ャ
ジ
ャ
ー
ン
～

福
島
県
認
知
症
介
護
指
導
者
　
橋
本
好
博

平
成
19
年
秋
、近
く
の
小
学
校
２
年
生
の
町
探
検
と
い
う
授
業
の
対
象
と
し
て
所
属
先
の
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
へ
子
供
達

の
訪
問
が
あ
っ
た
こ
と
を
き
っ
か
け
に
、小
学
校
6
年
生
を
対
象
に
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
を
開
催
す
る
こ
と

と
な
っ
た
。

活
動
の

き
っ
か
け

サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
に

組
み
合
わ
せ
た
施
設
交
流
を

通
じ
て
子
供
達
の
認
知
症
の

理
解
を
深
め
る

～
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
で
の
学
び
を
活
か
し
て
～

群
馬
県
認
知
症
介
護
指
導
者
　
河
村
俊
一

認
知
症
診
断
後
の
空
白
の
期
間
に
お
け
る
支
援
体
制
の
弱
さ
や
そ
の
間
の
必
要
性
を
感
じ
て
い
た
認
知
症
専
門
医
の
呼
び

か
け
に
よ
り
、弁
護
士
、社
会
福
祉
士
で
も
あ
る
指
導
者
な
ど
多
職
種
に
よ
る
地
域
支
援
団
体
と
し
て
法
人
を
設
立
。

人
口
約
２
０
万
人
の
地
域
に
お
い
て
、今
後
増
加
傾
向
に
あ
る
認
知
症
の
人
や
そ
の
家
族
、そ
し
て
そ
の
支
援
に
関
わ
る
人
、機

関
の
相
談
を
受
け
る
だ
け
で
は
な
く
、将
来
へ
の
橋
渡
し
役
の
重
要
性
を
感
じ
て
現
在
の
活
動
を
実
施
す
る
に
至
り
ま
し
た
。

活
動
の

き
っ
か
け
・

背
景

医
師
・
弁
護
士
ら
と
共
に

権
利
擁
護
に
お
け
る

相
談
支
援
団
体
を
設
立

～
認
知
症
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
と

経
験
を
活
か
し
て
～

こ
こ
で
紹
介
す
る
も
の
の
ほ
か
、多
く
の
事
例
を「
D
C
ne
t
P.
1

」
　
　
 、

5
及
び
研
究
事
業
報
告
書
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

相
談
元

全
体
の
相
談
件
数

後
見
業
務
に
関
す
る
相
談
件
数

相
談
内
容

自
治
体
か
ら
の
事
業
委
託

人
は
み
な
平
等
で
あ
り
、

ど
ん
な
病
気
に
か
か
ろ
う
と
、だ
れ
も
が

同
じ
よ
う
に
生
活
す
る
権
利
が

あ
る
ん
だ
と
い
う
事
を
学
べ
ま
し
た
。
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認
知
症
介
護
指
導
者
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
る
取
り
組
み

　
認
知
症
介
護
指
導
者
は
、平
成
17
年
の
認
知
症
介
護
指
導
者
仙
台
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
皮
切
り

に
、修
了
セ
ン
タ
ー
ご
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
設
立
し
て
き
ま
し
た
。こ
れ
は
、認
知
症
介
護
指
導

者
の
草
の
根
活
動
が
点
か
ら
線
に
つ
な
が
っ
て
い
く
よ
う
に
広
が
っ
て
い
っ
た
も
の
で
す
。そ
し

て
、高
齢
社
会
の
進
展
と
そ
れ
に
伴
う
認
知
症
ケ
ア
へ
の
対
応
、な
に
よ
り
認
知
症
介
護
指
導
者

の
役
割
が
高
ま
る
に
つ
れ
、大
き
な
課
題
に
相
対
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。そ
こ
で
、各
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
が
互
い
に
連
携
す
る
た
め
、全
国
規
模
の
活
動
組
織
で
あ
る
全
国
認
知
症
介
護
指
導
者

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
設
立
す
る
に
至
り
ま
し
た
。

　
ち
ネ
ッ
ト
、b
ei
ng
、
大
府
ネ
ッ
ト
の
３
つ
の
団
体
の
全
国
組
織
と
し
て
一
般
社
団
法
人
化
に
よ
り
各
セ
ン
タ
ー
の
研
修
会
等

へ
の
後
援
等
を
行
っ
て
い
る
。
現
在
ま
で
に
２
冊
の
書
籍
発
刊
、
災
害
時
に
お
け
る
認
知
症
介
護
指
導
者
か
ら
の
義
援
金
の

募
集
・
配
布
、支
援
活
動
等
を
行
っ
て
き
て
い
る
。

　
中
で
も
、平
成
23
年
の
東
日
本
大
震
災
の
際
に
は
、３
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
協
力
し
全
国
認
介
護
指
導
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
災
害
支

援
連
携
チ
ー
ム
を
立
ち
上
げ
、介
護
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
派
遣
、義
援
金
の
配
布
、研
修
用
災
害
D
V
D
の
作
成
を
行
っ
た
。そ
し
て
、

こ
の
経
験
は
熊
本
地
震
の
際
に
も
活
か
さ
れ
、支
援
活
動
の
一
環
で
行
わ
れ
た
サ
ロ
ン
の
開
催
に
対
し
表
彰
を
受
け
た
。

●
地
域
の
中
で
、当
事
者
の
方
た
ち
の
身
近
な
場
面
で
共
に
活
動
し
て
い
ま
す
。

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

高
齢
化
は
町
の
課
題
で
あ
る
。介
護
家
族
や
関
係
機
関
か
ら
は「
こ
う
い
う
所
を
作
っ
て
く
れ
て『
あ
り
が
と
う
』」
と
声
を
か
け
ら
れ
た
。「
あ
り
が

と
う
」と
言
わ
れ
る
こ
と
は
正
直
予
想
し
て
い
な
か
っ
た
。確
実
に
ニ
ー
ズ
は
あ
る
と
感
じ
た
。　
　
　

人
が
集
ま
る
こ
と
で
情
報
も
集
ま
り
、介
護（
認
知
症
）で
困
っ
て
い
る
人
の
情
報
も
入
っ
て
く
る
。そ
こ
で
近
隣
の
人
や
気
に
か
け
て
く
れ
る
人
、

協
力
者
ま
た
本
人
と
一
緒
に
考
え
て
い
く
こ
と
で
他
人
事
を
自
分
事
と
し
て
と
ら
え
、ま
た
、経
験
値
を
積
む
こ
と
で
自
分
の
生
き
方
を
考
え
、話

し
て
い
け
る
よ
う
に
な
っ
た
ら
、希
望
の
見
ら
れ
る
地
域
が
で
き
る
。そ
し
て
町
の
人
た
ち
が
主
体
的
に「
お
互
い
様
」「
お
か
げ
さ
ま
」の
関
係
性

を
築
き
、支
え
あ
え
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
形
成
で
き
る
。元
・
現
介
護
員
向
け
に
集
ま
り
を
企
画
し
、介
護
職
員
が
介
護
事
業
所
内
で
の
み
活
動

す
る
の
で
は
な
く
、事
業
所
か
ら
出
て
町
の
中
で
活
動
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
き
た
い
。

活
動
内
容

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
フ
ェ
と
し
て
場
を
作
り
た
い
と
考
え
た
と
き
、歌
声
喫
茶
を
思
い
出
し
た
。「
Ｉ
Ｒ
Ｕ
Ｔ
Ｏ
Ｋ
Ｏ（
い
る
と
こ
）　
Ｉ
Ｋ
Ｕ
Ｔ
Ｏ
Ｋ
Ｏ（
い
く

と
こ
）　
Ｓ
Ｕ
Ｒ
Ｕ
Ｔ
Ｏ
Ｋ
Ｏ（
す
る
と
こ
）」
何
を
し
て
も
、何
も
し
な
く
て
も
い
い
。居
る
こ
と
で
存
在
を
感
じ
ら
れ
る

と
こ
ろ
。あ
そ
こ
に
行
け
ば
誰
か
い
る
か
な
、暇
だ
か
ら
行
っ
て
み
よ
う
か
な
と
思
え
る
と
こ
ろ
。一
人
で
は
や
ら
な
い

け
ど
、こ
こ
に
き
て
何
か
を
す
る
と
こ
ろ
。そ
う
い
っ
た
人
の
集
ま
れ
る
場
所
を
作
り
、自
分
ら
し
く
生
き
て
い
け
る
関

係
性
を
作
り
出
し
、介
護
や
認
知
症
に
つ
い
て
の
理
解
を
広
げ
て
い
き
た
い
。人
に
迷
惑
を
か
け
て
は
い
け
な
い
と

い
う
考
え
が
強
す
ぎ
る
社
会
。「
申
し
訳
な
い
」を
「
あ
り
が
と
う
」と
言
い
合
え
る
関
係
を
作
っ
て
い
き
た
い
と
思
う
。

自
事
業
所
の
認
知
症
の
ご
利
用
者
か
ら「
サ
ッ
カ
ー
が
し
た
い
」と
話
が
あ
り
、京
都
で
の
開
催
を
目
指
す

愛
縁
奇
縁
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
結
成

活
動
の
経
過

活
動
の
成
果
と
今
後
の
展
望

地
域
住
民
か
ら
は「
近
い
か
ら
自
分
の
足
で
歩
い
て
こ
れ
る
」「
自
分
で
見
て
選
べ
て
嬉
し
い
」と
の
声
を
い
た
だ
い
て
い
る
。ま
た
、２
週
間
分
購

入
し
た
重
い
商
品
を
自
宅
ま
で
運
ぶ
男
性
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
や
、近
隣
の
認
知
症
の
方
に
声
掛
け
し
て
一
緒
に
来
て
く
れ
る
オ
レ
ン
ジ

チ
ー
ム
な
ど
の
活
動
が
広
が
っ
て
い
る
。

認
知
症
の
人
の
支
払
い
場
面
で
手
間
取
る
こ
と
が
あ
っ
て
も
、レ
ジ
の
方
が
配
慮
し
て
下
さ
っ
た
り
、後
ろ
に
並
ぶ
地
域
の
方
々
も
笑
顔
で
待
っ

て
く
だ
さ
っ
た
り
と
、交
流
の
中
で
認
知
症
の
人
と
の
関
わ
り
に
理
解
を
深
め
ら
れ
て
い
る
様
子
も
見
ら
れ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
や
職
員
不
足
も
あ
る
が
、今
後
も
継
続
し
て
地
域
の
社
会
資
源
の
ひ
と
つ
に
な
る
れ
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

活
動
の
内
容

平
成
31
年
３
月
か
ら
概
ね
２
週

間
ご
と
に
、事
業
所
の
敷
地
で
青

果
、衣
料
品
、近
隣
企
業
の
商
品

等
の
移
動
販
売「
ス
マ
イ
ル
八
百

屋
」を
開
催
し
て
い
る
。高
齢
者
だ

け
で
な
く
地
域
住
民
の
方
に
も
利

用
し
て
い
た
だ
い
て
い
る
。

20
13
年

20
14
年

大
阪
で
の
オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ
に
参
加

20
17
年
4月

オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ
に
向
け
て
認
知
症
の
理
解
を
深
め
る
た
め
京
都
市
で
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
を
開
催

20
17
年
5月

第
１
回
オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ
開
催
　
11
3名
大
会
登
録
　
お
よ
そ
13
0名
（
応
援
者
含
む
）参
加

20
17
年

協
賛
企
業
へ
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
を
開
催

20
18
年
5月

第
2回
オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ
開
催
　
75
名
大
会
登
録
　
お
よ
そ
11
0名
（
応
援
者
含
む
）参
加

20
19
年
6月

第
3回
オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ
開
催
　
80
名
大
会
登
録
　
お
よ
そ
11
0名
（
応
援
者
含
む
）参
加

今
後
の
展
望

コ
ロ
ナ
禍
で
の
開
催
は
難
し
い
状
況
で
は
あ
る
が
、令
和
３
年
度
は
開
催
し
た
い
。

開
催
に
際
し
て
、❶
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
の
開
催
 ❷
後
援
・
協
賛
企
業
の
開
拓
 ❸
SN
Sで
ボ
ー
ル
を
蹴
っ
て
パ
ス
を
つ
な
い
で
い

く
こ
と
を
し
て
認
知
症
で
あ
っ
て
も
そ
う
で
な
く
て
も
、み
ん
な
で
笑
い
合
え
る
時
間
を
共
有
し
て
い
く
場
を
広
め
て
い
き
た
い
。❸
の
具
体
案

で
、愛
縁
奇
縁
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
SN
Sで
オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ
に
参
加
し
た
方
、こ
れ
か
ら
出
会
う
方
と
一
緒
に
絵
本
を
作
っ
て
い
く
。

当
事
者
の
声

●
し
た
い
こ
と
っ
て
ま
だ
ま
だ

　
で
き
る
ん
や
な
ぁ
。

●
こ
う
や
っ
て
仲
間
が
い
る
っ
て
大
切
。

　
本
当
に
あ
り
が
と
う
。

全
国
認
知
症
介
護
指
導
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

設
立
：
平
成
27
年（
一
般
社
団
法
人
化
）

設
立
：
平
成
17
年
 ｜
 会
員
数
：
55
0名

設
立
：
平
成
20
年
 ｜
 会
員
数
：
44
0名

設
立
：
平
成
19
年
 ｜
 会
員
数
：
54
2名

be
in
g （
認
知
症
介
護
指
導
者
東
京
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

　
ち
ネ
ッ
ト
、
大
府
ネ
ッ
ト
に
続
き
東
京
セ
ン
タ
ー
管
轄
の
指
導
者
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
。
指
導
者
の
連
携
を
深
め
る
と
と
も
に
、
認
知
症
の
方
が
尊
厳
を
も
っ
て
暮
ら
せ
る
社

会
の
創
造
を
目
指
す
こ
と
を
目
的
と
し
て
組
織
化
さ
れ
た
。
指
導
者
間
で
情
報
を
共
有
し
、
認

知
症
ケ
ア
に
つ
い
て
自
ら
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
場
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
実
践
者
研
修
の
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
を
共
有
す
る
な
ど
、講
義
の
平
準
化
を
行
う
場
と
し
て
も
活
用
さ
れ
て
い
る
。
主
な

活
動
と
し
て
総
会
研
修
会
及
び
ブ
ロ
ッ
ク
研
修
会
の
開
催
、
指
導
者
の
相
互
交
流
支
援
、会
報

の
発
行
、
災
害
被
災
地
支
援
な
ど
が
あ
る
。

ち
ネ
ッ
ト（

認
知
症
介
護
指
導
者
仙
台
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

　
平
成
14
年
度
か
ら
一
部
指
導
者
が
自
主
的
に
研
修
会
等
を
開
催
し
た
こ
と
か
ら
広
が
り
、こ

の
取
り
組
み
を
恒
常
的
な
も
の
と
す
る
た
め
、平
成
17
年
度
に
設
立
し
た
。
北
海
道
・
東
北
と
中

国
・
四
国
の
２
ブ
ロ
ッ
ク
体
で
、１
８
道
県
市
に
支
部
が
あ
る
。
仙
台
セ
ン
タ
ー
や
関
係
機
関
と

連
携
し
、認
知
症
介
護
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会
を
開
催
。
指
導
者
間
で
情
報
や
課
題
を
共
有
し
、

認
知
症
介
護
の
質
の
向
上
に
努
め
て
い
る
。
主
な
活
動
と
し
て
各
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
で
の
研
修
の

開
催
（
各
年
1回
）
、
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
共
催
で
の
全
体
研
修
会
の
開
催
（
年
1回
）
、ち
ネ
ッ

ト
通
信
の
発
行
（
年
2回
）、
災
害
時
の
支
援
連
携
な
ど
が
あ
る
。

大
府
ネ
ッ
ト
 （認
知
症
介
護
指
導
者
大
府
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

　
指
導
者
間
の
連
携
を
深
め
、
指
導
者
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
課
題
を
共
有
し
、自
ら
の
資
質
向
上
の
た
め
の
場
が
必
要
で
あ
る
と
感
じ
た
有
志
に
よ

り
設
立
さ
れ
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
。
大
府
セ
ン
タ
ー
や
関
係
機
関
と
も
密
接
に
連
携
し
、認
知
症
の
人
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
や
、認
知
症
介
護

の
普
及
に
努
め
て
い
る
。
ま
た
、
実
践
者
研
修
等
の
講
義
内
容
の
平
準
化
や
、研
修

の
あ
り
方
を
模
索
し
て
い
る
。

　
主
な
活
動
と
し
て
総
会
研
修
会
・
研
究
会
、
各
ブ
ロ
ッ
ク
で
の
研
修
会
（
年
１

回
）、
生
涯
学
習
委
員
会
の
開
催
、O
H
B
U
通
信
の
発
行
（
年
２
回
）な
ど
が
あ
る
。

12
13

活
動
の

き
っ
か
け

「
う
た
ご
え
喫
茶
そ
ら
お
と
」

カ
フ
ェ
で
ギ
タ
ー
演
奏

宮
城
県
認
知
症
介
護
指
導
者
　
斎
藤
武

認
知
症
介
護
指
導
者
と
な
っ
て
、認
知
症
ケ
ア
や
人
材
育
成
に
携
わ
る
な
か
で
、年
を
取
る
こ
と
、認
知
症
に
な
る
こ
と
に

ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
イ
メ
ー
ジ
が
強
く
、自
分
の
人
生
を
自
分
で
決
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
現
状
を
み
て
き
た
。老
い
る
こ
と
に

つ
い
て
、介
護
に
つ
い
て
知
っ
て
い
れ
ば
ま
た
違
っ
た
生
活
を
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。町
の
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
の
中
に
、気
軽
に
集
え
て
知
り
合
え
て
学
べ
る
場
が
あ
っ
た
ら
、そ
こ
に
関
係
す
る
人
た
ち
の
人
生
が
良
い
も
の
に
な

る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
た
。

活
動
の

き
っ
か
け

大
阪
府
・
京
都
市
・
愛
知
県
認
知
症
介
護
指
導
者
に
よ
っ
て

活
動
の

き
っ
か
け

老
い
や
認
知
症
に
つ
い
て
の

学
び
を
街
の
中
か
ら

～「
申
し
訳
な
い
」を
「
あ
り
が
と
う
」と

言
い
合
え
る
関
係
を
育
む
～

京
都
市
認
知
症
介
護
指
導
者
　
木
村
悠
紀

オ
レ
ン
ジ
カ
ッ
プ

（
フ
ッ
ト
サ
ル
大
会
）

in
 K
yo
to
 開
催
！

～「
サ
ッ
カ
ー
が
し
た
い
」当
事
者
の

想
い
の
実
現
を
認
知
症
介
護
指
導
者

仲
間
で
サ
ポ
ー
ト
～

認
知
症
介
護
指
導
者
研
修
で
地
域
資
源
の
開
発
に
関
心
を
持
ち
、新
規
事
業
所
の
利
用
者
を
ア
セ
ス
メ
ン
ト
す
る
な
か
で
、

こ
の
地
域
で
は
徒
歩
圏
内
に
商
業
施
設
が
無
い
た
め
に
要
介
護
認
定
申
請・
買
い
物
代
行
依
頼
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
み
ら
れ

た
。ま
た
、移
動
販
売
を
し
て
い
る
業
者
に
知
り
合
う
機
会
が
あ
っ
た
。

大
阪
市
認
知
症
介
護
指
導
者
　
明
野
明
子

認
知
症
介
護
指
導
者
と
し
て

地
域
に
貢
献
で
き
る
こ
と

～
買
い
物
支
援
で
バ
リ
ア
フ
リ
ー
な

ま
ち
づ
く
り
～

ポ
コ
ニ
ャ
ン
会（
事
業
所
の
認
知
症

家
族
の
会
）な
ど
と
協
同
・
後
援
を

い
た
だ
き
な
が
ら
行
っ
た
。



認知症介護研究・研修仙台センター 
196

●
認
知
症
介
護
実
践
研
修（
認
知
症
介
護
実
践
者
研
修
・
認
知
症
介
護
実
践
リ
ー
ダ
ー
研
修
）、
お
よ
び
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
は
、都
道
府
県
・
指
定

都
市
等
お
よ
び
都
道
府
県
等
が
委
託
し
た
団
体
が
実
施
主
体
で
す
。研
修
開
催
時
期
、定
員
、受
講
申
込
方
法
等
に
つ
い
て
は
、都
道
府
県
・
指
定
都
市

の
担
当
部
署
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。担
当
部
署
等
に
つ
い
て
は
、下
記
❽
に
示
す「
D
C
ne
t」
上
で
も
ご
紹
介
し
て
い
ま
す
。

●
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
は
、都
道
府
県
・
指
定
都
市
を
通
じ
て
申
し
込
み
、認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー
で
受
講
し
ま
す
。受
講
方
法
等

に
つ
い
て
は
都
道
府
県
・
指
定
都
市
の
担
当
部
署
へ
、研
修
内
容
等
に
つ
い
て
は
認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー
は
、国
の
補
助
事
業
と
し
て
平
成
12

年
度
に
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
全
国
に
3つ
の
セ
ン
タ
ー
が
あ
り
、宮
城
県
仙

台
市（
仙
台
セ
ン
タ
ー
）、
東
京
都
杉
並
区（
東
京
セ
ン
タ
ー
）、
愛
知
県
大

府
市（
大
府
セ
ン
タ
ー
）に
設
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
わ
が
国
の
認
知
症
介
護
に
関
す
る
研
究
・
研
修
の
中
核
的
機
関
と
し
て
、

認
知
症
高
齢
者
の
介
護
技
術
に
関
す
る
研
究
・
研
修
事
業
を
推
進
し
、科

学
的
に
裏
付
け
ら
れ
た
認
知
症
介
護
の
知
識
・
技
術
を
全
国
の
高
齢
者
介

護
現
場
に
普
及
さ
せ
る
こ
と
を
め
ざ
す
と
と
も
に
、認
知
症
介
護
の
質
の
向

上
を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。

●
認
知
症
介
護
指
導
者
養
成
研
修
は
、3
セ
ン
タ
ー
で
地
域
を
分
担
し
て
実

施
し
て
い
ま
す
。

●
認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー
で
は
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
D
C
ne
t（
認
知
症
介
護
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）」
を
運
営
し
て
い
ま
す
。
D
C
ne
tで
は
、認

知
症
介
護
に
関
わ
る
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
や
研
究
成
果
等
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

●
本
冊
子
で
紹
介
し
た
各
種
研
修
に
関
す
る
情
報
も
掲
載
し
て

い
ま
す
。研
修
に
関
す
る
情
報
は
、ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
か
ら「
専
門

職
向
け
ペ
ー
ジ
」を
選
び
、「
認
知
症
介
護
指
導
者
/実
践
者
等

養
成
」に
進
む
と
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。
本
冊
子
の
PD
F版
も

掲
載
し
て
い
ま
す
。

認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー

D
Cn
et
 （
認
知
症
介
護
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

　
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
は
平
成
27
年
１
月
に
策
定
さ
れ
た
認
知
症
施
策
推
進
総
合
戦
略（
新
オ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
)に
基
づ
き
、介
護
職
員
の
ベ
ー
ス
ア
ッ

プ
を
図
る
た
め
に
平
成
28
年
度
か
ら
始
ま
っ
た
研
修
で
す
。認
知
症
を
取
り
巻
く
現
状
か
ら
具
体
的
な
介
護
方
法
ま
で
、基
礎
を
し
っ
か
り
と
学
ん
で
い
た

だ
く
こ
と
で
、正
し
い
介
護
方
法
を
身
に
着
け
、自
信
を
持
っ
て
認
知
症
介
護
に
あ
た
れ
る
よ
う
研
修
を
行
い
ま
す
。

　
令
和
3年
度
よ
り
全
国
の
介
護
事
業
所
等
に
従
事
す
る
無
資
格
者
に
義
務
づ
け
ら
れ
、認
知
症
介
護
基
礎
研
修
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ（
15
0分
程
度
＊
）を
受

講
す
る
こ
と
で
研
修
修
了
と
な
り
ま
す
。

　
義
務
付
け
に
は
3年
間
の
経
過
措
置
期
間
、新
採
用
職
員
の
受
講
は
1年
間
の
猶
予
期
間
が
あ
り
ま
す
。

認
知
症
介
護
基
礎
研
修
標
準
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

＊
全
体
の
受
講
時
間
は
、動
画
視
聴
時
間
15
0分
程
度
以
外
に
、確
認
テ
ス
ト
、自
己
ワ
ー
ク
等
に
要
す
る
時
間
が
か
か
り
、個
人
差
が
あ
り
ま
す
。

具
体
的
な
ケ
ア
を
提
供
す
る
時
の
判
断
基
準
と
な
る
考
え
方

●
基
礎
と
な
る
理
念
や
考
え
方

●
尊
厳
の
保
持
、偏
見
や
誤
解
の
解
消

●
日
常
生
活
・
社
会
生
活
に
お
け
る
意
思
決
定
支
援
と
は

認
知
症
の
人
を
理
解
す
る
た
め
に
必
要
な
基
礎
的
知
識

●
認
知
症
の
症
状
と
生
活
や
心
理
へ
の
影
響

●
症
状
出
現
に
影
響
す
る
要
因

認
知
症
の
人
を
取
り
巻
く
現
状

●
認
知
症
施
策
の
概
要
(認
知
症
施
策
推
進
大
綱
）

認
知
症
ケ
ア
の
基
礎
的
技
術
に
関
す
る
知
識
と
実
践
上
の
留
意
点

●
チ
ー
ム
ケ
ア
の
観
点
を
含
め
た
基
礎
的
な
認
知
症
ケ
ア
の
方
法

●
家
族
介
護
者
へ
の
支
援
方
法

認
知
症
介
護
に
携
わ
る
者
が
、認
知
症
の
人
や
家
族
の
視
点
を
重
視
し
な
が
ら
、本
人
主
体
の
介
護
を
遂

行
す
る
上
で
基
礎
的
な
知
識
・
技
術
と
そ
れ
を
実
践
す
る
際
の
考
え
方
を
身
に
つ
け
、チ
ー
ム
ア
プ
ロ
ー
チ

に
参
画
す
る
一
員
と
し
て
基
礎
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
に
お
い
て
、
介
護
に
直
接
携
わ

る
職
員
の

う
ち
医
療
・
福
祉
関
係
の

資
格
を
有

さ
な

い
人
等

都
道
府
県
・
指
定
都
市
等
、お
よ
び
都
道
府
県
等
が
委
託
し
た
団
体
（
都
道
府
県
等
に
よ
り
定
員
等
は
異
な
り
ま
す
）

認
知
症
介
護
基
礎
研
修
  
修
了

講 義 動 画 視 聴 １ ５ ０ 分

（ ＋ 確 認 テ ス ト 、 自 己 ワ ー ク 等 ）

※
eラ
ー
ニ
ン
グ
実
施
の
有
無
や
開
始
時
期
は
、実
施
主
体
に
よ
っ
て
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

eラ
ー
ニ
ン
グ

「
認
知
症
介
護
基
礎
研
修
」に
つ
い
て

6
各
実
施
主
体
へ
の
問
い
合
わ
せ
方
法

7

認
知
症
介
護
研
究
・
研
修
セ
ン
タ
ー
の
概
要
と

「
D
Cn
et
」の
ご
紹
介

8

14
15

ね
ら
ね
ら
いい

対
象
者

対
象
者

実
施
主
体

実
施
主
体

D
C
ne
t

ht
tp
s:
//
w
w
w
.d
cn
et
.g
r.j
p/

1
2

大
府
セ
ン
タ
ー

（
中
部
・
近
畿
）

東
京
セ
ン
タ
ー

（
関
東
・
新
潟
、

九
州
・
沖
縄
）

仙
台
セ
ン
タ
ー

（
北
海
道
・
東
北
、

中
国
・
四
国
）
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（第１次調査） 調査票 

254 

５．認知症介護指導者養成研修修了者の活動実態調査 
（第２次調査︓活動事例） 調査票 

260 

６．地域単位で見た認知症介護指導者の役割等に関する調査 
（指導者ネットワーク︓活動事例） 調査票 

262 
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認知症介護指導者養成研修修了生の活動実態調査の回答者に、地域で展開している活動について

報告を求めたところ先進的な事例 46 件を得ることができた。これを【1：普及啓発・本人発信支援】

【2：予防】【3：医療・ケア・介護サービス・介護者への支援】【4：認知症バリアフリーの推進・若

年性認知症の人への支援・社会参加など】【5：研究開発・産業促進・国際展開】という認知症施策

推進大綱の５つの柱で分類し、順番に紹介する。

認知症介護指導者の活動事例の一覧 

分類 番号 事例タイトル 所属都道府県市 指導者氏名 

１

普
及
啓
発
・本
人
発
信
支
援 

1 
三重県認知症介護指導者としての関りと認知症の方を知る 

きっかけとなる取り組み 
三重県 山口 見真 

2 
キャラバンメイトの活動推進のための取り組み 

～おうち時間を活用してスキルアップ～ 
新潟県 渡邊 真樹 

3 共生型カフェの活動で見えてきたこと 滋賀県 細江 恵美子 

4 認知症介護指導者が、地域と連携し、地域活動の一旦を担う意味 埼玉県 小林 良 

5 
「こども達から学ぶサポーター養成講座の在り方」 

～講座と事業所訪問の交流を通して～ 
福島県 橋本 好博 

6 介護を生活の場に 宮城県 齋藤 武 

7 ご当地アイドルとのコラボで認知症の理解を広める 群馬県 吉沢 京子 

8 オレンジカップ in Kyoto 京都市 木村 悠紀 

9 
認知症キッズサポーターフォローアップ講座 

「ひがも５ D プロジェクト」 
堺市 川添 揚一 

10 地域における認知症の理解についての啓もう活動を通じて 奈良県 桝井 雅史 

11 認知症を啓発する絵本出版への支援 兵庫県 古川 美紀 

12 地域の皆様と共に歩んで・・・これからも 福島県 逵 乃介 

13 余暇活動を通じた若年性認知症の人との繋がり 長野県 相場 恵太 

14 認知症講演会「身近な人が認知症になったら」 愛媛県 田中 加代 

15 認知症サポーター中級講座 東京都 宇津木 忠 

２

予
防 

1 出前型地域住民向け介護予防教室と認知症カフェ・よろず相談所 東京都 桑田 直弥 

2 
さろんから地域力を高められるようエールを送りたい 

～いつかは誰もが認知症、袖すりあうのも何かの縁だよ～ 
栃木県 染谷 久美子 

3 シルバーハウジング生活援助員派遣事業と地域支援活動 山梨県 榊原 治己 

３

医
療
・ケ
ア
・介
護
サ
ー
ビ
ス
・介
護
者
へ
の
支
援 

1 キャラバンメイトとして地域に貢献できること 和歌山県 長森 秀尊 

2 「大分認知症カンファレンス」について 大分県 工藤 美奈子 

3 
新型コロナ禍における認知症介護 Web 研修 

～Ｙ県ＪＳ協議会の試み～ 
山形県 山川 淳司 

4 大阪市 認知症介護研修修了者ネットワーク支援事業 「ふくきたる⁺」 大阪市 佐藤 旭保 

5 自施設や他事業所での認知症ケア研修の講師 岐阜県 岩佐 渉 

6 
法人で行う認知症の理解を深めた職員による 

認知症の人にやさしい事業所展開 
鳥取県 矢間 やすみ 

7 
東京都認知症介護指導者会市部ブロック主催 

『認知症リレー研修』を通じて 
東京都 奈良田 敬 

8 
自治体の事業に認知症介護指導者として関わり 

認知症ケアの質の向上を目指した事例 
滋賀県 大江 芳征 

9 
認知症ケアに対する職員のストレス調査と現状把握 

   ～ストレス尺度を用いての検証～ 
愛知県 龍 美代子 
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４

認
知
症
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
推
進
・若
年
性
認
知
症
の
人
へ
の
支
援
・社
会
参
加
支
援
等 

1 
地域のつながりから始まる認知症カフェ 

～チームオレンジ組織化に向けた認知症介護指導者の役割～ 
長野県 松谷 学 

2 
地域密着型特養相談員連絡会 FMC による 

地域に認知症ケアの理解を広めるための活動 
広島県 小代 桜 

3 
パートナーとしての立場で 

～当事者のやりたいことを一緒に叶える チーム・オレンジ～ 
新潟県 新野 直紀 

4 
江東区認知症高齢者 SOS 訓練 

～みんなで支えよう！認知症にやさしいまち～ 
東京都 佐藤 利弘 

5 城東・上野ヶ丘・碩田認知症ネットワーク（ＪＵＮ）活動について 大分県 工藤 美奈子 

6 『お福の会』認知症を多職種横断的に語る会の開催 三重県 玉田 浩一 

7 
「認知症でも安心して暮らせる」とは？ 

～呼ばれて 飛び出て ジャジャジャジャーン～ 
沖縄県 羽地 克也 

8 
顔と名前が一致して、頼んだり頼まれたりの関係があれば 

大抵の困り事は解決できるのでは 
和歌山県 

川口 利恵
黒木　直子 

9 地域共生社会を目指した取り組み 富山県 吉野 英樹 

10 
西成区認知症強化型地域包括支援センターにおける 

認知症支援連携に関する取り組み 
大阪市 久保田 寛 

11 若年性認知症の活動支援について～まだまだ働ける～ 千葉県 明井 巡 

12 飛騨市介護保険運営協議会 委員の委嘱 岐阜県 岩佐 渉 

13 
認知症の人の財産管理、権利擁護におけるサポート及び 

相談支援の取り組み 
群馬県 河村 俊一 

14 
地域の資源である介護事業所が地域に貢献できること 

～買い物支援でスマイルを！～ 
大阪市 明野 明子 

15 
医療・介護のみでなく『浜 CHAN』が多業種と取り組む支援 

～様々なつながりから、地域包括システムを構築～ 
神奈川県 田島 美由紀 

16 仙台楽生園ユニットケア施設群における地域共生社会の取り組み 仙台市 佐々木 薫 

17 
若年性認知症のご本人の声に耳を傾け、今やりたいことをサポートす

る～パートナーとして、当事者の思いを伝える～ 
名古屋市 安田 いづみ 

18 若年性認知症を患っても就労はできる 東京都 宇津木 忠 

５

研
究
開
発
・産
業 

  

促
進
・国
際
展
開 

1 外国人介護職員の受入れと交流事業に関する活動事例報告 神戸市 松浦 慎介 
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1-1
三重県認知症介護指導者としての関りと 

認知症の方を知るきっかけとなる取り組み 

三重県認知症介護指導者 山口 見真 
キーワード： 次世代への職業選択肢として裾野を広げる取り

組み 道を改めるチャンス 

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

我が国における福祉人材の減少が大きな課題となる中、小学生（高学年）、高校生、児童養護施設、保護者

（PTA 等）に対して認知症ケアの理解や介護士の付加価値を高める授業・講演を行い、将来目指す事が可能

な職業として 1 つの選択肢となれる様な取り組みを行いました。 

【活動内容】 

・各市町村の教育委員会へ提案を行い、返答があった市町村の学校での授業を行いました（無償）

・口コミから保護者に広がった保護者向けの講演を行いました（無償）

活動のきっかけ、背景（指導者として・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾘｰﾀﾞｰ経験豊富な運営担当としての立場で） 

娘から「お父さんは何の仕事をしているの？」と聞かれ、「歳をとっていく事で出来た事が出来なくなっていった

りすることがあるから、それをお手伝いしたり、その大切さを人に広める仕事をしているよ」と返答すると「アンパン

マンやん！」という返しがあり、そこでアンパンマンになりきってみるのはどうだろうかと考えた事が活動のきっかけ

です。 

年々介護人材が減っていく中で、次世代の子供たちが介護という仕事が楽しい職業であるという事、いつか自

分たちの祖父母や近所のお年寄りが困っていた時に、勇気を出して関わる事が出来たらという思いがあり、それ

を行動に移せないかと考えた事が背景としてあります。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

本格的に動き始めたのは令和元年度からで、どこからのバックアップも無く個人的な働きかけの為、門前払い

が大半。現在も活動の周知を地道に行っています。 

子供たちが飽きずに楽しいと思ってもらえるよう、演習を増やした内容を心がけています。 

【活動の成果】 

成果についてのアンケートなどは取っていないため数値化はできていませんが、参加者などとのコミュニケーショ

ンの中で継続が必要だと感じています。

今後の展望 

この取り組みを行う中で、介護人材の付加価値を更に高めていく必要性が強くあると感じています。幅広く取り

組みたいという思いから、長年勤めた社会福祉法人の共感を得て、県外の社会福祉法人へと異動しました。現

状では「法人内を良くしていく為に」という小さなコミュニティーでしか取り組めていない為、勤務外でこの取り組み

を行っています。しかし、これらの取り組みを評価、賛同してくれる企業や仲間が周囲におり、そこから企業化し

て積極的に活動する為に、令和 3 年度に法人を立ち上げる予定です。 

これまでの私の生い立ちとして、非行に走った時代があり、その時に自分を必要としてくれる存在が欲しいと強

く感じていました。その為、更生施設への働きかけも増やし、少しの過ちからも道を改め、自分が活躍出来る場

所を提供していく取り組みを検討しています。 
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1-2
キャラバンメイトの活動推進のための取り組み

～おうち時間を活用してスキルアップ～

新潟県認知症介護指導者 渡邊 真樹 
キーワード： キャラバンメイト 認知症サポーター養成講座

おうち時間 

活動の概要（活動の主体：個人、キャラバンメイト） 

【活動目的】 

キャラバンメイトの活動推進と、認知症サポーター講座での「伝える」ことへのスキルアップ 

【活動内容】 

コロナ禍でのキャラバンメイトとして、地域での認知症サポーター養成講座の開催が難しい中、キャラバンメイト

が活動・活躍する場がない。そこで、活動の方法として「おうち時間」を利用し、家族や身近な人物にむけて、小

規模な認知症サポーター養成講座を開催することにした。それにより認知症への理解やその啓発活動を行うと

共に、キャラバンメイトとしての「伝える」ことのスキルアップや今後の地域での活動に対しての自信につなげること

になった。 

活動のきっかけ、背景（立場：キャラバンメイト） 

現在、わが自治体では３０名程のキャラバンメイトが登録されているが、そのほとんどが認知症サポーター養

成講座の開催や講師としての活動がなく、少数のキャラバンメイトの活動で講座が行われている。今後チームオ

レンジの設置や地域包括ケアへの定着への視点から、認知症サポーター養成講座のステップアップ研修は必

須だが、上記の通りキャラバンメイトが少なく、そもそもキャラバンメイト資格を取得しても、講師としての自信が持

てない者が大半であると考えられている。又、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、人を集めることが困難

なことが予想される。そこでこのコロナ禍においてもキャラバンメイトが「おうち時間」を利用して、家庭での認知症

サポーター養成講座を開催することで、小規模的に認知症への理解の広がりが期待でき、キャラバンメイトも「家

族」という慣れた関係性の中なら自信を持って講座を行うことが出来、スキルアップしていけると考えた。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

自治体のキャラバンメイト事務局の担当者と相談し、まずはオレンジリングのバラマキにならないか検討し、計

画書や講座の方法について示し同意を得た。家族にも日程等スケジュールを説明し行い同意を得た。学習者

の構成は４０代女性・中学生男子・小学生男子である。小学生から４０代と年齢に幅が広くレディネスにばらつき

があったため、４０代女性と相談し、今回は小学生に対しての講座に設定し、ワーク時間等も設けて、家族の団

らんの雰囲気を心掛けた。 

【活動の成果】 

成果として、以前家族に認知症の人がいて、その頃のことを思い出しながら講座を進めることで学習者の理解に

つながったと考えられる。受講者が家族ということもあり、ゲーム性のあるワークを行うことで、楽しみながら講座

を開催することが出来た。 

今後の展望 

自治体に登録されているキャラバンメイトにも連絡会等で報告を行い認知症サポーター養成講座の開催普及に

つなげていきたい。今後も小規模的に行うことで出前授業として、友人家庭や近所の人へ行うことで、認知症の

理解が地域で深まるだけでなく、地域包括ケアの推進や、そもそもの目的である、キャラバンメイトが自信をもっ

た活動ができる場の構築につなげたい。 
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1-3 共生型カフェの活動で見えてきたこと 

滋賀県認知症介護指導者 細江恵美子 キーワード： 繋がり・見守り・支え合い

活動の概要（活動の主体：任意団体） 

【活動目的】 

私たち明るい未来のメンバーは介護の専門職やソーシャルワーカーの仲間で運営しています。メンバーは認知症に関する専

門的な知識を生かし 地域との連携を図りながら認知症があるなしに 関わらず、住み慣れた地域でできる限り住み続ける街

づくりに取り組みたいと考えています。 

【活動内容】 

・共生型のお寺カフェを毎月１回、日曜日に開催

・ミニイベントも開催している

活動のきっかけ、背景 

お寺の住職様との繋がりは、私が認知症サポーター養成講座のメイトとして活動した際、「何か力になれたら」とご相談を頂

き、認知症カフェの運営の提案に賛同頂き、共催で共生型のお寺 DE カフェを実施することに至りました。住職様より「高齢

者のご自宅に訪問すると身だしなみが依然と違っていたり毎月のお参りを忘れていたり、お部屋が以前に比べて片付いてい

ない尿臭がする等 認知症かな？と気になることがある」とお話を聞く機会がありました。住職様はご自宅に訪問する貴重な

人材であり、ご本人が気づいていない若しくは相談場所を知らない方への橋渡しや地域の見守りになって頂けると考えまし

た。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

（明るい未来）と（真宗大谷派 阿星山 長壽寺 楠 直樹様）の共催で、共生型のお寺 DE カフェを毎月１回、日曜日に開催

しています。（本年度は、コロナウィルスにて休止）運営スタッフは、介護の専門職・臨床宗教師・精神的な病のある方や認知

症の方等、その日の体調に合わせて気負わず参加して頂いています。認知症の人と家族の会からもご参加頂き、ご家族の

ご相談に応じています。カフェの自慢は、スタッフによる手作りで、いつも工夫を凝らし、参加者の皆さんにお茶と共に楽しんで

頂いています。参加する年齢層は老若男女問わず、小さなお子様も楽しんで頂けるように、子ども遊びコーナーを設けてい

ます。毎月ミニイベントを開催し、音楽や折り紙教室・親子で流しそうめん、臨床宗教師による「もしバナゲーム」、お寺でクリス

マス讃美歌や座禅会等を実施しています。今年の２月は、京都にお住まいの若年性認知症の方が活動するミュージシャン

〔ミチヨ＆オイワ〕の２人をお招きして、ライブとご本人メッセージを語って頂きました。 

【活動の成果】 

成果として、４月は参加０人の日もあったが、回を重ねて月平均１０名の参加が増えていき地域の中で少しずつ浸透していま

す。「役所へ認知症の事を相談に行ったときに、ここのカフェを教えて貰った」「認知症の事をもっと知りたい」「子どもが泣いて

も遊べる場所があるので助かる」等の声がありました。 

今後の展望 

これからも認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるような活動をしていきたいと思います。今後、カフ

ェでサポーター養成講座を行う際、サポーターの証であるオレンジリングを和袈裟で作成し、住職に着用して頂き認知症の

理解者である仲間を増やす取り組みを企画しています。和袈裟を作成するにあたり地域の企業や認知症の人と家族の会

（京都支部）会員の有志メンバーで集まるサークルの方にも協力を得る予定です。 
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1-4 認知症介護指導者が、地域と連携し、地域活動の一旦を担う意味 

埼玉県認知症介護指導者 小林 良 
キーワード： 指導者の地域活動 企画立案 指導者の立場

正しい知識の普及 行政等との連携 

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

介護保険課、地域包括支援センターや認知症地域支援推進員との協働の意味。自らの地域で、指導者が、社会資源とし

て活動する意味を持ちたい。 

【活動内容】 

●市独自のキャラバン・メイト養成講座の講師（午後の部：講義・グループワーク）

●新人メイトを対象とした勉強会の企画と講師。

●サポーター養成講座を、新人メイトと共同で行う。指導者が、サポートを行う。

【活動のきっかけ、背景】 

介護課は、地域で活動するサポーター数を増やすために養成講座開催に必要なメイト数を増やしたいとのことで指導者に依

頼があり、市主催のメイト養成研修を開催した。また、人に伝えることは非常に難しい為、メイト向けの勉強会（具体的な伝え

方、工夫やポイント）の主たる講師として参加することとなった。 

活動の経過と成果（指導者としての立場で） 

【活動の経過】 

2019 年秋頃 介護課より、市及び近隣の郡市対象のメイト養成講座内の午後の部の講義・演習の講師として依頼を受け

た。同年冬、具体的な開催要項や方向性を確認する会議を開催 

2020 年 1 月 キャラバン・メイト養成研修を開催 

その後、メイト間の意見交換会に参加した時、キャラバン・メイトとしての事務作業は理解できても、実際に講座を開催するス

キルは持ち合わせていないことを関係者間で共有する。5 月頃に勉強会を開催することになったが、コロナ禍により延期とな

った。 

2020 年 10 月 第 1 週に講座開催に向けて、具体的な伝え方の工夫やポイントのメイト向け勉強会（約２時間）を開催。講

義は約 75 分。ベテランメイトや推進員を配置したグループワーク（年内で行うアプローチについて具体的な案）を開催した。

第 2 週には指導者が依頼を受けていた「サポーター養成講座」の一部を、新人メイトに担ってもらうための打ち合わせ。第 3

週に認知症サポーター養成講座を開催。開始早々の 15 分程度、そして後半の家族介護の実際について、新メイトが講義

し、主たる講義と新メイトのサポートは指導者が行った。 

【活動の成果】 

 通常は、県主催でキャラバン・メイト養成研修を行っているが、受講希望者多数で受講が出来ないこと。また、当該市は、

中央まで出ていくことが物理的に遠い為、圏域の郡市（１市３町）在勤者を基本的な対象としたことの意味は大きい。受講者

同士も顔馴染みであったりすることで、今後の活動への滑り出しや連携し易い。また、専門職では無い意欲的な介護者もメイ

トになったことは大きな意味がある。新しくメイトになった。その数、44 名。

メイト向け勉強会の企画は、介護課、地域包括、推進員とメイト、指導者が協働で行った。勉強会参加者は、ベテランメイトが

2 名、新メイトが 16 名参加、その他、市職員や推進員等合わせて 8 名であった。自分は、メイトであると同時に指導者であ

ること。また、今後も認知症関連や周知活動で関われることを、新メイトや推進員等に知ってもらうことが出来た。 

今後の展望 

自らが指導者としての立場を明確にして、地域の人的資源になり得ることを証明する必要がある。まず、認知症関係の企画

や会議には積極的に参加し発言をしていくなど、県内の他市町村でも連携し、活動していきたいと考えている。 
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1-5
こども達から学ぶサポーター養成講座の在り方 

～講座と事業所訪問の交流を通して～ 

福島県認知症介護指導者 橋本好博 キーワード： 小学生 グループホーム 時間の共有

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

認知症の理解を地域の人に知ってもらう機会を作る。その中で子供達への認知症の理解を深めていく事 

【活動内容】 

グループホーム近くの小学校 6 年生を対象に認知症サポーター養成講座を開催する。その期間は、平成 20

年を第一回目に、令和元年まで継続している（今年は新型コロナの影響があり講座のみ）それは、ただサポータ

ー養成講座の講義をするだけではなく、講座後グループホームへ子供達が 3 回程度授業の一環として訪問す

ることを 12 年間続けてきた。今は子供達へのサポーター養成講座は当たり前のように広がってきたが、一般的

には講座のみの場合が多く、講座と訪問をセットで行うことを学校と共同しながら続けることが出来た。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

平成 18 年に指導者養成研修を修了し、グループホームの管理者として地域での活動を本気で考えてきた時

に、キャラバンメイトを受講し、サポーター養成講座の開催に携わる事が多くなってきた。平成 19 年秋に小学校

との交流するきっかけがあり、翌年からサポーター養成講座を開催した。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成１９年秋、小学校２年生が町探検という授業があり、そこに

当事業所も対象となり子供達が訪問してきた。その時先生と何

気ない雑談で、学校でもこのような交流を持つ機会を多くしてい

きたいのだが、学校のスケジュールが忙しくて外に目を向ける時

間がないという事だった。 

そこで、サポーター養成講座というものがあり、認知症の勉強を通じて子供達への学びの機会を協力できればと

いう事を提案し、サポーター養成講座を行えるチャンスを学校側から頂くことが出来た。 

【活動の成果】 

参加した児童からは「同じことを何度も聞いてきてちょっとふしぎなか

んじだったけど、笑ったり話したりよろこんでくれたりということは変わら

ないから「おかしいよね」などの言葉をいったりするのはよくないことだ

と思った」「人はみな平等であり、 どんな病気にかかろうと、だれもが

同じように生活する権利があるんだという事を学べました」という声が

聞かれた。サポーター養成講座の内容を認知症の方との交流を重

ねることで、認知症は普通の人と変わらないと感じてくれる時間を作

れた。 

今後の展望 

共生は、頭の理解ではなく、時間の共有が大切だということを私自身も学んだ。地域の子供達が安心して暮らせ

る街を作ることが、認知症の人が安心する地域につながると思うので、今後も続けていきたい。 
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1-6 介護を生活の場に 

宮城県認知症介護指導者 齋藤 武 

キーワード：「保険外」「遠くの家族より、近くの知人」「ＩＲＵＴＯ

ＫＯ（いるとこ） ＩＫＵＴＯＫＯ（いくとこ） ＳＵＲＵＴＯＫＯ（すると

こ）」「うたごえ喫茶」 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

町のコミュニティの中に、年を取ることや介護について気軽に集えて知り合えて学べる場があったら、少なくともそ

こに関係する人たちの人生が良いものになるのではないかと考え、コミュニティカフェとして歌声喫茶を開店し

た。 

【活動内容】 

「ＩＲＵＴＯＫＯ（いるとこ） ＩＫＵＴＯＫＯ（いくとこ） ＳＵＲＵＴＯＫＯ（するとこ）」何をしても、何もしなくてもいい。居るこ

とで存在を感じられるところ。あそこに行けば誰かいるかな、暇だから行ってみようかなと思えるところ。一人では

やらないけど、ここにきて何かをするところ。これらをモットーにしている。 

活動のきっかけ、背景（法人としての立場で） 

ＧＨで長く務めてきたが、介護の現場がひと昔前に逆行してきているように感じた。介護の現場を変えるよりも、

一般の人の意識を変えていくほうが必要で、早いのではないか。それには自分から「こうしていきたい」「こういう

老後は過ごしたくない」など、自分のことを話し合える場所があったらいいと思った。認知症カフェなどでは一般の

人からするとハードルが高いと思われ、生活から切り離されず誰でも来やすい場があったらいいのではと考えた。 

活動の経過と成果（指導者として・法人代表としての立場で） 

【活動の経過】 

コミュニティカフェとして場を作りたいと思ったが、ボランティアとしてやっていくとこはできないのでどう収入を得る

かと考えたとき、歌声喫茶を思い出した。そして、認知症のかたでも歌を楽しめることを知っていたのでこれをや

ろうと思った。伴奏者はボランティアで高齢者施設などを回っている方たちに協力してもらう。お店のコンセプトは

「ＩＲＵＴＯＫＯ ＩＫＵＴＯＫＯ ＳＵＲＵＴＯＫＯ」何をしても、何もしなくてもいい。居ることで存在を感じられるところ。

あそこに行けば誰かいるかな、暇だから行ってみようかなと思えるところ。一人ではやらないけど、ここにきて何か

をするところ。まぁ、歌でも歌いましょう！という場所にする。人に迷惑をかけてはいけない。という考えが強すぎる

社会。「申し訳ない」を「ありがとう」と言い合える関係を作っていきたいと思う。20 年 3 月から場所を探し、町や

地域の方がたに説明をさせてもらうと、皆さん共感してもらえます。誰もがニーズとして持っている。あとはやり方

だと感じる。いかにこの理念を形にしていけるかがこれから。 

【活動の成果】 

高齢化は町の課題である。介護家族や関係機関からは「こういう所を作ってくれて『ありがとう』」と声をかけられ

た。「ありがとう」と言われることは正直予想していなかった。確実にニーズはあると感じた。 

今後の展望 

人が集まることで情報も集まり、介護（認知症）で困っている人の情報も入ってくる。そこで近隣の人や気にかけ

てくれる人、協力者また本人と一緒に考えていくことで他人事を自分事としてとらえ、また、経験値を積むことで

自分の生き方を考え、話していけるようになったら、希望の見られる地域ができる。そして町の人たちが主体的に

「お互い様」「おかげさま」の関係性を築き、支えあえるコミュニティが形成できる。元・現介護員向けに集まりを企

画し、介護職員が介護事業所内でのみ活動するのではなく、事業所から出て町の中で活動できるようにしてい

きたい。 
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1-7 ご当地アイドルとのコラボで認知症の理解を広める 

群馬県認知症介護指導者 吉沢京子 キーワード： 地域住民への啓発  ご当地アイドル

活動の概要（活動の主体：群馬県） 

【活動目的】 

群馬県地域包括ケア推進室の主催により、地域の方を対象に、ご当地アイドルで認知症アンバサダーでもある

「あかぎ団」のメンバーと認知症についての理解を広めることを目的にイベントを開催した。 

【活動内容】 

地域大型店のフードコートを会場に、幅広い年齢層をターゲットとし、認知症は誰にも起こりうる身近な病気であ

り、みんなで支え合うことで、住み慣れた地域で暮らし続けることができることを伝え、その後、あかぎ団のメンバ

ーが、高齢者施設訪問時に認知症の方と接した際の疑問（渡した折り鶴を食べようとした・いきなり怒りだした・何

も分からないと思ったのに歌が歌えた等）に対して、言動の理由を分かりやすく説明し、関わり方のポイントを会場

の皆さんと一緒に考える形式で実施した。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

県地域包括ケア推進室から、認知症サポーター養成研修へのメイト指導者派遣事業や団体向けサポーター養

成講座の講義資料作成事業等の業務委託を受けており、本活動も指導者としての自分に依頼があった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

県・あかぎ団メンバーとの事前打ち合わせで、認知の 

プロセスと記憶障害による行動の混乱を事例で説明 

することで、自分事として認識できるよう意図した。 

【活動の成果】 

「何事にも理由があるってことか。」「なるほど。」など、 

今までの持っていたイメージを変化させ新たに捉えな 

おした感想をいただいた。数値での効果測定はできな 

かったが、記憶障害による行動の混乱や本人視点に 

立った関わり方、地域づくりについて、ある程度伝えら 

れたのではないかと思う。 

今後の展望 

 県内の指導者と共に、企業向けの認知症サポーター養成講座の企画・開催している。今後も県や市町村の認

知症の啓発に関する事業に仲間と共に取り組んでいきたい。 
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1-8 オレンジカップ in Kyoto

京都市認知症介護指導者 木村 悠紀 

キーワード： 「出逢い・つながり・笑顔そしてワクワク・ドキド

キ」 フットサル 「サッカーがしたい」認知症の人の思い

認知症の理解

活動の概要（活動の主体：個人、認知症介護指導者チーム） 

【活動目的】 

認知症の人やその家族が運動できる機会を設けること、また認知症への理解を深めるための普及・啓発活動の

一環として参加者相互の交流を図ることを目的とする。 

【活動内容】 

4 時間フットサルコートで、リーグ戦、体操など身体を動かすレクリエーションを行います 

活動のきっかけ、背景（指導者として・認知症介護指導者ネットワーク「愛縁奇縁」の立場で） 

大阪で開催されているオレンジカップに参加したことがきっかけです。自身の所属していた事業所のご利用者が

「サッカーがしたい」と話があり、仲間と一緒に京都でオレンジカップを開催することができました。 

活動の経過と成果（指導者としての立場・愛縁奇縁（指導者グループ）の立場で） 

【活動の経過】 

2013 年 認知症介護指導者への研究継続支援プログラムに参加させていただき出会った指導者間のつながり

が深まる   2013 年 愛縁奇縁 ネットワークをつくる 2017 年 4 月 京都市で認知症サポーター養成講座

を開催（オレンジカップに向けて認知症の理解を深めてもらうため） ・大阪 京都市認知症介護指導者 

2017 年 5 月 第一回オレンジカップ開催 113 名大会登録 およそ 130 名（応援者含む）参加 

協賛企業へ認知症サポーター養成講座を開催 京都市認知症介護指導者 

2018 年 5 月 第二回オレンジカップ開催 75 名大会登録 およそ 110 名（応援者含む）参加 

2019 年 6 月 第三回オレンジカップ開催 80 名大会登録 およそ 110 名（応援者含む）参加 

【京都市認知症介護指導者】 【大阪認知症介護指導者】 【愛知認知症介護指導者】 

【事業所の認知症家族の会】 ポコニャン会 他 

《活動に際して工夫したこと》 

①愛縁奇縁メンバーにハローリング（創作アクセサリ-）をつくる  

②T シャツを作り大会当日メンバー着用 

③オレンジカップ参加者にオリジナルタオルをわたす（タオル絵 奥田氏）  

④大会時、作品展を開催し、フットサルできない方も楽しめる工夫をする ⑤大会の空き時間に横断幕に大会

のメッセージを描いてもらう⑥後日、参加者に報告書を郵送する 2017 年報告会を開催 ⑦協賛、後援 ⑧

SNS を利用する など 

【活動の成果】 

当日アンケート調査を行う。 

・「本当に楽しかった。頭にボールが当たらないように気をつけてやれた。認知症になってしまったときはもうあか

んと思ったけど、したいことってまだまだできるんやなぁ。こうやって仲間がいるって大切。本当にありがとう。」 

・「おじさんとか小学生とか知らない人と一緒にボールを蹴って友だちたくさんできたし楽しかった」など

今後の展望 

コロナ禍でオレンジカップを開催することは難しい状況ですが、来年の 10 月に第四回オレンジカップ（少し規模を

小さくして）を開催する計画を少しずつ進めています。①認知症サポーター養成講座の開催②後援・協賛などし

てくれそうな企業や団体を探す③SNS でボールを蹴ってパスをつないでいく この三点を計画しています。 
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1-9
認知症キッズサポーターフォローアップ講座 

「ひがも５ D プロジェクト」

堺市認知症介護指導者 川添 揚一 
キーワード：サポーターフォローアップ 能動的活動 体験的理

解

活動の概要（活動の主体：堺市中第２地域包括支援センター） 

【活動目的】 

認知症キッズサポーター養成講座受講後の振り返りと、認知症の基礎的理解を図ると共に、将来の認知症の

方とのコミュニケーションを想定してコミュニケーションのポイントを学ぶ。

【活動内容】 

活動のきっかけ、背景（認知症介護指導者としての立場で） 

2019 年 4 月、堺市基幹型包括支援センター、堺市中第２包括支援センターより、「2 年前の堺市立東百舌

鳥小学校において小学校 3 年生の時にキッズサポーター講座を受講した小学校 5 年生を対象にしたサポータ

ーフォローアップ講座を開催してほしい。」との依頼あり。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

4 月：堺市包括支援センターより依頼あり、5 月：初顔合わせ、7 月：講義案を打ち合わせ、8 月：当日ボランテ

ィア参加者募集、打ち合わせ、9 月初旬：事前学習実施、9 月 17 日講義開催。 

【活動の成果】 

当日は東百舌鳥小学校 5 年生 190 名程度、父兄 10 名程度が参加。講

義については冒頭のアイスブレイクである○×クイズから生徒たちも積極的

に参加。事前学習内容への質問にも多数の生徒が挙手し答えてくれた。認

知症の種類についても主要な４種類・中核症状についても障害名とその内

容についても全て答えることができており、事前学習を通じて認知症につい

ての基本的な知識を身につけていることが伺えた。グループワークも全ての

グループで必要なルールを守りながら満遍なく活発に行われ、全てのグル

ープから複数回の発表してもらうことができた。終了後の振り返りにおいて担

任の先生やファシリテーターからは肯定的な意見を数多くもらうことができ

た。参加した小学生には全員について記述式のアンケートを実施し１９０件ほ

ど回収（包括支援センター管理）。内容については「楽しく学ぶことができ

た。」「今後も教えてもらったことを活かしていきます。」などの内容が多く、親

御さんのコメントにも「帰ってきて認知症について話してくれた。」「自分が認

知症になっても助けてあげると言ってもらえた。」など肯定的な意見が多く今

回の講座に一定の成果があったものと考える。 

今後の展望 

 講義終了後の振り返りでも、子供たちが積極的に楽しく学べる非常に良い講座だったとの意見をいただき、来

年度以降も継続をお願いしたいとのことであったがコロナウィルスの感染拡大に伴い令和 2 年どの講座開催は

見送りとなり今後の予定は未定。再開の際には積極的に協力していく予定。 

１．導入（1０分）

２．認知症の基礎的理解（15分）・認知症とは・認知症の種類と特徴・BPSDについて

３．ワーク１（20分）・共感的理解「認知症になったらどんな気持ちになるだろう？」

４．ワーク２（30分）・自分たちができることを考える。

５．講義の振り返りとまとめ（10分）

６．講義の振り返り
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認知症介護研究・研修仙台センター 

1-10 地域における認知症の理解についての啓もう活動を通じて 

奈良県認知症介護指導者 桝井 雅史 キーワード： 認知症カフェ、地域の認知症の理解

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

地域における認知症の理解について啓もう活動のための、行政主催の認知症カフェの開催 

【活動内容】 

行政担当者等と協力を行い、認知症の啓もうと認知症のご家族同士の交流の場を作る 

活動のきっかけ、背景（指導者として・認知症地域支援推進員としての立場で） 

元々地域や行政と協力する体制が整っていた中で、平成 27 年度から行政主催の認知症カフェを開催する

に当たり、地域の社会福祉法である当法人へ協力の要請があり、実施内容や会場設営、当日の職員協力を行

ったことがきっかけとなっている。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 27 年度から行政主催の認知症カフェを開催。当法人は協賛として会場の設営や職員派遣などをおこ

なった。一般的な定期的に活動するオレンジカフェとは違い、行政の年間行事として開催していたこともあり、令

和元年度までは年に 1 回の開催であった。活動では、医師等が認知症について話されることや、家族介護を行

っているご家族のインタビュー動画を作成して参加者に見て頂き、実際に在宅で認知症の方の介護を行う時の

心理面の変化などを実体験から知ることや、企業が出している認知症の家族を描いたドラマを見ての感想から、

参加者同士で認知症介護について気づいたことなどを話していただくような内容を主に行っていた。 

回を重ねるごとに、認知症について知って頂く機会として、また町内での活動として認識していただけているこ

とを感じられるようにはなってきていたが、参加者数については毎年難しいものがあった。また参加していただけ

る方は、認知症に興味や不安がある方であったが、参加していただけていない方々にどのようにして興味を持っ

ていただけるのか、また取り組みを知って頂けるのか。という課題が明確になっていった。 

またこの活動には、コミュニティスクールとして地域の高等学校から、毎年数名の生徒の方が参加、事前の行

政等との会議や、ケーブルテレビで流れるＣＭ撮影、案内板の作成などを行い、当日も会場案内や、お茶の提

供、参加された方々との談笑として協力いただいた。令和 2 年度、新型コロナウイルス感染拡大等により、サロン

が中止され、今年度カフェ自体も中止することとなってしまった。 

【活動の成果】 

参加頂いた方からのご意見としては認知症に対するイメージが「変わった。認知症のことを考えたこともなかっ

た」や、「認知症を深く知りたい」「接し方、理解の仕方など、改めて知識をつけることができた」など肯定的なご意

見がある中、「もっとお話しをする時間が欲しかった」というご意見も頂いた。 

また協力してくれた高校生からは「本やインターネットよりも実際の話を聞いてすごく感動しました」や「実際に

介護をされていた方の話を聞けてよかった」など日ごろの学校生活では直接接する機会の少ない地域の高齢の

方々や、認知症介護を行うご家族のお話を聞く機会となったと意見を頂けた。 

 過去 6 回の実施を通じて、地域の方にもこのカフェを知って頂き、認知症について考えて頂ける機会作りや、

地域で一緒に生活する方々の中にも認知症介護を行っているご家族がおられることを知って頂くことに繋がって

いることは、法人として協賛させていただく中で、成果として感じている。 

今後の展望 

 地域の方々に認知症について知って頂く機会を作っていく。また認知症に興味がなかった人へも啓発していけ

るように取り組みを検討していく。今後は特養の職員という立場でありながら地域支援推進員への協力を検討し

ており、実際どのような働きかけが可能かという点を含めて検討する。 
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巻末資料１ 

1-11 認知症を啓発する絵本出版への支援 

兵庫県認知症介護指導者 古川美紀 キーワード： 絵本 人権

活動の概要 

【活動目的】 

認知症介護指導者 57 期生の上埜美恵子氏が作成した認知症の啓発絵本を様々な方に触れて頂きたい。 

【活動内容】 

上埜美恵子氏より２０冊程、直接譲り受け、市役所高齢福祉課、地域包括支援センター、近隣住民、運営推進

会議に出席し、関りの深い事業所３か所に配布した。 

また１１月１日姫路商工会議所にて認知症の啓発活動を行った際に、上埜氏本人より朗読された。また兵庫県

で認知症介護に携わっている様々な事業所の方々に絵本を読んでもらい活用してもらっている。令和３年度は

出版に向けてクラウドファンディングを企画している。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

同じ自治体に所属する認知症介護指導者の上埜氏が自作した認知症の啓発絵本を拝見した。この絵本では

認知症の方の内面がとても素直に表されており、認知症の方の正しい理解促進につながるものであった。この絵

本を私が関わっている地域の方々にぜひとも知って頂きたいと思った為、上埜氏から絵本を譲ってもらい配布す

ることにした。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

令和 2 年１１月１日（日）ＲＵＮ伴兵庫県実行委員会による特別講演：「当事者との「語り」から未来を創造する」

（おれんじドア代表 丹野智文氏）シンポジウム：「認知症のある人や家族にとって『地域の良い環境』とは」を兵

庫県姫路市商工会議所で開催し、絵本の紹介を行う。また、宝塚市役所高齢福祉課、御殿山地域包括支援

センター、地域住民数名等に直

接配布したところ、絵本を宝塚

市内の図書館に置けないかとい

う問い合わせや追加配布の希

望を受けた。 

【活動の成果】 

宝塚市役所高齢福祉課、御殿

山地域包括支援センター、地

域住民などから認知症の啓発

活動に役立てたい、認知症であ

る家族の言葉と重なり気付かせ

てもらった、地域のサロンで朗読

したら好評だったなどの感想を

いただいた。 

今後の展望 

上埜氏本人の「悪性の心理」に対する反省も込められて描かれており、とてもリアルに伝わるものがある。この絵

本を多くの方々に、年齢を問わずに読み、触れて頂き、認知症啓発だけでなく、「人権」の尊重の場面からも考

えて頂ければと思う。令和３年度は指導者仲間などに呼び掛けてクラウドファンディングを企画し、この絵本を出

版する予定である。 
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認知症介護研究・研修仙台センター 

1-12 地域の皆様と共に歩んで・・・これからも 

福島県認知症介護指導者 逵 乃介 
キーワード：

地域の皆様と共に・共に支え合う地域づくり・地域交流 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

「健康」とは「社会参加」があってこそ維持できるものであり、「誰もが社会参加できるための地域づくり」が重要

と捉え、地域の皆様とともに健康寿命を伸ばす取り組みや、共に支え合う地域づくりに寄与すべく、２０１６年から

ＹＹ地域交流活動として、参加型の研修や体験、学びの場としての活動を開始した。 

＊ＹＹとはワイワイ賑やかに楽しくの略語で、私たちの地域交流活動の目的となっている。 

【活動内容】 

ＹＹ健康教室、ＹＹ体験型研修、ＹＹ介護教室、ＹＹ体験塾と４つの活動に分け実施している。ＹＹ健康教室

は地域の公民館や集会所に出向いて実施し、ＹＹ体験型研修・ＹＹ介護教室・ＹＹ体験塾は特別養護老人ホ

ームうねめの里・地域密着型特別養護老人ホームうねめの里はるひめの地域交流室を活用し実施している。 

活動のきっかけ、背景（指導者として・法人職員として） 

法人理念「奉仕と平等な人間愛」、基本方針「地域の中で、共に笑い、共に悲しみ、そして共に生きていく。共

に暮らしていく」に基づき、地域共生社会を支える福祉の専門拠点として、地域の皆様とともに健康寿命を伸ば

す取り組みや、共に支え合う地域づくりを実践していくために２０１６年１１月よりＹＹ健康教室を開始し、２０１７年

２月からＹＹ体験型研修を開始、２０１８年１１月からＹＹ体験塾を開始、２０１９年からＹＹ介護教室を開始した。

活動を通して、法人資源（福祉の専門職としての知識・技術）と地域資源を活用したテーマ設定により、地域の

「人と経済と環境」の活性化の好循環を図っている。また、学生・地域住民の方々向けの認知症サポーター養

成研修や認知症の方との関わり方に関して映像を制作し理解を深めていただけるよう取り組んでいる。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

ＹＹ地域交流活動として、２０１６年８月 市内専門学校の生徒向けに認知症サポー

ター養成研修実施（７３名）ＹＹ体験型研修として、２０１７年８月 市内専門学校の生

徒向けに認知症サポーター養成研修実施（４３名）や２０１９年９月 地域住民向けに

「オレンジリング眠っていませんか？」というテーマで研修開催（５０名）その他、様々な

テーマで２０１７年～２０１９年までに５回開催し延べ２６８名参加。ＹＹ健康教室とし

て、運動や体操を中心としたフレイル対策をテーマに２０１６年～２０１９年までに１２回

開催し延べ１９４名参加。ＹＹ介護教室として、排せつ・食事・入浴・福祉用具・リラク

ゼーションをテーマに２０１９年から３回開催し延べ１００名参加。ＹＹ体験塾として、地

域の方々に講師を依頼し茶道体験やしめ縄リース作り等の様々なテーマで保育園児

から高校生を対象に２０１８年～２０２０年までに１６回開催し延べ、１９７名参加。 

【活動の成果】 

２０１６年からＹＹ地域交流活動として様々なテーマで実施してきて延べ１０４２名に方に参加していただき、共に

支え合う地域づくりに寄与できていると感じる。また、この取り組みが第 1 回こおりやまＳＤＧｓアワードを受賞。 

今後の展望 

ＹＹカフェ（優しく・寄り添う認知症カフェ）の設置とＹＹバス（地域の皆様が社会参加するワイワイお手伝いバス）

の運行を計画している。子どもたちと高齢者のふれあいの場を継続的に持ち、共に支え合う地域づくりに寄与し

ていきたい。また、子ども達に介護の仕事に憧れを抱いてもらえるよう職員一人一人が専門性を磨き、地域に発

信していきたい。 
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巻末資料１ 

1-13 余暇活動を通じた若年性認知症の人との繋がり 

長野県認知症介護指導者 相場恵太 キーワード： 余暇活動・若年性認知症・繋がり

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

余暇活動を通じて、若年性認知症の人と繋がり、入居する認知症の人がその場、その時を楽しむことが出来る

機会を作る 

【活動内容】 

若年性認知症の当事者の会が企画する余暇活動に入居者と参加し、当事者同士が交流する機会を作り、一

人一人がその場、その時を楽しむことが出来る時間を作る。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

所属するグループホームの施設長が若年性認知症当事者の会に参加している関係で、当事者の会より余暇活

動に関する案内があった。 

当事者同士の交流することで、ネットワークを構築することに繋がると考えたことから、入居者に参加の希望を確

認し、3 名の利用者と 2 名のスタッフで参加することになった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

余暇活動としてボーリング大会を行うことになった。参加を希望した入居者には、当日の余暇活動の説明を行っ

た。いつもと違う環境に行くため、入居者が混乱やストレスを感じないよう注意して関わること気をつけた。余暇活

動は、若年性認知症の人と入居者が同じグループになるように編成し、当事者同士が交流できるよう心掛け

た。慣れない場所もあり、トイレなどの移動の際、転倒することや場所がわからなくなってしまうこともあったため、

なるべく入居者の近くにスタッフがいるようにし、随時対応できるよう心掛けた。 

【活動の成果】 

・初めて顔を合わせたときはぎこちない感じが見られたが、時間が進むにつれ、ハイタッチをする等の触れ合い

が増えたり、積極的にコミュニケーションをとるようになり笑顔が増えるなど、その場、その時を楽しみ自分らしく過 

ごすことが出来ていると感じた。 

・当初予定していた時間になっても続けたいという声が当事者の人達からあり、余暇活動を通じて「心のリハビリ」

を行うが出来たと感じた。 

・余暇活動を行う中で、近くにいた地域に住む子供連れのご家族と交流する機会があった。入居者の方は子供

を見て、「可愛いな」と声を掛けたり、ご家族は余暇活動を行うなど、余暇活動を通じて地域住民に方と繋がりを

持つ機会になった。 

今後の展望 

今回の活動を通じて、余暇活動を実践することで、認知症の人にとってその場、その時を楽しむ機会になるこ

と、今まで気づかなかった利用者のストレングスや普段見ることが出来なった姿などを再確認することができた。

また、施設外で余暇活動を実践することで、地域の人たちに認知症の人を知ってもらう機会に、認知症の人と地

域の人達との関係性を構築するきっかけになることを学ぶことが出来た。今回の活動で得たものを参考に、今後

も認知症の人がその場、その時を楽しむことができる活動を実践していきたい。 
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認知症介護研究・研修仙台センター 

1-14 認知症講演会「身近な人が認知症になったら」 

愛媛県認知症介護指導者 田中 加代 
キーワード： 認知症の基礎知識・コミュニケーションの取り

方・地域の関係性づくりは挨拶から 

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

認知症を恐れるのではなく、一人ひとりが認知症について「考える」こと、声かけなど「行動する」ことを生活の中

で、意識していただけることで、認知症になっても地域で生活し続けることができる地域づくり。地域全体で「認知

症に備える取り組み」 

【活動内容】 

新居浜市地域包括支援センターが毎年実施している「認知症講演会」にて「身近な人が認知症になったら」を

テーマに「耳を傾ける～認知症の基礎知識と接し方～」として講演を実施。 

新居浜市では、市民の皆さんに「認知症」を身近なものとして、地域で支える街づくりの一つとして認知症の支援

に携わる専門職の講演と、認知症と家族の会の会員家族による講演会を中心に令和 2 年で 3 回目となる会を

実施している。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

自分自身の認知症介護指導者としての活動は、研修の講師をする程度であった。しかし、認知症介護を学び教

育する立場として、認知症の方が暮らしやすい街づくりに何か役に立てないかと日頃より考えていた。所属する

法人の地域包括支援センター委託機関アソカ園担当者が、法人には 3 名もの認知症介護指導者が在籍する

こともあり、お役に立てることがあるのではないかと情報の提供を行ったことがきっかけとなった。 

 また、認知症介護指導者という存在を包括支援センター自体でも知らない人が多く何が出来る人?という状態

を少しでも解消するきっかれとなればと活動を行った。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

令和 2 年度で３回目となる会は「身近な人が認知症になったら」をテ

ーマに開催され、第１部「耳を傾ける～認知症の基礎知識と接し方

～」を担当した。第２部は家族の会による体験事例が発表され、身近

に感じたり理解が深まることを意識して構成した。 

【活動の成果】 

113 名が参加した今年度は一般市民の参加が半数弱を占めていた。

また、参加者アンケートで 90％以上が認知症や認知症の人との接し

方について理解できたと答えられたことから、地域への認知症の知識

の発信として有意義であったと感じている。 

今後の展望 

認知症の支援チームを構成する際にこうした地域住民の方にもどんどん入って頂くことも重要だと思った。他に

も、感染症の関係で講演や研修が難しい場合は、集まる団体や人数、サークルや企業など少人数でも学んでい

ただける機会があれば、認知症介護指導者として出向いていきたいと感じている。また、同時に現在介護に携わ

っている介護職やご家族への助言や相談にのるような場所、機会を検討しても良いのではないかと考える。 
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1-15 認知症サポーター中級講座 

東京都認知症介護指導者 宇津木忠 

キーワード： 認知症サポーター養成講座 板橋区 板橋区

地域密着型サービス事業所連絡会、地域包括支援センタ

ー 板橋区おとしより保健福祉センター 

活動の概要（活動の主体：その他（板橋区地域密着型サービス事業所連絡会）） 

【活動目的】 

認知症サポーター養成講座を修了された方々の次の活動の場を提供すると共に、行政と一体的に起案・実

行することで、板橋区の認知症施策を進めていく。 

【活動内容】 

認知症サポーター養成講座を初級と位置づけ、ステップアップのための中級講座を考案する。また、板橋区

の認知症施策と一体的に考え、ボランティア登録や介護業務に興味を持って頂くよう働きかける。これらの活動

を継続的に実施し、チームオレンジを見据えた動きとしていく。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

板橋区おとしより保健福祉センターより、板橋区地域密着型サービス事業所連絡会へ、認知症サポーター養

成講座取得後の活躍の場を共に考案して頂きたいと打診あり。役員として活動中の東京都認知症介護指導者

である猪股及び宇津木が中心に構成を行い実施となる 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 30 年 9 月 27 日に第 1 回認知症サポーター中級講座を実施した。参加者は 132 名で、コグニサイズ、

ユマニチュードの考え方、リフレーミングを宇津木が、認知症サポーター養成講座の振り返り、バリデーションを猪

股が担当した。 

令和元年には第 2 回認知症サポーター中級講座を実施。前回の振り返りを行い、  

1 日目は 9 月 26 日 「認知症の方を介護する家族の気持ち」（参加：62 名） 

2 日目は 10 月 17 日に「認知症の人の気持ち」を（参加：46 名） 

3 日目は 11 月 6 日 「認知症サポーターの活動発表・懇談会」 

（参加：42 名）内容はイメージング、バリデーション、中核症状の 

体感を宇津木が、第 1 回のおさらいと認知症の人の気持ち、まと 

めを猪股が担当した。 

【活動の成果】 

第 1 回では、定員 80 名の応募をはるかに超える参加申し込みを頂き、この様な場の設定の重要性・必要性

を感じた。実施後のアンケート結果においても、「大変よかった」「よかった」は 98.29％と認知症に対しての理解

が深まる内容となる。ただ、参加者を様々なインフォーマルサポートへ繋げることを想定したものの、「ボランティ

ア活動をしたい」と答えたのは 15.38％と低く、具体的に繋がるケースは数件であり次回への課題となった 

今後の展望 

今年度においてはコロナ禍の影響にて開催することはできなかったが、この講座については板橋区おとしより

保険福祉センターにて、毎年予算化される事業となる。板橋区内の地域報告支援支援センターとの連携を継

続していくことで、声かけ訓練時のサポートや、各地域でのサロン等においても活躍して下さる方々を多く作って

いきたい。また、板橋区認知症支援連絡会とも連携することで、今後展開される「チームオレンジ」や高島平地

域でのモデルケースなど多岐に活躍したい。今後、新たなスキームとして各事業所協力の下「認知症サポータ

ー上級講座」を考案し、高齢者福祉業界に就労を希望される方々を生み出せることを目標としている。 
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2-1 出前型地域住民向け介護予防教室と認知症カフェ・よろず相談所 

東京都認知症介護指導者 桑田 直弥 キーワード： ①地域支援 ②アウトリーチ

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

職場周辺の地域住民に向け、孤立や閉じこもりを防ぎ、屋外に出る機会を作り、認知症の知識啓発や認知・身

体機能の賦活、抑うつ防止のために意欲・発動性の賦活を行うため。また、地区内で支援のキーパーソンや他

者とのつながり作りを助成し、地域住民が相互に助け合いのできる地域へ向けたエンパワーメントを行うため。 

【活動内容】 

[１．出前型地域住民向け介護予防教室] 

地域の区長、民生委員児童委員等と連携して、一般区民を対象とした、予約不要、無料開催、年齢制限なし

の介護予防教室を開催。市内の各会館を借りて、各地区 3 か月に 1 回 2 時間の頻度で実施する。開催地区

は 8 地区。参加人数は 1 回 10 名～40 名。具体的には、会館内にテーブルや椅子を配置し、転倒予防体操、

集団アクティビティ、認知トレーニング、デュアルタスク（計算と足踏みなど）、認知症啓発講座などを実施した。 

[２．認知症カフェ・よろず相談所] 

地域の区長、民生委員児童委員等と連携して、一般区民や認知症を患う本人およびその家族を対象とした無

料の認知症カフェを、月 1 回 13～17 時の頻度と時間で地区会館にて実施した。具体的には、会館内にテーブ

ルや椅子を配置し、手作りのお菓子やコーヒーを持ち寄り、予約なし・年齢制限なしのオープン形式で実施した。 

【活動のきっかけ、背景】（指導者としての立場で） 

顔見知りの区長から指導者に向けた地域の相談事がきっかけとなった。大きく理由は以下の 3 点である。①地

域での老人会や食事会などのイベントを開催しているが、老化や孤立化により年々参加者が減少している。②ま

た、民生委員児童委員として、訪問活動を行っても閉鎖的な対応のため、活動が無為に終わる場面も多く、次

の担い手が減っていること。③新聞の溜め込みやゴミ屋敷の一歩手前の状態、認知症または認知機能低下が

疑われる独居高齢者は明らかに増えているが、どのように対応して良いかが分からず、積極的な介入ができな

いまま、放置となることが多いこと。以上の問題は解決すべき課題であると認識しているが、地域の関係者だけ

での解決は難しく、地域包括支援センター等の拠点も従来業務で手一杯であったことが背景として挙げられる。 

【活動の成果】 

介護予防教室は 8 地区において、3 か月に 1 回の活動頻度で年 4 回実施した。同意を得て各地区で 4 回とも

参加した対象者は計 118 名であった。年齢は平均 81.58 才。女性は 72.5％（男性が 27.5％）。介入効果評価

として、教室の 1 回目と 4 回目には、活動担当の指導者とは異なる評価担当者が対象者へ個別に認知機能評

価を行った。介入前後の結果、対象者全体の平均として、MMSE は 21.6 点→23.1 点、FAB は 11.4 点→14.3

点、GDS は 7.9 点→5.3 点と認知機能や意欲・発動性の改善が示唆された。 

認知症カフェ・よろず相談所では、行政の介入を拒否していた独居高齢者が「無料でコーヒーとお菓子を食べら

れるから」という理由で来て下さったり、「病院で鑑別診断を受けるのは嫌」と言う高齢者が「地元の会館だったら

近いから」という理由で来て下さるなど、従来は介入困難であった高齢者が立ち寄ることができる地域のオアシ

スとして機能していることが示唆されると同時に、異なる地区の関係者が活動の合間に、お互いの地区の境遇を

意見交換し、地域運営や認知症支援の課題と向き合うことで、当事者グループにも似た機能も散見された。

今後の展望 

 2020 年度はコロナ禍により、従来のように会館を借りた形での集合実施は難渋した。地域の関係者とは Zoom

を用いた WEB 会議にて情報交換や最新の情報共有を定期的に実施した。また、地域支援として、政府の「新し

い生活様式」に基づき、3 密を防ぐ形での代替手段として、IT 活用の支援に変換している過渡期でもある。スマ

ートフォンの無料アプリ LINE を活用し、フレイル予防を目的に在宅で出来る運動を提供した。また、YouTube を

活用し、認知症の知識啓発や在宅で出来る認知機能賦活プログラムの無料提供を行った。 

214



巻末資料１ 

2-2
さろんから地域力を高められるようエールを送りたい 

～いつかは誰もが認知症、袖すりあうのも何かの縁だよ～ 

栃木県認知症介護指導者 染谷 久美子 

キーワード： ➀カラオケ屋代わりの拠り所②一般介護予防

事業③スタッフか参加者か ④「認知症の人」も地域で活躍

する人に

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

社会福祉法人の介護福祉施設の地域貢献をうたい、チームオレンジの一員としても地域包括ケアシステムの

一役を担うことを理想としたサロン活動です。認知症の方との接し方を施設ケアで培った知見を地域に還元して

いくことと、一般介護予防事業にも参入し地域住民にフロアを開放していきたいと考えました。 

【活動内容】 

気軽に集える高齢者・認知症の方のサロンとして毎月曜10時－12時に開催し、スタッフボランティアが居て「手

作りおやつ」にこだわる。近隣の障がい者施設のパン工房を呼べる午後は自主活動の形をとる。他は一般相談

受入れ、また地域住民に開放していく。毎月地域住民向け回覧チラシを約 800 班分作り、認知症に関する知

識や活動予定をのせてＰＲしていきます。 

・歌に合わせた筋トレ体操から始め、カラオケ・囲碁・将棋・麻雀は未経験者には手解きをするサロンであること、

おしゃべりしながら過ごすカフェであり、認知症カフェでありケアラーズ（介護者）カフェとしました。 

活動のきっかけ、背景（指導者として・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾘｰﾀﾞｰ経験豊富な運営担当としての立場で） 

中学校区に一つのまさに「今日行くと今日用（きょういくときょうよう）」の介護予防事業や、地域に密着した認知

症サロン活動が出来ないか模索しました。認知症の人もスタッフになれるサロンを作りたいと計画していたところ、

カラオケ屋が閉店し楽しみが減り行くところがない、市民センターの囲碁将棋には初心者は入りづらいという声を

聴いた。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

老人福祉法介護支援センターの相談窓口機能を残したサロンとして名乗りを上げ、年齢を問わず気軽に集える

認知症の方の集えるサロンをつくることとした。 

【活動の成果】 

「ほのかさろん」への問い合わせや相談の中には、認知症の進行が早く介護サービス拒否が強く家族だけではど

うしようもできなかったケースがいくつもありました。サロンに慣れ、施設を覗き抵抗感が薄れ、介護サービスにつ

ながりサロンを卒業した方もおり、介護保険を卒業して包括に紹介されて参加されるようになった方もおります。

利用者扱いが嫌と働きたいと来た若年認知症の方もスタッフボランティアとして活動していることについても、役

割意識をもって、他のボランティアと分け隔てなく活動し、参加者もボランティアも認知症があっても通える楽し

める場を提供しています。市担当者にとっても認知症の方をスタッフにすることが出来るサロンがある、ということ

は評価にも値し、他市の認知症地域支援推進員の方の見学受け入れ(スタッフとして働いて頂く)をしていく。実

会員 101 名のべ 2119 名（R2.2 月現在） 

今後の展望 

当法人では、非営利事業であり、介護保険とは関係なく、採算がとれる事業ではありませんが、認知症その他の

専門知識を持つ職員がスタッフとしていること、認知症の人の「役に立ちたい」に応じられるサロンを目指したいで

す。有償ボランティア報酬額や短時間パート職員などの準備があり、働ける認知症の方も受け入れることも検討

中です。白タク行為が緩和されているので、買い物ツアーやサービス事業所のようにドアツードアではありません

が送迎サービスも計画中です。 
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2-3 シルバーハウジング生活援助員派遣事業と地域支援活動

山梨県認知症介護指導者 榊原 治己 
キーワード： 地域での生活の継続・人と人とのつながり・自

分自身を守る力 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

公営住宅（シルバーハウジング）に入居している高齢者に対して生活援助員を派遣して、生活指導・相談・安

否の確認、緊急時の対応等生活支援を行うことにより自立した生活の助長、社会的孤立の防止等を図り、もっ

て高齢者の在宅福祉の向上に資することを目的とする。 

【活動内容】 

シルバーハウジング生活援助員派遣事業の実施 

活動のきっかけ、背景（指導者として・認知症地域支援推進員としての立場で） 

山梨市から社会福祉法人壽光会がシルバーハウジング生活援助員派遣事業の委託を受けて行っており、榊

原も生活援助員としての業務を行っていることから。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

県営ぬくもり団地シルバーハウジングで生活援助員の仕事に就いたのは、平成２７年の１２月からである。ここ

での主な仕事は、シルバーハウジング入居者の方への声掛けと見守り活動、緊急時の対応である。仕事につい

ておよそ一年間は、環境整備と、目標にもある、「自立した生活の助長」「社会的孤立の防止」のために何ができ

るかの模索と準備にあてた。 

まず、最初に「軽運動教室」を定期的に開催することになった。（H28,11～R2,2 ３８回のべ４３６人、１回の平

均が１１人）結果として、この取り組みによって、年間の相談室の利用者が急増した。（H28 年度４人、H29 年度

７０人、H30 年度１６５人、H31 年度１７４人）また、内容的にも初めの頃は、民生委員さんや老人クラブの会長さ

んというような方が役割の遂行のために相談に来られることが多かった。それが、年度を追うごとに、認知症の方

が介護保険を利用しながら相談室で塗り絵をする（H29、7～11 ３０回）というケースや、脳梗塞で退院後のリ

ハビリに活用する、車の事故後のリハビリに活用するなど介護保険の対象にならないような方で生活に不安があ

るようなときに利用されているというケースも出て来た。また、最近は家族の方と話し合いをする機会も増えてい

る（入居世帯２５世帯中家族との面識のみ７世帯、話し合いをしたことがある５世帯） 

さらに、軽運動教室は、教室の開催と同時に介護保険の仕組みをケアマネから聞いたり、消費生活センター

の講座を受講するなどの自分の身を自分で守って頂けるような情報を織り込んでいった。（講座は８回）そのよう

な活動を進める中で、“年をとることの話を聞きたくない” という声があがった。そこで、年をとっても楽しく暮らす

話を聞く機会があれば良いのではないかと思った。そんな中、体操教室の参加者の方から、折り紙なら一緒にで

きる、編み物なら一緒にできるというお話を聞き、自事業所でボランティアをして頂けることになった。（H29,5 か

ら R2,2 まで編み物教室と折り紙教室として１９回のべ９６人） 

【活動の成果】 

住み慣れた地域で長く生活するには、軽運動の習慣のような健康を意識した生活はかかせない。また、それ

と同時に孤立してしまうとあらゆる面で、自分の身を自分で守れない。コロナ禍で、軽運動教室もボランティアも

中止になっている。しかし、ここでは自主活動として吊るしびなを作ったり、茶話会をしたり自らの活動を継続して

いる。 

今後の展望 

これからもシルバーハウジング生活援助員派遣事業を継続し、発展させていく。 
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3-1 キャラバンメイトとして地域に貢献できること 

和歌山県認知症介護指導者 長森 秀尊 キーワード： 連携・認知症の啓発・伝える・本人の声 

活動の概要（活動の主体：和歌山市キャラバンメイト連絡会） 

【活動目的】 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる町づくりの推進を図るため、サポーター養成講座の実

施やキャラバンメイト同士の連携、地域住民に対する認知症の啓発活動を目的とする。 

【活動内容】 

認知症サポーター養成講座及びキャラバンメイト・フォローアップ研修の開催。和歌山市地域包括支援課等

と連携し、認知症啓発活動、認知症フォーラムの開催・認知症の人と家族の会のイベントへの協力など。 

活動のきっかけ、背景（その他・キャラバンメイトとしての立場で） 

平成 25 年ころより和歌山市においてサポーター養成講座のニーズが増加し、当時の和歌山市の担当者より

相談があり、連絡会を立ち上げることとなる。和歌山市に事務局おいて、主要な役員を人選し運用するようにな

る。その後、サポーター養成講座だけでなく、地域への啓発活動の必要性を感じ現在に至る 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 26 年に和歌山市キャラバンメイト連絡

会を立ち上げる。当時のメンバーは市職員、ケ

アマネージャー、介護事業所経営者・管理者・

職員等市内の民生児童委員や自治会等への

積極的なサポーター養成講座を開催県内のキ

ャラバンメイトを対象としたフォローアップ研修の

実施平成 28 年にサポーター養成講座平準パ

ワーポイント資料の作成、メイト個々に使用する

資料が異なり、逸脱しているケースもあると聞

き、テキストに基づき資料を作成し、県内の包括

支援センターへの開示を行い使用できるように

する。平成 29 年には、サポーター養成講座だ

けでは、認知症の啓発は進まないと話し合いを行い連絡会として啓発イベントとして認知症フォーラムを計画し

開催する。また、和歌山市地域包括支援センター保健師と連携し、小学校を対象に実施していたキッズサポー

ターの事業にも協力し市内にある 51 に小学校を 2 年間で全校実施できる体制づくりを行う。その間、県内市町

村の連絡会立ち上げのサポートや市町村の連絡会研修会に参加し、講座開催のスキルアップ等の支援を行

う。 

【活動の成果】 

平成 30 年からは認知症の人と家族の会が主催するアルツハイマーでイベントに登壇したり、認知症相談を行

うなど他団体との連携も図る。当事者の登壇していただき、本人の視点から認知症の理解を深めてもらうよう、イ

ベント企画を協働で実施する。今年度は本人座談会と家族の声を聴く機会を設け、次回の認知症フォーラムに

はその当事者に登壇していただく予定となっている。 

今後の展望 

連絡会としてサポーター数を増やすということも重要であるが、地域への発信をより活発に行っていくこと。ま

た、サポーターやメイトが活躍できる場づくりを行政と一緒に考えていきたい。これらを推進していくためには行政

のバックアップが重要であるので、これは一番の課題と考えています。 
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3-2 「大分認知症カンファレンス」について 

大分県認知症介護指導者 工藤美奈子 
キーワード： 口コミ・市町村を越えた連携・相互作用・対等

な関係性・プロセス重視 

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

高齢化の進行とともに増え行く認知症の予防、早期診断、早期治療、ケア技術の向上と地域での連携強化

を図ることにより認知症の医療・福祉の向上ならびに認知症患者の QOL 向上に寄与する。（会則より） 

【活動内容】 

研究発表会、学術講演会などの学術集会の開催（年２回）及びその他、目的を達成するために必要な事業。 

活動のきっかけ、背景（指導者として・介護支援専門員としての立場で） 

認知症の課題に対して学びを深めたいとして開催されていた「認知症自主勉強会」において、認知症ケアに

ついて神経内科医師から声をかけられ、認知症患者の診療の課題を話しあう場に参加することとなった。 

なお、２０１０年を前後として大分県内各地で認知症と家族の支援について問題意識をもっていた医師や地

域包括支援センター職員・ケアマネジャー・介護職員らそれぞれが主体的に集まる場が作られはじめていた。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

大分県県立病院の神経内科医を代表と「大分認知症カンファレンス」が 2011 年に設立する。 

このネットワークは大分県を単位として各市町村地域で認知症支援の活動をしている専門職と認知症の人の

診療・ケアに携わり熱心にされている専門職らを口コミで世話人として増やしながらネットワークを広げていった。

なお、このカンファレンスには 2020 年 3 月現在で大分認知症カンファレンス世話人 61 名中、認知症介護指

導者 3 名、認知症サポート医 17 名、認知症地域支

援推進員 3 名が所属。発展している。また、活動内

容は世話人を年 2 回開き同時に特別講演と地域の

実践報告等を１回 3 時間程度の研修会として開催

することを基本としてその他必要な活動をしている。 

カンファレンスでは、特定の医師や団体を中心に

するのではなく、地域の世話人へのバランスを配慮

することを意識している。また、対等な関係性を構築

することを目的としているためすべての参加者が率

直に質問・意見ができるようにするとともに、普段声

を上げないケアサイドの世話人等があればこちらから

アプローチし事業を企画するように意識している。

【活動の成果】 

研修は毎回多くの専門職が参加している。県単位でネットワークを構築したことで、それぞれの地域での研修

会の情報共有し市町村地域を越えて相互に学びあう関係が構築した。また、医師とコメディカル・ケアサイドなど

関係者が「対等な関係性」として主体的にワークが広がって現状に至った。また、世話人増加にもつながった。 

今後の展望 

今年 NPO 法人化し事業継続の安定化を図り活動を継続する。また、世話人と共に認知症施策の提言書作

成等に取り組むことで現在進行中。 

大分認知症カンファレンスの特性を生かして、他団体等との連携も視野にいれて認知症施策への提言や、そ

れぞれの団体間の活動の相互作用の効果を上げていきたいと思う。 

中津市認知症ネットワーク研究会 

おおいた西部地域認知症
ネットワーク研究会 

オレンジネットの会 

①べっぷ認知症自主勉強会
②別府認知症研究会 
③大分認知症処遇研究会

①JUN（じゅん：城東・上野ネットワーク）
②城南賀来認知症ネットワーク
③東部地域症例検討会
④衛藤病院での活動
⑤南大分認知症治療の明日を考える会

⑥明野・鶴崎認知症ネットワーク

臼杵市の認知症を考える会 

佐伯市長寿支援ネット 
佐伯長寿医療懇話会 

豊後大野市認知症ケア研究会 

由布物忘れネットワーク 

大分県内の認知症ネットワーク 
大分認知症カンファレンスの構成 

（平成27年１０月８日現在） 

出典：大分認知症カンファレンス
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活動の経過と成果 

【活動の経過】 

＊協議会での企画検討 令和 2 年 5 月 協議会事務局、研修担当理事（認知症介護指導者）：山川、認知症

介護指導者 1 名 

＊動画撮影 令和 2 年 8 月 10 日 

＊受講申込 令和 2 年 9 月上旬から受講申込書を受付し、資料等配布  

＊動画視聴 令和 2 年 9 月 9 日から 10 月 31 日 

＊配信方法 youtube アクセス先記載 PDF（動画視聴リンク先及び資料ダウンロードの方法） 

＊研修振り返りシート返送 視聴後随時 

＊まとめ 令和 2 年 11 月 

巻末資料１ 

3-3 新型コロナ禍における認知症介護 Web 研修 ～山形県老人福祉施設協議会の試み～ 

山形県認知症介護指導者 山川 淳司 
キーワード： 新型コロナウイルス、介護人材不足、Web 研

修、帰宅願望（欲求） 

活動の概要（活動の主体： ） 

【活動目的】 

山形県老人福祉施設協議会において、新型コロナウイルス感染予防の観点から、動画視聴による研修を企画

した。認知症介護はどの事業所においても共通のテーマであり、かつ必須のものであることから、より幅広い職員

層が、いつでもどこでも見ることができる Web 配信方法を用いて、協議会職員の「認知症対応力向上」の学びと

なることを目的とした。 

【活動内容】 

協議会会員事業所職員に対し、下記の講義内容の Web 研修を youtube 配信にて実施した。 

◎講義内容

「帰りたい！」あるあるとその対応のヒント～帰宅願望場面における認知症ケアの考え方～ 

（前半・後半、後半に「対応イメージ動画：不適切 ver・適切 ver」）※合計約 50 分 

【講師：山形県認知症介護指導者（山川）】 

活動のきっかけ、背景（指導者として・理事としての立場で） 

令和 2 年度の新型コロナ禍の社会情勢と加速する介護人材不足の現状において、集合研修会の開催や参加

が困難であるという事由に対応するため、Web 研修の機会を設け、認知症介護の資質向上を目指すべく企画し

配信した。 

【活動の成果】 

◎振り返りシート（上記データーを含む）からの評価

＊キーワードとして「本人の思いへの気づき」、「方法・ヒント」が数多くあった。 

＊まずは「本人の思いへの気づき」が重要であるということを理解してもらえたと評価する。 

＊介護現場の職員は、ケアの「方法・ヒント」を期待している。 

＊「実際に活用してみた」が 6 名存在する。求める評価としては、「実際活用してみてどうだったか」が重要である

ことから、その後の追跡調査を行っていきたい。【達成状況の評価は今後】 

今後の展望 

＊人員不足で、今後も研修に出せない状況は続くと思われるため、「集合研修」と「Web 研修」を併用していく必

要がある。 
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3-4
大阪市認知症介護研修修了者ネットワーク支援事業 

 「ふくきたる⁺」 

大阪市認知症介護指導者 佐藤 旭保 キーワード： つながり 支える 地域を超える

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

(理念)「笑う門にはふくきたる」 

お年寄りが安心、健やか、いきいきとした人生を全うできるようスタッフのスキル向上を目的とし地域をこえた施

設間連携を目指す。 

【活動内容】 

・月 1 回の定例会

(内容)認知症ケアでの困りごと,人材育成について,勉強会の企画等 

・年 3 回の勉強会

(内容)｢認知症ケアとは｣,｢ひもときシートの活用｣, ｢実践報告会｣,｢死とは｣等 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

認知症介護研修修了後は高いモチベーションをもって認知症ケアへを取り組むものの、業務優先,介護者本位

の考えが中心である現状を打破できず悩み、認知症ケアに行き詰っている修了者の声を聴いた。また、認知症

介護研修に参加したいがシフト調整ができず参加できないスタッフもいることもあり、ネットワーク支援事業を立ち

上げケアの在り方についての学習会等を企画・実施できる環境の構築を目指した。 

大阪市は区ごとにネットワーク事業を立ち上げているが、自身の在籍している北区は指導者 1 名で活動している

ため、隣接区の指導者とともに活動を始め、現在は大阪市の北側を中心に指導者 4 名でネットワーク支援事業

を展開している。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 26 年 12 月：北区・福島区の認知症介護指導者 2 名で企画を行い、 

認知症介護実践リーダー研修修了者 5 名の計 7 名で立ち上げる。 

平成 29 年 4 月：淀川区・西淀川区・東淀川区の指導者の参加。 

平成 29～31 年度：認知症介護研修での呼びかけ等で都島区・大正区・ 

中央区のリーダー研修修了者が参画 

令和２年度～：コアメンバー13 名で活動 

している。 

【活動の成果】 

 参加者の困りごとや悩みを少しでも解消できればと考えているため、成果としては考えたことがないが、学習会

の参加者からは自身が抱いていたモヤモヤの解消・知識の習得、また他事業所のスタッフと繋がれたことで、モ

チベーションアップになったという声が聞けている。 

今後の展望 

 定例会や学習会に参加し、認知症ケアの在り方を理解しても、自職場も含めまだまだオールドカルチャーな部

分があり、本人本位のケアができていない現状がある。事業所の理念に基づき、それぞれの考え方があり、業務

の回し方があることは理解しているが、少しでも介護者主体のケアがなくなり、『人』が中心になるように各地域で

頑張っている介護スタッフ等と繋がり、認知症の人が暮らしやすい場を提供できるよう取り組んでいきたい。 
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3-5 地域への認知症啓発活動及び介護職員の認知症ケアの向上 

岐阜県認知症介護指導者 岩佐 渉 キーワード： 認知症介護指導者 認知症ケア 事業所研修 

活動の概要（活動の主体：法人および個人） 

【活動目的】 

認知症介護指導者として、認知症ケアに関する講義を実施し、認知症ケアの普及啓発に貢献する。 

【活動内容】 

①自施設における地域向け公開講座の実施（法人として） 

②他事業所の認知症ケア研修の講師（個人として） 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

①について 

 岐阜県立飛騨寿楽苑では地域活動として地域向け公開講座を企画実施している。 

 認知症ケアの講座も企画しており、当該講座の講師を務めた。 

②について 

 認知症介護実践者研修の受講生の施設から「認知症ケアの講義をしてほしい」と 

 の依頼を受け講義を行った。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

①について 

 平成 29 年 7 月 地域向け公開講座 認知症サポーター養成講座（参加者 21 名） 

 平成 29 年 9 月 認知症ケア研修 実践！ひもときシート入門講座（参加者 35 名） 

 平成 30 年 7 月 認知症サポーター養成講座（参加者 42 名） 

 平成 30 年 9 月 認知症介護講座（参加者 36 名） 

②について 

 平成 30 年 3 月 他事業所にて認知症ケア研修実施（参加者約 20 名） 

 令和元年 9 月  他事業所職員対象に認知症ケア研修実施（参加者約 35 名） 

 令和 2 年 11 月 他事業所職員対象に虐待防止研修実施（参加者約 70 名 ZOOM） 

【活動の成果】 

①について 

  認知症ケアに関する研修を実施し、認知症ケアの普及啓発を行った。 

  参加者からは「認知症の人の気持ちが分かった。」「認知症の人が何を困っているのかがわかった。」など認

知症の人の気持ちに寄り添う意識の変化がうかがえる感想が多かった。また、地域向けの公開講座ではあった

が、地域住民の参加が少なかったことは残念であった。 

 ②について 

  認知症介護指導者として依頼され、介護に関する研修を実施した。 

  令和元年までは対面の研修を実施したが、令和 2 年度はコロナ禍の中での開催であり、ZOOM を使ってのオ

ンライン研修を行った。 

  総じて、事業所の福祉力の向上に貢献したと思われる。  

今後の展望 

法人の事業所における認知症研修については、高齢者施設に配属になった場合に実施する可能性がある。 

 他法人からの講師依頼については、要望があればできるだけ受けていきたいと考えている。 
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3-6
法人で行う認知症の理解を深めた職員による 

認知症の人にやさしい事業所展開 

鳥取県認知症介護指導者 矢間やすみ キーワード： 適時適切なサービス提供、人材確保・育成

活動の概要（活動の主体：個人・法人） 

【活動目的】 

法人職員の認知症介護の基礎理解を標準化し、知識を活かしたケアの工夫で、利用者のその人らしい生活

を支えるためのサービス提供に繋げることを目的とする。 

【活動内容】 

平成 30 年度から認知症介護基礎研修と同内容の研修を、法人教育研修委員会が主体となり年 3～5 回、

開催している。1 回の受講者を少人数とし、回数を増やす事で多くの職員が受講することができており、結果、県

の研修を含めて受講修了者は 170 名となった。当法人には高齢者施設が 6 施設あり、多くの職員が認知症介

護を理解したケアができるよう、誰でも現場の状況に合わせて学べる体制を取っている。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

当法人は県の委託を受け、認知症介護実践者研修・リーダー研修等を実施しており、認知症介護指導者養

成研修修了者が 7 名在籍している。法人職員数も 1,200 名となり、まずは法人職員の資質を向上させることが

肝要と考え法人内で新たな研修を設ける事とした。法人に在籍する7名の指導者全員が法人教育研修委員会

に所属し、企画・運営に携わっている。 

４．活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 28年度より県の認知症介護基礎研修（以下、基礎研修とい

う）開始され、平成 30年度から法人内で現場の現状と研修の出

やすさを勘案してニーズに合った研修体制を構築。 

平成 30年より、県の基礎研修にプラスして法人の認知症介護基

礎研修を実施している。カリキュラムは、国の示すカリキュラ

ムと同内容。受講者は1回、11～17 名とし、「参加しにくい」と

いう現場の悩みを理解しながら進めている。研修修了後に個々

が「研修の成果」と「どのように職場に活かしていくか」をまと

め、上司に報告し、上司のフォローを受けて実践に活かす。介護

職だけでなく、看護師・セラピスト・相談員等・障がい施設職員

だれでも参加が可能とした。 

【活動の成果】 

 新人からベテランまで、職種を問わず好評を得ている。また、グループワークを通じて様々な意見

が出ており、受講者自身のケアの振り返りや利用者視点の再確認ができた。新人であっても認知症ケ

アに対する戸惑いが少ない内容であり、認知症ご利用者の視点に立ったケアの工夫が身につき、在宅

で暮らすご家族へのかかわり方や視点が変わった。 

今後の展望 

現在の県の認知症介護基礎研修は年3回実施のため、一度に受講することが難しい。 

この法人研修の取組みも 3 年目で安定しており、この取組により認知症の人にやさしい事業展開がで

きている。地域で新たに働く職員等も研修の機会は少ない。参加者を法人内にとどまらず、地域の事

業所への呼びかけも検討していきたい。 
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3-7
東京都認知症介護指導者会市部ブロック主催 

『認知症リレー研修』を通じて 

東京都認知症介護指導者 奈良田敬 キーワード： 啓蒙、繋がり、学習機会

活動の概要（活動の主体：東京都認知症介護指導者会市部ブロック） 

【活動目的】 

認知症介護指導者を知ってもらうための啓蒙活動を行うほか、認知症介護指導者と地域住民、専門職の繋

がる機会を作る。また、認知症についての学習機会を提供する。 

【活動内容】 

2018 年度より八王子市にある、市民センターを借りて 1 コマ 1 時間 30 分程度で、3 会場 4 コマの全 12 コ

マの講義・講演を実施した。内容としては、認知症の基本的理解、認知症の人のアセスメントなど専門職向け研

修と、地域の方も含めた全参加者を対象に、地域の在宅医の講演やシンポジウムなどを開催した。また、認知

症介護指導者等との交流スペースとしてカフェエリアも設置し、多くの方にご利用いただきました。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

地域で活動していく中で、専門職にも、地域住民にも認知症介護指導者を知られていなかった為、啓蒙活動

が必要と感じた。また、認知症実践者研修、実践リーダー研修だけではなく、専門職が学べる環境を提供でき

ればと思い始めました。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

2018 年度 5 月：東京都認知症介護指導者会が 4 ブロックに編成され、市部ブロックとして活動内容を検討し、

2019 年度に認知症リレー研修の実施を決定した。11 月：八王子市、東京都、東京センター、東京都社会福祉

協議会、認知症ケア学会などに後援依頼。八王子市には、後援依頼と同時に会場を優先して貸していただける

よう相談し、了承を得る。また、講師の調整を行う。調整の際、八王子市市内の地域包括支援センターなどにも

協力依頼を行い、また、認知症サポーター養成講座やカフェエリアで担っていただいた。 

2019 年 2 月：第 1 回認知症リレー研修 in 八王子を開催チケットは当日販売。（参加者：２４８名、運営・ボラン

ティア：４３名） 

2019 年度 2018 年度の参加者人数、アンケートの結果が好評だったため、2019 年度も認知症リレー研修の

開催を計画しました。講義内容は、一部変更して実施。その他は、昨年同様で計画しました。 

2019年10月：認知症リレー研修開催に向けて、八王子市、東京都、東京センター、東京都社会福祉協議会、

認知症ケア学会などに後援依頼を行う。昨年同様八王子市に会場を優先して貸していただけるよう相談し、了

承を得る。また、講師の調整を行う。今回は八王子市の在宅医に講演を依頼した。 

2020 年 2 月：新型コロナウイルス感染症が流行しはじめ、実施をするか中止をするか判断に迷ったが、会場の

人数を制限し、感染症対策を行い実施。（マスク、消毒液を各会場に設置、消毒を講義が終了するごとに行い

ました）。アンケートについては、感染症拡大予防のため未実施。（参加者：９８名、運営・ボランティア２５名） 

【活動の成果】 

・2019 年度認知症リレー研修については、参加者より「充実した研修内容でした」「毎年開催して欲しい」「こうい

った学びの場や交流の場は貴重である」などの声をいただいた。 

・研修の発信を行ったが、想定していた人数より多くの方に参加いただけた。

（2018 年度は 120 名程度を想定。2019 年度は 50 名程度を想定。）

今後の展望 

新型コロナウイルス感染症などで、開催方法など検討しなければならないが、出来るだけ毎年開催していきた

い。また、八王子市以外の市部ブロック（府中市、羽村市、小平市など）で開催して行きたいと考えている。 
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3-8
自治体の事業に認知症介護指導者として関わり 

認知症ケアの質の向上を目指した事例 

滋賀県認知症介護指導者 大江芳征 キーワード： 認知症ケア 研修 現地相談

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

これまで認知症介護指導者としての活動で得た知識や経験を地元自治体のなかで活かし、地域の認知症ケ

アの質を上げることで認知症の人の生活の質の維持・向上に繋げることを目指す。

【活動内容】 

平成２７年度から大津市（以下「市」という）が行っている「認知症ケア現地相談モデル事業（以下「現地相

談」という）に認知症介護指導者（以下「指導者」という）として介護事業所へ出向き、相談に応じるなどして関わ

ってきた。また、平成 22 年度から市が実施する「認知症専門職向け研修（以下「本研修」という）に平成３０年

度から指導者として講師を務めてきた。このように２つの事業に関わる中で、この２つの事業をうまく繋げて運用

することが出来ないかと考えるようになり、市の担当者と検討を重ねながら事業を進めてきた。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

平成２８年から市の「認知症・高齢者虐待防止地域支援推進会議」の委員に指導者として出席し、市の認知

症総合支援事業について、より効果的なあり方などについて議論を交わしてきたことがきっかけとなり、平成２７

年度から現地相談、平成３０年度からは本研修にも関わることとなった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成３０年度から本研修を指導者２名で行うこととなった。市の担当者から、講義を聴くだけではなく、研修で

の学びを認知症ケアの実践に繋げられるような内容にしたいと提案があった。そのため本研修は認知症の疾患

を理解するだけではなく、認知症の本人の理解の上で認知症ケアの実践を行うための基本的な知識を習得し、

実践に繋げることを目標とした。平成２９年度までは受講対象者を限定していなかったが、平成３０年度からは

認知症ケアの実務者に限定した。本研修はこれまで半日であったが、研修内容を講義と演習で構成したため、

時間が足りず１日とした。しかし、認知症ケアの実践にはアセスメントが不可欠なため、1 日（8 時間）ではなく半

日（4 時間）を 2 回行うこととし、１回目と２回目の間に本研修受講前に選定した認知症ケアで悩んでいる事例に

ついて情報収集する課題を出すこととした。また、本研修修了後にその事例の悩み事が解決されたのかのフォ

ローを行うため、平成３１年度から現地相談を活用し、指導者２名が研修修了後に受講生の所属する事業所に

それぞれが出向くこととした。現地相談では介護現場にいる受講生が事例の悩み事に対し自ら解決できる力を

つけられるよう働きかけた。現地相談も１回目と２回目の間を約１ヶ月開け、その間に課題を行う流れを作った。 

【活動の成果】 

本研修では認知症ケアの実務年数の少ない者を対象としていたが、次の学びに繋がる感想や「その人を知る

ことの大切さが理解できた」との感想が多く集まった。平成３１年度からの現地相談では「情報の共有ができた」

「職員の対応やご本人の様子を聞くようになった」「関わり方を工夫した」などの感想が寄せられた。令和 2 年度

はコロナウイルス感染拡大の防止に伴い急遽 web で開催。平成３１年度と大きく内容を変更することなく、当初

の目標通りの研修を行うことが出来た。なお、現地相談については感染拡大防止のため訪問を見送った。 

今後の展望 

本研修については①認知症疾患の理解、②認知症の本人の理解、③認知症ケアの倫理、④認知症ケアの

理念の理解、⑤認知症ケアの実践の計画を柱として構成し、現地相談については①現地相談の進め方、②現

地相談でのスーパービジョンの展開について市の担当者と検討を重ねたい。このように、市行政と指導者が協働

して事業を進めることで、地域の認知症ケアの質の向上につながるものと考える。 
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3-9 
認知症ケアに対する職員のストレス調査と現状把握 

   ～ストレス尺度を用いての検証～ 

愛知県認知症介護指導者 龍美代子 
キーワード： 認知症 行動・心理症状 ストレス バーンアウ

ト コミュニケーション 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

認知症ケアにおいて、職員は何をストレスと感じているか、また、年齢や経年によってのストレスに差異はある

のか現状を把握する。また、現場において、勉強会にて学習したことが活かせれているか検証し、今後のプロジ

ェクトチームとして、勉強会のあり方などを検討する 

【活動内容】 

アンケート調査を行うとともに、ストレッサー尺度を引用しストレスの原因を調査(ストレスの原因)や日本版ＭＢＩ

を引用しストレスの結果どのような状態にあるのか調査(バーンアウト)を行った。また、勉強会に対する効果の評

価を行った。 

活動のきっかけ、背景（その他の立場で） 

認知症ケアプロジェクトチームを立ち上げ、研修により認知症についての知識を深めてきた。しかし、認知症の

人の行動・心理症状に対する職員のストレスは計り知れない。職員がストレスを感じながらの業務は悪循環を生

じるため、どのような場面でストレスを感じ、どのように対応しているのか、また、今までの勉強会で得た知識が活

かされているのかなど現状を把握することで、いままでの活動の評価を行い活動計画に活かしていきたい。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

対象：看護・介護部の職員全員（部長・リーダーは除く） 期間：平成 30 年 12 月 1 日~平成 31 年 3 月 31 日 

平成 30 年 11 月 27 日までに先行アンケート実施し意見をもらう。平成 30 年 12 月 1 日～平成 30 年 12 月

14 日にアンケート調査を実施。利用者調査は 12 月 1 日を基準とした（要介護度、認知症生活自立度）。 

平成 30 年 12 月 15 日～平成 31 年 1 月 31 日に集計及び分析を行い、平成 31 年 2 月～3 月にまとめを行

った。 

【活動の成果】 

有効回答率は 61 名（98%）で、ストレッサー尺度と MBI の関連について優位水準 P＜0.05 とした。高い傾向

にあった項目は、全部で 19 項目あった。その中でもストレッサー尺度の職員間と MBI の疲弊感が高い傾向にあ

り「一生懸命に取り組んだ事の効果が現れない」「同僚が感情的行動を取る」「職員間での意思の疎通がうまくい

かない」と「相手が自分の問題を私のせいにする」等との関連であった。次に高い傾向にあった項目は、利用者

対応の「自フロアは認知症利用者が多い」と脱人格化「相手に何が起ころうと気にしない」であった。 

当施設は受け持ち制を導入しているが役割があまり機能しておらず、ケアの選択をする際、経験の多い職員

の意見が優先されやすい。そのため、「相手が自分の問題を私のせいにする」「燃え尽きてしまった」との関連が

強くなったのではないかと考える。また、職員同士の関わりに疲弊した状態の積み重ねに加え、多くの認知症利

用者への対応に困惑し、利用者対応と脱人格化との関連が高い傾向につながったと思われる。各々の職員が

受け持ち利用者のケアに対して責任を持ち、他の職員の意見を取り入れながらチームが円滑に支援し合う事が

重要である。今回の調査により、認知症の人の行動・心理症状に対するストレスはあるものの、それ以上に職員

同士の関わりについて、コミュニケーションが十分にとれずストレスを感じている職員が多いことがわかった。 

今後の展望 

現場で活かせる利用者対応や、職員間のコミュニケーションに関する学習内容を網羅した教育体制の見直し

と職場環境の改善を目指して行く必要がある。 
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4-1
地域のつながりから始まる認知症カフェ 

～チームオレンジ組織化に向けた認知症介護指導者の役割～ 

長野県認知症介護指導者 松谷 学 
キーワード： 中山間地 社協 地域のつながり つぶやき

チームオレンジ

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

大桑村では、「認知症の人にやさしいむらづくり宣言」に基づき、社協内に認知症地域支援推進員（認知症介護

指導者）を１名配置し、認知症の人の生活支援体制構築の一環として平成 29 年度より「えんがわカフェ」という

認知症カフェを月 2 回開設した。指導者が認知症カフェの運営とチームオレンジの組織化についてまとめた。 

【活動内容】 

えんがわカフェでは、毎回 100 円ずつ集金しお菓子やコーヒーを準備し、90

分ほどおしゃべりをしてゆったりとした時間を過ごす。参加者は旧知の友人同

士で、会場まで運営ボランティアの自家用車で訪れる方もいる。また、「花

見」、「ぶどう狩り」など、皆のつぶやきや発案を基に認知症の人の外出支援イ

ベントを企画している。活動を通じて、運営ボランティアがお金の支払いや昼

食の手配など、一歩踏み込んだ生活支援に気を配るようになっている。指導者としては、活動の意味付けやボ

ランティア参画を促すための側面的支援を行ってきた。

活動のきっかけ、背景（指導者として・認知症地域支援推進員の立場で） 

 大桑村では一般高齢者を対象とした「出前カフェ」を村内 21 か所で開催しているが、月 1 回の活動に留まっ

ているため認知症の人の社会参加には繋がりにくかった。また、認知症の人の生活支援体制を構築するには、

本人により身近な友人・知人などの協力を得ながら、支援を進めていく必要性があった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 「地域にもともとあるつながりを活かし、運営ボランティアのつぶやきを尊重する」 

カフェの開催には A さんの友人を中心に運営ボランティアを結成するところから始まった。昔一緒に仕事をし

ていた仲間が集まり「久しぶりで懐かしいね」と話をする中で、「近所にも気になる人がいるんだけど…」という話題

になった。徐々に口コミで広がり、「草の根的」に成長していった結果、地域に元々ある繋がりを生かした地域密

着型のスタイルとなった。ボランティアとしてカフェに関わる地域住民にとっては、一緒に取組む仲間によって活

動の広がりに大きく影響することがある。えんがわカフェの取組は、参加する本人を中心にした地域の人間関係

や地域住民の意欲など、本人を取り巻く地域の実情に合わせて進めていくよう気を配っていた。また、運営ボラ

ンティアのつぶやきや発案から「こんなカフェになるといいね」というイメージを皆で共有できたと感じている。 

【活動の成果】 「本人の様子や関わりの変化を実感しながら「チームオレンジ」へと成長する」 

 A さんの支援に携わる地域住民を対象に意識の変化についてインタビ

ューした。カフェへの参加を通し、「外出時の A さんの身なりを気に掛け

る」、「飲食費等の支払いを気に掛ける」ようになったと挙げられた。このこ

とは、元々ある繋がりが、A さんの外出や社会参加を支援する「チームオ

レンジ」へと成長した認知症カフェの効果と言える。他にも「外出することで

A さんが笑ったり喜ぶ姿が見られるといい」、「自宅訪問だけでなく、外出

機会の一つになるといい」という回答を得た。元々A さんは「支援の受け手」だったが、普段では見ることのないカ

フェでの A さんの姿を見て「A さんと一緒に外出を楽しむ」という意識が自然と芽生えてきたことが伺える。

今後の展望 

今回紹介した A さんは遠方の子どもさんが月 1 回の受診に付き添い、身辺の世話をしていた。A さんのカフェへ

の参加により、支援に携わる地域住民と A さんの子どもとで情報交換が増えたと聞いている。近所付き合いが減

る中で、認知症カフェは「近所の他人」と「遠くの家族」が繋がるための資源としての可能性がある。参加者の生

活背景などをしっかりアセスメントし、認知症の人自身が地域づくりの資源となるよう地域支援を進めていきたい 
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4-2
地域密着型特養相談員連絡会 FMC による 

地域に認知症ケアの理解を広めるための活動 

広島県認知症介護指導者 小代 桜 
キーワード： ソーシャルアクション 他法人との連携

自主的な活動 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

同地域にある地域密着型特養の相談員、社会福祉士が自主的に連絡会（地域密着型特養相談員連絡会

FMC）を作り、地域住民や企業に認知症ケアを伝え、府中町を住みやすい地域にすることを目的とした活動 

【活動内容】 

 月に 1 回、仕事終わりに３つのうちのどこかの施設に集まり、毎月の活動内容を話合い、活動していく。寸劇を

取り入れた介護講座を主に地域に向けて行っている。小学校や銀行、スーパー、介護福祉士会、地域の高齢

者の集まり、認知症カフェなどで講演している。 

活動のきっかけ、背景（社会福祉士としての立場で） 

 平成 26 年に近隣の地域密着型特養の相談員とユニットリーダーの合同勉強会を始めたが、法人間の考え方

が違い継続が難しくなった。平成 27 年に介護保険法の改正があり、特養相談員も地域に出るよう通知が厚生

労働省からあり、平成 26 年に立ち上げた勉強会を同じ地域に目を向けて地域を良くする活動に転換するため、

改めて活動の意味を２つの法人で話し合った。 平成 27 年、府中町にもう一つ地域密着型特養ができ、３つの

特養相談員、社会福祉士が連携して地域の方々に認知症ケアを伝える活動を始めた。私自身が認知症介護

指導者研修の修了後、地域のことをしたいと考えており、研修を修了したこともひとつのきっかけになっている 

活動の経過と成果 

【活動の経過】  

平成 27 年 FMC 活動開始：銀行、スーパーなど地域の企業に認知症ケアの理解を深めるために介護講座開

催。FMC のメンバーは府中町内の地域密着型特養相談員 5 名。周知のために FMC 独自のグッズを作り活動

時にはそれを着用した（パーカー、バッジ、T シャツなど）。毎月 1 回互いの施設で意見交換を実施。役場担当

者や社協の職員も参加した。 

平成 28 年：ミニパンフレットを作成し地域に周知し、地域の認知症カフェで介護講座を開催。社協や役場にも

FMC の存在を知ってもらうために訪問して説明なども行った。 

平成 30 年：府中町の人権委員の研修や、いきいきサロンの活動に呼ばれて、介護講座を開催する。 

平成 31 年から：地域の認知症カフェ、小学校での介護講座の活動開始。介護福祉士会からの依頼も受ける。

介護福祉士会や社会福祉士会にもそれぞれの会員が活動を報告する中で、研修講師として依頼を受けたり、

社会福祉士の行っているカフェに呼ばれたりするようになった。府中町という地域を超えた活動もはじまった。 

令和 2 年：コロナで直接の活動が難しいため、オンライン会議を実施した。社協や小学校から研修教材づくりを

依頼され、寸劇をビデオで撮影し、グループワークをオンラインでつなぐなどしながら活動継続している。 

【活動の成果】 

社協や地域のカフェ、小学校からの依頼が年々増えていることが成果としてあげられる。最初は「FMC」について

地域の方々の理解を得られなかったが、現在は活動を Facebook で流したり、施設のブログの掲載により、依頼

が増えてきている。コロナ禍でも小学校からオンライン介護講座の依頼があり、活動は継続している。 

今後の展望 

オンライン教材づくりの依頼をきっかけに、遠くでも繋がることが出來始めている。現在は町を超えて他の場所か

らの依頼もオンラインで対応している。今後はコロナが収まっても、一方ではこのオンラインの活動が残るのでは

ないかと考えているのと、このようなことをさらにチームオレンジに組み込みながら、府中町独自の活動につなが

ればと考えている。 
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4-3
パートナーとしての立場で 

～当事者のやりたいことを一緒に叶える チーム・オレンジ～ 

新潟県認知症介護指導者 新野 直紀 
キーワード： チームオレンジ 若年性認知症  居場所

役割 

活動の概要（活動の主体：認知症地域支援推進員） 

【活動目的】 

本人の意思の尊重大切に、本人の自己決定に応じて当事者のやりたいことを一緒に叶える 

【活動内容】 

認知症の方も「やってみたいことがある」、「誰かの役に立ちたい」と思っていても、病気や障がい等でできないと

あきらめてしまっている人が多いのではと捉え、当事者と一緒にできることはないかと考えた。歩みは小さくても、

1 人の想いを一緒に考えていくことを積み重ねていきたい。でも、専門職だけでは難しい・・・・地域のみなさんと、

1 人 1 人の想いややりたいことや願いをかなえる場所を作りたい。 

【活動のきっかけ、背景】（指導者として、認知症地域支援推進員として） 

認知症介護指導者の立場もあるが、それを活かしての認知症地域支援推進員としての活動が主である。 

利用者を「サービス」にあてはめることが多いその結果、若い世代の認知症の方、障がい者などは、やむを得ず

サービスを利用し、サービスを利用しない人は、自宅に閉じこもりがちな生活に・・・でも、その方々の多くは、でき

ること、やってみたいことがある。役割を求めている。でも、生かす場所や支援がないと感じた。

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

大事にしていきたいことと！当事者、関わる人たちが水平な状態であることを目指したい。研修に参加している

みなさんは「支援する人」「助ける人」ではなく「協力者」ですし、当事者のみなさんも同様で「支援される人」「助

けられる人」ではなく「協力者」の 1 人 →「パートナー」と呼ぶ。 

・２０２０年９月９日(水)、９月１６日(水)に認知症地域支援推進員３名で認知症サポーターステップアップ講座

を２回に分けて開催し、チームオレンジについての説明も加えた。当事者の方々も参加された。

・９月３０日(水)チーム立上げ、活動をすすめていく上での第一回目の話し合いを行った。

チーム名決定「チームオレンジプラスたいない」

・１０月１４日(水)チーム員で自分たちの想いを共有し、今後の取り組みの方向性を決める。まずは一人の当事

者の「以前のようにおそば打ちたい、みなさんに食べてほしい」を実行してみる。

・１１月１１日(水) もともとの蕎麦屋を営んでいたが、疾病のためお店を閉じた方の想いを汲んで、現地の蕎麦

屋を営んでいた場所を見学し本人への支援を明確にしていった。

【活動の成果】

・聴き取りから、認知症当事者の想いを共有することで、本人や家族、支える側と言う立場でなくパートナーとし

て水平な関係を意識し、活動できるようになってきた。

・認知症や疾病、障がい等をポジティブに捉えることができチーム員として生活意欲向上につながった。

・意思決定支援を尊重することは、個人の価値観に気付くことでもあり、本人の意思決定能力を固定的に考えず

に、本人の保たれている認知能力を向上させる働きかけに繋がった。

・当事者であってもなくても、暮らしやすいまちづくりのために、「パートナー」として自分ができることについて共に

考えることが出来てきている。

今後の展望 

 この取り組みを継続していくことがまずは大切で、動きながら市民や当事者とパートナーの意識を大切に地域で

一人一人の想いを一緒に考えてやりたいことや願いを叶える場所にしていきたい。 

 そしてこの地域だけでなく、他の自治体でもチームオレンジのコーディネーター育成することで、チームオレンジ

の立ち上げ準備に関われればと思う。 
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4-4 
江東区認知症高齢者 SOS 訓練 

～みんなで支えよう！認知症にやさしいまち～ 

東京都認知症介護指導者 佐藤 利弘 
キーワード： 認知症 行方不明捜索模擬訓練 広域連携 

多職種連携 

活動の概要（活動の主体：江東区ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・小規模多機能連絡会） 

【活動目的】 

江東区グループホーム・小規模多機能連会（以下、連絡会）、長寿サポートセンター（以下、包括）、江東区

地域ケア推進課（以下、行政）で「認知症になっても地域で住み続けられるやさしいまちづくり」を行う。 

【活動内容】 

連絡会を中心に包括や行政、医療、警察、区内外から広く関係者と連携し、認知症高齢者の行方不明捜索

模擬訓練を実施した。 

活動のきっかけ、背景（指導者として・江東区ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・小規模多機能連絡会代表としての立場で） 

連絡会は、区内の 19 のグループホームと 4 つの小規模多機能事業所で構成する専門職団体です。また、

地域密着型サービスで働く認知症ケアの専門職として、地域に技術還元を図ることを一つの目的としている。更

には新オレンジプランで「グループホームには地域における認知症ケアの拠点としての機能」が求められているこ

とをきっかけに認知症高齢者の行方不明捜索模擬訓練を企画した。当初今回の活動は、認知症の人を知って

もらう取り組みの一つとして企画した。企画後に、包括や行政等へ協力要請や意見交換をしていくうちに「認知

症になっても地域で住み続けられるやさしいまちづくり」というテーマが見えてきた。そこで、意見交換をしてきた

包括や行政と協力して今回の活動を行うに至った。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

第 1 回は平成 30 年 12 月 1 日、第 2 回は令和元年 11 月 2 日に開催している。第 3 回予定の令和 2 年

は、COVID-19 の影響で開催を見送った。 

連絡会（各事業所管理者、職員）と包括で共催、行政も加わり開催した。また、当日の参加は、区報で公募し

た区民、そして、他サービスの介護事業所職員、医師会、警察署職員、区議会議員、一般企業なども参加し

た。第 2 回では、認知症家族の講演や区外の介護事業所も運営に加わった。 

共に、100 名近い規模で開催の為、参加者の不測の事態に対して看護体制作りや開催中の怪我に対して保

険に加入する等配慮した。また、多職種での開催であるため、活動の目的がぶれないよう事前説明会を開催し

て運営側の意識の共有を図った。 

【活動の成果】 

第 1 回は運営、参加含めて 85 名、第 2 回は 86 名が参加した。参加者からは様々な意見があった。「機器

を使った発見はできても、認知症の人と話すのが難しい」「認知症のことを知らな過ぎた」という意見や「まち全体

の取り組みが必要」「施設の中だけでなくこのような活動をすることで、自身の仕事の重要性を改めて理解した」

「こんな活動がもっと広まればいいなと思いました」「このような取り組みは、きっと認知症だけではなく障害なども

っと様々なことに転用できますよね」「いろいろな人と話して勉強になった」等々意見があった。 

今後の展望 

それぞれの地域で認知症高齢者の行方不明捜索模擬訓練は行われている。しかし、認知症の人の行方不

明や事故は一部地域内だけではなく、地域を越えた広い範囲で起こっている。今後も各地域で行方不明捜索

模擬訓練を行うことは有効だとは思う。一方我々は、広く隣接地域からの参加を呼びかけることで、広範囲の人

たちと捜索模擬訓練を行っていきたいと考えている。広範囲に訓練を行うことで、他地域との連携や交流も広が

り、より多くの情報共有がなされることで、認知症の人のリスクを早期に回避することにつながると思う。第 2 回目

では、区外地域の介護事業所へも声を掛けており、今後も地域を越えた広範囲な取り組みを行いたい。 
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4-5 城東・上野ヶ丘・碩田認知症ネットワーク（ＪＵＮ）活動について 

大分県認知症介護指導者 工藤美奈子 
キーワード： 多職種連携・学び合う・対等な関係性・地域包

括圏域ネットワーク 

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

認知症になっても住み慣れた地域での生活を継続するため、医療・介護や生活支援を行うサービスが有機

的に連携したネットワークを形成し、認知症の人への効果的な支援を行うため、JUN（城東・上野ヶ丘・碩田認知

症ネットワーク）会を設立する。（会則より） 

【活動内容】 

年３回の研修会の開催及び年３回の事例検討会の開催 

活動のきっかけ、背景（指導者として・介護支援専門員としての立場で） 

認知症の理解が低かった 2007 年頃、「センター方式」の研修の場で知り合った介護支援門員とともにケア現

場の問題を話し合う場を作った。そして 2008 年 2 月に「認知症自主勉強会」という型で研修会が開始された。 

この活動は弊社を事務局として開催していたが、2011 年に大分県単位の大分認知症カンファレンスが設

立。弊社事業所がある圏域と大分市認知症地域支援推進員（以下「推進員」）と所属している地域包括支援セ

ンターへ多職種ネットワークの必要性を提案し、JUN 会へと発展していった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

2007 年頃に大分認知症自主勉強会開催。2011 年大分県認知症カンファレンスの設立。そこからよりパブリ

ックな形で学びの場を開催する目的で大分市認知症地域支援推進員と協働し認知症介護指導者として城東・

上野ヶ丘野・碩田地域認知症ネットワーク（JUN）を設立する。大分市内の３つの地域包括支援センター圏域の

事業所の有志と認知症サポート意をオブザーバーに設立し運営を行うこととなった。 

活動での工夫として❶対等な関係性❷互いから学びあうこと❸多様性を受け入れるなどを念頭に、地域の参

加者の声を取りながら企画を準備するとともに、一部の方に過度な負担が生じないようにしている。 

活動内容は、ロールプレイによる事例検討会が中心であり、題材としては物とられ妄想、内服管理、BPSD の

改善など専門職向けのものから「どうする？わが町！認知症の人も安心して暮らせる街づくり」と題して、地域住

民と一緒にミーティングを開催するなど、幅広い内容となっている。 

【活動の成果】 

❶大分市内の７団体の認知症ネットワーク間の連携が進み、今年度はオンラインによる認知症支援だけでなく

引きこもりなど含めた支援困事例の相談会の開催の企画が進んでいる。 

❷アンケートで研修会内容は評価を得ている。毎回３〜４０名多い時で１００名近い参加者あり。

❸事例検討会は参加者１５名前後であるがコアなメンバーが頻回に参加して研鑽を積んでいる。

今後の展望 

１）JUN ネットワーク主催で大分市内の個々のネットワーク活動している専門職団体とデスカッションをする場を２

年前から開催している。今年度は認知症のみならずひきこもりなど精神疾患等のケース相談の場もオンライン等

を活用しつくろうと合意があった。（大分市担当者・大分県担当者も参加している） 

２）認知症施策の提言も「大分認知症カンファレンス」との連携で大分市内の認知症支援のネットワークも協働し

て取り組む方向性で準備している。 

今後の課題として、事務局が脆弱であり活動の継続性に安定性が揺らぐこともある。どのボランティアネット活動

にいえることだが、当日参加をボランティアで活動しても研修等の開催までの事務局作業の負担が高いためどこ

まで継続できるか？は見えない面がある。 
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4-6 『お福の会』認知症を多職種横断的に語る会の開催 

三重県認知症介護指導者 玉田 浩一 
キーワード： 認知症に関する横断的議論、同じ土俵でも議

論 

活動の概要（活動の主体：個人・法人・その他） 

【活動目的】 

認知症の人と関わる、あらゆる職種の方々と共に同じ土俵の上で、認知症を語り、議論し、視野を広げるととも

に学べる場の創造を目的としている。 

【活動内容】 

定期的に（２～３か月毎に一回）、地元の居酒屋に集い、酒を酌み交わしながら毎回違ったテーマや話題に

沿ってフランクに意見を交換する。会は全員でお福の会宣言を復唱し、認知症に関して横断的な立場として意

見交換を宣誓した上で開始される。毎回、一つのテーマに添った議論を行えるよう、事前に参加者の中から話

題提供者を選定し、発表してもらう。 

活動のきっかけ、背景（指導者としてその他としての立場で） 

元々は全国な活動として１２年前より東京にて開催をしていた「お福の会」を鈴鹿市に持ち込み,三重県を中

心に東海三県を交えて活動を３年前より開始。東京のお福の会は、認知症当事者の会へと活動幅を広げてい

る。この会の背景として、認知症をめぐる横断的ケアの実施において、医療と介護だけでなく、多職種連携に存

在する壁をめぐって、現状の改善が必要と考えられる。細かな認知症の人の状態や心理について、現場でしか

分からない点を共有することの大切さを認識してもらう必要があった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

２００８年１月に放送された NHK スペシャル「認知症 なぜ見過ごされるのか」に出演した和田行男氏を中心

に医師、放送関係者、家族、行政担当者を世話人として多職種が集まり、認知症を議論し共有することを目的

に東京都品川区大井町に集ったことから始まった。私自身も当初より、東京のお福の会に参加し、色々な職種

の方々と共に認知症を議論し、多くのことを多くの視点で学んだ。東京のお福の会が、当事者の会へと発展して

いく中で、趣旨を同じくして。同一の名称の会を三重県で開催・運営していく承諾を得て、三重県でのお福の会

の継承を行うこととなった。 

三重県では、認知症専門医を中心に世話人として多職種の方々に居力して頂きながら、運営を続けている。

当所３か月に一回の開催を継続してきたが、今回のコロナ感染症拡大により本年度は活動が自粛されているも

のの、今後は WEB を使い全国の仲間を交えて活動を広げていく予定。 

【活動の成果】 

本会の成果としては、数値的に表したものはないものの、この会の発足以降、地元の医師会からは「多職種連携

交流会」が開催されるようになった。同じように居酒屋にて酒を酌み交わしながら、医師、薬剤を中心として介護

を交えて交流する場として活動を始めている。また、時機を同じくして。施策としての認知症初期集中支援シス

テムが立ち上がり、認知症に関わる人人が増加、お福の会に参加する者の多くがキャラバンメイトとなりサポータ

ー養成にも尽力するようになった。三重県全体的には小さな変化ではあるが、医療との壁は低くなり、以前にも

増して医師からの介護に対する情報提供依頼は増加している。 

 地元の一般市民においても、認知症に対する意識は高まり、以前のように単に恐れる病ではなく、対応次第に

よっては変化できる認知症を理解できるようになってきている。 

今後の展望 

認知症当事者を交え、活動の幅を広げる。コロナ禍による活動に対する制限は逆に WEB による参加として、

地域だけでなく全国の仲間への活動として活発化させていく 
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4-7
「認知症でも安心して暮らせる」とは？ 

～呼ばれて 飛び出て ジャジャジャジャーン～ 

沖縄県認知症介護指導者 羽地克也 キーワード： 笑って逝ける宮古島

活動の概要（活動の主体：個人） 

【活動目的】 

認知症という病気とその症状や対応方法は、「人」を知り、「人」に向き合う事が大事な一歩であることを前提に、

学生や家族、多くの市民に考えてもらえる場を提供すること。また、指導者として、認知症の人の言動や行動に

病的根拠も含まれている事を理解し、対応方法をより本人に寄り添った内容にしていくためにどうしていくか？を

伝える事を意識するようにし、理解を広げていける様に活動している。 

【活動内容】 

・認知症家族会みやこ（認知症の人と家族の会沖縄県支部宮古地区会 兼務）・若年認知症専門員・キャラバ

ンメイト・宮古介護福祉士の会 を主に、当事者や家族、学生から機会を頂いて実習なども含めて話し合う場を

設けている。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

僕が初めて介護をした 27 年前、「痴呆症」と言われている時期に、「これからの介護は、痴呆症の人をどれだけ

対応できるか？が大きく関わってくる。」と感じ、以降「認知症」に関わる研修などに参加しました。指導者研修

も、15 年越しに受講でき、終了後は指導者になった事で、より「伝える」方法や内容にも意識をもって行うように

なった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

【認知症家族会みやこの活動】認知症家族会みやこの活動は 10 年を迎える。認知症家族会みやこの事務局、

認知症の人と家族の会沖縄県支部宮古地区会の代表も並行で行っている。今年はコロナ禍で難しい状況の

中、離島地区への出張開催を令和 2 年 10 月に行った。【キャラバンメイト（沖縄県立宮古総合実業高等学校

生活福祉課）】学童から一般まで対象は広く、沖縄県立宮古総合実業高校との関りは 7 年ほどになる。初任者

研修夏季集中講座を 3 年開催した。今年はコロナ禍で「認知症になっても安心して暮らせるために」と題して 3

年生 14 名にサポーター養成講座を行った。講座終了後アンケートには、「認知症についてより理解できた」とい

う返答を多くいただいた。（回収率は 100％ 回答率は 95％）【若年認知症専門員】若年認知症専門員は、10

名定員の枠に多い時で 4 名、現在も 1 名の利用者が 10 年間、継続的に利用中。【宮古介護福祉士の会】 

宮古介護福祉士の会の活動が一番長く 14 年になる。宮古島市では新型コロナウイルス感染症を機に他団体と

連携を取り合うことになり、現在も施設間の人員支援体制について、県や市の行政も含めて話を進めている。 

【活動の成果】 

最近は認知症についての講義依頼もあり、家族会では三役の地域にある課題などの相談もある。学生は「介護

をしてみたい。」と事業所に来て話したり、若年認知症の方は機能が維持され、宅生活の継続に大きく成果を出

していると考えている。最近では、他事業所からの相談も受けるなど専門職向けの関りは増えた。地域までもっと

広く関わりたいが、やっと入り口に立った感覚でいる。 

今後の展望 

利用者や家族、これまで関わりのある場所以外、地域へ広く関わりが持てるように活動を広げられたらと感じて

いる。現在、コロナ禍の事業所連携等も県や市の行政機関、福祉事業の他団体と協働で進めている事もあり、

今後はコロナ以外のパイプとしても協働できる場としていければと考えている。宮古島市の認知症施策に関われ

る指導者を目指します。 
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4-8
顔と名前が一致して、頼んだり頼まれたりの関係があれば 

大抵の困り事は解決できるのでは 

和歌山県認知症介護指導者 川口利恵・黒木直子 
キーワード： 認知症の理解・権利擁護・地縁・地域包括ケア

システム

活動の概要（活動の主体：地域住民として） 

【活動目的】 

地域に誇りを持ち、安心して年をとれる町を作る。このため、顔と名前が一致して、お願いしたりされたりという

関係を作る。皆が認知症を我が事と意識し、誰もが思いや権利が損なわれず自分らしく暮らせる町を目指す。 

【活動内容】 

地域の顔見知りを増やし、有志で他の事業所の介護職、ケアマネ、医師、薬剤師、行政などの方たちと良い

町にしたいと月に２回情報共有の会を持つ。 

活動のきっかけ、背景 

指導者研修後、単に目の前の認知症ケアだけでなく、その人の背景にある家族、知人、地域での暮らし、アイ

デンティティーとなる地域で築かれてきた文化のみならず地域の歴史など全てが健康である為に必要な要素で

あると考えるようになる。行政、支援者も個々には良い仕事をしたいと思っているが、方法が分からず自信が持

てない現状を知る。そこで、単に支援する側される側ではなく、人の支えや関わりによる安心できる人間関係が

皆必要で、この町がちょっとした親切でもう少し住みよい町になるという伸びしろの二つを信じる様になる。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

今年 1 月に、初回の集いを行った。地域の医師、老健経営者、ケアマネジャー、医療機器営業、介護職、看

護職など 10 名程度が集まり目的などを共有する。以後、月に 2 回集まり、困難事例などを相談することで顔見

知りが増え、相談しやすい関係ができる。会以外の時に、個人的に連絡して相談する事で解決する事案もあっ

たり、他事業所との連携も図られ、互いの事情を察して融通を聞かせるなど、関係性が深まっていった。しかし、

3 月末になり、新型コロナウィルス感染症の流行により、集まりができなくなる。 

秋になり集りを再開したが参加者が徐々に少なくなる。集まるテーマや継続性に課題を感じる様になる。テー

マを変えるなど参加意識を高めるよう試行錯誤する。遂には継続性やテーマについて話し合いを行う様になっ

た。そこで、何故集まりを起こしたのか考えた。集いの目的は「人との繋がりで大抵の事は解決できる仕組みつく

り」であり、地域の問題に地域の人抜きで考えても、施しか自己満足では無いかという結論に至った。 

【活動の成果】 

認知症高齢者の支援困難事例についての地域包括センターからの相談、地域ケア会議での認知症ケアの

講義、サポーター養成講座の依頼が増えた。地域の人々で那智勝浦コミュニティナースの会が立ち上がった。

参加４５名。専門職だけでなく、包括職員、町保健師、地域の商店に勤める人、飲食関係と多様な人が参加。

結果、家族以外の地域住民の施設への面会や訪問が増えた。事業所の利用率向上にもつながった。 

活動の結果、ダイレクトに自事業所の収益が向上した。それより大きく変化したのは事業所が地域に開かれた

事と、その必要性への意識である。しかし、達成状況としては街づくりへのほんの一歩であり、目標は、地域に誇

りを持ち安心して歳を取れる町であり、未だ達成は先である。しかし、ビジョンを持てた事で必ず良い方向に進ん

で行けると信じている。 

今後の展望 

単に目の前の課題だけでなく、その人の背景にある家族、知人、地域での暮らし、アイデンティティーとなる地

域で築かれてきた文化、歴史、福祉、行政、病気があろうと無かろうと、全て心が健康である為に必要な要素で

あるということの再確認が出来た。その理念、目標をできるだけたくさんの人に、アナウンスし、共有してゆく事で、

小さい町ならではの地縁を活かした安心して年をとれる町づくりを叶えてゆく。 
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4-9 地域共生社会を目指した取り組み 

富山県認知症介護指導者 吉野 英樹 

キーワード： 福祉防災マップ作成・全世代対象の地域移動

カフェ・社会福祉法人連携事業 小学校での福祉教育・多

職種連携会議・ユニバーサル雇用（福祉的就労）

活動の概要（活動の主体：法人として） 

【活動目的】 

活動の目的は地域住民がたとえ、病気や障害、認知症になっても安心して暮らせる街づくりです。 

【活動内容】 

私が所属する「社会福祉法人宣長康久会」では地域共生社会を目指し、私たち専門職のみで実践するのでは

なく必ず、地域住民と共に取り組んでいくことに重点を置いている。今までの活動は 6 つで「地域移動カフェ」「福

祉防災マップ作り」「多職種連携会議」「社会福祉法人の連携」「小学校での福祉教育」「ユニバーサル雇用（福

祉的就労）」である。 

活動のきっかけ、背景（法人の地域部門責任者としての立場で） 

地域包括支援センター職員として地域住民と関わっていく中で、住民は慣れ親しんだ地域で住み続けたいけ

ど、地域に後継者がいないということに悩んでいることがわかった。その為、社会福祉法人の公益的取組みの一

環として安心して住み続けることができる地域づくりの活動を開始した。また認知症介護指導者としても、地域で

実践を続けていきたいという思いも強かった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

令和元年 7 月より「ユニバーサル雇用」を 1 名の就労から開始。また同月に障害者施設と「社会福祉法人連携

事業」として合同勉強会を開始。同年 10 月から翌年 2 月にかけて短大生と「福祉防災マップ」を作成。同年 11

月に短大生と「地域移動カフェ」を開始（合計 4 か所で実施）。令和 2 年 2 月より中学校での福祉教育を開始。

同年 7 月より「小学校での福祉教育開始」。同年 9 月に地域の専門職との「多職種連携会議」開催。同年 10

月に ICT 機器を用いた徘徊模擬訓練を行政と共同開催する。 

【活動の成果】 

地域住民より、「困っているので、一緒に企

画してほしい」「また地域移動カフェを開催

してほしい」などの声が多数聞かれるように

なった。地域と顔の見える関係を築くこと

ができ、地域づくりについて一緒に考えて

下さることが出来ている。これは法人の理

念「私たちは、皆さまが安心して幸せな生

活を、住み慣れた地域で営んでいただくた

めに貢献していきます」と活動が一致して

おり、理解と協力を得ている。また、富山

県内の社会福祉法人の公益的取組みの

実践として最も活発に実施している法人の

一つとしての評価も頂いている。 

今後の展望 

住み慣れた地域で住み続けたいという思いを実現にするためには、まだまだ様々な支援が必要である。現在地

域住民と検討していることは●ハイブリット型の通いの場●買い物支援●社会福祉法人と学校、地域の連携事

業●小学校の福祉教育の充実化を図る  ことである。 
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4-10
西成区認知症強化型地域包括支援センターにおける 

認知症支援連携に関する取り組み 

大阪市認知症介護指導者 久保田 寛 
キーワード： 認知症強化型地域包括支援センター、地域ケ

ア会議、地域資源、連携体制構築、有識者 

活動の概要（活動の主体：指導者） 

【活動目的】 

地域の認知症に関する社会資源を活用し、認知症強化型地域包括支援センターと連携を図ることにより、困

難事例の課題解決、地域課題解決を円滑に行うことを目的とする。 

【活動内容】 

地域ケア会議における助言を行うとともに、地域活動への協働や地域課題解決に向けた相談を行った。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

大阪市の認知症介護指導者は、認知症介護実践研修等の企画・立案及び講師、地域ケアを推進する役割

を期待されている。特に地域ケアを推進する役割を正しく理解したうえで、具体的に活動を展開したいと考えた。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

認知症の方ができる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会の実現をめざすことを目

的として、認知症強化型地域包括支援センター（以下「センター」という。）の運営事業が実施されている。センタ

ーでは認知症高齢者等を支援する区内のネットワークの充実を図り、区内で活動する認知症関係機関への後

方支援を通じて認知症に係る地域包括ケアシステムの構築を推進している。 

センターに設置されている認知症施策推進会議は、組織代表者級会議、実務者レベルの会議に分かれてい

る。組織代表者級会議では、区内関係機関の取り組み、地域課題等を共有、地域課題に対する取り組みの方

向性等を検討する。実務者レベルの会議では、専門職・区民向け研修の企画検討、日常生活圏域での情報共

有・地域性の分析、スーパーバイズ、潜在する認知症の人の発見に向けた取り組み手法の検討等となってい

る。 

認知症介護指導者として、大阪市に区認知症施策推進会議への参加を申し出たが、大阪市から、センター

の運営事業は委託しているので、意見や要望は委託先へと説明があった。 

認知症初期集中支援推進事業関係者会議の出席者は、必要に応じて区内関係機関・関係者の出席が認

められており、実施要領の別紙の区内関係機関・関係者の注釈に、「地域資源の連携体制構築の推進を役割

とする認知症介護指導者等の有識者の参加を依頼することも可能とする。」と明記されている。この注釈に基づ

き出席者として業務委託先のセンターに実務者レベルの会議への参加を申し出た。 

西成区センターが開催する地域ケア会議において、大阪市認知症介護指導者が助言者（認知症介護専門

職）として参加することができた。 

【活動の成果】 

認知症強化型地域包括支援センターとしては、その都度、困難事例や地域の課題を解決しており、着実に成

果を上げている。認知症介護指導者としては、先ずは、活動の第一歩を踏み出すことができた。医療・福祉・介

護の現場において、「認知症介護指導者」という名称を「聞いたことがない」「知らない」という声が聞かれることに

対して、私たちの存在を周知する一助になった。 

今後の展望 

大阪市は、認知症介護指導者の活動について、介護専門職に対する人材育成の関与に加え、認知症介護

指導者自身が所属する事業所を中心とした地域の指導者の役割も担っており、人材育成や地域の認知症ケア

の質の向上のために活動するとしている。しかし、認知症介護指導者養成研修を修了してからの活動に強制力

はなく、あくまでも任意の活動であるため、修了者の輩出イコール活動の展開ではないことは課題であると思う。 
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4-11 若年性認知症の活動支援について～まだまだ働ける～ 

千葉県認知症介護指導者 明井 巡 
キーワード： 若年性認知症、前頭側頭葉変性症、日中一

次支援 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

相談を受けた若年性認知症の方に、今まで試行錯誤で支援してきた若年性認知症の支援を振り返りながら、

本人の希望に沿った支援を出来る限り行う。 

【活動内容】 

本人及び家族との希望を確認し、できる限り希望に沿う形で生活ができるよう支援を行った。 

本事例では、これまでに福祉サービスを利用したことが無く、介護保険制度や障害福祉サービスの利用では

それぞれ限界があった。また、早急な対応が必要とされていることから、市の担当者と協議を行い、市の地域支

援事業である日中一次支援への利用につなげた。 

活動のきっかけ、背景（事業所の管理者としての立場で） 

当事業所は地域密着型通所介護事業所であり、１０年以上前より、県よりのモデル事業で共生型サービスを

行っており、高齢者と障がい者が同じ空間で利用されております。日中一次支援の指定も受けており、若年性認

知症の方の支援も続けており、今回利用をしてもらう事になりました。 

若年性認知症は本人も家族も働いている事が多く、本人は終日、毎日の利用や家族含めた支援が必要であ

る為、介護保険以外のサービス利用も模索しながら支援しております。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

職場を離れてすぐに当事業所を利用始めました。職場に通っていた状況と同様に、月曜日～金曜日まで、自

分でバス、電車にて通うこととしました。高齢者が多い為に、サービス内容に困りましたが、食事後の片づけや、

食器拭きなどの家事手伝い、アクテビティの手伝い等手伝いを中心の利用内容になりましたが、本人は休むこと

なく利用を続けております。機能訓練の体操や身体を使ったゲーム等も他の利用者と一緒に楽しまれている様

子であり、今後の状況によりサービス内容も検討していく予定です。 

【活動の成果】 

本人が日常的に過ごせる場所を確保する事が出来たが、この生活に満足しているかは不明であり、毎日楽し

いと話してくれますが、本人の意思を確認しながら対応していく必要があると考えております。自身でバス、電車

等の交通機関の利用も現在は問題なく続けられております。 

家族からは、更に仕事的な事もさせてあげたいという意向があり、相談支援専門員に相談して障がい福祉サ

ービスの就労継続支援や地域活動支援センターの利用を模索しております。 

認知症は精神障害と考えれば、精神保健福祉手帳の取得や障がい福祉サービスも利用出来るので介護保険

に拘らず、数少ない中より社会資源を探しながら対応が必要であると考えております。 

今後の展望 

利用開始時は穏やかに過ごされておりましたが、前頭側頭葉変性症の症状なのか、最近は他の認知症な方

が上手く食器拭きが出来ない場合やアクテビティで間違いを行うと本気で怒ってしまったり、待つことが出来ない

ことから人間関係において支障が現れ始めています。変化に対応した支援が必要であると考えております。 

若年性認知症は、本人も家族の若く、互いに働いている場合が多い為、朝早くから遅くまでの利用、毎日の利

用等のサービス調整の問題や症状が急速に変化してしまう為、医療的な支援が必要であり、様々な専門職の

協力が必要であると考えています。あくまでも個別支援ですが、今後も若年性認知症の事例を重ね、今後の支

援に生かせればと思っております。 
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4-12 飛騨市介護保険運営協議会 委員の委嘱 

岐阜県認知症介護指導者 岩佐 渉 
キーワード： 学識経験者 認知症介護 飛騨市介護保険

運営協議会 

活動の概要（活動の主体：その他（法人・行政）） 

【活動目的】 

認知症介護指導者を背景に飛騨市の介護保険運営協議会の委員として委嘱を受け、介護保険や老人保

健福祉に関する施策の企画立案に関与すること。 

【活動内容】 

次の事項について協議に参加する。 

1 市介護保険事業計画の策定または変更に関する事項 

2 地域密着型サービス事業や地域密着型介護予防サービス事業に関する事項 

3 市の介護保険および老人保健福祉に関する施策の実施状況の調査や、その他介護保険および老人保健

福祉に関する施策に関する重要事項 

なお、任期は 2 年であり、岩佐は平成 28 年度～令和元年度まで 2 期、委嘱を受けた。 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

グループホーム輪設立及び運営に携わり、市の介護保険課とも連携を密にしていた。 

平成 27 年に岩佐が認知症介護指導者の資格を得たことで委員要件である「学識経験者」を満たすこととな

り、市の介護保険課担当者より委嘱の打診を受けた。 

法人の許可を得て平成 28 年度に飛騨市介護保険運営協議会委員の委嘱を受けることとなった。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 28 年 6 月 第 1 回飛騨市介護保険運営協議会 

平成 28 年 10 月 第 2 回飛騨市介護保険運営協議会 

平成 29 年 2 月 第 3 回飛騨市介護保険運営協議会 

    認知症サポーター養成講座 

平成 30 年 10 月 第 1 回飛騨市介護保険運営協議会 

令和元年  8 月 第 1 回飛騨市介護保険運営協議会 

【活動の成果】 

平成 30 年は介護保険料改定の年であり、介護保険料や飛騨市の介護保険事業計画の策定に認知症介護

指導者として参画できたことは、認知症ケアの普及啓発に貢献することができたと思います。 

 介護保険運営協議会では介護保険料の基準策定の他、飛騨市の介護保険財政の確認、サービス提供や介

護人材確保策に関する協議を行い、飛騨市の介護保険運営に貢献しました。 

 また、認知症介護指導者の知識を活かし、認知症サポーター養成講座や成年後見制度について意見を表明

するほか、平成 29 年には認知症サポーター養成講座も実施しています。 

 なお、委員として委嘱されているメンバーは医師、介護保険被保険者代表者、社協、医療関係者、介護事業

関係者、学識経験者から 10 名が委嘱を受けている。 

今後の展望 

法人内の異動により飛騨市を離れたため、現在は委員の委嘱は行われていない。 

 しかし、同法人内に認知症介護指導者は多数在籍しており、今後、同協議会における「学識経験者」として認

知症介護指導者が委嘱される可能性がある。 
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4-13 認知症の人の財産管理、権利擁護におけるサポート及び相談支援の取り組み 

群馬県認知症介護指導者 河村 俊一 
キーワード： 認知症相談 成年後見制度、見守り、相談支

援体制

活動の概要 

【活動目的】 

認知症の人の受診から介護等サービス利用までのいわゆる空白の期間において、福祉や介護サービス利用を

提案するだけでなく、財産の管理方法や将来に向け必要な準備等についてもご相談を受け、今後必要とされる

サービス等の情報を提供させていただくことで、本人の意思やこれまで大切にしてきたものを守っていくことを目

的にしています。 

【活動内容】 

２０１９年９月よりこれまでの相談受付の内容、地域の実情に応じて法人後見業務を実施し、認知症の人やその

家族の生活に直結する経済的な課題への支援を具体的に行えるような体制を構築。元気なうちからつながりを

もつ地域セミナー、本人、介護者、支援関係者、行政などからも相談を受け、必要な医療や介護、福祉に限定

せず社会資源へとつなぎ、地域の相談窓口として活動をしている。また、地元自治体との事業受託による行政

担当者、認知症地域支援推進員へのアドバイザー契約を行っている。 

活動のきっかけ、背景（指導者として・社会福祉士としての立場で） 

認知症診断後の空白の期間における支援体制の弱さやその間の必要性を感じていた認知症専門医の呼びか

けにより、弁護士、社会福祉士らでその活動の意義を共有し、地域支援団体として法人を設立。人口約２０万

人の地域において、今後増加傾向にある認知症の人やその家族、そしてその支援に関わる人、機関の相談を

受けるだけではなく、将来への橋渡し役の重要性を感じて現在の活動を実施するに至った。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

２０１５年１月 地域の相談窓口「街の相談室アンクル」の開設、  ２０１９年９月 法人後見業務を実施  

これまでの相談受付の内容や地域の実情に応じて、法人として認知症の人やその家族の生活に直結する経済

的な課題への支援を具体的に行えるような体制を構築。 

【活動の成果】 

目標には程遠い道のりではありますが、本人やご家族からのご相談をいただく中で、ご期待にお答えできなかっ

たものはあると思うが、定期的にお電話で私たちに安否をお知らせくださる方や気兼ねなく相談できる人、場所

があるという安心を感じているとのお声をいただく機会が増えている。また、支援機関の専門職の方から「困った

ときのアンクル」と紹介してくださる方や行政、社会福祉協議会、地域包括支援センター、ケアマネジャー、障が

い者の相談支援職などから年間１００件を超える相談をいただいている。なお、年間の相談は約３００件前後。こ

れらの相談は、専門分野とは異なる視点からの意見や経済的な支援策、認知症ケアにおける流れなど相談内

容は様々である。 

現在、見守りキーホルダー登録者は約３００名とまだ少ない状況にある。今後の課題点もあるが、相談件数は毎

年減少することなく、また、相談してくださる専門職、機関も増加し私たちを中継しての支援の地域ネットワーク構

築していくことができていると考える。 

今後の展望 

これまでの経験などをもとに本人、家族、支援関係者らの制度やサポートへのつなぎ手となるとともに、元気なう

ちから地域の専門職と住民が交流を交わし、早期の相談や予防、地域づくりに関心が深まるような活動を展開

していきたいと考える。また、長寿命社会において、単身者などが増加する時代の中で、壮年世代への相談もお

受けできるようなコンテンツなども用意していければと思っている。 
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4-14 地域の資源である介護事業所が地域に貢献できること ～買い物支援でスマイルを！～ 

大阪市認知症介護指導者 明野 明子 
キーワード： 地域の困りごとを知る  地域の方々と顔馴染

みに  認知症の方も私たちも地域の一住民 社協との連携 

活動の概要（活動の主体：最初は個人で始めたが、今は法人も応援してくれている） 

【活動目的】 

・地域の困りごとを一つずつ、小さいことからでも何かできるように取り組み、地域の方々に喜んでもらいたい。 

・地域の方々と顔馴染みになり、困った時にここに介護事業所があることを思い出してもらいたい。 

・介護保険利用も良いが、環境が整えば自分で行えることがたくさんある。自分で選択出来る喜びを思い出して

もらい、挑戦してもらいたい。 

【活動内容】 

概ね２週間ごとに、事業所敷地を提供して、青果卸店に出店いただいている。最近は、洋服（介護服や下着、

少量だが日用品やお菓子なども）や、事業所の隣にある企業の森永乳業も、飲料や即席みそ汁、豆腐などを販

売してくださっている。 

活動のきっかけ、背景（地域の一介護専門職としての立場で） 

・事業所近隣の新規利用者様アセスメント時に、この地域に買い物施設が無く、遠くまで歩いて買い物に行くこと

が困難な方がたくさんおられ、そのために介護認定申請をして買い物代行依頼をされていることを知って、介護

保険利用ではなく何かインフォーマルで支援できないか考えた。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

・H30 年 5 月に、事業所が今の場所（地域）に引っ越しした際に、新しい地域でも今まで同様に地域の方々より

信頼いただける事業所作りを目指すことを考えていた。H30 年度に大阪市社会福祉情報研修センターで、地域

福祉実践講座を受講し、その講座で知り合った受講者（他区社協の生活支援 CO）より移動販売の情報をもら

い、その事業者に打診。社協や地域の方の協力を得て、H31 年 3 月に第 1 回目の当事業所での移動販売を

開催。チラシの効果もあって大盛況となり、地域の方々より「次はいつ？」「ここなら近いから自分の足で歩いて

来れる」「自分で見て選べてうれしい」とのお声をいただく。オレンジチームが近隣の認知症をお持ちの方と一緒

に来られたり、地域の認知症対応型デイが買い物レクや調理レクでスタッフと買い物に来てくれたり（普段ご自身

で買い物されない方が多いこともあって、皆さんの眼が活き活きとされている）、当事業所 2 階のデイ（通所介

護）利用者様（認知症の方や若年性の方も何名か）も、買い物を楽しみに 

されている。途中から定年された男性のボランティアグループ「男組」の皆 

さん（社協のボランティアグループ）が、地域の方々が買い物された重い荷 

物を一緒に運ぶボランティア活動をしてくださっている。 

【活動の成果】 

開催当初より、1 回に 50 名を超す来客があり、オープン前から並ばれていることも多くある。開催日案内のチラ

シを事業所の窓にも貼りだしている（開催は概ね 2 週間ごとで月 2～3 回実施）。今では移動販売時に地域の

方々と顔馴染みになり、「元気？」「何かあったら頼むわな」「ここに介護事業所があるから安心」「認知症の人っ

てわからんわ、喋ったらみんな一緒やな」等の声をいただく。認知症の方の支払い場面では青果店レジの方のさ

りげない配慮があり、後ろで待たれている地域の方も笑顔で待ってくださっている。当事業所のデイ利用者やその

ご家族からは、デイ利用日を移動販売の曜日へ変更、また臨時追加で利用したいと希望が多く上がっている。 

今後の展望 

地域の困りごとは他にもあり（入浴施設が近くにない等）介護事業所として検討しているが、コロナ感染拡大や職

員不足もありなかなか前に進めていない現状のなか、定期的に買い物（スマイル八百屋）支援は継続している。 
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4-15
医療・介護のみでなく『浜 CHAN』が多業種と取り組む支援 

～様々なつながりから、地域包括システムを構築～ 

神奈川県認知症介護指導者 田島美由紀 
キーワード： 『だれ一人とり残されない街』を創りたいと願い、

認知症キャラバンメイトの活動の場の提供も支援している 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

認知症にならないこと、予防することも勿論大切だがそれよりもまた認知症になっても地域で暮らすことができ

る。そのような地域を創っていくことが大切と活動を続けている。 

今自分たちが何をできるのかを考える。たとえ認知症になったとしてもその人が別の人になるわけではないこ

と。認知症のその人と、その家族も安心して暮らせるまちづくりを行っていくことを目的とする。 

【活動内容】 

それぞれが地域でできることを探し、お互いの知識や経験から相互扶助となる支援を考える。その協力や連

携により、認知症の方を支えるネットワークをつくる。 

活動のきっかけ、背景（法人会員としての立場で） 

認知症の人を特別扱いせずに接することは、偏見の目から人権を守ることにもつながります。認知症サポータ

ーが認知症の人々との接し方を普及させることで、その家族までが生活しやすい状況を構築すること。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

「誰一人取り残さない世の中をつくる」「認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトの活躍の

場の提供」を掲げ、2019 年２月に立ち上げた横浜市多業種交流会「浜ＣＨＡＮ」に今年度から参加している。 

●特別講演会

令和 2 年 8 月 15 日(日) 13:30～zoom による横浜市多職種交流会『浜 CHAN』開催 

第一部 認知症サポーター養成講座  

第二部  若年性認知症当事者の丹野智文様の後援会 

オンライン参加者 160 名 

【活動の成果】 

日頃直接聞くことができない若年性認知症の方の体験は今も継続している生活の状況を聞かせていただくこ

とができました。コロナ禍でも出来ることを役員をはじめ一同が考えてオンラインイベントを成功させられ た。オン

ラインイベントにより全国どこからでも参加して貰える素晴らしさがなによりの成果となります。オンラインの接続テ

ストも前夜祭を兼ねて行いつながることの喜びが達成できました。 

今後の展望 

会長の志摩様により「誰もが誰かのハブ（拠点）であればいい」誰も拒まないバリアフリーでゆるやかなコミュニ

ティを目指す。認サポなどから生まれた”オレンジの繋がり”が広がり地域がよりよくなることにつながっていくとい

うことが今後の展望になります。 
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4-16 仙台楽生園ユニットケア施設群における地域共生社会の取り組み 

仙台市認知症介護指導者 佐々木薫 キーワード： 共生社会、地域包括ケア、支えあい活動

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

社会福祉における諸問題の解決を図るためには地域共生社会の実現が求められている。そこで、地域包括

支援センターが中心となって、在宅サービスと施設サービスが協働連携し、地域共生社会の実現に貢献するこ

とを目的とする。 

【活動内容】 

地域団体や行政、福祉関係機関等で「荒巻安心タウン構築委員会」を組織し、認知症地域資源マップの作

成に取り組んだ。また、マップの作成に伴い町内会長、地区社協の福祉委員に認知症に対する啓発活動を行っ

た。なお、認知症マップ作成後は、「荒巻安心タウン推進委員会」と名前を変え、要援護者マップの作成、認知

症サポーター活用、オレンジカフェ等へと活動の幅を広げている。さらに安心・安全なまちづくりを進めるべく、

「荒巻地区福祉向上委員会」を組織し、地域住民主体で組織する荒巻支え合いセンターを設置するなど、地域

共生社会の実現に向け発展し続けている。 

活動のきっかけ、背景（その他の立場で） 

筆者が所属する法人の事業所の一つに「葉山地域包括支援センター」があり、この事業所で「認知症地域資

源マップ」作成のモデル事業に選定された。しかし、住み慣れた地域での安心・安全な生活を保障するためには

これだけでは足りないと考え、地域住民等と協働して「地域防災社会資源マップ」「要援護者マップ」の作成を同

時に行うこととした。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 24 年に地域包括支援センターの職員と町内会や地区社協、民生児童委員、地域の介護事業所等が

協働して「荒巻安心タウン構築委員会」を組織し、「荒巻安心・安全タウンマップ」の作成及び地域住民向け認

知症研修を実施、平成 26 年には「荒巻安心タウン推進委員会」を設置し、住民向けアンケートや町内会長との

懇談会を実施するとともに葉山オレンジカフェを開始。平成 27 年には「荒巻地区個性ある地域づくり計画策定

委員会」に参画し、荒巻地区防災訓練を支援するとともに街づくりアンケートを実施した。平成 29 年には「荒巻

地区まちづくり委員会」に参画するとともに「荒巻地区福祉向上委員会」を設置し、荒巻地区福祉向上委員会コ

ア会議を開催するほか、地域包括ケア学習会を実施。令和元年には「荒巻支え合いセンター」を設置し、担い

手を募り育てる取り組みを行った。 

【活動の成果】 

 閉じこもり予防や安否確認等、認知症の人が地域で安心して暮らすための生活支援体制を築いた。また、そ

れらの担い手を募り育てるとともに、担い手が活動の充実できるような支援を行った。 

 地域住民や地域団体だけで運営する「荒巻支え合いセンター」が設置され、相互扶助の活動が始まった。こ

れは地域包括ケアのモデルとなるもので、仙台や青葉区からも期待される活動となった。 

今後の展望 

今後は「荒巻まちづくり委員会」や「荒巻支え合いセンター」に参画し、地域包括ケアシステムの構築や共生社

会の実現に向けて努力していきたい。そのためにも地域住民・団体への啓発や、それらを通じて地域への情報

発信を積極的に行っていくことが必要であろう。具体的には、認知症サポーターの養成やネットワークの構築、近

隣防災協定の推進、小中学校への認知症に関する学習提供、認知症に関わる人材育成などである。この町全

体が「オレンジタウン」と呼ばれるような、認知症の人にやさしい町になることを目指して活動していきたい。 
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4-17 
若年性認知症のご本人の声に耳を傾け、今やりたいことをサポートする 

～パートナーとして、当事者の思いを伝える～ 

名古屋市認知症介護指導者 安田いづみ 
キーワード： 当事者の声、パートナー、やりたいことを一緒

に、支援者自身も学ぶ 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

今まで出来ていたことが困難となり、やりたいことをあきらめてしまう事が多くなったとの若年性認知症当事者

の声を聞き、自分たちがサポートすることで、その実現に一歩近づくことが出来るかを考える。 

【活動内容】 

若年性認知症当事者の A さんは、今やりたいことがあった。一般に認知症の方が今やってみたいことを実現

しようとすると、自分たちだけでは様々な障害や制度の壁があり実現困難なことも多い。そこで、できないことをサ

ポートするのではなく、やりたいことをサポートするために取り組んだ事例を紹介する 

活動のきっかけ、背景（指導者としての立場で） 

「若年性認知症サロン」に認知症介護指導者として参加をきっかけに、若年性認知症の A さんと 2018 年より

交流を持つようになった。認知症がゆえにやりたいことをあきらめてしまう例は少なくない。その実現に向けての

取り組みを考えてみた。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

2018 年 10 月、地域で開催された若年性認知症サロンで若年性アルツハイマー型認知症と診断されている

A さんに出会った。そして、A さんの希望である①認知症サポーター養成講座の講師「キャラバンメイト」になりた

い。 ②社会のために何か役に立ちたい。ボランティア活動をしたい。に共感し、A さんの思いを支援するパート

ナーとして一緒に活動することとなった。 

①について、当事者キャラバンメイトに実績のある名古屋市認知症相談支援センターの職員より名古屋市に

相談し、A さんとともに講座を受講。受講後はキャラバンメイトとして講師デビュー。以降、定期的に地域でキャラ

バンメイトとしての活動を行っている。 

②について、実現に向け私の所属法人に相談。隔月に開催される認知症カフェのボランティアをしていただく

承諾を得る。A さんを受け入れるにあたり、認知症介護指導者である私が講師となり若年性認知症の施設内研

修を実施。認知症カフェでは A さんと職員とペアになり、カフェ訪問者の会場案内、飲み物のオーダーなどを行

い、明るい A さん本人のストレングスを十分に活かしたボランティア活動となった。当施設のボランティア活動を

きっかけに、地域での様々な認知症カフェに参加しボランティアグループにて活動の場を広げ活躍している。 

【活動の成果】 

地域で認知症サポーター養成講座を開催し、当事者キャラバンメイトからの発信は当事者の生の声を聞くこと

が出来るということで非常に反響が大きかった。開催後のアンケートや会場からは、認知症の方への見方が変わ

った。認知症になってもサポートがあれば、やりたいことが実現でき、明るく前向きに生きることができる等の声が

聞かれた。実際に当施設での認知症カフェでかかわった職員からも、認知症に対し、今まで自分たちがイメージ

していた認知症と全く違い、今後のケアの参考にしたいという声が聞かれた。 

今後の展望 

昨年よりコロナ禍で活動の場が減ることとなった。また地域での認知症カフェも中止となり A さんにとっては交

流や参加の場が減り、人とのコミュニケーションの場に影響を与えている。このような時期であるからこそ、コロナ

禍だからできないではなく今この時に沿ったサポート方法を考えていきたい。 
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4-18 若年性認知症を患っても就労はできる 

東京都認知症介護指導者 宇津木忠 キーワード： 若年性認知症、就労 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

若年性認知症の疑いがあり、就労先で解雇を告げられた方に対し、適切な医療の提供（認知症の診断）及び

今後の支援設計、就労まで繋げることを目的とした。 

【活動内容】 

若年性認知症の方の支援について、東京都多摩若年性認知症総合支援センターと情報共有を行うとともに

支援体制を構築した。また、現状を分析して社会福祉法人不二健育会で可能な就労支援方法を検討し実行し

た。その他、東京都健康長寿医療センターにて認知症検査が受けられるよう支援するほか、障がい者手帳の交

付申請を支援するなど、総合的な支援を実施した。 

活動のきっかけ、背景（その他：介護長の立場として） 

東京都認知症介護指導者より、東京都北区において訪問介護事業所で勤務する仲間が、若年性認知症の

疑いにて無碍に事業所を解雇されたと連絡あり。力になって欲しいと依頼を受ける。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

平成 29 年 1 月に東京都多摩若年性認知症総合支援センターへ長女様より相談連絡があり、2 月にご本人

様、長女様及び関係者を交えたカンファレンスを行った。この時にご本人様ができる業務としてシーツ交換業務

を提案し、トライアル的な就労を実施することとなった。4 月から営繕業務のトライアル開始。6 月から非常勤採

用となった。なお、通勤は自転車にて 25 分程度。全職員へ周知し、皆でフォローすることとした。勤務状況は順

調で、10 月には勤務開始時間よりも早い時間に出勤されるようになった。 

しかし、平成 30 年 4 月には通勤途中での荷物や自宅等の鍵を紛失することが増えてきた。5 月には同居長

男様、勤務状況の確認の為来苑。①通勤②出勤の状況③認知症の進行を共有また、出勤時には通勤確認の

電話連絡及び自宅での状況確認を宇津木と毎回行った。そして 6 月には気分がすぐれず、当日欠勤が多くな

る。この日が最終の勤務日となってしまい、平成 31 年 3 月に長期休みが継続し、ご家族とご相談の上、退職の

手続きを行った。 

現在は認知症対応型通所介護へ週 6 日間ご利用しながら、笑顔で在宅生活を継続している 

【活動の成果】 

介護事業所にも関わらず、従業員が若年性認知症を患った際に検討もせず、無碍に解雇通知が出されてし

まう現状がある。認知症を患ったとしても、周りの適切なサポートや柔軟な働き方の提案があれば就労を継続し

ていけるということを、短期間ではあったが実現できたのは成果であり、この様な提案を数多く実践することや情

報発信していく事で、環境は変わっていくのではないかと考える。 

長女様は認知症サポーターとなり、自己の体験を広く知って貰いたいと笑顔で話して下さったことも成果と言え

る。 

今後の展望 

従業者の持てるスキルや定在適所の業務依頼及び本人の遣り甲斐を考え、皆でサポートするということは、

認知症があろうが、障がいがあろうが、高齢であろうが、未経験であろうが、外国人であろうが、なんら関係はな

いと考える為、ダイバーシティー＆インクルージョンやごちゃまぜ介護の実現を今後も実践していきたいと考え

る。 
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5-1 外国人介護職員の受入れと交流事業に関する活動事例報告 

神戸市認知症介護指導者 松浦慎介 
キーワード： 外国人介護職員、特別養護老人ホーム、異文

化間コミュニケーション、認知症ケア 

活動の概要（活動の主体：法人） 

【活動目的】 

EPA 介護福祉士候候補者の受け入れにより認知症ケアを実践する介護職員を確保するとともに、日本人介

護職員を海外にある看護大学に派遣することで、日本で実践される「認知症ケア」を伝える。また、日本人の介

護職員が自己理解を深め、専門職としての資質向上を図る。 

【活動内容】 

2015 年から 2019 年の 5 年間で、フィリピンから EPA 介護福祉士候補者 4 名の受入を行った。受入時か

ら、総合相談窓口、生活支援、職場支援、学習支援と各担当者を決定し、候補者を育成。海外派遣では、日

本で実践される介護技術や認知症ケアの授業を 2016 年からベトナムにある 2 ヶ所の看護大学で年 2 回、

2019 年には、フィリピンにある 2 ヶ所の看護大学で 2 回、実施した。 

活動のきっかけ、背景（その他：管理者としての立場で） 

当事業所では、特別養護老人ホームに対するニーズを根拠に、新規事業を展開してきた。しかし、介護職員

の新規採用は年々、困難な状況が発生する一方、より複雑で多様化していく介護ニーズに対応できる人材の確

保と教育も考えていかなければならない状況にあった。従来通りの選択を繰返すだけでは、事態の改善には繋

がらないと判断し、市内で評価を得ていた EPA 介護福祉士候補者の受入と新規事業で関わりのあった企業と

連携して、「社会福祉従事者の海外派遣プロジェクト」の取り組みを開始した。 

活動の経過と成果 

【活動の経過】 

EPA 介護福祉士候補者の受入は、2015 年 12 月に初めて、フィリピンから 2 名候補者の受入を行い、その

後もフィリピンから候補者を受け入れた。候補者が、母国とは異なった環境でも生活を送ることができるように、

買い物、医療機関、公共交通機関の案内などの支援を行った。学習支援は、勤務時間内に JICWELS の学習

教材を使用した学習や集合研修への参加支援を行い、今年度からは、eラーニングを活用した日本語学習と介

護福祉士国家試験対策講座の受講支援も行った。社会福祉従事者の海外派遣プロジェクトについては、授業

設計の段階から、プロジェクトに賛同し参加した他法人の職員とともに、カリキュラム、シラバス、講義資料を共同

で作成した。現地の授業は 1 大学に対して 1 回あたり 2 日間の授業を実施し、ベトナムでは述べ 10 回、フィリピ

ンでは 4 回の授業を実施した。また、歴史資料館の見学や障害者、高齢者施設の見学と交流も行った。 

【活動の成果】 

EPA 介護福祉士候補者 4 名の内、既に 2 名が介護福祉士国家試験を受験し、1 名が合格したが、もう 1 名

は不合格となり帰国した。利用者等の候補者に対する反応は好意的で、職員からは候補者の姿に刺激を受

け、介護へのモチベーションが向上したといった声も聞かれた。社会福祉従事者の海外派遣プロジェクトでは、1

回あたり平均 30～40 名の受講生数であったが、200 名を超える受講生になる時もあった。また毎回、授業実

施後に、受講生を対象にしたアンケート調査を実施した。授業の理解度は「とても理解できた」「ある程度、理解

できた」の回答が 90％超、「日本の介護に関心が高まったと」する回答も毎回、90％を超える結果であった。 

今後の展望 

質の高い認知症ケアを提供するためには、介護に関心が高く、向学心に満ちた人材であるならば、国籍で区

別するのではなく、就労の機会を提供することが重要だと考える。従って、2021 年には、技能実習生 2 名（ベト

ナム）、特定技能 2 名（ネパール）の受入を決定している。今後は、介護職員のキャリアビジョンの一つとして、海

外で認知症ケアに携わる日本人の育成も視野に入れた実践を積み重ねていきたいと考えている。 
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巻末資料 ２．認知症介護指導者ネットワークの活動 

ちネット（認知症介護指導者仙台ネットワーク）、大府ネット（認知症介護指導者大府ネットワー

ク）、being（認知症介護指導者東京ネットワーク）及び全国認知症介護指導者ネットワークの活動

について報告された内容を、次ページ以降にネットワークごとに示す。

認知症介護指導者ネットワークの活動一覧 

ちネット（認知症介護指導者仙台ネットワーク）

大府ネット（認知症介護指導者大府ネットワーク）

 being（認知症介護指導者東京ネットワーク）

全国認知症介護指導者ネットワーク
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ネットワークの活動 ちネット（認知症介護指導者仙台ネットワーク） 

【活動目的】 

認知症介護指導者の連携を深め、認知症介護実践研修の充実のために、指導者として今後取り組むべき課題

の共有や、指導者の資質の向上及び地位の確立を図ると共に、仙台センターや関係機関との連携を通じて、認

知症の人に対するサービスの質の向上や、認知症介護の普及に努めることを目的とする。 

【活動内容】 

（１）会員相互の交流の場や情報及び意見交換の機会を設けて、自己啓発及び自己研鑚に努められるよう支

援する。（２）全国ネットワーク並びに各地域ネットワークの構築を推進すると共に、関係機関と必要な連携を図

る。（３）指導者養成研修及びフォローアップ研修並びに認知症介護実践研修等に対する提言を行う。（４）認知

症介護実践研修を効果的に実施できるよう指導者の位置付けを明確にして地位の確立を図る。（５）指導者の

資質向上を図るため、仙台センターや関係機関と連携を図り継続研修会を実施する。（６）認知症介護に関す

る研究及び調査を実施して学識や技能の蓄積を図り、会員及び関係者に還元する。（７）地域社会に対して認

知症の人への理解を促進し、認知症介護の学識や技能を提供することで地域福祉を推進する。 

【活動のきっかけ、背景】 

平成１３年より痴呆介護指導者が養成される中、指導者単独では痴呆介護実務者研修の充実及び痴呆ケア

の向上には限界があるのではないかと危惧してきた。とくに、痴呆ケアの向上には、実務者研修の充実が不可欠

であり、そのためには、痴呆介護指導者のスキルアップと相互協力が重要であるとの認識に至る。そこで、仙台

市の指導者数名に声掛けし、痴呆介護指導者ネットワーク仙台を平成 14 年に設立する。 

【活動の経過】 

認知症介護指導者は単なる研修講師ではなく、認知症ケアの人材育成を担う研修企画者でもある。行政や

研修委託先と対等に研修を企画するには、指導者同士のネットワーク化が不可欠と考え活動を開始した。具体

的には、指導者が研修内容、研修委託先が研修運営、行政が研修実施責任者としての役割を担い、三位一

体で企画・研修を実施する体制を構築した。このシステムを他の道県市に波及させる活動も併せて開始する。 

その後、平成 17 年に仙台市及び仙台市介護研修センター、認知症介護研究・研修仙台センターの協力を得

て、認知症護指導者ネットワーク（ちネット）を仙台市において正式に設立。フォローアップ研修や調査研究の実

施、機関紙の発行など、指導者の質の向上、情報の共有、連携強化に取り組んできた。これらの「ちネット」活動

が、大府ネットや東京ネットの設立に繋がり、さらには全国ネットワークやその法人化に繋がり発展していく。 

【活動の成果】 

指導者は認知症介護実践研修等の企画・立案を行うプランナーや、研修の講義・演習・実習を担当するトレー

ナーの役割はもちろんのこと、認知症介護の質の向上に関わる指導・助言者としてのスーパーバイザーや、地域

社会で認知症の人を支える啓発活動の先導役としてのインタープリター、保険・医療・福祉・教育・地域の調整

役としてのコーディネーターなどの役割も担ってきているし、認知症施策にも参画している人も多い。 

また、３センターとの連携では、認知症介護実践研修の平準化やテキスト作成、認知症介護指導者フォローア

ップ研修カリキュラム検討委員会、ｅラーニングなど老健事業の検討委員会にも参画している。 

【今後の展望】 

認知症施策や社会ニーズの増大により、指導者を取り巻く環境が変化してきて求められるニーズも増大するな

ど、指導者の課題も多様化してきており、サポーター養成や認知症カフェ、地域支援など認知症研修以外のニ

ーズへの対応も担っている。その反面、指導者の認知度は低く任務に見合った待遇や環境が整備されていると

は言い難い。本業との板挟みで十分な活動ができず、指導者研修を修了しても活動を休止又は卒業している

者も多い。指導者ネットワークとしては活動を活発化させ、行政や３センターとの連携を図りながら、資格化など

指導者の地位の向上に努めるとともに、認知症研修の充実や認知症ケアの向上に取り組んでいく必要がある。 
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ネットワークの活動 大府ネット（認知症介護指導者大府ネットワーク） 

【活動目的】 

認知症介護指導者（以下「指導者」という）の連携を深め、指導者として取り組むべき課題を共有し、指導者の

資質の向上及び地位の確立を図るとともに、大府センターや関係機関との連携を通じて、認知症の人に対する

サービスの質の向上や、認知症介護の普及に努めることを目的とする 

【活動内容】 

１．ブロック単位での研修の開催、ネットワーク全体での研修会の開催（各年１回） 

２．研究会の開催（年 1 回） 

３．生涯学習委員会の開催（講義設計についての検討、年数回） 

４．OHBU 通信の発行（年 2 回） 

【活動の経過】 

指導者間の連携を深め、指導者として取り組むべき課題を共有し、自らの資質向上のための場が必要であると

感じた認知症介護研究・研修大府センター修了生の有志により、平成 19 年に認知症介護指導者大府ネットワ

ーク（大府ネット）を設立した。北陸・更新・東海・近畿東・近畿西の５つのブロックがあり、所属自治体を超えた指

導者同士で連携し自己研鑽に励んでいる。 

【活動の成果】 

令和２年 10 月現在の会員数は 542 名である。大府センターからの修了生の約７割が加入している。５つのブ

ロックそれぞれで指導者の関心のあるテーマで研修会を開催し、センター修了期や所属自治体の枠を超えて学

ぶ機会を提供してきた。 

指導者としての自己研鑽を積むべく、令和元年度から生涯学習委員会を設立している。各ブロックの実践者研

修等の講義担当者が集結し、講義内容を検討して標準的な資料を作成し、年 1 回開催しているネットワークの

研究会で発表している。令和元年度は実践者研修の科目「認知症ケアの倫理」の講義設計を行い、それに基

づく模擬授業の検討を行った。令和 2 年度では引き続き「認知症ケアの倫理」を用いて Web 化し、研究会もオ

ンラインで開催した。 

また、全国ネットワークと共同で自然災害時の被災地支

援活動を行ったり、令和２年度は新型コロナウイルス感

染症における影響調査も行った。自然災害時の被災地

支援活動では、人的支援、物的支援、金銭的支援を行

っている。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い

認知症関連研修の中止が続出し、その対応は自治体間

で判断が異なっており、指導者間でも混乱が起きた。各

都道府県市の世話人を対象に実践者研修等の開催状

況や感染対策についての調査を行い、実態把握と今後

に向けて検討する際の基礎資料を得ることができた。 

【今後の展望】 

認知症介護指導者は地域ケアの推進といった面で、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員

等での活躍が期待されているが、市町村担当者が当該市町村に指導者がいるかという情報が共有されていな

いところもある。指導者が認知症関連研修以外にも地域活動への貢献が進むよう、指導者に関する情報共有、

情報公開の仕組みが必要であると考えている。 
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ネットワークの活動 ｂeing （認知症介護指導者東京ネットワーク） 

【活動目的】 

認知症介護指導者の連携を深めると共に、 認知症の方が尊厳をもって暮らせる社会の創造を目指す。 

【活動内容】 

1 会員相互の情報・意見交流、継続した自己研鑽 支援 2 認知症介護に関する学識や技能の蓄積と会員及

ひ関゙係者への還元 3 認知症介護実践研修の修了生や認知症介護に 携わる人の人材育成と認知症介護を

継続的に支援 4 家族や地域住民か互゙いに相談や援助しあえる環境つぐり 5 地域社会の認知症についての理

解促進 6 全国の認知症介護の質向上のために指導者の役割を明確化と地位の確立 7 東京センターや他の

関係機関と連携を図る 

【活動の経過】 

ちネット、大府ネットに続き、東京センター管轄の指導者によって設立された。指導者の連携を深めるととも

に、認知症の方が尊厳をもって暮らせる社会の創造を目指すことを目的として組織化した。総会研修及びブロッ

ク研修会の開催、指導者の相互交流支援、会報の発行などの他に、実践者研修のカリキュラムを共有し講義

の平準化を行う場としても活用されている。 

【活動の成果】 

他ネットワークと同様に、研修会の開催等で指導者間での自主フォローアップに努め、会報・メール等で情報

の共有を図っている。さらにｂeing の管轄内ではこの数年自然災害が発生しており、被災した会員及び認知症ケ

ア現場等への災害支援活動も行っている。全国ネットワークとの協同での活動や being 単体の災害支援活動な

ど会員及び地域会員組織の災害支援活動をサポートしている。 

直近の令和 2 年 7 月の熊本豪雨の被災地支援として、発災当初の初動活動を担

う会員の支援をするととに、認知症の方の支援及び避難所の方々への支援として地

元の他団体との連携で「ホッとカフェだんだん」と称し集いの場を作った。また being 九

州ブロックとの協同で「よろず相談」として認知症ケアの相談窓口を設け、それらの活

動の一助になるようにと being 関東ブロック会員が中心となり活動支援金を集う活動

を実践するなど、できることをできる指導者で取り組み、R３年３月現在も災害支援活

動は継続されている。この災害支援活動は 被災地の認知症介護指導者会が中心

となりコーディネイトし being のみならず地元の他専門職団体や家族会・自治体等と連

携しながら実践している。 

being の管轄は関東・新潟エリアと九州・沖縄エリアがある。研修を通じて知り合った

仲間の危機をわがごとのように捉え、遠く本州からも、周りを巻き込み物資を集め、直

接届けたり救助活動に駆け付けた。 

 復旧・復興への道のりは長く心折れる時もあったが、そんな時に遠くの仲間からの手

紙付き支援物資が届くことで、人と人とのつながりを感じ力づけられ継続できたところに

ネットワークの意義を感じている。 

【今後の展望】 

全国ネットワークでは以前、行為規範として「求められる指導者像」を策定しており認知症介護指導者の倫理

綱領など言語化などを検討したい。 

また、このコロナ禍の認知症介護現場での実践経験や熊本の地震や水害の災害支援活動の体験などを知

見として積み上がるように取り組む必要もある。認知症の人の望む暮らし実現を目指し当事者及び家族そして

認知症介護実践者のために認知症介護指導者の力が最大限に活かせるよう being とし応援できる体制を整え

たい。 
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ネットワークの活動 一般社団法人 全国認知症介護指導者ネットワーク 

【活動目的】 

認知症介護指導者同士の連携を通じて指導者としての資質の向上に努め、認知症の人の権利擁護と生活の

質の向上を図る。また、地域における認知症への理解の促進及び住民への啓蒙活動等を通して、認知症の人

に優しい社会の実現を目指す。さらに、行政や各関係機関と連携し、指導者の地位の確立や向上を図りなが

ら、認知症介護の発展に寄与する。 

【活動内容】 

１：ちネット（仙台ネットワーク）、ｂｅｉｎｇ（東京ネットワーク）、大府ネット（大府ネットワーク）の 3 つの団体の全国組

織として研修会等への名称後援等 ２：全国ネットとして各ネットワークの研修会を全国大会として開催 ３：認知

症介護指導者のＺＯＯＭ研修の開催 ４：出版事業として 現在までに 2 冊の書籍発刊 ５：毎年 各都道府

県・政令都市の「認知症介護実践者研修等」の実施主体へのアンケートの実施 ６：災害時における認知症介

護指導者からの「義援金」の募集と配布、支援活動等 ７：厚生労働省老健局 担当部署への活動報告等  

活動のきっかけ、背景 

認知症介護研究・研修センター修了生らが設立した３つのネットワークが全国ネットワークとして緩やかに連携し

ていたが、社会に対して指導者の顔が見えるようにするため、これまでの任意団体から法人化することとした。 

【活動の経過】 

平成 17 年に仙台センター修了生による「ちネット」の設立をきっかけに、平成 19 年に「大府ネット」が、翌 20

年に「ｂｅｉｎｇ」が設立した。認知症介護指導者の地位向上と知名度の向上を目的として、平成 27 年に３つの団

体の全国組織である一般社団法人・全国認知症介護指導者ネットワークが設立された。 

【活動の成果】 

認知症介護指導者が都道府県政令市やそれぞれの地域で 

迷わず自信をもって活動できるように、指導者の行動規範として 

「求められる指導者像」を策定した。また、全国で活躍する指導 

者の実践を集約した「実践事例でわかる認知症ケアの視点」と 

「認知症ケア実践者のためのアクションプラン」を発刊している。 

全国ネットワークとしての取組みで大きかったものは、平成２３年３月１１日の東日本大震災である。３ネットワ

ーク指導者が一致協力して、東日本大震災で被災された認知症の人や高齢者、その家族、さらには認知症介

護指導者、介護従事者、事業所の支援、援助を行うことを目的に災害支援連携チームを立ち上げた。実施した

主なものとしては、介護ボランティアの派遣、義援金の配布、研修用災害ＤＶＤの作成を行った。 

この経験が平成２８年４月１４、１６日の熊本地震にも活かされ、    

全国からの支援物資や義援金の提供にも繋がった。また、熊本県 

からの依頼で熊本地震災害多職種連携会議に参画した時に、避 

難所でのＢＰＳＤ等の悪化防止を目的とした認知症サロンを実施し 

て欲しいとの要請があった。九州地区の指導者を中心に５月中旬 

から約２か月に渡り、週一回の「気晴らしサロン」が開催され被災者 

や認知症の人に感謝された。これらの活動が評価され、全国ネット 

ワークとして熊本県知事より感謝状が贈呈された。

今後の展望 

認知症介護指導者が所属する法人、団体、施設等において、介護現場における人材不足等により、研修の講

師や企画者として活動することが難しくなってきている状況ではあるが、全国ネットワークとして行政や３センター

との連携を図り、指導者の地位の向上と認知症ケアの向上に取り組んでいきたい。 
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巻末資料 ３．  実践者研修・実践リーダー研修のアウトカム評価を中心とした
介護保険施設・事業所等調査 調査票 
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巻末資料３
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✔

巻末資料 ４．  認知症介護指導者養成研修修了者の活動実態調査
（第１次調査） 調査票 
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→

✔

✔

巻末資料４
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巻末資料４
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✔

（

認知症介護研究・研修仙台センター 
258



巻末資料４
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巻末資料 ５．  認知症介護指導者養成研修修了者の活動実態調査
（第２次調査︓活動事例） 調査票 
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巻末資料 6．地域単位で見た認知症介護指導者の役割等に関する調
 

査 （ 指導者ネットワーク︓活動事例） 調査票
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巻末資料６
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≪地域単位でみた認知症介護指導者の役割等に関する調査≫ 

本調査は、厚生労働省の令和 2年度老人保健事業推進費補助金（老人保健健康増進等事業）による「認知症介護指導者
養成研修等のアウトカム評価に関する調査研究事業」の一環として実施させていただく調査です。 

◆以下の設問について必要事項をご記入ください

貴方が関与する指導者ネットワーク名 

貴方が関与する指導者ネットワークが行っている（または、これまで行った）特色ある活動、管轄圏域の内外を問わな

い広域での活動、あるいは、その活動で独自の工夫をしていること等があれば教えてください。   

  例：災害地への支援活動 

※この用紙には活動タイトルを箇条書きで挙げていただき、次ページ以降に、活動内容等を簡単にご記入ください。

一つの活動につき概ね 1 枚とし、右上に No. （   ）をご記入ください。

今後、国や都道府県等が実施する認知症施策の推進に関して、指導者ネットワークはどのような役割を担えるのか、

また、指導者に期待する役割等がありましたらお聞かせください。 

☆不足する場合は、お手数ですがコピーしてお使いください。

活動内容について No.（          ） 
【活動タイトル】 

【活動の概要】 

（１）活動の目的

（２）活動の内容

【活動の成果】 

【今後の展望】 

認知症介護研究・研修仙台センター 
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令和２年度老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金） 

認知症介護指導者養成研修等のアウトカム評価に関する調査研究事業 
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